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空気調和・衛生工学会東北支部 

第 7 回学術・技術報告会 

口頭発表・ポスター発表講演者および技術展示募集 

 

空気調和・衛生工学会東北支部では第 7回学術・技術報告会を下記の要領にて実施いたします。 

つきましては、空気調和・給排水衛生・電気・防災等の建築設備、建築環境工学一般に関する研

究や調査、物件の企画や設計・施工・試験結果等の技術報告、新製品・新素材や試製品の紹介等

の講演および技術展示を募集致します。報告会当日には、若手研究者・技術者を対象とした優秀

発表奨励賞の表彰も行います。産官学各界よりたくさんのご応募を賜りますよう、お願い申し上

げます。また、一般来場者も聴講可能な特別セッションを予定する他、交流会も行いますのでぜ

ひお誘いあわせのうえご参加下さい。 

 

■主  催  空気調和・衛生工学会東北支部 

■共  催  電気設備学会東北支部、建築設備技術者協会東北支部、日本技術士会東北本部 

■後  援  日本建築学会東北支部、住まいと環境 東北フォーラム、日本空調衛生工事業協会 

東北支部、東北空調衛生工事業協会、日本設備設計事務所協会連合会東北ブロック、 

宮城県空調衛生工事業協会、日本電設工業協会東北支部、全国ビルメンテナンス協会 

東北地区本部、山形県設備技術協議会、日本冷凍空調学会東北地区事業推進委員会 

■日  時  平成 30 年 3 月 9日（金）8：50～17:20（8:40 受付開始）予定 

■会  場  東北文化学園大学 5号館 

〒981-8551 宮城県仙台市青葉区国見 6-45-1  

(http://www.tbgu.ac.jp/ キャンパス内及び周辺地域全面禁煙) 

アクセス JR 仙山線「国見駅」、仙台市営バス「国見浄水場・東北文化学園大学前」、徒歩約 1分 

【口頭発表・ポスター発表・技術展示の申し込み】 

■ｴﾝﾄﾘ締切  平成 30 年 1 月 11 日（木）（口頭発表・ポスター発表講演者・技術展示共通） 

※エントリを受付けた後、後日論文集掲載用原稿を提出頂きます。 

※エントリ用紙は必ず今年度版をご使用下さい。 

■応募資格  発表者（連名者）/展示者（紹介者）のうち少なくとも 1名が本学会または共催・後援

学協会の会員（会員種別不問）であること。 

■申込方法  エントリ用紙を当学会東北支部ホームページからダウンロードし、必要事項を記載し、

メールにて件名に“第 7 回東北支部学術・技術報告会申込み”と標記のうえお申込み下

さい。 

■登 録 料 ・一般講演(口頭発表・ポスター発表)：一題につき 2,000 円(税込)を当日お支払い下さ

い。連名者は無料です。当日はつり銭のないようご協力ください。 

 ・技術展示出展料：1ブース当り 20,000 円(税込）を期日までに指定の口座へお振込みく

ださい。2月 9日(金)頃までに出展者(責任者)宛に請求書を送付致します。 

■参 加 費  無 料 

■論 文 集  紙媒体(白黒印刷,1 冊 3,000 円 税込)を当日販売します。また、PDF 版を空気調和･衛

生工学会東北支部 HP よりダウンロード可能です(無償)。PDF 版の掲載予定期間は開催

日を含む 3月 5日～3月 14 日(予定)です。紙媒体の論文集は部数に限りがありますの

で、確実に入手したい方は、エントリ用紙の論文購入欄にてお申込み下さい。 

【口頭発表・ポスター発表】 

■投稿方法 口頭発表・ポスター発表に関わらず、論文集掲載用原稿は偶数頁(最大 6ページ)とし、

期日までに PDF データをメールにて提出頂きます。テンプレートや発表時の諸注意(伝

達事項)は、後日当学会東北支部ホームページに掲載します。 

■原稿締切 平成 30 年 2月 14 日(水)17：00 必着。 

 ※原稿は後日 HP に掲載される伝達事項を確認し、所定のファイル名をつけ提出下さい。 

■講演方法 ・一般講演(口頭発表)：一題に付き発表 9分、討論 3分程度を予定。 

・一般講演(ポスター発表)：ポスター会場でコアタイムに説明・討論(各 9分・3分)。 



・各自パソコンと発表データをご持参ください。 

・接続はシリアル端子のみです。Mac の方、HDMI 端子のみの方 

はアダプタをご準備下さい。 

■採  否 東北支部運営委員会に一任願います。口頭発表の応募数が多い場合、口頭発表で申し

込み頂いても、ポスター発表になる場合があります。 

【技術展示】 

■出展内容 ①空気調和･給排水衛生･電気・防災等の建築設備，建築環境工学に関連する研究・調査、

技術・機器・システム等を紹介するポスター等や機器・製品・システム等 
 ②ポスター会場に展示ブース(幅約 180cm×奥行 90cm＋テーブル)を予定。 
 ③午前中に、技術関連展示内容を説明するためのコアタイムを予定しております。 
 ④騒音や振動の発生する展示物のデモンストレーションがある場合は、実施の可否と時

間帯の検討を行いますので、計画内容を事務局までご相談下さい。 
 ⑤電源を要する機器類の電源は、単相 100V、5A 以内でお願いします。 
 ※詳細は、後日「伝達事項」として当学会東北支部 HP に掲載いたします。 
■採  否  東北支部運営委員会に一任願います。 

 

■プログラム（予定） 

 8:30 受付開始 

※発表者・技術展示代表者は発表・展示前に必ず受付を済ませて下さい（発表者 

は発表の 30 分前まで）。  

8:50 開会 

9:00 発表開始 

午前 学術・技術報告会（口頭発表） 

午後 記念講演、学術・技術報告会（ポスター、口頭発表） 

17:20 閉会 

※仙山線 JR 国見駅→仙台駅行 17：28、17：44、18：02   

■交 流 会 当日 18:30～20:30(予定)。ホテル法華クラブ仙台 2F ピア（青葉区本町 2-11-30） 
参加費 5000 円。エントリー時または 3 月 5 日（月）までに当実行委員会へお申込み下 
さい。参加費は当日お支払い下さい。 

■連 絡 先 空気調和・衛生工学会 東北支部第 7回学術・技術報告会実行委員会 

 専用 HP http://tohoku.shasej.org/gakujutu.html 
 〒980-0821 宮城県仙台市青葉区春日町 3-8 春日町ファインビル 4F 

 住まいと環境 東北フォーラム内 

 TEL 022-221-9042 FAX 022-221-9243  

 E-mail tohoku.shase@gmail.com 担当：柴田 

 ※@gmail.com からのメールが受け取れるように設定をお願いします。 

 ※伝達事項は、随時東北支部HPに掲載しますが、ご不明な点は上記までご連絡下さい。 

シリアル端子 
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口頭発表Ａ会場 口頭発表Ｂ会場 技術展示会場

（３階５３５３講義室） （３階５３５２講義室） （３階５３５１講義室）

開会式 8：50～8：55

支部長挨拶

司会：田原　誠

学術・技術報告 9：00～9：48 9：00～9：48

（口頭発表） 【温熱空気環境①】 【建築材料・建築環境】

Ａ1～Ａ4 Ｂ1～Ｂ4

司会：須藤　諭 司会：許　雷

9：53～10：41 9：53～10：41

【温熱空気環境②】 【給排水衛生・耐震】

Ａ5～Ａ8 Ｂ5～Ｂ8

司会：赤井　仁志 司会：岡田　誠之

10：46～11：34 10：46～11：46

【温熱空気環境③】 【避難施設・災害・放射線】

Ａ9～Ａ12 Ｂ9～Ｂ13

司会：船木　寮一 司会：内海　康雄

技術展示コアタイム 11：50～12：25

（展示は8：50～16：00）

Ｔ1～Ｔ8

司会：後藤　正徳

学術・技術報告 13:10～13：58 13:10～13：58

（口頭発表） 【再生可能エネルギー①】 【エネルギー消費】

Ａ13～Ａ16 Ｂ14～Ｂ17

司会：菅原　正則 司会：小林　光

14：03～14：51 14：03～14：51

【再生可能エネルギー②】 【システム開発】

Ａ17～Ａ20 Ｂ18～Ｂ21

司会：谷　博之 司会：鈴木　道哉

特別セッション 15：00～16：30

空気調和・衛生工学会
創立100周年記念
空気調和・衛生工学会
東北支部講演会

司会：小林　光

閉会式 16：30～16：45

優秀発表奨励賞　発表

優秀発表奨励賞　受賞式

司会：田原　誠

空気調和・衛生工学会　東北支部　第７回学術・技術報告会　スケジュール
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東北文化学園大学　５号館３階

　【開会式】 司会： 田原　誠 (株)竹中工務店
　8：50～8：55　　口頭発表A会場 （３階5353講義室） 

支部長挨拶 空気調和・衛生工学会 東北支部長　 須藤　諭 東北文化学園大学

2．学術・技術報告〔口頭発表〕
　【温熱空気環境①】 司会： 須藤　諭　 東北文化学園大学
　9：00～9：48　　口頭発表A会場 （3階5353教室） 

○ 神宮司元治 産業技術総合研究所 1

赤井　仁志 福島大学
内田　洋平 産業技術総合研究所

○ 荒川　大多 宮城教育大学 3

菅原　正則 宮城教育大学
○ 仁科　妃里 東北文化学園大学 7

野崎　淳夫 東北文化学園大学
土屋　貴寛 東北文化学園大学
成田　泰章 暮らしの科学研究所

○ 一條　佑介 東北文化学園大学 11

野崎　淳夫 東北文化学園大学

　【温熱空気環境②】 司会： 赤井　仁志 福島大学/北海道大学
　9：53～10：41　　口頭発表A会場 （3階5353教室） 

○ 石川　武尚 秋田県立大学 15

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

○ 武藤　邦彦 秋田県立大学 21

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

○ 小原　幸果 秋田県立大学 25

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

○ 長谷川宏登 秋田県立大学 29

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

　【温熱空気環境③】 司会： 船木　寮一　 三建設備工業（株）
　10：46～11：34　　口頭発表A会場 （3階5353教室） 

○ 田畑　雄太 東北工業大学 33

佐々木一希 東北工業大学
許　雷 東北工業大学

○ 佐々木一希 東北工業大学 35

田畑　雄太 東北工業大学
許　雷 東北工業大学

○ 堀内　絢斗 東北工業大学 37

許　雷 東北工業大学
○ 大場　優作 東北大学 41

本間　実季 東北大学
新井　千秋 東北大学
石田　泰之 東北大学
後藤　伴延 東北大学
持田　灯 東北大学

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部

第7回 学術・技術報告会

プ  ロ  グ  ラ  ム

平成30年3月9日 (金)

1．開会式

掲載
ページ

A-1 熱伝導率プロファイルリング法（TCP)を用いた地盤の有効熱伝導
率計測

A-2 伝統工法「たたき」の製作と調湿効果実験の教材化に関する研究

A-3 開放型石油暖房器具使用時における室内アルデヒド汚染に関す
る研究

A-4 JEM1467による空気清浄機の煙草臭気除去性能の検証

掲載
ページ

A-5 東北地方における戸建住宅の全体改修による環境改善効果に関
する事例研究

A-6 住宅のダンプネスによる室内真菌汚染に関する実態調査

A-7 住宅の温熱環境が早朝高血圧に与える影響についての調査研
究
―冬期の就寝時曝露温度との関係―

A-8 寒冷地における庁舎建築の環境性能に関する実態調査
―居住域における温熱環境の評価―

掲載
ページ

A-9 建築設備設計におけるBIM技術の活用
その1　Revitを用いた空調負荷の計算

A-10 建築設備設計におけるBIM技術の活用
その２　Revitを用いたダクトシステムの設計

A-11 Arduinoを用いた住宅換気システムの提案

A-12 屋外歩行者を対象とした人体熱生理モデルの精度検証と実市街
地を対象とした都市温暖化適応策の評価
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　【再生可能エネルギー①】 司会： 菅原　正則 宮城教育大学
　13：10～13：58　　口頭発表A会場 （3階5353教室） 

○ 片方　一成 東北学院大学 45

鈴木 道哉 東北学院大学
○ 赤井　仁志 福島大学 49

新倉　万結 福島大学
○ 髙崎　力也 秋田県立大学 51

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

　【再生可能エネルギー②】 司会： 谷　博之 （株）大気社
　14：03～14：51　　口頭発表A会場 （3階5353教室） 

○ 内野　晶弘 サンポット(株) 55

赤井　仁志 福島大学
瀬川　和幸 東北電力(株)
荒井　尚子 (株)ユアテック
仁木　康介 サンポット(株)
岡本　淳 サンポット(株)
今井　智紀 サンポット(株)

○ 葛　隆生 北海道大学 57

東谷　貴 北海道大学
方　昱植 北海道大学
長野　克則 北海道大学
赤井　仁志 福島大学/北海道大学
大江　基明 (株)イノアック住環境
瀬川　和幸 東北電力(株)

○ 小司　優陸 北海道大学 61

葛　隆生 北海道大学
長野　克則 北海道大学
赤井　仁志 福島大学 / 北海道大学

○ 瀬川　和幸 東北電力(株) 65

大子田誠也 東北電力(株)
奥野　敏彦 東北電力（株）、現：サイエンス(株)

山本　昌志 (株)ユアテック
赤井　仁志 福島大学
葛　隆生 北海道大学
長野　克則 北海道大学

　【建築材料・建築環境】 司会： 許　雷 東北工業大学
　9：00～9：48　　口頭発表Ｂ会場 （3階5352教室） 

○ 篠澤　航平 秋田県立大学 67

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

○ 竹内　仁哉 秋田県立大学 69

長谷川兼一 秋田県立大学
篠澤　航平 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

○ 山口　拓真 秋田県立大学 71

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

○ 村岡　篤 秋田県立大学 75

長谷川兼一 秋田県立大学
竹内　仁哉 秋田県立大学
松本　真一 秋田県立大学

掲載
ページ

A-13 燃料電池と太陽光発電によるエネルギー自立型街区に関する検
討

A-14 再生可能エネルギー先駆けの地・ふくしまでのヒートポンプの活
用

A-15 地中熱ヒートポンプ空調システムのエネルギー消費効率に関する
研究
～秋田県内の戸建住宅への導入事例における長期実測～

A-16 （欠番）

掲載
ページ

A-17 浅層部地中熱利用システムの実証実験に関する研究　その1

A-18 浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能予測手法
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　【給排水衛生・耐震】 司会： 岡田　誠之 東北文化学園大学
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呉　光正 関東学院大学
○ 久我　優希 関東学院大学 85
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小林　光 東北大学
本多　祥平 東北大学
山守　諒 東北大学

吉野　博 東北大学
野崎　淳夫 東北文化学園大学
一條　佑介 東北文化学園大学
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岡田　誠之 東北文化学園大学
赤井　仁志 福島大学
草刈　洋行 (株)ユアテック
高橋　秀一 （有）高橋設備設計事務所
寺田　英彦 ＴＯＴＯ(株)
前田　信治 （有）前田衛生興業
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鳴海　大典 横浜国立大学
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№
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配管材のオールプラスチック化 積水化学工業(株)

サンポット(株)仙台営業所

三菱電機住環境システムズ(株)

協立エアテック(株)

（株）ササキコーポレーション

オムロン（株）
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4．特別セッション

空気調和・衛生工学会創立100周年記念

空気調和・衛生工学会東北支部講演会
　【特別セッション】 司会： 小林　光 東北大学
　15：00～16：30　　口頭発表A会場 （３階5353講義室） 

「関連学協会賞作品にみるスマート設備システムへの取組　その２」 137

プログラム

1. 開会挨拶
第７回学術・技術報告会組織委員長 田原　誠 (株)竹中工務店

2. 主旨説明
空気調和・衛生工学会東北支部 事業委員会 幹事 内海　康雄 仙台高等専門学校

3. 講演
空気調和・衛生工学会振興賞　第３０回技術振興賞受賞 市川　卓也 (株)山下設計
　「北海道ガス札幌東ビル　技術開発・研修センターの

第５回カーボンニュートラル賞（北海道支部）受賞
　「北海道ガス札幌東ビルにおける低炭素化の取組み」

4. パネルディスカッション
・コーディネーター 内海　康雄
・パネリスト 小坂　千里 清水建設(株)

梅田　博之 大和ハウス工業(株)
市川　卓也

5. 閉会挨拶
空気調和・衛生工学会東北支部 赤井　仁志 福島大学/北海道大学

5．閉会式
　【閉会式】 司会： 田原　誠 (株)竹中工務店
　16：30～16：45　　口頭発表A会場 （３階5353講義室） 

優秀発表奨励賞 発表 優秀発表奨励賞 選考・表彰委員会委員長 船木　寮一 三建設備工業（株）

優秀発表奨励賞 受賞式 空気調和・衛生工学会 東北支部長 須藤　諭 東北文化学園大学

　　ホテル法華クラブ仙台  ２階ピア

　　　　（仙台市青葉区本町2-11-30）

　【交流会】 司会： 船木　寮一 三建設備工業（株）
　18：30～20：30　　２階ピア 〔会費：5,000円〕

開会挨拶 空気調和・衛生工学会 東北支部長 須藤　諭 東北文化学園大学

共催・協賛・後援団体代表祝辞 建築設備技術者協会　東北支部長 黒澤　正志

乾杯 日本建築学会東北支部環境工学部会　部会長 小林　光 東北大学

　　　　【　　歓　　談　　】

閉会挨拶 第７回学術・技術報告会 組織委員会委員長 田原　誠 (株)竹中工務店
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　　　環境計画と建築設備」

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部

第７回 学術・技術報告会

交　　流　　会

平成30年3月9日 (金)
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熱伝導率プロファイルリング法（TCP)を用いた地盤の有効熱伝導率計測 

○神宮司元治（産業技術総合研究所），赤井仁志（福島大学），内田洋平（産業技術総合研究所） 

Effective thermal conductivity measurement of soil using thermal conductivity profiling 
method (TCP) 

Motoharu Jinguuji (AIST), Hitoshi Akai (Fukushima University) and  
Youhei Uchida (AIST)  

 
キーワード：有効熱伝導率，TCP, 地中熱，標準貫入試験 

 
はじめに 

地中に設置した熱交換井に水を循環させ，地盤

との熱交換を行う地中熱利用技術は，我が国にお

いても増加しており，累計設置件数も 2015 年度

において 2000 件を突破している．地中熱ヒート

ポンプシステムについては，平成 29 年 4 月に施

行された「建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律」において，熱源推温度計算手法の計

算を行うための地盤の有効熱伝導率λを計算の条

件とされている．上記の計算に用いる地盤の有効

熱伝導率λについては，サーマルレスポンステス

トによる計測値を使う方法と土質柱状図やデフォ

ルト値（1.2Wm/K）を使う方法により確認するこ

とになっているが，デフォルト値などを使う方法

は，計測値による値よりもかなり低い値になるこ

とが多い．実設計において，地盤の熱伝導率の値

が小さな場合，熱交換器の長さや本数を増やす必

要が生じるため，実際の地盤の熱伝導率を計測す

ることが望ましい．地盤の熱伝導率の計測には，

上記の「地中熱ヒートポンプシステムの熱源水温

度計算手法」では，地盤の有効熱伝導率の計測に

ついて，一定加熱・温水循環方式熱応答試験（サ

ーマルレスポンステスト：TRT）を使って出た結

果を使用することになっている．TRT では，ボー

リング孔を掘削し，採熱管を地中に埋設して温水

を循環させ，地盤の有効熱伝導率を評価する方法

であり，採熱管を地中に設置するために新規にボ

ーリング孔を掘削する必要があり，コストがかか

る方法であった． 
 
１．熱伝導率プロファイリング法 

産総研では，旧来から光ファイバ温度センサー

と電熱加熱であるケーブルヒータを用いた熱伝導

率プロファイリング法（TCP）について研究を行

ってきたが，近年，電子温度センサーの小型化と

デジタルネットワーク化によって，極めて細い（直

径 6mm）多点ケーブル温度センサーが利用可能

になった．高価な光ファイバ温度計を用いずに，

低価格な多点ケーブル温度センサーを利用できる

ため，低コストで小口径のロッドを用いた熱伝導

率プロファイリング法の適用が可能になった．本

センサーは，一般的な土木調査で良く用いられる

小口径のボーリングロッドに挿入することが可能

であり，建築物の建設前に行われる土木調査で一

般的に用いられる標準貫入試験やサウンディング

試験においても，適用が可能である．ここで，表

１に TRT と TCP の比較を挙げる． 
 

表-1 TRT と TCP の比較 
 

 サーマルレスポンス

テスト（TRT) 

熱伝導率プロファ

イリング法（TCP) 

原理 
非定常線状熱伝導法 非定常線状熱伝導

法 

加熱

方法 

温水循環加熱 電熱加熱（ケーブル

ヒーター） 

温度

測定

方法 

井戸の入り口，出口温

度の計測（孔内計測の

場合もあり） 

孔内多点温度計測 

測定

井戸 

Uチューブもしくは，

同軸熱交換器の設置

の必要あり. 

ボーリングロッド

(40.5mm)，塩ビ管な

ど，ケーシングを問

わない． 

専用

井戸 

150mm 程度の専用の

井戸を掘る必要あり 

なし.標準貫入試験

のボーリング井戸

(66mm)を代用可能 

投入

平均

熱量 

70W/m 程度（入口・出

口温度，水熱容量，流

速で算定） 

20W/m 程度（電熱加

熱なので投入電力

で推定） 

測定

時間 

3日程度 24時間程度 

 
TCP は，TRT と同じ原理（非定常線状熱伝導

法）を用いているが，TRT と異なり TCP では，

ケーブルヒータを用いた電熱加熱を行っている．  

A-1
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――
2018.3.9 (東北文化学園大学)

- 1 -



 

ここで，図１に TCP の測定装置を示す．測定

装置は，多点ケーブル温度センサー，安定化電源，

ケーブルヒータで構成され，標準貫入試験後のボ

ーリング孔に小口径のボーリングロッドを入れて，

その中にケーブルヒータと多点温度ケーブルを入

れて計測を行う． 
 

 
 

図１ TCP 計測装置 

 
多点温度ケーブルで得られた温度データは，非

定常熱伝導法に基づき，図２にように対数温度勾

配から有効熱伝導率が計算される．ケーブルヒー

タの周囲では，局所対流のため温度変化に乱れが

生じるが，最小二乗法によって勾配を求める． 

 
 

図２ 対数温度勾配の決定 

 
TCP はケーブルヒータによる電熱加熱である

ため，ロッド内に水の流動は生じず，単位長さ当

たりの供給熱量を一定にすることができ，深度毎

の有効熱伝導率を正確に求めることができる． 

ここで，図３に標準貫入試験終了後に熱伝導率

プロファイリング法を適用し，深度方向 50m ま

での有効熱伝導率の深度分布を計測した例を示す．

なお，図 3 の中で赤線が N 値，黒線が有効熱伝導

率である．また，ボーリングサンプルから判別し

た大まかな地層を図中に示す．地層構造や N 値の

変化に併せて，有効熱伝導率が変化している．な

お，本地点の平均有効熱伝導率は，1.24W/mK で

砂・シルト地盤として平均的な値である． 
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図３ 標準貫入試験終了後に同じボーリング孔で

熱伝導率プロファイリング法を行った例 
 
２．まとめ 
TCP は，標準貫入試験と同時に測定が可能であ

り，建築物の本格設計前に実施することができる

ため，地中熱導入決定のための予備調査法として

意義があると考えられる．なお，本技術は，福島

県内の複数の企業が実用化を目指し，有限責任事

業組合を結成して実用機の開発を行っている． 
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伝統工法「たたき」の製作と調湿効果実験の教材化に関する研究 

○荒川大多（宮城教育大学），菅原正則（宮城教育大学） 

Study on a Learning Program of "Tataki" as a Japanese Traditional Construction:       
Making Procedure and Experiment of Moisture Absorption/Desorption 

Arakawa Daita (Miyagi University of Education), 
Sugawara Masanori (Miyagi University of Education) 

 

キーワード：伝統技術，教材，炭酸カルシウム，吸放湿試験 
 

はじめに 

 家庭科の授業において、住環境分野では児童・

生徒が体験的・実践的に取り組める教材が少ない。

住居模型等の製作可能な対象物、製作方法に関す

る資料が少なく、製作したとしても活用方法が見

つからないため授業で取り扱うことをためらわれ

るのが、その原因に挙げられるのではないだろう

か。 

 大友１）は、日本の気候に合わせて培われてきた

伝統工法に着目し、たたきについて教育現場で利

用できる資料の整備の観点から簡易的な製法等を

提案することで、環境調整作用についてのデータ

を集めた。たたきブロック製作の材料は通常、真

砂土（粘土質を含む）、にがり塩、消石灰（水酸化

カルシウム）を使用してきた。しかし文部科学省
２）は、「運動時にライン引きに使用されている消

石灰は強アルカリ性で、目に入ると角膜と結膜等

を侵し、視力に関わる障害を残すこともあります。」

と述べ、消石灰に変わってより安全な炭酸カルシ

ウムの使用を勧めている。 

 そこで、たたきブロックを学校で製作すること

を想定して、炭酸カルシウムを材料とすることが

可能かどうかを検討する必要がある。また、たた

きが建築材料として優れている点の１つと言われ

る吸放湿性能を、学校にある機材で確かめる方法

を検討する。 

 

1．炭酸カルシウムを用いたたたきの硬化 

1.1 たたき硬化の仕組み 

 一般に、たたき製作には消石灰が用いられ、そ

れが土の中の成分と化学反応して硬化することが

知られているが、具体的に示した資料は見当たら

ない。大友１）は、たたき硬化の仕組みについて、

他のセメント類の硬化の例から、粘土質に含まれ

る反応性の高いケイ素と消石灰よりケイ酸カルシ

ウム等が生成されることによって起こると推察し

た。 

 ケイ酸カルシウム水和物の合成は、一般に次式

で表すことができる。ｉ、ｊ、ｋ、ℓの数値は、温

度や配合によって異なると考えられる。 

ｉCa(OH)2 ＋ｊSiO2 ＋ｋH2O → 
ｉCaO・ｊSiO2・ℓH2O ＋（ｉ＋ｋ－ℓ）H2O (１) 
1.2 炭酸カルシウムたたきブロック製作の可能性 

 たたきの硬化がケイ素とカルシウムと水との反

応によるものだとすると、水との反応のし易さが

たたき製作にも影響するのではないかと考える。

消石灰は水に少量溶解し、電離しカルシウムイオ

ンを発生させる３）。 

Ca(OH)2 → Ca2＋＋2OH－   (２) 

このカルシウムイオンががケイ素と反応すること

によって、式(１)の上記の化学反応が得られ硬化

するのではないかと考える。 
 一方、炭酸カルシウムは水に対して難溶性を示

す。しかし、二酸化炭素を過剰に与えれば、水と

二酸化炭素が結合することによって、炭酸水素カ

ルシウムとなり水溶する３）。 

CaCO3 + CO2 + H2O → Ca2＋ + 2HCO3－  

そこで、たたき製作において炭酸カルシウムと土

を混ぜる際に、袋の中で二酸化炭素と充分反応で

きるように工夫すれば、炭酸カルシウムでのたた

き製作も可能であると考える。 

 

2.たたきブロックの強度検証 

2.1 たたきブロックの製作手順と準備物 

 準備物は、大友１）が製作した従来のたたきブロ

ックの材料を、消石灰から炭酸カルシウムへと変

A-2
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更したものである（表-１）。 
 製作手順は次の通りである。 
①土および炭酸カルシウム（両方合わせて 1.0 L）、
食塩(小さじ 1.5 杯)を丈夫なビニール袋（衣服

用の圧縮袋など）に入れてよく混ぜる。このと

き、袋には空気を多めに入れて、空気に触れさ

せるようによく振る。土の状態がしっとりして

いなければ、霧吹きで水を加える。袋を振った

後に、1～1.5 cm 程度の土の塊が、4 割程度見

られ、混ぜている土が袋に付着するような状態

を目安とする。 
②木枠（図-１）の内側に、ガイドラインを書き込

んだ牛乳パックを組み立て、セットする。 
③混ぜた土を、型枠の 1 の目盛線に合わせて 2～

3cm 程度の深さになるように入れ、突き棒で均

等に突き固める。はじめにやさしくならし、徐々

に中くらい、そして力強く叩く（立って叩くと

力が入る）。 
④充分に突き固められたと思ったら、突き棒でた

たき表面の中央を 10 回ほど叩いて凹みをつけ

てから、次の土を加える。 
⑤③、④の作業を、土を加えた回数と同じ数が書

かれている目盛線まで 4 回繰り返して、たたき

ブロックの高さが 7cm 程度になるまで突き固

める。⑥木枠の底にたたきを押し出すための板

（7cm×7cm）を当てて、たたきブロックを取

り出す。 
2.2 たたきブロックの製作 

 炭酸カルシウムたたきブロックの試作を行った。

材料配合は炭酸カルシウムの割合を 75、50、40、
30、25、20、10、0%とした。その結果、炭酸カ

ルシウムの割合が 25%以上だと明らかに脆く、取

り扱いにくかった。 
2.3 乾燥試験 

 たたきブロックが、成形後に乾燥し固まるまで

の期間を検討するため、生成後、常温の室内で養

生している間、1 日 1 回、たたきブロックの質量

を計測した。その結果、10 日以降になると、たた

きブロックの質量が 605～683 g であるのに対し

て、減少質量が精度±0.02g の電子天秤による計

測において 0.10g 以下になり、12 日目には増加も

見られたことから、たたきブロックの養生期間は

2 週間あれば充分であると考える。 
 

表-1 たたきブロック製作の準備物 

準備物 

・牛乳パック ・突き棒 
・木枠 
・計量スプーン（小さじ） 
・計量カップ（500ml） 
・霧吹き ・ビニール袋（A4 サイズ）

・はさみ ・バケツ ・油性マジック 
材料 

（たたきブロッ

ク 1 個分） 

・土（粘土質を含むもの） 
・炭酸カルシウム 
・塩（にがりを含むもの） 

 

 
図-1 木枠 
 

 
図-2 牛乳パック型枠 
 

 

図-3炭酸カルシウム 25%の 40 cm 落下後 
 

2.4 落下試験 

 たたきブロックを教材として使用する際に、運

搬中の落下等に耐えられるかを検討するため、落

下試験を行った。方法は、炭酸カルシウム 25、20、
10%のたたきブロック各 5 個を、10 cm ずつ高さ

をあげながら、たたきブロックが形状を維持する

高さを調べた。その結果、大半のたたきが 20 ㎝
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までは維持することが分かった。特に炭酸カルシ

ウム 25%のたたきブロックは、30 cm まで形状を

維持したものが 2 つ見られた。25%のものは、割

れ方についても、粉々にならずに大きく 2 つに分

かれるものが他の 2 種類よりも多かったことから、

25%のものが最も強度が高いと考える（図-3）。 
 

3.たたきの吸放湿実験 

3.1 板状たたきの製作 

吸放湿によって変化するたたきの質量が微少

であるため、学校現場では計測法が天秤などに限

られることから、吸放湿実験には、たたきブロッ

クよりも軽量のものが適していると考えられる。

そこで、製作手順はたたきブロック同様に③の作

業を行った後、たたきを取り出して得られる、薄

い板状（縦 7 cm×横 7 cm×高さ 1～2.5 cm程度）

のたたき（乾燥質量 131～190 g）を考案し製作し

た。このことにより、体積当たりの表面積の割合

が大きくなるので、実験に要する時間が短くなる

ことも期待できる。 
なお、炭酸カルシウムの板状たたきは著しく脆

かったため、教材としては教員が前もって板状た

たきを消石灰で製作するものとし、児童・生徒に

は消石灰に触れさせないようにする。 

3.2 乾燥試験 

成形された板状たたきは、牛乳パックの底の面

と接着している側面をカッターで切り取り、アル

ミ皿に入れて、常温の室内で養生した（図-4）。板

状たたき（消石灰 25%、10%）各 5 個について、

成形後から 1 日 1 回、質量を計測した。 
 減少質量は、いずれの板状たたきも 11 日目以

降は 0.1 g 以下となった。このことから、板状た

たきの養生期間も 2 週間で充分と考える。 

 
図-4 板状たたき 
 
 

3.3 吸湿試験 

 まず、板状たたきの吸放湿の有無を確認するた

めに、12 時間の吸放湿試験を行った。湿潤な環境

と、養生時と同じ環境の 2 条件について、12 時間

放置して、質量の変化を計測した。 
 湿潤な環境は、密閉できるクーラーボックス内

に水の入ったビーカー（水面の面積 57 cm2）を置

いて形成した。この環境（湿度 65%）では、吸湿

前（湿度 30%）と比べ 0.2 g の増加が見られた。 
 そこで、板状たたきの基本的なデータとして、

時間経過と吸湿の関係を調べるために、2 時間お

きの質量変化を観察した（図-５）。湿度は吸湿前

25%に対し、湿潤な環境は 45%であった。その結

果、板状たたきは最初の 2 時間で一番多く吸湿し

ていることが分かった。6 時間後には全てのもの

で 0.1g 以上の増加が見られた。8 時間以降は、ほ

とんど増加が見られなかった。つまり、教材とし

て扱う際に、吸湿時間が最低 8 時間以上あれば、

0.1g 以上の安定した増加を見ることができると

言える。 
 参考資料として、板状たたきの最大吸湿量を調

べた。板状たたきを湿潤な環境下に放置したとこ

ろ、36 時間で吸湿が止まり、全く変化が見られな

くなった。その結果、0.4 g の増加が最大だと考え

られ、全体質量の 0.28～0.3%増加すると分かった。 

 
図-5 吸湿試験（2 時間）質量変化 
 
3.4 放湿試験 

 湿潤な環境下（湿度 50%）で十分に吸湿させた

板状たたきを、乾燥した場所（湿度 25%）に置き、

2 時間ごとに質量測定した。10 時間以降の変化は

ほとんど見られなくなり、質量が安定していった

と考えられる（図-6）。教材としても 10 時間以上
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乾燥させれば、充分な放湿状態になると言える。 

 
図-6 放湿試験（2 時間）質量変化 
 

4.教材としてのたたきブロック使用の提案 

本章では、2、3 章で検討したたたきの性能を用

いた教育プログラムを提案する。 

授業の流れについては次の通りである。 

（1）授業の目的を示す。 
（2）たたきブロックを製作する。 
（3）板状たたきで吸放湿実験を行う。 
（4）板状たたきの吸放湿の結果から快適な 

暮らしについて考察する。 
（5）まとめる。 
 たたきブロック製作については 2.1 節で述べた

手順と同様である。また(3)吸放湿実験の手順につ

いては次に示すとおりである。 
①アルミ皿に入った板状たたきを班ごとに 2 個ず

つ配布し、秤で質量を計り、ノートなどに記録

しておく。 
②板状たたきのうち、1 個を日の当たらない温度

変化しにくい部屋に置き、もう 1 個を同じ部屋

に置いたクーラーボックス内に入れる。 
③水を入れたビーカーを置いた後、クーラーボッ

クスを密閉する。 
④8 時間以上放置し、その後それぞれ質量を秤で

計り、記録しておく。 
⑤クーラーボックス内外の板状たたきの置く場所

を交換して、10 時間以上放置し、質量を秤で計

り、記録する。 
⑥それぞれ記録した質量を比較する。 
 
 
 
 

表-2 吸放湿実験の準備物 

準備物 

・2.1 と同様の物  
・秤（天秤及び電子質量計） 
・クーラーボックス  
・ビーカー 
・板状たたき（1 班につき 2 個） 
・アルミ皿（板状たたきと同数） 
※板状たたきに教員側があらかじめ

用意しておく。 
 

5.まとめ 

本研究では、家庭科の住環境分野における実践

的・体験的なものづくりができる教材として、安

全性の高い炭酸カルシウムでのたたきの製作と、

板状たたきを用いた吸放湿について試作及び実験

を行い教育プログラムの実施方法を検討した。 

しかし、学校教育現場では、教材としてさらに

明確に質量変化が見られるような板状たたきを製

作することが必要であると考える。そのため、板

状たたきの材料配合と吸放湿作用との関係につい

て試験項目を増やし、それぞれの詳細なデータを

集めることが重要である。 
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開放型石油暖房器具使用時における室内アルデヒド汚染に関する研究 

○二科 妃里（東北文化学園大学），野﨑 淳夫（東北文化学園大学大学院）， 

土屋 貴寛（東北文化学園大学大学院），成田 泰章（暮らしの科学研究所） 

A Study on the Aldehydes emitted from unvented combustion appliances 

Hisato Nishina (Tohoku Bunka Gakuen Univ.) Atsuo NOZAKI (Graduate School of Tohoku 
Bunka Gakuen Univ)  Takahiro TSUCHIYA (Graduate School of Tohoku Bunka Gakuen 

Univ)  Yasunori NARITA (Life Science Research Laboratory) 
 

キーワード：開放型石油暖房器具、室内空気環境、アルデヒド類 
 

1. はじめに 

近年、開放型燃焼器具は 1)省エネルギー性への

期待、2)局所暖房器具として持ち運びが容易な点、

3)東日本大震災を契機に節電が求められたことな

どにより、寒冷地における需要が増している。 
 PIO-NET（全国消費生活情報ネットワーク・シ

ステム）には、同器具使用に伴う多方面の苦情が

寄せられている。例えば石油ファンヒーター使用

中に「異臭」「目の刺激」「強い臭い」「喉の痛み」

を感ずるといった問題が申告されている 1)。 
開放型燃焼器具は灯油やガスを燃焼させ、熱と共

に燃焼排ガスを室内に放出することで、室内環境

の質が変化する。ただし、どのような変化が生ず

るかについて、科学的に明らかにした報告はほと

んどない。 
本研究では開放型石油暖房器具使用に伴うアルデ

ヒド類による室内空気汚染を明らかにすることを

目的とする。 
 

2．実験概要 

2.1実験室 

 実測調査では器具の室内環境に与える影響を正

しく求めることが難しい。そこで本研究では、大

型の実験チャンバーで換気量制御を行い、器具使

用時の空気汚染物質濃度の変化を求めた。 

実験室は 6 畳サイズ（25 m3）の気積を有し、

温度、相対湿度、換気回数が任意に制御できるス

テンレス製のチャンバーである。  
室内環境条件は、東北地方の住宅における冬季

の室内環境に近づけるため、換気回数：0.5±0.05 
h-1、温度：10±3 ℃、相対湿度：30±20 ％に制御

し、換気を通して常時清浄空気を供給した。図-1
に実験システムの概要を示す。 

SMPS
NH3濃度計

CO,CO2濃度計

O2濃度計

開放型燃焼器具

一様拡散ファン

DNPH

VOC捕集管

定流量
ポンプ

排気

給気

温湿度計

環境条件
温 度：10±3[℃]
相対湿度：30±20[%]
換気回数：0.5±0.05[1/h]

 

図-1 実験室概要 

2.2測定対象器具 

測定対象器具は、2015 年 11 月に量販店で購入

した反射式石油ストーブ(A)、石油ファンヒーター

(A)(B)の計 3 台である。器具には残留灯油を新品

灯油で燃焼・置換し、燃料タンクが、ほぼ満タン

になるように給油した。 
反射式石油ストーブ(A)においては、「温度調節

つまみ」を適正燃焼範囲の最下限に設定し、石油

ファンヒーター(A)(B)では温度設定を 23℃とし

た。 
なお、表-1 における器具の定格発熱量、燃料消

費量率は器具やカタログに記載されたものであり、

実際のものとは必ずしも一致しない。 
そこで、実際の燃料消費量率 B (kg/h)を求める

ために、器具の使用時間 T (h)における燃料消費重

量 W (kg)を電子天秤により測定し、次式(1)式に

て求めた。 
結果を表-2 に示すが、反射式石油ストーブ(A)

の B (kg/h)は 60 分間の使用ではほぼ一定であっ

た。ただし、石油ファンヒーター(A)(B)において

は、使用初期の段階での B (kg/h)が大きく、0-10
分値は 50-60 分値の 2.13～2.76 倍の値を示した。 

A-3
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 B(kg/h)＝W/T・・・・・・・・・・・・・(1) 
 
ここで、W：燃料消費重量(kg)、T：器具使用時

間(h)とする。 

表-1 測定対象器具の概要 

Type Iganition system

Fuel consumption rates
[L/h]

(Maximum value)

Radiant kerosene heater A Wick type High voltage discharge 0.235

Kerosene fan heater A
Vaporizing type

Forced ventilation type
Forced convection type

High voltage discharge 0.310

Kerosene fan heater B
Vaporizing type

Forced ventilation type
Forced convection type

Continuous discharge 0.311

 
 

表-2 各測定対象器具の燃料消費量率 
0-10min 10-20min 20-30min 30-40min 40-50min 50-60min

1st 0.18 0.17 0.17 0.16 0.16 0.16
2nd 0.20 0.18 0.16 0.16 0.16 0.16
3rd 0.18 0.17 0.17 0.17 0.16 0.16

Ave. [kg/h] 0.18 0.17 0.17 0.16 0.16 0.16
SD [kg/h] 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

1st 0.29 0.18 0.15 0.13 0.11 0.10
2nd 0.25 0.17 0.13 0.11 0.10 0.10
3rd 0.29 0.21 0.17 0.15 0.13 0.12

Ave. [kg/h] 0.28 0.19 0.15 0.13 0.11 0.11
SD [kg/h] 0.02 0.02 0.02 0.01 0.01 0.01

1st 0.31 0.26 0.20 0.17 0.15 0.13
2nd 0.32 0.26 0.21 0.18 0.15 0.14
3rd 0.28 0.23 0.20 0.16 0.14 0.13

Ave. [kg/h] 0.30 0.25 0.20 0.17 0.15 0.13
SD [kg/h] 0.02 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00

Fuel consumption rates

Radiant kerosene heater A

Kerosene fan heater A

Kerosene fan heater B

 
2.3測定対象物質 

本研究では、チャンバー内の温度、厚生労働省

室内濃度指針値に含まれるアルデヒド類及び器具

の燃料消費量率を測定した。 
 
3． 実験結果 
3.1 開放型石油暖房器具使用に伴う室内温度の経

時変化 
器具使用時における実大のチャンバー内の温度

の経時変化を表-3 に示す。 
室内温度の上昇性は、建物の断熱性や換気での

外気負荷の影響を受けるが、本研究ではこれらを

一律にして反射式石油ストーブ(A)と石油ファン

ヒーター(A)(B)使用時の温度上昇性を求めた。ま

た、器具の温度設定が室温の上昇性に影響を与え

るため、反射式石油ストーブ(A)：温度調節つまみ

を最小、石油ファンヒーター(A)(B):設定温度を

23℃にそれぞれ設定した。 
各種測定作業を 3 回行った。反射式石油ストー

ブ(A)使用時の室内温度は、60 分平均値で 30.3 ℃
となった。石油ファンヒーター(A)(B)の 60 分値は、

器具の温度設置値に近い 23.7 ℃と 23.2 ℃とな

った。   

石油ファンヒーター(A)では器具使用直後から、

室内温度が勢いよく上昇し、使用 30 分後に温度

設定値の 23℃程度になった。   
ところで、使用開始から 30 分間の石油ファン

ヒーター(A)(B)における燃料消費量率 B(kg/h)は、

0.13～0.20 kg/h の範囲にあり、平均値で 0.15 と

0.20 kg/h を示した。 
石油ファンヒーター使用開始時の燃料消費量率

が大きい理由は、使用開始時の室温にあり、石油

ファンヒーターでは低い室温を短時間で上昇させ

るように設計されており、この間に比較的多くの

灯油が燃焼炉に供給されているため、室温の上昇

性が大きくなる。 
 

表-3 器具使用に伴う室内温度の経時変化 
-10min 0min 10min 20min 30min 40min 50min 60min

Radiant kerosene heater A
(Ave. [℃])

11.4 11.9 15.4 20.2 23.6 26.3 28.5 30.3

Kerosene fan heater A
(Ave. [℃])

11.2 11.2 18.5 22.2 22.6 22.8 23.1 23.7

Kerosene fan heater B
(Ave. [℃])

9.7 10.0 15.9 22.2 23.4 23.1 23.0 23.2
 

3.2 開放型石油暖房器具使用に伴う室内ホルムア

ルデヒド濃度の経時変化 

表-4,図-2～4 に器具使用時における室内ホルムア

ルデヒド濃度の経時変化を示す。 
反射式石油ストーブ(A)は、器具使用開始直後よ

り室内ホルムアルデヒド濃度が顕著に上昇した。 
石油式ファンヒーター(A)においては、器具使用

開始直後に室内ホルムアルデヒド濃度の顕著な変

化はみられなかったが、時間経過とともに上昇傾向

を示した。また、石油式ファンヒーター(B)では、

器具使用開始から実験終了までホルムアルデヒド

濃度の大きな変化はみられなかった。 
器具形式毎の室内ホルムアルデヒドの 3 分値と

60 分値(平均値±標準偏差)は次のようになった。反

射式石油ストーブ(A)の 3分値：52.3±3.6 µg/m3、60
分値：115.2±6.9 µg/m3 を示し、石油ファンヒータ

ー(A)の 3 分値：14.0±0.9 µg/m3、60min 値：

51.8±12.6 µg/m3となり、石油ファンヒーター同(B)
では、3 分値：10.3±2.4 µg/m3、60 分値：16.6±1.2 
µg/m3を示した。 
厚生労働省のホルムアルデヒドの室内濃度指針

値は、100 µg/m3であるが、反射式石油ストーブ使

用時における室内ホルムアルデヒド濃度（60 分値）

は、同室内濃度指針値を超過したが、石油ファンヒ

ーター(A)(B)では下回った。 
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表-4 開放型石油暖房器具使用に伴う 

室内ホルムアルデヒド濃度の経時変化 
specimen name number of tests 0min 3min 10min 20min 30min 60min

1st 3.7 47.5 70.4 77.0 86.3 105.6
2nd 3.7 53.2 74.2 81.5 92.8 118.4
3rd 3.5 56.1 70.0 85.3 88.2 121.7
Avg. 3.6 52.3 71.5 81.3 89.1 115.2
SD 0.1 3.6 1.9 3.4 2.7 6.9
1st 4.4 14.7 20.5 35.3 40.9 66.6
2nd 8.9 14.5 21.3 27.8 33.0 53.0
3rd 3.1 12.8 17.9 20.6 29.7 35.9
Avg. 5.5 14.0 19.9 27.9 34.5 51.8
SD 2.5 0.9 1.5 6.0 4.7 12.6
1st 2.5 13.7 12.8 17.0 17.9 15.1
2nd 11.7 8.3 15.4 18.6 20.4 18.1
3rd 17.3 9.0 16.5 16.5 16.5 16.5
Avg. 10.5 10.3 14.9 17.4 18.3 16.6
SD 6.1 2.4 1.6 0.9 1.6 1.2

Fan-A

Fan-B

Radiant-A
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図-2 反射式石油ストーブ(A)使用に伴う 

室内ホルムアルデヒド濃度の経時変化 
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図-3 石油ファンヒーター(A)使用に伴う 

室内ホルムアルデヒド濃度の経時変化 
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図-4 石油ファンヒーター(B)使用に伴う 

室内ホルムアルデヒド濃度の経時変化 

3.3 開放型石油暖房器具使用に伴う室内アセト

アルデヒド濃度の経時変化 

表-5、図-5～7 に器具使用時における室内アセト

アルデヒド濃度の経時変化を示す。 
反射式石油ストーブ(A)では、器具使用開始直後

より室内アセトアルデヒド濃度が顕著に上昇した。 
一方で、石油ファンヒーター(A)では、器具使用

開始直後の室内ホルムアルデヒド濃度の大きな変

化はみられなかったが、時間経過とともに上昇し

た。また、石油ファンヒーター(B)では、器具使用

開始から実験終了まで室内ホルムアルデヒド濃度

の大きな変化はみられなかった。 
器具形式毎に 3 分値、60 分値(平均値±標準偏差)

を求めると、反射式石油ストーブ(A)のアセトアル

デヒド濃度は、3 分値：22.6±5.2 µg/m3、60 分値：

42.2±2.3 µg/m3 を示した。また、石油ファンヒー

ター(A)では、3 分値：10.3±0.7 µg/m3、60 分値：

30.1±2.7 µg/m3となり、同(B)においては、3 分値：

10.1±3.0 µg/m3、60 分値：15.2±3.3 µg/m3であっ

た。 
厚生労働省の定めるアセトアルデヒドの室内濃

度指針値は 48 µg/m3であるが、反射式石油ストー

ブ、石油ファンヒーター(A)(B)共に室内濃度指針値

を下回った。 
表-5 開放型石油暖房器具使用に伴う 

室内アセトアルデヒド濃度の経時変化 
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図-5反射式石油ストーブ(A)使用に伴う 

室内アセトアルデヒド濃度の経時変化 

specimen name number of tests 0min 3min 10min 20min 30min 60min
1st 8.9 16.5 23.0 32.5 27.3 39.6
2nd 8.8 29.3 24.7 33.9 34.3 45.1
3rd 8.4 21.9 22.4 26.4 30.5 41.8
Avg. 8.7 22.6 23.4 30.9 30.7 42.2
SD 0.2 5.2 1.0 3.3 2.9 2.3
1st 5.8 9.4 11.6 21.8 20.0 33.6
2nd 9.7 11.2 15.7 17.0 22.1 27.1
3rd 19.6 10.2 18.0 14.6 19.1 29.5
Avg. 11.7 10.3 15.1 17.8 20.4 30.1
SD 5.8 0.7 2.6 3.0 1.3 2.7
1st 16.1 9.5 9.6 15.6 10.9 19.1
2nd 17.0 14.1 17.9 14.0 19.7 11.1
3rd 17.3 6.8 12.8 14.7 12.3 15.5
Avg. 16.8 10.1 13.4 14.8 14.3 15.2
SD 0.5 3.0 3.4 0.7 3.9 3.3

Radiant-A

Fan-A

Fan-B
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図-6 石油ファンヒーター(A)使用に伴う 

室内アセトアルデヒド濃度の経時変化 
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図-7 石油ファンヒーター(B)使用に伴う 

室内アセトアルデヒド濃度の経時変化 

 
4. 考察 

本研究では器具をチャンバー内で着火したが、

反射式石油ストーブ(A)のホルムアルデヒド濃度

（60 分値）は、厚生労働省の室内濃度指針値を超

過した。ただし、器具を室外で着火しチャンバー

に持ち込んだ場合 3)には、同室内濃度指針値を超

過しない。また、アセトアルデヒドでは同室内濃

度境指針値を超過しなかった。 
同一器具におけるホルムアルデヒドとアセトア

ルデヒドの室内濃度上昇性の違いは、器具使用の

状況（着火操作）が異なることに起因している。 
今回は実際の器具使用状況に基づき、室内で器

具の着火操作を行ったが、これにより、器具の着

火直後の汚染物質発生特性が再現され、実際の使

用工程でのアルデヒド類の室内濃度の上昇性が求

められたと考えられる。 
反射式石油ストーブ(A)では、燃焼消費量はほぼ

一定であるが、温度上昇と同様に時間経過に伴いア

ルデヒド類濃度の上昇性が確認できた。一方、石油

ファンヒーター(A)(B)は、短時間で温度上昇させ

るように設計されているため、多くの灯油が燃焼

炉に供給され燃焼消費量は多くなるが、設定温度

に到達すると温度は上昇せず一定になるため、燃

焼が抑制されアルデヒド類濃度も同様に顕著な変

化はみられなかったと考えられる。 
 

5. まとめ 
1)寒冷地における実際の開放型石油暖房器具の使

用状況を調査し、器具の使用状況を明らかにし

た。 
2)実験は 6 畳サイズ（25 m3）の環境制御型チャ

ンバーで行い、換気回数を 0.5±0.05 h-1に制御

した。 
3)実際の器具使用方法に基づき、器具を実験室内

で使用した。 
4)実験室内に器具を使用しない初期環境条件(温
度：10±3℃、相対湿度：30±20％)を構築し、実

験を行った。 
5) 温度は、器具使用 60 分後に、反射式石油スト

ーブ(A)では 30.3℃なり、石油ファンヒーター

(A)では器具の温度設置値に近い 23.7℃と

23.2℃となった。 
6)反射式石油ストーブ（A）において、室内のホ

ルムアルデヒドとアセトアルデヒド濃度は、着

火直後から顕著に上昇し、60 分値では室内濃度

指針値を超過した。 
7)石油ファンヒーター（A）,(B）では、ホルムア

ルデヒド、アセトアルデヒド共に、60 分値にお

ける室内濃度は厚生労働省の室内濃度指針値を

超過しなかった。 
 

引用文献 

1) 独立行政法人国民生活センター：石油ファンヒ
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2) 野﨑淳夫，吉澤 晋，小峯 裕己：室内酸素濃度

の変化が石油ストーブ，ファンヒーターの NOx, 
CO 発生特性に及ぼす影響，日本建築学会計画

系論文報告集 (411),pp.9-16、1990 年 5 月 
3) 二科妃里、野﨑淳夫、土屋貴寛、庄司大輔、成

田泰章、佐久間俊樹：開放型燃焼器具による室

内空気汚染に関する研究 その 3 石油ストー

ブによる VOC 汚染、第 33 回空気清浄とコン

タミネーションコントロール研究大会、2016
年 4 月 
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A-4  JEM1467 による空気清浄機の煙草臭気除去性能の検証 

○一條佑介（東北文化学園大学），野﨑淳夫（東北文化学園大学） 

Experimental verify on durability performance of tobacco odor in  

room air cleaner used by JEM 1467） 

Ichijo Yusuke (Tohoku bunka gakuen Univ.), Nozaki Atsuo (Tohoku bunka gakuen Univ.),  
 

キーワード：空気清浄機，たばこ煙，JEM1467，耐久性能 

）

１．はじめに	

現在、図-1 に示すように経済産業省公表によれば、
2014年の空気清浄機の国内出荷台数は200万台以上、
国内普及台数は約 1,500万台に増加している 1)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1	 空気清浄機の国内出荷台数・販売台数1)	

 
市販空気清浄機は、活性炭など多孔質素材での吸着、

あるいは触媒、光触媒、電子装置から発生する活性種、

オゾン、イオンなどによる分解作用で、ガス状物質汚

染を低減させようとしているが、機器のガス除去性能

には解決すべき課題がある。 
	 また、分解作用を用いた機器では、各種の活性種(オ

ゾンの場合は家庭製品基準値で0.05	ppmが上限)が生

成されることに加え、空気には窒素や微量でも二酸化

炭素が含まれているため、原子同士が反応して、NOX(窒

素酸化物)や	CO(一酸化炭素)が生成 2)されるため、健

康への影響が懸念されている。	

	

1.1	空気清浄方式	

(1)	吸着方式	

活性炭などの多孔質材料を用いる吸着方式には、ガ

ス除去性能が早期劣化する問題がある。筆者らは空気

清浄機の性能劣化を引き起こす実験装置を用いた実験

方法により、機器のホルムアルデヒド除去性能の劣化

性を定量的に求めたが、ホルムアルデヒド供給濃度を

100μg/m3とし、器具を連続運転すると、僅か 1ヶ月
間の使用でホルムアルデヒド除去性能が 59%劣化す
る 3)。単ガスで汚染負荷であっても、このような早期

劣化が起こるが、一般の室内環境ではさらに汚染負荷

は高いと見積まれる。このような吸着方式におけるガ

ス除去性能の早期劣化は、活性炭などの吸着材に使用

される添着剤の特性にある。 
(2)	分解方式	

触媒、光触媒、電子装置などを用いる分解方式につ

いては、耐久性能の早期劣化に対して、有利な期待感

があるものの、吸着方式に比較して、除去性能そのも

のが小さくなりがちで、オゾンや有害な二次生成物質

の発生が懸念される。 
(3)	活性種・イオン放出式	

OH ラジカルやオゾンなどの活性種やイオン粒子な
どを室内に放出し、汚染物質の分解除去や無害化を図

る方式であり、ガス除去性能の持続性に期待感がある。

ただし、気中拡散した汚染物質と如何に効率よく結合

するかが課題となる。放出物質の安全性については分

解方式と同様である。 
(4)	併用方式	

上記(1)～(3)を組み合わせた方式 
	

1.2	耐久性能試験	

	 いずれの方式についても、実際の耐久性能は機器ご

とに異なり、個別の試験を行って初めて機器性能が判

明する。 
	 そのため、JEMA（日本電機工業会）では、世界に
類のないタバコ煙に対する耐久性能試験法（JEM 
1467） 4)を制定し、試験法を公開している。 

A-4
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1.3	研究目的	

	 そこで本研究では、JEM1467により(1)吸着方式と
(3)活性種・イオン放出方式を組み合わせた(4)併用方式
の空気清浄機の耐久性を明らかにする。 
 
２．測定概要	

	 本研究では、タバコ煙により性能劣化を引き起こす

試験方法（JEM 14673））により試験を行った。 
2.1	測定対象（空気清浄機）	

	 測定対象機器は、吸着方式と活性種・イオン放出方

式を組み合わせた併用方式で、表-1に示す 2010年製
の空気清浄機である。 
 

表-1	 空気清浄機の仕様	

	

	

	

2.2	対象物質	

	 JEM	14673）に規定されているアンモニア、アセトア

ルデヒド、酢酸を測定対象物質とした。	

	

2.3	試験室	

	 図-1、写真-1に示すように、温湿度などの環境条件

が制御でき、常時清浄空気が供給されている大型実験

内にアクリル製の1m3チャンバーを設置した。チャン

バー（1m3）内の初期環境条件は温度：20±0.5	℃、相

対湿度：50±1	％とし、チャンバー内にはJEMAタバ

コ吸煙器と撹拌ファンを設置した。	

	

2.4	測定手順	

1)	タバコ（5本）をJEMAタバコ吸煙器に設置する。	

2)	タバコ（5本）を6～8分間で同時燃焼させ、攪拌

ファンの運転を開始する。	

3)	タバコ燃焼後、5分間を安定期間としタバコ煙を攪

拌させる。	

4）安定期間終了後、即時検知管により測定する。	

5）その後30分間機器を運転させ、機器の劣化を図る。	

6)	機器運転を停止し、検知管により測定する。	

	

2.5	初期ガス濃度測定	

1）タバコの燃焼が終了した後、2～5分後とする。	

2）測定順序は、アンモニアとアセトアルデヒドを最初

に同時に測定し、次に酢酸を測定する。	

	

2.6	残存ガス濃度測定	

1)	空気清浄機を30分間運転させる。	

2)	運転を中止し、初期ガス濃度測定2）と同じ方法で

濃度を測定する。	

	

	

	

	

	

	

	

図-2	 試験室の概要	

	

写真-1	 1m3チャンバーの外観	

	

2.7空気清浄機の性能評価3)	

(1)	除去率	

	 各汚染成分の除去率η[％]は、次式(1)により算出す

る。	

					-(1)	

	 ここで、Co：初期ガス濃度[ppm]、C	：30分後の残

存ガス濃度[ppm]とする。	

	 また、初期の除去率は、次式(2)により算出する。	

		 	 	 	 	 	 	 					-(2)	

	 ここで、：ηt初期の除去性能[％]、η1：アンモニア

除去率[％]、η2：アセトアルデヒド除去率[％]、η3：

酢酸除去率[％]とする。	

	

(2)	耐久本数	

	 各汚染物質の除去率η1、η2、η3が 50%になるまで

適用床面積[ｍ2］ フィルタ構成 製造年機器風量[ｍ3/ｈ］

AC-C 201035
270 168 48

大　　　　　　　　　　　　　小
①プレフィルタ②脱臭フィルタ

③集塵フィルタ

	
測定対

象機器	
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繰り返し、(2)式によって各汚染物質の除去率が50%に

達した時のそれぞれのたばこ本数を K1、K2、K3を読み

取る。	

	 そこで、総合耐久本数は、次式により算出する。	

			-(3)	

	 ここで、Kt：総合耐久本数、K1：アンモニア耐久本

数、K2：アセトアルデヒド耐久本数、K3：酢酸耐久本

数とする。	

	 なお、1日のたばこの試験方数は、50本以下とし、

（3）式で求めた Ktから、次式で実用耐久本数 Mを求

める。	

		 	 			-(4)	

	

３．結果と考察	

3.1	イオン発生の有無とアンモニア除去率との関係	

	 空気清浄機にタバコ煙による汚染負荷を与え、イオ

ン発生有無の違いを検証した。イオン発生（有）の運

転モードでは、イオン発生（無）の運転モードに比較

して、アンモニア除去率が向上した。例えば、約250

本値におけるイオン発生（有）の除去率は67.9%、イ

オン発生（無）では33.3	%を示し、イオン発生により

アンモニア除去率が増大した。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図-2	 イオン発生の有無とアンモニア除去率との関係	

	

	 高電圧印加タイプのイオン発生装置では、放電形式

や形状が様々あり、生成される活性種・イオン種が異

なる。たとえば、空気中の酸素や水を分解して活性種

を生成する場合は以下のような反応を利用する。	

・e	+	O2	→	O2
+	+	2e	(直接電離)	

・e	+	O2	→	O	+	O
*	+	e	(解離)	

・O*	+	H2O	→	2OH	(OHラジカル生成)	

・e	+	O2	+	O2	→	O2
-	+	O2	(三体付着、負イオン生成)		

・O	+	O2	+	O2	→	O3+	O2	(三体衝突、オゾン生成)	

などがあるが、条件によっては大きなクラスター状の

粒子(O2
-(H2O)n)が生成されることもある。	

	 ここで、化学反応式の中の「e」は電子をあらわし、

元素記号の右肩に付いている「*」は励起状態をあらわ

している2)。	

	 これらにより、発生したオゾンや	OHラジカルは強

い酸化作用があるため、アンモニアが分解されたもの

と推察される。	

	

3.2	イオン発生の有無とアセトアルデヒド除去率との

関係	

	 アンモニアと同様に、空気清浄機にタバコ煙による

汚染負荷を与え、イオン発生有無の違いを検証した。	

イオン発生の有無の運転モードによる違いが、アセト

アルデヒド除去率に与える影響は小さい。例えば、約

250本値でイオン発生有の除去率は28.6%を示し、イオ

ン発生無では、20.0%を示し、いずれも小さな除去率で

両者に大きな違いはない。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図-3	 イオン発生の有無とアセトアルデヒド除去率	

との関係	

	

3.3	イオン発生の有無と酢酸除去率と関係	

	 アンモニア、アセトアルデヒドと同様に、空気清浄

機にタバコ煙による汚染負荷を与え、イオン発生有無

の違いを検証した。イオン発生（有）の運転モードで

は、イオン発生（無）の運転モードに比較して、酢酸

除去率が向上した。例えば、約250本値のイオン発生

（有）の除去率は87.5%、イオン発生（無）では44.4	%

を示し、イオン発生により、酢酸除去率が増大した。	

	 これは、アンモニアと同様に、空気清浄機運転に伴

い発生したオゾンや	OHラジカルなどは強い酸化作用

のため、酢酸が分解されたものと推察される。	
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図-4	 イオン発生の有無と酢酸除去率との関係	

	

3.4	耐久本数		

	 表-2では汚染物質毎の耐久本数を示している。 
	 アンモニアではイオン発生（有）：299本とイオン発生
（無）：242本を示し、同様に酢酸ではそれぞれ354本
と247本となった。 
	 結果として、イオン発生によりアンモニアでは57本、
酢酸では107本分の耐久性能が向上した。ただし、アセ
トアルデヒドはアンモニアと異なり、本試験法で耐久性

の目安となっている50%値を比較すると、耐久本数はイ
オン発生（有）：15本、イオン発生（無）：20本となり、
共に少ない耐久本数となった。また、イオン発生の効果

は見られなかった。 
 

表-2	 汚染物質毎の耐久本数	
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４.	まとめ	

	 空気清浄機にタバコ煙による汚染負荷を与え、イオ

ン発生の運転モードが各種汚染物質の耐久性能に与え

る影響を検証した。イオン発生（有）とイオン発生（無）

の運転モードでは、アンモニアの耐久本数がそれぞれ

299本と 242本となった。同様に酢酸ではそれぞれ
354本と 247本となった。 
	 結果として、イオン発生によりアンモニアは57本、
酢酸では 107本分の耐久性能が向上した。 
	 ただし、アセトアルデヒドの耐久本数は、それぞれ

15本と 20本となり、イオン発生の耐久本数への影響
は見られなかった。 
	 アンモニア、酢酸、アセトアルデヒドを対象とした

実用耐久本数は、（アセトアルデヒドには効果が見られ

なかったものの）、イオン発生により約 20%増大した。 
  

引	 用	 文	 献	

1)	株式会社三菱総合研究所、平成27年度エネルギー
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ネルギー対策の検討に係る調査)	報告書、2016	年	
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東北地方における戸建住宅の全体改修による環境改善効果に関する事例研究

はじめに

　近年、地球温暖化防止の観点から、住宅の省エネ

ルギー化の促進が迫られている。民生家庭部門全体

の省エネルギー化を推進するためには、既存住宅へ

の対策も重要である。既存住宅の省エネルギー対策

として，断熱改修が有効な手段として考えられてい

るが，改修工事の際の手間やコスト，費用に見合っ

た実際の効果について明らかにされた情報が少な

いため，積極的に採用されていないのが現状である。

本研究グループでは，東北地方の全体改修行われ

た事例 4 件を対象に，断熱改修前後の省エネルギー

に関連する環境性能を詳細に調査する機会を新た

に得ることが出来た。本報では，①冬季の室内温熱

　  ○石川 武尚 (秋田県立大学 )， 長谷川 兼一 (秋田県立大学 )

      竹内 仁哉 (秋田県立大学 )， 松本  真一 (秋田県立大学 ) 

環境，②エネルギー消費量，③実績値に基づいた初

期投資回収年数について比較・評価し，断熱改修住

宅の実態を明らかにするとともに，今後，断熱改修

を推進するにあたっての課題を示す。

1.　調査住宅の概要

　表 -1 に調査住宅の概要を示す。対象事例 4件は

全て在来軸組工法の木造住宅である。外皮平均熱貫

流率（以下，UA 値）は設計図書に基づき算出した。

改修後には対象事例が位置する基準値 0.75W/m2・K
をすべての事例が満たした。

　S 邸と ST 邸は，住宅の老朽化に伴い，耐震性や

省エネルギー性の向上を図るために，大規模な全体

表ー 1 調査住宅の概要

Case Study of Indoor Environmental Performance Improvement in Four Detached Houses 

Before and After Thermal Insulation Retrofit
Ishikawa Takenao (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)

キーワード：戸建住宅，断熱改修，室内温熱環境，エネルギー消費量
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図ー 2 冬季における改修後の室内外温熱変動（上：時刻別変動，下：2017 年 1 月の測定結果）

改修が行われた事例である。内外装を全て撤去した

後に，柱・梁等の構造部材は既存のまま使用し，断

熱材の貼付後に内外装を仕上げている。家族構成は

S邸のみ 2世帯家族から 3世帯家族に変わり，居住

者が 2名増加した。暖房に関しては，ヒートポンプ

式温水パネルヒーターの全館連続暖房である。給湯

設備は自然冷媒ヒートポンプ給湯器を用い，換気設

備は第 3種機械換気である。改修後の相当隙間面積

C値注2）は，S邸0.7cm2/m2，ST邸0.9cm2/m2 であった。

　K邸は居住者が生活しながら増築を伴う全体改修

工事が実施されたことが特徴である。外装材と断熱

材を撤去した後，断熱材を充填し，内装材は一部取

り替えた以外は既存のままである。改修後は予算の

都合上，既存の暖房設備を併用しながら，エアコン

で部分間歇暖房している。改修後の給湯設備は，自

然冷媒ヒートポンプ式給湯器を用い，換気設備は 2
階の増築した部屋に第 3 種機械換気が設置された。

改修後の相当隙間面積C値注 2）は 4.6cm2/m2 である。

　T邸は中古住宅の購入に合わせて，省エネ化や耐

震性の向上を図るために全体改修が行われた事例で

ある。改修前の住まいでは，石油ストーブを部分間

歇暖房していた。改修後はペレットストーブを全館

間歇暖房で使用し，夏期はエアコン 1台で全館連続

冷房している。給湯設備は，太陽熱温水器と潜熱回

収型石油給湯器を併用しており，換気設備は第 3種

機械換気である。

3　冬季における室内温熱環境の実測調査

3.1　実測概要

　改修後の室内温熱環境を把握するために，各室の

温湿度と居間の CO2 濃度を測定した。測定機器は

小型温湿度データロガーと CO2 濃度計を用い，20
分間隔で連続測定を行った。ST邸は 2016年 12 月

から測定を継続しており，他の事例は 2015年 10月

から 2017年 3月まで測定した。

3.2　冬季における室内外温熱変動

　測定結果の例として，図-2に対象住宅の 2017年

1月 10日の居間のCO2 濃度と各部屋の温度変動と

1月における各部屋の温度の中央値，最大・最小値，

第 1・第 3四分位数の結果を示す。

　S邸と ST邸（図-2(a，b)）は，全館連続暖房に

よって，外気温の変動とは類似しておらず，各室と

も 20℃前後に温度が保たれている。居間のCO2 濃

度は 1,000ppm前後を推移していることから，適切

に換気されていると推察される。1 月の各室の温度

の中央値は各室とも 18℃以上の室温を維持し，最

大値と最小値の温度差が 5℃程度に収まっており，

1ヶ月を通して温度が安定していることが分かる。

　K 邸（図-2(c)）は，部分間歇暖房による各部屋

の温度分布が見られ， 起床時 （6 時～ 9 時） に暖房

室と非暖房室で最大 12℃以上の温度差が生じている。

非暖房室の脱衣所は日没後の時間帯でも暖房せずに

13℃前後に保たれており， 断熱の効果が確認できる。

居間のCO2濃度は暖房時に最大で4,000ppmを超え，
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図ー 3 冬季における改修前後の室内温熱環境評価

表ー 2 温熱環境のグレード評価

石油ファンヒーターの利用によって室内のCO2 濃度が

高いことが確認できる。1月の各室の温度の中央値は，

部分間歇暖房であるため，利用頻度に応じて温度が高

くなる傾向が見られた。寝室や脱衣所は局所的に暖房

するため，部屋の最低温度が 6℃と外気温に近い状態

である。1月の温度の最大値と最小値は居間で 15℃，

寝室で22℃，脱衣所で12℃の温度差が生じており。1ヶ
月を通して部屋の温度が大きく変動している。

　T邸（図-2(d)）は，各室とも 18～ 23℃の範囲で

推移しており，暖房時に温度分布が見られた。居間の

CO2 濃度は 1,000ppm前後を推移していることから，

適切に換気されていることが推察される。1月の室内

温度の中央値は各室とも 19℃前後を維持しており，1
月の各室の温度の最大値と最小値の温度差は各室とも

に 10℃前後であった。

3.3　既往データとの比較

　実測調査により得られたデータを既往調査の結果 2）

と比較する。既往調査では，住宅の種類をA～Fに

分類注 3）し，温熱環境の観点から特徴を有すること

を示唆している。これらの調査データに改修事例を

重ね合わせ，温熱環境の評価を試みる。

(1)室内外温度差と上下温度差の関係　

　図-3（a）に，居間での団らん時（19 ～ 22 時）

における期間平均の上下温度差と室内外温度差と

の関係を示す 2)。図中の上下温度差係数 r が 0 に近

いほど温度分布が小さく，E：高断熱・床暖房（以下，

E グループ）に近くなる。改修前の ST 邸では上下

温度差が 6℃以上あったが，改修後では 1.3℃に収

まり，ST 邸は E グループと同等となった。他の事

例は改修後の結果のみとなるが，S邸はEグループ，

T 邸は，D グループ（高断熱・ストーブ）と同等で

あり，上下温度差は小さく，温熱環境のレベルは高

い。K 邸では，石油ファンヒーターを部分間歇暖

房しているため，吹き出す暖気が床全体までは暖ま

らず，上下温度差が 4℃程度生じ，B グループ（山

形県郡部の住宅）と同等になった。
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(2)居間と寝室の室内外温度差の関係　

　図-3（b）に団らん時の居間と寝室の室内外温度

差の関係 2）を示す。図中の温度降下率値 r' が 1.0
に近い値ほど室間の温度差が小さい事を示す。改修

前の ST 邸は，r' が 0.3 程度と小さく，B グループ

と同等である。改修後の事例はr'が0.85以上であり，

室間の温度差が小さくなる傾向を確認できる。

(3)明け方の最低気温と最低室内温度との関係

　図-3（c）に，明け方の最低気温と最低室内温度

との関係 2) を示す。当然のことながら各グループの

最低室内温度は外気温度の低下に伴い ,低くなって

いる。外気温基準での最低室内温度（最低室内温度

とその時の外気温の差）を比較すると，断熱改修後

の結果はEグループの温熱環境と同等であることが

わかる。ST邸は改修前後で 5℃程度の温度上昇が確

認できるが，改修後の結果は終日連続暖房されてい

たため温度が高く，断熱化の効果ではない。

(4)温熱環境のグレード評価　

　温熱環境を総合的に評価するためグレード評価 2)

に従い，1（劣）～ 5（優）の 5 段階で評価した。

表-2に結果を示す。ST 邸の温熱環境を評価した場

合，改修前のグレード平均が3.2に対し，改修後は4.7
と大幅に向上した。S 邸のグレード平均は 4.5 を示

し，ST 邸と同様に温水パネルヒーターによる全館

連続暖房により，他室や上下温度差が小さく，断

熱改修による温熱環境の改善は明らかである。T 邸

の平均グレードは 4.5 を示し，室内環境のレベルは

高い。K 邸の平均グレードは，石油ファンヒーター

で部分間歇暖房しているため，上下温度差や非暖房

室との温度差が影響し，グレードの平均は 3.7 に留

まった。

4.　エネルギー消費量の実態調査

4.1　調査概要　

　年間エネルギー消費量を把握するために，電気，

ガス，灯油の領収証を入手し，各月のエネルギー消

費量を算出注 4) し用途別に分類した。図-4に結果を

示す。図には比較のために，各地域の統計値 3）を

示すが，一次エネルギーについては，情報が不足し

ており，用途別分類ができないため，合計値のみを

示した。

4.2　調査結果　

　改修前後の二次エネルギー消費量を比較すると，

各事例で改修後のエネルギー消費量が削減され，統

計値の消費量を下回っている。

　S 邸と ST 邸は改修前は部分間歇暖房であるが，

改修後は全館連続暖房で，暖房時間や暖房面積が増

加したにもかかわらず，エネルギー消費量が 4 割

以上削減されており，断熱性能が向上することによ

り暖房用エネルギー消費量が削減されている。また，

冬季の温熱環境の改善効果と併せるとエネルギー

効率が高いことがわかる。一方，一次エネルギー

消費量は，必ずしも削減されていない。特に ST 邸

では，改修前のエネルギー消費量が統計値を下回っ

ており，暖冷房を極力控えた生活をしていたため，

エネルギー消費量は小さく，改修後は暖房，給湯の

熱源を電気温水器にしたことによって，改修前のエ

ネルギー消費量を上回る結果となった。
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図ー 4 改修前後における年間エネルギー消費量
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　K邸では，改修前の二次エネルギー消費量は統計

値の 2.2倍以上消費していた。この理由として，改

修前は不十分な断熱性能のため寒い住環境が続き，

石油ファンヒーターを過剰に使用していたためで

ある。改修後の断熱化や給湯器の高効率化によっ

て，三世代同居の 6人家族であっても山形県の統計

値 3) とほぼ同等の年間エネルギー消費量となり，改

修前と比較しエネルギー消費量を 62％削減し，大

幅に改善された。一次エネルギー消費は改修前より

38％削減され統計値のエネルギー消費量を下回って

いる。

　T 邸の改修後の二次エネルギー消費量は，宮城県

の統計値 3) の 6 割程度であった。一次エネルギー

消費量は統計値の 0.66 倍程度のエネルギーを消費

しており、改修事例の中でエネルギー消費量が最も

少ない。中古住宅を全体改修することによって，室

内温熱環境だけでなく，省エネルギー性能が向上し，

ストック住宅の省エネルギー化へ寄与することが

期待できる。 

5.　初期投資回収年数の評価

5.1　評価概要　

　断熱改修による効果として，年間で生じる便益の

積算値から断熱改修費用注 1）の回収年数を算出した。

　高断熱・高気密化によって，省エネルギー化に

よる光熱費削減額を直接的便益 (EB) として評価す

る。各事例の EB は，S 邸 5.5 万円，ST 邸 13 万円，

K 邸 31 万円である。また，伊香賀ら 4) は断熱改修

による効果として，温熱環境の改善によって健康

維持がもたらす間接的便益（NEB）の評価をして

おり，間接的便益 (NEB) は 27,000[ 円 / 年・世帯 ]
と示している。また NEB の算定に設定されている

世帯数は 2.63 人 / 世帯であり，各事例の世帯人員

数に換算した場合，S 邸は 51,331[ 円 / 年・世帯 ]，
ST 邸は 30,798[ 円 / 年・世帯 ]，K 邸は 61,597[ 円 /
年・世帯 ] となる。さらに医療費の社会的負担を考

慮した場合，59,000[ 円 / 年・世帯 ] の便益 4) が生

じ，同様に各事例の世帯人員数に換算すると S 邸

112,167 円，ST邸 67,300 円，K邸 134,601円となる。

以上の換算を行うことで，EB と NEB の合計金額

が 1 世帯あたりに生じる年間の便益と見なせる。

5.2　調査結果

　各事例の便益積算値および断熱改修費用の改修年

数を図-5，図-6，図-7に示す。年間の便益を「EB
のみ」で評価した場合，初期投資回収年数はS邸が

図ー 5 S 邸における便益の積算値と投資回収年数

図ー 6 ST 邸における便益の積算値と投資回収年数

図ー 7 K 邸における便益の積算値と投資回収年数
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137年，ST邸 33年，K 邸 14 年であった。「NEB
も考慮」して評価した場合，S 邸が 71 年，ST 邸

26 年，K 邸 12 年であった。年間の便益を EB に加

えて「社会的負担も考慮」して評価した場合，S 邸

が 45 年，ST 邸 22 年，K 邸 10 年であった。

　以上の結果より，　S 邸の場合は改修後に世帯人

員が 2 人増加したことによって，光熱費の削減額
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EB の効果は小さいが，暖房設備にヒートポンプ式

温水パネルヒーターを採用しているため，断熱改修

費用が比較的高額になった。EB のみの回収は困難

であるが社会的負担も考慮することで最短 45 年に

短縮される。ST 邸も S 邸と同様にヒートポンプ式

温水パネルヒーターを採用しているが，光熱費の削

減額が 13 万円と大きかったため，EB のみでも 33
年と回収が実現できそうである。K 邸は既存の石

油ファンヒーターを利用しているため，暖房設備の

費用が抑えられ，断熱化によって光熱費の削減が著

しく，最も早期回収に期待できる。

6.　まとめ

　東北地方の全体改修の事例 4件（S邸，ST邸，K邸，

T邸）を対象として，改修後の環境性能を評価し実

態を明らかにした。本報では，以下の知見が得られた。

①　冬季の室内温熱環境調査

　断熱改修により，暖房時の上下温度差や室間の温

度差が小さくなるとともに明け方の温度低下が抑制

される等の特徴が挙げられ，室内温熱環境の室の向

上が確認された。しかし，居住者が生活しながらの

改修では，既存のファンヒーターで部分間歇暖房し

た場合は上下温度差が 5℃程度生じ，CO2 濃度が最

大で 4,000ppmを超えた。断熱性能のみならず，住

宅設備に関して配慮する必要がある。

②　改修前後の年間エネルギー消費量の実態調査

　二次エネルギー消費量で比較を行うと，改修後は

エネルギー消費量の削減がみられ，断熱改修を行

うことによって暖房効率が向上するが，一次エネル

ギー消費量で比較を行うと，熱源で電気を用いるこ

とで暖房範囲や暖房時間が増えると，エネルギー消

費量が増大する可能性があるため，住宅設備に配慮

した環境計画が必要である。

③　初期投資回収年数

　全体改修による断熱性能の向上により，年間の光

熱費が S 邸で 6 万円，ST 邸で 13 万円，K 邸で 31
万円削減された。直接的便益（EB）に加え，社会

的負担も考慮した場合，S邸で 45年，ST邸で 22年，

K 邸で 10 年で，断熱改修費用の初期費用を回収で

きると見積もられた。　

謝辞

　本調査を進めるにあたっては，有限会社親和創建

ならびにクレア工業株式会社，対象事例の居住者の

皆様に多大なるご理解とご協力をいただきました。

ここに記して，深甚なる謝意を表します。

注釈

注 1）：断熱改修費用は，改修費用総額の内，外部建具，

断熱・気密，暖冷房設備，換気設備に掛かった費用

の合計とした。

注 2）：改修後の相当隙間面積 C 値は気密性能試験

を JIS22015) に準じて現場で実施し、C値を減圧法

により算出した。

注 3）：1960 ～ 1980 年代に建設された東北地方各

地の住宅であり，D と E 以外は，断熱性能が低く

暖房は局所的である。D と Eは，1980 年代に建設

された断熱性能が高い住宅である。詳細は，文献 2）

を参照されたい。

注 4）：熱量換算係数として，以下を用いた。

電気：9.76MJ ⁄ kWh，昼間電力：9.28MJ / kWh，
夜間電力：9.97MJ / kWh，灯油：36.7MJ ⁄ L，ガス：

99.1MJ ⁄ m3 
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住宅のダンプネスによる室内真菌汚染に関する実態調査 

○武藤邦彦（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Investigation of indoor mold contamination due to home dampness 
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Jinya Takeuchi (Akita Prefectural University), Shinichi Matsumoto (Akita Prefectural University) 

 
キーワード：ダンプネス，室内環境，アレルギー症状 

 
はじめに 

住宅のダンプネス（高湿度環境）とアレルギー

疾患などの健康影響との関係に着目した先行研究

は多い。しかしながら，カビなどの具体的な曝露

要因との因果関係を示す知見は少ない。すなわち

ダンプネスとは室内環境の汚染を包括的に表現し

ているものの，健康影響に直接寄与している要因

との関連が明確ではなく，健康被害と生物・化学

的要因との関連は明確になっていない。 
 ダンプネスから健康に連鎖する因果構造は，図

－1 のように室内環境の汚染が介在していると仮

定できる。そこで，「ダンプネス」「室内環境の汚

染」「健康影響」の関連性を明らかにすることがで

きれば，ダンプネスの問題に対する建築的な防除

策の立案につながると期待できる。 
本研究では，疫学的な実態調査より得られたデ

ータを用いて，①ダンプネスの程度が重篤な住宅

の室内環境を明らかにするとともに，②検出され

た真菌と子供の健康状態の関連性を把握すること

を目的とする。 
 
1. 研究方法 

1.1 調査概要 

調査は，インターネットによるアンケート調査を

2017 年 1 月 23 日~1 月 27 日，2 月 20 日~2 月 24
日に実施した。実測調査に協力できると回答した

東日本の住宅 120 件を対象とした。アンケート調

査では，冬期の室内環境に着目し，暖房・換気設

備の種類や使用状況，加湿・除湿の状況，室内環

境として結露・カビの発生や窓ガラスの結露の程

度・頻度などについて尋ねた。また，医師の診断

やアンダーソンの定義に基づく自覚症状の有無に

より子供の健康状態を把握する。 
実測調査は，2017 年 1 月 23 日～27 日と 2 月 

水分の発生源 ダンプネス 健康影響

外的要因
 雨・雪・土壌水分

 洪水

 配管設備等の不具合

内的要因
 結露

 調理・入浴・洗濯等

 による水蒸気

 発汗・呼吸・植物

建物 住まい方

室内環境の汚染

断熱気密性能

換気設備

暖房設備

換気行動

暖冷房使用

掃除頻度など

既往研究より

関連性が確認

生物・化学的要因
 微生物起因のアレルゲン

MVOC
SVOC
 化学物質

 真菌  
図-1 ダンプネスと健康の因果構造の例 

（文献 2 をもとに作成） 
 

 20 日～24 日の連続する 5 日間とし，60 件ずつ

に分けて実施した。測定項目は，居間・寝室の温

湿度と居間・寝室の室内ダストである。測定キッ

トを対象住宅に送付し，居住者に計測機器の設置，

室内ダスト捕集を依頼した。 

1.2 ダンプネスの評価法 

 表－1 にダンプネスの評価項目の概要を示す。

回答者による申告のため，容易に観察可能な結

露・カビの発生や，知覚可能なカビ臭を評価項目

とする。結露の発生箇所では，窓以外での発生を

重篤な状態とし，冬期にガラス面での結露の程

度・頻度が高いほど点数が高くなる。カビ・カビ

臭の発生箇所では，水回り以外での発生を重篤な

状態とする。以上 8 種類の各評価項目を 3 点満点

とし，その合計（24 点満点）よりダンプネスの程

度を評価する。 

 

2. ダンプネスの程度の評価結果 

図－2 にダンプネスの程度の分布を示す。ダン

A-6
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プネスの程度は上記に示した評価法で点数を付け，

2013 年度の全国調査の結果 2）をもとに，評点 0
～6.3 をランク 1，評点 6.3～10.5 をランク 2，評

点 10.5～13.3 をランク 3，評点 13.3～24.0 をラ

ンク 4 とする。本研究では，ランク 4 をダンプネ

スの程度が最も重篤であると判別している。図を

見ると，評点 1 の頻度が他の評点と比べ顕著に高

いことが分かる。 
 
3. ダンプネスの室内環境に関する要因解析 

3.1 解析概要 

ダンプネスの程度と各種物理量との関連を評価

するために，Kruskal-Wallis 検定と重回帰分析を

行った。分析には IBM SPSS Statistics Ver.23 用

いた。 
Kruskal-Wallis 検定は，ノンパラメトリック検

定の一つで，3 群以上における差の検定である。

真 菌 の DNA 解 析 に よ り 得 ら れ た OTU
（Operational Taxonomic Unit）注1)を従属変数，

ダンプネスの程度ランクを独立変数とした。 
重回帰分析は多変量解析の一つで，一つの従属

変数を複数の独立変数から予測・説明する統計手

法である。ダンプネスのランクを従属変数，単変

量解析で有意確率 p<0.2 となる要因を独立変数と

し，標準偏回帰係数を算出した。標準偏回帰係数

は，各独立変数が従属変数にどの程度影響してい

るかを示す係数で，値が大きい独立変数ほど，従

属変数への影響が大きい。 
3.2 解析結果 

図－3 にダンプネスの程度と真菌の関係を示す。

居間で検出された真菌のランク毎の検出率を表－

3 に示す。調査対象となった居間・寝室の両方で

検出された真菌は 224 種，その内，Aspergillus 
conicus，Aspergillus penicillioides などといった

12 種が、ダンプネスの全ランクで検出率が 90%
を超えていた。 
今回，居間で検出された Aspergillus conicus と，

寝室で検出された Aspergillus penicillioidesでダ

ンプネスのランクと有意な関連性があり，ランク

1 と比較した場合，ランク 4 で OTU が有意に高

い。また，ダンプネスのランクが高くなるにつれ

て真菌の OTU も高くなる傾向がみられた。 
表－2 に重回帰分析結果を示す。ANOVA（分散

分析表）の結果は有意で，決定係数 R2は 0.51 で

表－1 ダンプネスの評価に用いる評価項目 

( 1) 居間・寝室の結露箇所 ( 6点)
「窓ガラス，窓枠，外気に面する扉等」とそれ以外での発生箇所の数により評価

( 2) 居間・寝室の窓ガラスの結露の程度 ( 6点)
「なし」～「水滴が流れる程度」までの程度により評価

( 3) 居間・寝室の窓ガラスの結露の頻度 ( 6点)
「なし」～「常に発生する」までの頻度により評価

( 4) 浴室以外のカビの発生箇所 ( 3点)
「なし」～「 3箇所以上」までの発生居室の数により評価

( 5) カビ臭の発生箇所 ( 3点)
「台所・洗面所・浴室」とそれ以外での発生居室の数により評価
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図－2 ダンプネスの程度の分布 

 

0

1000

2000

3000

4000

1 2 3 4

ダンプネスのランク

(b)寝室 Kruskal-Wallis 検定 ： p<0.05

最大値
  4282p<0.05

0

500

1000

1500

2000
(a)居間 Kruskal-Wallis 検定 ： p<0.01

1 2 3 4

ダンプネスのランク

p<0.01

O
T
U

　

O
T
U

(A
sp

e
rg

il
lu

s
p

e
n

ic
il

li
o

id
e
s)

(A
sp

e
rg

il
lu

s
c
o

n
ic

u
s)

 
図－3 ダンプネスのランクと Aspergillus 

conicus と Aspergillus penicillioides の関係 
 

表－2 重回帰分析結果 

下限 上限

(定数) 0.61 -0.36 1.58 0.216

居間　在室時温度 -0.08 -0.26 -0.13 -0.03 0.004**

居間　日較差HR 0.39 0.49 0.26 0.51 0.000***

寝室　在室時HR 0.26 0.37 0.15 0.36 0.000***

0.02 0.23 0.01 0.04 0.002**

0.07 0.17 0.01 0.13 0.030*

0.00 0.34 0.00 0.00 0.000***

-0.01 -0.27 -0.01 0.00 0.001**

要因 偏回帰係数 標準偏回帰係数
95%信頼区間

有意確率

R  =0.51 ANOVA p<0.001
2

*** p<0.001 ，** p<0.01 ，* p<0.05

Acremonium charticola

Cystofilobasidium infirmominiatum

Aspergillus parasiticus

Sistotrema　sernanderi
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表－3 居間で検出された真菌の検出率 

居間 ランク1 ランク2 ランク3 ランク4
Acaromyces ingoldii 16.36 18.18 21.43 22.73
Acremonium charticola 20.00 28.57 40.00 40.91
Acremonium hyalinulum 5.45 0.00 6.67 4.55
Alternaria betae-kenyensis 100.00 95.45 100.00 95.45
Alternaria infectoria 66.67 61.90 60.00 77.27
Ampelomyces quisqualis 7.27 0.00 7.14 4.55
Amyloporia sinuosa 14.81 9.09 6.67 4.55
Amylostereum laevigatum 5.45 9.09 26.67 9.09
Amyloxenasma allantosporum 10.91 13.64 20.00 4.55
Apiotrichum montevideense 30.91 57.14 26.67 40.91
Arthrocatena tenebrio 45.45 75.00 60.00 63.64
Aspergillus appendiculatus 96.30 95.45 93.33 100.00
Aspergillus conicus 98.00 100.00 92.86 100.00
Aspergillus fumigatus 24.07 33.33 26.67 13.64
Aspergillus niger 84.91 71.43 100.00 72.73
Aspergillus parasiticus 87.27 95.00 100.00 95.24
Aspergillus penicillioides 98.15 100.00 93.33 100.00
Baeospora myosura 24.07 9.09 26.67 13.64
Biscogniauxia mediterranea 16.36 13.64 0.00 9.09
Bjerkandera adusta 68.52 59.09 73.33 72.73
Buckleyzyma aurantiaca 16.36 27.27 0.00 22.73
Bullera crocea 16.67 27.27 33.33 27.27
Bulleribasidium pseudovariabile 29.63 18.18 33.33 40.91
Byssomerulius corium 3.64 4.55 0.00 0.00
Cabalodontia subcretacea 20.37 13.64 26.67 9.09
Calycina marina 33.96 36.36 40.00 40.91
Candida albicans 35.19 45.45 26.67 52.38
Candida apicola 24.07 31.82 26.67 33.33
Candida cretensis 9.09 4.55 14.29 30.00
Candida derodonti 7.55 22.73 7.14 31.82
Candida etchellsii 68.52 65.00 46.67 86.36
Candida intermedia 16.98 4.55 7.14 27.27
Candida lactis-condensi 7.27 4.76 6.67 4.55
Candida magnoliae 31.48 23.81 33.33 38.10
Candida neustonensis 13.21 40.91 20.00 33.33
Candida parapsilosis 96.15 100.00 92.86 95.45
Candida tropicalis 40.74 18.18 40.00 40.91
Cerinomyces canadensis 20.37 18.18 26.67 4.55
Clavispora lusitaniae 50.00 61.90 80.00 45.45
Clitocybe nebularis 20.37 31.82 20.00 18.18
Colletotrichum brevisporum 16.98 36.36 13.33 13.64
Coprinellus xanthothrix 16.36 13.64 20.00 18.18
Coprinopsis cinerea 3.70 27.27 6.67 9.09
Coprinopsis urticicola 14.55 4.55 13.33 13.64
Cryptococcus uniguttulatus 25.45 36.36 33.33 45.45
Cutaneotrichosporon curvatus 23.64 45.45 33.33 35.00
Cutaneotrichosporon daszewskae 7.27 22.73 6.67 27.27
Cyberlindnera jadinii 22.22 27.27 28.57 13.64
Cylindrobasidium evolvens 21.82 18.18 13.33 18.18
Cyphellophora europaea 94.12 95.45 100.00 95.24
Cyphellophora sessilis 16.36 27.27 13.33 36.36
Cystofilobasidium capitatum 30.91 40.91 53.33 28.57
Cystofilobasidium infirmominiatum 15.09 31.82 6.67 31.82
Cystofilobasidium macerans 53.70 77.27 60.00 72.73
Daedaleopsis confragosa 28.85 45.45 26.67 36.36
Devriesia americana 38.46 72.73 33.33 54.55
Diatrype stigma 16.36 18.18 6.67 13.64
Dioszegia zsoltii var. zsoltii 43.64 31.82 42.86 40.91
Diplomitoporus rimosus 42.59 40.91 33.33 36.36
Dissoconium eucalypti 21.82 9.09 20.00 18.18
Elmerina caryae 25.93 31.82 20.00 18.18
Eremiomyces magnisporus 32.73 19.05 20.00 27.27
Eutypa lata 7.27 9.09 0.00 9.09
Exidia japonica 16.36 9.09 20.00 9.09
Exophiala alcalophila 12.73 22.73 13.33 27.27
Exophiala cancerae 58.49 90.91 76.92 47.62
Exophiala dermatitidis 33.96 50.00 33.33 36.36
Exophiala equina 44.44 59.09 66.67 59.09
Exophiala phaeomuriformis 5.45 33.33 13.33 4.76
Exophiala sideris 9.09 14.29 6.67 18.18
Exophiala xenobiotica 27.78 42.86 33.33 40.91
Filobasidium magnum 94.34 86.36 86.67 90.48
Flammulina velutipes 53.70 42.86 40.00 40.00
Fusarium asiaticum 72.55 77.27 57.14 77.27
Fusarium fujikuroi 50.91 57.14 60.00 36.36
Gibberella tricincta 57.41 59.09 60.00 63.64
Golubevia pallescens 21.82 9.09 21.43 18.18
Graphiola_phoenicis 35.19 54.55 66.67 61.90
Graphostroma platystoma 7.41 22.73 14.29 4.55
Grifola frondosa 46.15 45.00 66.67 42.11
Guehomyces pullulans 45.45 68.18 53.33 61.90
Hannaella coprosmae 1.82 22.73 0.00 9.09
Hannaella oryzae 43.40 57.14 64.29 59.09
Hannaella sinensis 10.91 9.52 28.57 31.82
Heterochaete delicata 22.22 13.64 6.67 36.36
Holtermanniella takashimae 35.19 45.45 28.57 31.82
Hormonema macrosporum 18.18 31.82 13.33 31.82
Hortaea thailandica 16.67 9.52 6.67 18.18
Hortaea werneckii 50.94 68.18 66.67 66.67
Hymenochaete xerantica 20.00 27.27 13.33 9.09
Hymenoscyphus caudatus 9.09 4.55 20.00 9.09
Hyphoderma subsetigerum 9.26 9.09 0.00 18.18
Hyphodontia aspera 16.98 27.27 20.00 9.09
Hyphodontia cineracea 16.67 4.55 20.00 18.18
Hyphodontia crustosa 29.63 36.36 33.33 36.36
Hyphodontia pallidula 33.33 31.82 35.71 31.82
Hypholoma fasciculare 20.37 18.18 40.00 36.36
Hyphopichia burtonii 5.45 4.76 6.67 4.55
Hypsizygus marmoreus 50.00 76.19 40.00 68.18
Ischnoderma resinosum 16.67 13.64 6.67 4.55
Kazachstania servazzii 12.96 9.09 20.00 18.18
Kondoa aeria 29.09 31.82 33.33 45.45
Lambertella yunnanensis 7.41 4.55 13.33 13.64
Lectera colletotrichoides 12.73 22.73 26.67 13.64
Lecythophora fasciculata 29.63 40.91 26.67 23.81
Lentinula edodes 54.72 61.90 66.67 47.62
Lentinus sajor-caju 51.85 27.27 53.33 40.91
Lenzites betulina 18.87 36.36 26.67 40.91
Leptospora rubella 28.30 14.29 6.67 18.18
Leucosporidium golubevii 30.77 31.82 20.00 22.73
Magnusiomyces capitatus 26.42 4.76 26.67 27.27
Malassezia dermatis 44.44 31.82 60.00 50.00

居間 ランク1 ランク2 ランク3 ランク4
Malassezia globosa 52.00 68.18 46.67 54.55
Malassezia restricta 64.00 63.64 60.00 54.55
Malassezia sympodialis 50.00 31.82 60.00 59.09
Metschnikowia reukaufii 35.85 23.81 60.00 36.36
Microporus affinis 11.32 9.09 26.67 9.09
Mollisina uncinata 30.91 20.00 35.71 31.82
Mucor circinelloides 3.64 9.09 13.33 0.00
Mycena polygramma 18.18 4.55 20.00 13.64
Mycoacia fuscoatra 22.22 13.64 6.67 13.64
Mycosphaerella punctiformis 96.36 95.00 93.33 100.00
Neocatenulostroma abietis 74.55 76.19 80.00 81.82
Neodevriesia imbrexigena 46.30 59.09 42.86 59.09
Nigrospora oryzae 30.19 40.91 40.00 31.82
Ochroconis mirabilis 45.28 50.00 60.00 59.09
Oxyporus cuneatus 25.93 36.36 53.33 40.91
Panellus edulis 40.74 45.45 53.33 40.91
Panellus serotinus 38.89 27.27 40.00 50.00
Panellus stipticus 14.81 31.82 33.33 18.18
Papiliotrema flavescens 47.27 36.36 57.14 50.00
Papiliotrema fuscus 23.64 13.64 28.57 18.18
Papiliotrema laurentii 7.27 0.00 13.33 9.09
Papiliotrema nemorosus 12.96 18.18 6.67 9.09
Paramycosphaerella_cyatheae 12.96 9.09 6.67 27.27
Parateratosphaeria persoonii 10.91 0.00 0.00 13.64
Penicillium armarii 82.69 77.27 86.67 90.48
Penicillium decumbens 33.33 59.09 50.00 68.18
Penicillium jiangxiense 90.91 90.91 69.23 100.00
Penicillium kongii 94.55 90.00 100.00 100.00
Penicillium ornatum 74.55 85.71 76.92 85.00
Peniophora incarnata 24.07 22.73 20.00 18.18
Peniophorella praetermissa 11.11 0.00 6.67 9.09
Peniophorella pubera 20.37 27.27 6.67 36.36
Perenniporia koreana 11.11 9.09 0.00 22.73
Periconia macrospinosa 35.85 22.73 20.00 31.82
Phaeococcomyces catenatus 32.73 45.45 20.00 27.27
Phaeotheca triangularis 21.82 4.55 6.67 31.82
Phanerochaete sordida 11.11 9.09 20.00 18.18
Phialemoniopsis curvata 25.93 27.27 46.15 27.27
Phialocephala trigonospora 5.45 4.55 6.67 4.55
Phlebia acanthocystis 20.37 13.64 33.33 18.18
Phlebia radiata 62.96 59.09 73.33 68.18
Phlebia tremellosa 18.52 31.82 26.67 31.82
Pholiota microspora 44.44 40.91 40.00 42.86
Pholiota squarrosa 7.27 0.00 33.33 18.18
Phyllotopsis nidulans 29.63 27.27 46.67 45.45
Pichia kluyveri 26.42 18.18 28.57 36.36
Pilidium concavum 15.09 4.55 0.00 9.09
Plectosphaerella alismatis 73.08 80.95 69.23 61.90
Pleurocybella porrigens 23.64 31.82 20.00 22.73
Plicaturopsis crispa 24.07 36.36 40.00 27.27
Podosphaera sp 33.33 22.73 13.33 22.73
Pseudotaeniolina globosa 58.49 54.55 60.00 72.73
Pyrenochaeta keratinophila 69.81 66.67 66.67 86.36
Pyrenochaetopsis leptospora 34.62 36.36 53.33 36.36
Resinicium pinicola 12.96 4.55 13.33 4.55
Rhinocladiella similis 32.69 40.91 26.67 33.33
Rhodosporidiobolus odoratus 9.09 4.55 6.67 13.64
Rhodotorula glutinis 66.67 81.82 73.33 80.00
Rhodotorula mucilaginosa 96.15 95.24 92.31 95.45
Rigidoporus crocatus 9.26 4.55 20.00 22.73
Rigidoporus microporus 14.81 22.73 33.33 18.18
Rigidoporus pouzarii 27.78 27.27 26.67 13.64
Saccharomyces cariocanus 88.00 95.45 84.62 80.95
Saccharomyces cerevisiae 12.96 4.55 6.67 18.18
Sagenomella griseoviridis 21.82 31.82 46.15 50.00
Schizophyllum commune 24.07 18.18 20.00 18.18
Schizopora flavipora 49.06 68.18 40.00 72.73
Schizopora ovispora 50.00 31.82 46.67 45.45
Setophoma vernoniae 25.45 19.05 33.33 22.73
Sidera vulgaris 18.87 4.55 26.67 4.55
Sistotrema sernanderi 64.71 86.36 53.33 77.27
Skeletocutis kuehneri 18.52 13.64 13.33 18.18
Skeletocutis odora 10.91 0.00 6.67 9.09
Sphaeronaemella fimicola 9.26 18.18 6.67 13.64
Sphaerulina rhabdoclinis 82.69 90.00 93.33 90.91
Sporobolomyces phaffii 69.23 54.55 71.43 77.27
Sporobolomyces symmetricus 29.09 31.82 33.33 27.27
Stachybotrys chartarum 18.18 27.27 33.33 13.64
Stemphylium herbarum 69.81 81.82 85.71 77.27
Stereum hirsutum 11.11 18.18 33.33 4.55
Stereum sanguinolentum 9.09 13.64 13.33 22.73
Sterigmatomyces halophilus 51.85 63.64 61.54 85.00
Strelitziana mali 22.22 9.09 13.33 13.64
Strobilurus conigenoides 5.66 9.09 13.33 4.55
Symmetrospora foliicola 51.85 52.38 53.33 42.86
Talaromyces veerkampii 59.26 57.14 46.67 63.64
Toxicocladosporium rubrigenum 94.12 100.00 100.00 100.00
Trametes gibbosa 11.11 13.64 6.67 9.09
Trametes hirsuta 38.89 31.82 33.33 45.45
Trichaptum abietinum 24.07 36.36 20.00 13.64
Trichaptum biforme 18.18 27.27 26.67 27.27
Trichophyton mentagrophytes 22.22 18.18 20.00 40.91
Trichosporon debeurmannianum 53.70 84.21 80.00 77.27
Trichosporon insectorum 61.82 77.27 71.43 70.00
Trichosporon otae 5.45 9.09 13.33 19.05
Tubulicrinis glebulosus 25.93 18.18 33.33 45.45
Tyromyces chioneus 11.11 9.09 33.33 13.64
Umbilicaria cinereorufescens 27.78 31.82 26.67 18.18
Vermispora fusarina 7.27 4.55 0.00 4.76
Verrucaria muralis 14.55 4.55 6.67 4.55
Verrucocladosporium dirinae 100.00 100.00 100.00 100.00
Vishniacozyma dimennae 24.53 23.81 26.67 22.73
Wallemia ichthyophaga 9.26 22.73 26.67 31.82
Wallemia mellicola 52.83 81.82 78.57 90.91
Wallemia tropicalis 59.26 77.27 66.67 86.36
Wickerhamomyces_anomalus 18.52 22.73 33.33 22.73
Xeromphalina junipericola 24.53 22.73 40.00 31.82
Xeromyces bisporus 35.85 40.91 26.67 31.82
Xylodon nespori 22.22 27.27 26.67 36.36
Xylodon sambuci 11.11 13.64 13.33 9.09
Yamadazyma triangularis 29.63 22.73 14.29 50.00
Yarrowia lipolytica 60.00 66.67 50.00 40.00  

 

あった。全ての要因で p<0.05 となり，ダンプネ

スのランクと有意な要因であることが確認できた。 
居間の絶対湿度の日較差，寝室の在室時の絶対

湿度，Acremonium charticola,Cystofilobasidium 
infirmominiatum，Aspergillus parasiticus は標

準偏回帰係数の値が正であることから，これらの

要因が増加することでダンプネスが重篤になると

考えられる。一方，居間の在室時の温度は標準偏

回帰係数の値が負であることから，居間の在室時

の温度が低下することでダンプネスが重篤化する

と考えられる。また，Sistotrema sernanderi も

標準偏回帰係数の値が負であるが，Sistotrema 
sernanderi の繁殖を抑制するような，他の真菌叢

の存在が推察される。 
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表－4 喘息と真菌の多変量解析 

下限 上限

1.13 1.04 1.24 0.006**

1.04 1.01 1.08 0.018*

1.04 1.01 1.07 0.017*

1.29 1.07 1.55 0.008**

オッズ比
95% 信頼区間

有意確率要因

**p<0.01，* p<0.05HosmerとLemeshowの検定：0.330　　判別適合率：95.9%

Exidia japonica

Trichosporon otae

Papiliotrema laurentii

Verrucaria muralis

 

 

4. 室内真菌叢と子供の健康影響の要因解析 
4.1 解析概要 

住宅のダンプネスや環境要因，真菌が健康及ぼ

す影響を分析するため，多変量ロジスティック回

帰分析を行った。分析には IBM SPSS Statistics 
Ver.23 を用いた。 
 まず，尤度比による変数減少法により関連性の

高い要因を選定し，強制投入法により調整オッズ

比を算出した。また，単変量解析で p<0.2 となり，

その中で有意確率が小さい真菌 10種を独立変数，

「アレルギー疾患」「自覚症状」の有無を従属変数

とした。 
4.2 解析結果 
表 4に喘息と真菌の多変量解析の結果を示す。

真菌において全ての要因で p<0.05 となり，喘息

の発症に有意な関連を示した。また，オッズ比は

1 以上であり，喘息の発症と有意な関連があると

考えられる。Trichosporon 属の真菌は，夏型過敏

性肺炎や日和見感染として発症する播種性トリコ

スポロン症の原因となる真菌である 4)。 
表 5 に喉症状と真菌の多変量解析の結果を示す。

喘息と同様の傾向で，真菌は p<0.05 となり，喉

症状の発症に有意な関連を示した。また，オッズ

比は 1 以上のため，喉症状の発症と有意な関連が

あると考えられる。 
 
5.まとめと今後の展望 

本研究では，ダンプネスの程度が重篤な住宅の

室内環境を明らかにするとともに，検出された真

菌と子供の健康状態の関連性を把握するために，

アンケート調査や実測調査結果に基づいた各統計

手法を用いて分析を行った。その結果，室内温湿

度や真菌の存在がダンプネスに影響していること，

各呼吸器系症状の発症と真菌叢には有意な関連性

があることが確認できた。 
今後は，サンプル数を増やし知見を深めるとと 

表－5 喉症状と真菌の多変量解析 

下限 上限

1.14 1.02 1.27 0.020*

1.04 1.00 1.08 0.036*

1.01 1.00 1.01 0.011*

1.12 1.03 1.21 0.007**

要因 オッズ比
95% 信頼区間

有意確率

** p<0.01，* p<0.05HosmerとLemeshowの検定：0.752　 判別適合率：87.7%

Eremiomyces magnisporus

Leptospora rubella

Arthrocatena tenebrio

Setophoma vernoniae

 

 

もに，「ダンプネス」「室内環境の汚染」「健康影

響」それぞれの影響度を定量化し，因果構造を明

らかにする予定である。 
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注 釈 
1) OTU とは、96～97％以上の類似性を持つ配列

同士を一つの菌種のように扱い，分類した結

果得られる配列数を示す。よって OTU とは，

真菌叢を構成する菌種の数を表す 3）。 
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住宅の温熱環境が早朝高血圧に与える影響についての調査研究 

－冬期の就寝時暴露温度との関係－ 

○小原幸果（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Case Study for Effect of Morning Surge in Indoor Thermal Environment 
Relationship between Morning Surge and Exposure Temperature in Winter Bedtime 

Obara Yukika (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 
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1. はじめに 

循環器疾患の発症に伴う死亡は，日本の突然死

の原因における 7 割以上を占めている。特に，起

床前後や午前中に発症することが多いことが分か

っており，早朝高血圧を抑制することが発症の予

防において重要となる。最近では血圧の上昇を防

止するための対策として，生活習慣の改善のみで

はなく，住宅内の環境改善に期待がされている。 
既往研究 1)で，睡眠時の寝室温度が早朝高血圧

と深く関係している可能性が示唆された。特に，

高齢者は若年者よりも早朝血圧が睡眠時の曝露温

度に影響されやすく，曝露されていた温度が低い

ほど起床時に血圧が上昇しやすい傾向が見られた。 
そこで，本研究では冬期の就寝時曝露温度と早

朝血圧の関連性についてのエビデンスを得ること

を目的とし，山形県在住の高齢者を被験者として，

調査期間の異なる 2 種類の臨床的調査を実施した。 
 

1. 調査概要 

1.1 長期の実測調査 

住宅の温度変化，特に睡眠時の寝室温度が居住

者の早朝血圧にどのような影響を及ぼすか，年間

を通して観察することを目的とし，表-1，写真-1

に示す 2 名の高齢者を対象に，7 月上旬～12 月下

旬にわたり住宅の温湿度測定と起床時・起床後の

早朝血圧測定を実施した。 
温 湿度は 小型デ ータロ ガー (onset 社製

UX100-011)を用い，図-1 に示す居間・寝室・脱

衣所・外の計 4 箇所にて 10 分間隔で測定した。 
早朝血圧は通信機能付血圧計(エー・アンド・デ

イ社製 UA-767PC)を用い，起床時は寝室，起床

後は居間で，指針 2 )に沿った測定を行った。 

表-1 被験者概要 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

写真-1 調査住宅(左: S邸，右: I邸) 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 調査住宅の平面図・温湿度の測定点 

世帯

S邸

I邸

性別 年齢 飲酒 既往歴 服薬 血圧[mmHg]
（最高/最低）

女 69 高コレステロール コレステロール降下剤 121/76

110/74

週 4～ 5日

高コレステロール無し 無し62女

※最高血圧と最低血圧は健康診断時の値

世帯 S邸

所在地 山形県酒田市

構造 在来木造

　築年数 42年

延床面積 117.3m2

家族構成 母＋娘（成人）

I邸

山形県遊佐町

在来木造

約15年

170.0m2

夫婦

A-7
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――
2018.3.9 (東北文化学園大学)

- 25 -



 

1.2 冬期の詳細調査 

睡眠時の寝室温度の変動に伴って，就寝から起

床にかけての血圧がどのように変化するのかを詳

細に観察することで，早朝血圧の上昇の仕方に変

化が生じるか，日中の血圧の上昇に影響するかを

検討することを目的とし，12 月下旬に被験者の睡

眠時の血圧を連続測定した。 
調査は，睡眠時の寝室に「暖房あり」の日と「暖

房なし」の日の 2 通りを設け，それぞれ 1 日ずつ

実施した。血圧測定は携帯型自動血圧計(エー・ア

ンド・デイ社製 TM-2431)を用いて， 22:00～5:59
は 30 分間隔， 6:00～21:59 は 60 分間隔で自動測

定した。被験者への負担や，健康面を考慮し，就

寝時の暖房の有無以外は条件を課さずに実施した。 
また，測定と併せ，被験者の行動を簡単に日誌に

記入してもらうよう依頼した。 
 
2. 調査結果と考察 

2.1 各室の温度変動と収縮期血圧の関係 

図-2に長期にわたる各室の温度と早朝血圧の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関係を示す。両被験者とも夏期から冬期に向かう

につれて起床時の収縮期血圧の中央値が上昇して

いることが分かる。I 邸の被験者に至っては，8
月と12月の中央値に20～25mmHgの大きな差が

見られた。この理由の 1 つとして，低温に曝露さ

れるようになったことが影響している可能性があ

げられる。 
しかし，起床後の血圧については夏期と冬期で

ほとんど差が見られなかった。この結果は，起床

後居間温度が冬期でも 15℃を下回ることが少な

く，起床後の血圧測定時の環境が比較的温暖であ

ったために，血圧の上昇が抑制されたのだと考え

られる。 
2.2 各室の温度変動と収縮期血圧の関係 

冬期の詳細調査で得られた温度データをもとに，

調査住宅の冬期における温熱環境を吉野ら 3)の評

価法を用いて 1(劣)～5(優)で総合的に評価した。

評価結果を表-2に示す。いずれの住宅もグレード

の平均値をとると 3.3 となり，両住宅が同等の温

熱環境であることが分かった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 2 3 4 5

床上1.1mの温度 12 15 18 21 24

上下温度差*1 10 8 6 3 0

グローブ温度差*2 -3 -2 -1 0 1

2 6 10 14 18

4 8 12 16 20

2 5 8 11 14

平均

脱衣所の温度 (団らん時)*4

グレード

居

間

温

度

団

ら

ん

時

明け方の最低温度 *3

寝室の温度 (団らん時)*4

1 2 3 4 5

12 15 18 21 24

10 8 6 3 0

-3 -2 -1 0 1

2 6 10 14 18

4 8 12 16 20

2 5 8 11 14

平均

*1 床上1mの温度が20℃，外気温が0℃の時の値
*2 グローブ温度と床上1m温度との差
*3 外気温が0℃の時の値
*4 団らん時に，居間の床上1mの温度が20℃，外気温が0℃の時の値

表-2 調査住宅の温熱環境グレード 

図-2 各室の温度と収縮期血圧の関係(左:S邸，右:I邸) 
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2.3 冬期詳細調査期間における被験者の情報 

ヒアリングと，許斐ら 4)のピッツバーグ睡眠質

問票注 1)をもとに作成した睡眠の質に関するアン

ケートの回答から，被験者の冬期における睡眠時

の情報を収集した。その概要を表-3に示す。 
就寝時は S 邸の被験者の方が着衣量も多く，寝

具も I 邸より多く使用していることに加え，普段

は就寝前に寝室を暖房していた。 
また被験者の睡眠の質を 0 点(優)～21 点(劣)で

評価すると 4)，S 邸と I 邸のどちらの被験者も普

段から軽度の睡眠障害の疑いがある 6 点以上であ

った。また，S 邸の被験者は調査期間において，I
邸の被験者は普段の方が，睡眠の質が悪いという

結果であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.4 寝室温度の違いによる血圧変動の相違 

 図-3，図-4に曝露温度と収縮期血圧の関係を示

す。S 邸の被験者は「暖房あり」の日と「暖房な

し」の日で収縮期血圧に大きな差は見られなかっ

た。その結果は，「暖房あり」の日の寝室温度が十

分に上昇せず，「暖房なし」の日と寝室温度に差が

なかったことが原因だと考えられる。しかし，S
邸の被験者は「暖房あり」の日の 23:00 付近に一

度収縮期血圧が 140mmHg 程度まで上昇してい

たことから，睡眠の質の悪さに伴う途中覚醒が起

き，一時的に血圧が上昇した可能性がある。 
 I 邸の被験者は，両測定日とも就寝時より日中

の収縮期血圧の方が高くなっており，起床時刻付

近に上昇を始めていた。しかし，「暖房あり」の日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

S邸 Ｉ邸
在宅時

0.49 0.45就寝時

1.17 1.36

敷布団

マットレス＋

＋シーツ

シーツ＋

＋綿毛布

タオルケット＋

＋毛布

羽毛布団＋
羽毛布団

寝具の種類

clo値

世帯

S邸

I邸

寝具の種類 普段の寝室の暖房

就寝前のみ暖房

着衣量[clo]

在宅時

1.17

1.36

0.49

0.45

就寝時

睡眠の質[点]

8

6

9

4

通常時 調査期間

敷布団， シーツ， 綿毛布， 毛布， 羽毛布団

マットレス， シーツ， タオルケット， 羽毛布団 なし

表-3 睡眠時の基本情報 

 

図-3 S邸における寝室温度と血圧の推移 
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図-4 I邸における寝室温度と血圧の推移 
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の収縮期血圧が，起床後に 1 時間程度上昇し，そ

の後は平均して 130mmHg 程度を推移していた

のに対し，「暖房なし」の日は起床時刻から数時間

にわたり収縮期血圧が上昇を続け，10:00 には約

180mmHg を示していた。このような差が生じた

原因として，測定日の被験者の活動の違いや，曝

露温度の変動が関係していると考えられる。ヒア

リングや日誌から測定日の被験者の活動を比較す

ると，「暖房あり」の日は日中のほとんどを居間で

過ごしており，活動量も比較的少なかったが，「暖

房なし」の日の日中は，収縮期血圧の上昇が見ら

れた時間帯に外出しており，活動量が比較的多か

った。そのため，血圧測定時の活動が活発であっ

た「暖房なし」の日の方が収縮期血圧は高くなっ

た可能性が高い。また，I 邸の被験者の就寝時の

寝室温度と日中の曝露温度を見ると，「暖房あり」

の日は緩やかに上昇しており，温度差も小さかっ

たが，「暖房なし」の日は就寝時の寝室温度が低か

ったため，日中の曝露温度との温度差が大きかっ

た。「暖房なし」の日中の温度に注目すると，起床

後 2～3 時間は曝露温度が 20℃以下を推移してお

り，「暖房あり」の日に比べ，低温に曝露されてい

る時間が長く，その間は収縮期血圧も上昇する傾

向にあった。そのため，測定時に曝露されていた

温度が血圧に影響を及ぼす可能性がある 
 
3. まとめと今後の展望 

 長期の実測調査から，夏期よりも冬期の方が血

圧が高くなる傾向があることに加え，血圧測定時

の温度が 15℃以上であれば早朝血圧の上昇を抑

制できる可能性があり，石川 1)が示唆していた知

見と照合する結果を得た。 
 冬期の詳細調査から，活動の違いや，曝露温度

が血圧に関係している可能性があり，活動量が多

い場合や，曝露温度が低温である場合は血圧が上

昇しやすい傾向が見られ，高血圧につながる恐れ

があることが分かった。また，睡眠の質や，それ

に伴う途中覚醒が就寝時の血圧に影響を及ぼす可

能性も確認できた。 
本研究の現段階では，寝室温度の差が直接的に

就寝時や早朝の血圧に関連しているという明確な

結果は得られていないため，今後はその関連性を

明らかにするために，長期調査の継続により，厳

寒期におけるデータを分析し，知見を深める。 
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注 1)睡眠の質に関するアンケートの採点項目の

概要を以下に示す。 
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寒冷地における庁舎建築の環境性能に関する実態調査 
―居住域における温熱環境の評価― 

Survey on the Environmental Performance of Public Office Building in Cold Area 

Evaluation of thermal environment in residential area 

○長谷川 宏登（秋田県立大学），長谷川 兼一（秋田県立大学），  
竹内 仁哉（秋田県立大学），松本 真一（秋田県立大学） 

Preparation of Papers for SHASE Tohoku Conference 
Hiroto Hasegawa (Akita Prefectural University), Kenichi Hasegawa (Akita Prefectural University), 
Jinya Takeuchi (Akita Prefectural University), Shinichi Matsumoto (Akita Prefectural University) 

 
キーワード：温熱環境，実測調査，アトリウム，床染出空調 

 
1． はじめに 

2016 年 4 月に秋田市新市庁舎が竣工し，建物中央

にはアトリウム空間，執務空間には床染出空調を採

用するなどの様々な環境調整手法が導入されている
1)。国のエネルギー基本計画 2)では，2020 年までに新

築公共建築物等で ZEB を実現する政策目標が設定さ

れているため，寒冷地の庁舎建築の環境調整手法な

らびに温熱環境や運用の実態を明らかにすることは

意義あることである。 

研究グループでは，秋田市庁舎を対象に庁舎建築

のアトリウム・床染出空調による温熱環境の実態を

明らかにするため実測調査を継続している。本研究

では 2017 年度のデータを分析したので報告する。 

 

2. 対象建物の概要 

調査対象建物の概要を表-1 に示す。 
対象建物は「寒冷地に立つ災害に強い環境建築」

を目標の元に設計された。自然換気や自然採光を活

用するパッシブ建築をベースとし，高い省エネルギ

ー性の設備システムの構築，太陽光や地中熱を利用

した再生可能エネルギー導入がテーマとなっている。  
2.1 アトリウム空間 

アトリウム空間の環境計画の考え方を図-3 に示

す。各階執務空間から流れ出る空気が吹抜内部で上

昇し，上層で熱だまりを形成する。夏期には最上部

に設置された逆流防止窓において自然換気を，下層

では居住域空調を行う。 
2.2 執務空間 

 執務空間では図-4に示す床染出空調を採用してい 

 

図-1 調査建物外観写真 

 

表-1 調査建築物概要 

敷地面積 25,851.4m2 

建築面積 5,798.2m2 

延床面積 31,916 m2 

構造 
RC造，一部 PC， 

地下駐車場柱頭免震構造 

最高高さ 29.5m(平均地盤面より) 

階数 
地上 7階，地下 1階(基準階高さ 4.1m  

天井高 3.0m) 

PAL値 206.8MJ/(m2・年)（基準値：300MJ/(m2・年）) 

アトリウム形状 中庭型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 4階平面図と分析対象とした執務空間 

A-8
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る。この方式の特徴として，空調を行う空間の温度 
を均一にできることや，置換換気によるエネルギー 
ロスが挙げられる。一般に床染出空調には定風量方

式が採用されるが，秋田市庁舎においては変風量制

御とし，許容される範囲で風量を絞り，省エネルギ

ーに寄与させることが特徴である。 
 

3．計測概要 

建物内の温湿度や消費電力量のデータが，ビルエ

ネルギー管理システム（BEMS）によって計測され

ている。本研究では各計測点に計測器具を設置する

とともに，分析に不足するデータについては BEMS
で計測されているデータを用い分析を行う 
3.1  アトリウム空間の計測 

 アトリウム空間では 3 階から 7 階キャットウォー

ク付近の空気温度を小型データロガーにより 10 分

間隔で連続測定している。1 階と 2 階は BEMS より

得られたデータを充てる。計測箇所は図-4 に示す。 
 この測定では，アトリウム空間内部における上下

温度分布を分析し，熱だまり空気が下層の居住域へ

影響を与えているか確認する。 
3.2  執務室の計測  

4 階西側の執務室を対象とし，床染出空調の空調

空気温度，CO2濃度，ならびに PMV について計測

を行う。 
執務室の計測にあたり，小型データロガーを床上

0.1m 地点と床上 1.1m 地点に設置し，床上 0.1m 地

点では空気温度，床上 1.1m 地点では空気温湿度と

CO2 濃度を計測する。また，PMV 導出のためにグ

ローブ球を床上 1.1m 地点に設置する。空調空気温

度を計測する上で，不足するデータについては

BEMS データを充てることとする。 
この計測では，PMV の導出にあたり，気流速度

を 0.15m/s，代謝量を 1.1met，着衣量を夏期は 0.6clo,   
冬期は 1.2clo と設定する。表-2 に執務室 4-3 におけ

る空調機の定格能力，図-6 に計測器具の概略図を示

す。 

 

表-2 執務空間における空調機の定格能力 
記号(名称) AC－W1-4F(4F 執務室 4-3 系統) 

型式 マルチファン空調機 
4 台連結床吹出空調機 

給気風量 11200m3/h 
コイル能力 冷却：38.3kW  暖房：28.7kW 
ファン動力 1.5kW×4 
往還温度条件 暖房：29.2℃/22℃ 

冷房：18.6℃/27.4℃ 

 
       

図-3 吹抜における環境調整システムの概要 
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図-4 執務室における床染出空調のフロー 
 

 

図-5 アトリウム空間計測箇所 

 

 
 
 
 
 

 

 

図-6 計測対象の執務室と計測機器 
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4．計測結果 

4.1 アトリウム空間 

(1)上下温度分布 

アトリウムにおける夏期と冬期のそれぞれ晴天日

と曇天日の計測結果を図-8(a)～(d)に示す。各時間帯

の凡例の横の数値は熱だまり空気を回収する排気フ

ァンの稼働率を示している。(a)の夏期晴天日に注目

すると，7 階キャットウォークの温度と 5 階以下の温

度差が顕著になっており，熱だまりの形成が確認で

きる。冬期に関しては，7 階キャットウォークの温度

が上がりきっていないが，排気ファンの稼働率を見

る限り，熱回収が行われていることが窺える。 
また，晴天日と曇天日での比較について，夏期に

おいては 7 階キャットウォークの空気温度が多少の

差を見せたものの，ある程度熱だまりが形成されて

いた。冬期に関しては下層での居住域空調に加え，

上部での熱回収が行われていたためか，天気の違い

で顕著な差は生じなかった。 
(2)空気温度の累積頻度分布 

図-9 に年間のキャットウォークと 5 階以下の階層

における空気温度の累積頻度分布を示す。7 階キャッ

トウォークの空気温度は季節によって大きな差が見

られたが，5 階以下の階層の空気温度は年間を通して

顕著な差が見られず，25％～75％帯の温度が 25℃程

度で安定していた。 
 夏期と冬期ともに 5 階以下の空気温度の上下分布

や累積頻度分布に大きな差がなく，7 階キャットウォ

ークの熱だまりは下階の居住域の温熱環境に影響し

ていないことが確認でき，適切な温熱環境が形成さ

れていると考えられた。 
4.2 執務空間 

(1) 空調空気温度 

執務空間の空調空気温度について夏期と冬期の測定

結果を図-10 に示す。夏期では最大給気風量で空調運

転されていたが，0.1m 地点と 1.1m 地点との間で温

度差が最大 3.6℃発生しており，冷気が室内下部に滞

留している様子が窺える。冬期では，執務空間とし

て適切な温熱環境が形成されていると評価できるが，

給気風量が最大のまま空調運転されている日が多く，

変風量制御が適用されていない実態を確認した。 

(2)  CO2濃度 
図-11 に示す CO2濃度に関して，冷暖房期において

給気風量に変動があった日と変動がなかった日を示

す。執務室に在室していた人の数によって CO2 濃度

は変動するが，空調稼働時間中は概ね 1000ppm 程度

で推移していた。しかし，給気風量が最大でないと

きは室内の濃度が還気濃度より高く，換気が十分で

ない可能性も見てとれる。 

 

図-7 執務空間における計測器具概略図 

 

(a)夏期晴天日(7/11)  (b)夏期曇天日(7/13) 
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 (c)冬期晴天日(12/11)  (d)冬期曇天日(12/21) 
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図-8 アトリウム空間における上下温度分布 
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  図-9 アトリウムにおける温度累積頻度分布 
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(3)  PMV 

 図-12に夏期と冬期におけるPMVの計測結果を示

す。インテリアゾーンで計測していた冬期は PMV
が±0.5 以内に収まり，人体にとって快適であるとの

結果が得られた。また，ペリメーターゾーンで計測

していた夏期については日射の影響などによる

PMV の過度な増大が予想されたが，空調運転時間中

は PMV が最大で 1 を超える程度で収まり，おおむ

ね 0.5 程度を推移していた。 
 

5．まとめ 

本研究で扱った範囲では，アトリウム空間の温熱環境は

概ね良好だったが，執務空間に関しては PMV の測定結果

では快適性に問題がなかったものの，夏期には室温が設定

温度まで下がらないこと，風量を絞った運転で CO2濃度

が増大してしまうことなど，冷房空気の滞留や換気状

態について更に検証が必要と考えられる。 
今後はインテリアゾーンとペリメーターゾーンの室内

環境の同時期での比較や，アトリウム空間の環境調整機能

がどの程度省エネルギーに寄与しているか確認すること

が必要である。 
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(a)夏期空調空気温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)冬期空調空気温度 
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図-10 執務空間における空調空気温度 

 

(a)夏期 CO2濃度 
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(b)冬期 CO2濃度 
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図-11 執務室における CO2濃度 
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図-12 執務室における PMV（左：夏期 右：冬期） 
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建築設備設計における BIM 技術の活用 

その 1 Revit を用いた空調負荷の計算 

○田畑 雄太（東北工業大学），佐々木 一希（東北工業大学），許 雷（東北工業大学）， 

 
Building Equipment System Design with BIM Technology 

Part1 Air Conditioning Load Calculation 
Tabata Yuta, Sasaki Kazuki, Lei Xu (Tohoku Institute of Technology),  

 
キーワード：BIM、冷房負荷、暖房負荷、最大負荷 

 
はじめに 

ここ数年で日本建築業界においても広く普及し

認識されるようになってきている BIM設計につい

て、設備分野においての普及は少なく、BIM の普

及は発展途中だという点について注目をした。そ

の中で、本研究では BIMの MEP分野について取り

上げ、中でも空調設計に関し実務設計の効率化に

つながる期待性を検証する研究を行った。今回使

用する BIMは、Autodesk社が提供する BIMツール、

「Revit」を使用し行っていく。 
 
1. 冷暖房負荷解析のケーススタディについて 

1.1 使用するモデルの概要 

今回解析の結果と比較する対象として、日本の

ケースを用い Revit内の解析と比較を行っていく。 
ケースとして構築する例題 1)は東京に位置する

8 階建ての事務所ビルであり、解析を行うのは図

-1 より基準階平面図東オフィスエリアを対象と

する。また、室内の詳細設定は表-1に示す。 
1.2 冷暖房負荷の計算方法について 
日本の例題では新最大熱負荷計算を用いている

が、Revitの解析ではASHRAEで用いられているRTS

法を使用している。 

 
図-1 例題の基準階平面図 

 
1.3 冷暖房負荷解析の準備 

Revit で冷暖房負荷解析を行うには、解析する

エリアに対して、スペース、ゾーンツールでエリ

ア分けを行い、配置した各ゾーン、スペースに対

し、表-1の室内詳細の設定をする。 

今回エリア設定をする際に、例題では階高まで

の熱負荷計算を行っているが、Revit の解析エリ

ア設定では天井高まで設定を行った。 

また建材に対しても熱貫流率を設定することが

可能である。素材としては、今回 Revit内で外壁

の素材はコンクリート・断熱材、内壁については、

コンクリート・モルタルの素材から熱貫流率の設

定をした。設定した熱貫流率の値を表-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 室内の詳細 

 
室内詳細 

面積 
東オフィスエリア総床面積 : 303 ㎡  

階高:3.6m 天井:2.6m 

温湿度 

冷房 : 夏季 26℃ 50%  夏季最高 34℃ 

給気温度 : 16℃ 

暖房 : 夏季 22℃ 50%  夏季最低 2℃ 

給気温度 : 32℃ 

在室人員 0.2 人/㎡ 

照明発熱 20 W/㎡ 

事務機器 18 W/㎡ 

外気量 8.3 L/(s・人) (30 ㎡/h・人) 

冷房時間帯 平日 : 8～18 時 

 
 

表-2 熱貫流率の設定 

 
例題 Revit 

外壁 U=1.02(W/(㎡・K)) U=1.02(W/(㎡・K)) 

内壁 U=2.92(W/(㎡・K)) U=2.98(W/(㎡・K)) 

窓 
U=2.6(W/(㎡・K)) 

SC=0.4 

U=2.8(W/(㎡・K)) 

SC=0.4 

 
21.3 m 

 

12.3 m 

24
.6
 m
 

A-9
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Revit 内の気象データにも注目をした。今回解

析に使用した Revitの既存の気象データの一覧表

を表-3に示す。 
 

 

 

 

 

 

2. 解析の結果について 

2.1 解析結果 

 例題と Revitの結果一覧を表-4に示す。例題で

求められた熱負荷と比べ、Revit の解析では既存

の気象データが誤差 10%となり近い値となったが、

暖房負荷については誤差 40%と大きく差が出てし

まった。 
また、。Revitでは解析結果のレポートを作成す

ることが可能である。既存の気象データで解析を

したものを例題と比較していく。 
 

2.2 解析の詳細 

2.2.1 冷房負荷の内訳 

各部の冷房顕熱負荷について、集計をまとめた

ものを表-5 に示す。建材について顕熱負荷は

Revitの方が大きい値となっており、RTS法による

蓄熱負荷が考慮されているからだと考える。次に

室内について見ていく。例題では新最大熱負荷計

算により蓄熱負荷が単体で算出されているが、各

部を比較すると照明、人体、機械、外気の顕熱負

荷の差は大きくないが、蓄熱負荷分で大きく差が

出てしまっている事が分かる。 
2.2.2 暖房負荷の内訳 

 室内の暖房負荷の詳細について見ていく。まと

めた結果を表-6に示す。窓の暖房負荷は例題と比

べ少し低くなっているが、壁の熱負荷は Revitの

ほうが大きくなっていることが分かる。冷房負荷

同様、蓄熱負荷分が大きく差があり、外気につい

ても大きく差がついてしまっている。 

 

3．まとめと考察 

今回の解析では、例題の熱負荷解析が階高まで

だったことに対し、Revit での解析エリアを天井

までとしていたため少し誤差が出てしまったので

はないかと考える。 

 暖房負荷については差が大きく開いてしまった

ことに対し、蓄熱負荷を安全率として大きくとっ

ているのではないかと考え、外気の熱負荷も気象

データによる影響があるのではないかと考える。 

冷房の顕熱負荷については、蓄熱分を考慮する

とほぼ同じ値となり、空調の風量を決定する際に

も冷房の顕熱負荷の結果を反映させることは可能

なのではないかと期待性が持てる。 

 

参考文献 

1) 編者 空気調和・衛生工学会: 空気調和設備計

画設計の実務の知識 (改訂４版)、株式会社オ
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表-5 各部の冷房顕熱負荷 

 
例題 Revit 

窓(W) 6430 7286 

壁(W) 929 1421 

照明(W) 4545 4807 

人体(W) 4120 4148 

機械(W) 5454 4326 

蓄熱負荷(W) 6630 0 

室内負荷(W) 28108 21988 

外気(W) 4883 4403 

合計(W) 32991 26391 

 

表-3 Revit内の既存の気象データ

 
 

表-4 例題と Revitの解析の冷暖房負荷の集計 

 
例題 Revit 

冷房負荷密度(W/㎡) 158 138 

冷房負荷  全熱 (W) 47946 41513 

冷房負荷 顕熱 (W) 32991 26391 

冷房負荷 潜熱 (W) 14955 15122 

 
誤差 10% 

暖房負荷密度 (W/㎡) 131 73 

暖房負荷 (W) 39621 21844 

 
誤差 40% 

 
 
 

表-6 暖房の各部の熱負荷 

暖房 例題 Revit 

窓(W) 4204 3259 

壁(W) 4063 4688 

蓄熱(W) 8484 0 

室内合計(W) 16751 7947 

 

外気 例題 Revit 

顕熱(W) 12362 
14488 

潜熱(W) 10508 

合計(W) 22870 14488 
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建築設備設計における BIM 技術の活用  

その 2 Revit を用いたダクトシステムの設計 

○佐々木一希（東北工業大学），田畑雄太（東北工業大学），許雷（東北工業大学） 

 
Building equipment system design with BIM technology  

Part2 Duct design for air distribution system 

Sasaki Kazuki（Tohoku Institute of Technology）,Tabata Yuta(Tohoku Institute of Technology) 

Xu Lei (Tohoku Institute of Technology) 
 

キーワード：BIM，ダクト，抵抗， 
 

はじめに 

ここ数年で日本建築業界においても広く普及し

認識されるようになってきている BIM 設計につ

いて、設備分野においての普及は少なく、BIM の

普及は発展途中だという点について注目をした。

その中で、本研究では BIM の MEP 分野について

取り上げ、中でもダクト設計に関し実務設計の効

率化につながる期待性を検証する研究を行った。

今回使用する BIM は、Autodesk 社が提供する

BIM ツール、「Revit」を使用し行っていく。 

 

1. 研究概要と目的 
本件研究ではダクト設計をするにあたり Revit

でのダクト設計はどの程度行えるかを実際に行っ

た作成手順として説明しながら研究を進めていき、

ダクト作成後にはどんなことが出来るか、どんな

解析ができるのかについても検証していく。そこ

から実際のダクト設計に BIM ツールとしての

Revit がどれだけ有効なのかということの証明が

本研究の目的である。 

ケーススタディ 1)として扱ったモデルの概要、条

件と設定方法は「建築設備設計における BIM 技術

の活用 その 1」を参照していただきたい。 

 
2. 設計基準の比較 

設計の前段階として計算基準の日米の計算基準

の比較を行った。90°エルボ（図１、表１を参照）

の損失係数を例に比較すると米資料の ASHRAE 
HANDBOOK2）で扱っている条件よりエルボの

r/D=2.5 の場合 ASHRAE では摩擦損失係数ζの

値はζ＝0.11 だった。これに対し日本の設計基準

では、表 1 よりζ=0.12 という数値が得られた。

これについては誤差が 0.01 と小さいため解析を

するにあたり十分に許容できる値だということが

確認できた。 

表-1日本基準でのζの値 

 

 

 

 

 

 

図-1 90°エルボ詳細 

 

3. ダクト設計手順 

はじめに吹き出し口と吸い込み口をモデル内に

組み込んでいく。その後、室内の大きさ、必要送

風量に見合った設備機器を設備モデルの一覧から

選択し配置する。そこから系統ごとに給気系統と

還気系統とにシステムを分けていく。 

配置した吹き出し口を給気、還気とそれぞれシ

ステムごとに設定していく。 

各システムの設定が終了したら吹き出し口、吸

い込み口を選択し[レイアウトを生成]をクリック

する。こうすることで 1 系統につき 6 つのレイア

ウト候補が自動で生成される。この自動生成され

たレイアウトは編集が可能であるため今回のケー

スに見合ったレイアウトに編集することで階段室、

エレベーター室、通し柱等の干渉を防ぐことが可

能となる。レイアウトが決定したら自動でダクト

のモデルが生成される。 

 

r/D 0.5 0.75 1.0 1.5 2.0 2.5

ζ 0.71 0.33 0.22 0.15 0.13 0.12

θ＝90°のときのζ

A-10
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図-3 経路平面図    図-4 3D モデル 

 

４. 解析について 

Revit 内には様々な解析機能が備わっている。

圧力損失レポートをはじめ、流量流速チェックや

管径の自動変更なども解析された数値を基に

Revit 内で計算され行われている機能だ。本研究

では数ある解析機能の中でも必要なデータをまと

めて出力できる[集計表]機能について述べる。今

回は最も不利なダクト経路を 8つのセクションに

分けて集計表を作成した。セクションを分ける際

にはダクトモデルのファミリ(オブジェクト)ごと

に識別番号を振ることで解析によって得られた数

値が全体のモデルのどの部分に位置するかわかり

やすくなる。以下にセクションの系統図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 系統図 

 

今回はさらに集計表及び解析から得られた動圧

と静圧の値を基にダクトルートのセクション系統

ごとの全圧の変化を示すグラフ（図 6）を作成し

た。例えば図 6 の②の-74.5Pa という数値は集計

表より得られたセクション②での動圧-11.9Pa と

Revit 内の解析機能の一つであるシステム検査機

能より得られた静圧-62.6Pa の数値の合計値であ

る。作成したグラフを確認するとダクト内の全圧

の変化には問題がないことが確認できた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 各セクションにおける全圧の変化 

 
5. まとめと結論 

本研究では Revit を用いて空気調和・衛生工学

会で扱われていた凡例をケースモデルとして扱い、

ダクトモデルの作成から解析及び分析を行った。

結論として Revit を用いてのダクト設計は効率的

に行えるといえるだろう。計算基準比較ではアメ

リカのソフトではあるものの日本の設計基準と大

きく違った数値を使用しているわけではないと確

認することが出来た。Revit でのダクト設計は比

較的容易であり、ファミリ（オブジェクト）の種

類や設定で付与できる情報も豊富である。また集

計表や損失レポートは積算やシステム検査の分野

でも非常に役立つ機能だといえる。作成した図 6
のグラフを見ても分かるが挙動圧力の推移にも大

きな問題は見られず自然な挙動を示している。今

後はさらに設備分野の世界に Revit の利便性が反

映できるような研究及び開発が進んでいくことを

期待する。 

 
参考文献 
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Arduino を用いた住宅換気システムの提案 

○堀内絢斗（東北工業大学），許雷（東北工業大学） 

 
The Control of Ventilation Systems with Arduino in Residential Buildings 

Horiuchi Kento (Tohoku Institute of Technology) , Lei Xu (Tohoku Institute of Technology) 
 
 

キーワード：Arduino，換気システム，省エネルギー 
 

はじめに 

近年、地球温暖化という言葉を耳にするように

なってから、省エネルギーへの人々の感心は大き

くなっている。特に 2011 年 3 月 11 日の東日本大

震災を期に、全国の各家庭で省エネルギーを意識

する動きは高まっていると言える。 
環境省が夏季に行なった意識調査によると、省

エネルギーを意識する動向 CO2 や消費電力削減

のために行われたものとして多いものが、室内の

冷房に関する行動である 1)。そういった動きがあ

る一方で、省エネルギー化を行なえないといった

例もある。その理由で数多いもののひとつにコス

トの問題がある。 
 

 
図-1 茅ヶ崎市事業所において省エネを行えない

理由 2) 

 
 上図によると、省エネルギーを行なえないと回

答した人の 25%の人が、コストの問題で行なうこ

とができないと回答していることが分かる。 
 またもうひとつの背景として、自動化技術への

関心の高まりがある。その一例として注目を集め

ているものが IoT(Internet of Things:モノのイン

ターネット)である。公共交通機関の遅延情報をイ

ンターネットで確認できる機能や、自動車の自動

運転技術などがその例である。そういった、自動

化は作業の効率化や生活の快適性向上の面におい

てもこれから、より重要視されるのではないかと

考える。 
 そのような背景から、本研究では建築設備面に

おいてセンサー機器などを用いた自動化技術の提

案を行なっていきたいと考えている。 
 
1. 研究目的 

前章で述べたとおり、現在省エネルギー化への

関心が高まる一方でコストが掛かるという問題も

ある。そのような背景の中で、本研究は省エネル

ギー化と自動化を目指し検証を行なっていきたい

と考える。本目的を実現するために、マイコンボ

ードと呼ばれる比較的容易に扱える制御機器に着

目し、今回は対象を住宅の換気システムに限定し

てシステムを提案できるよう研究を行なう。 

 

2. Arduinoについて 

 Arduino とはイタリア製のマイコン開発ボード

であり、主に電子工作で多く使用されている。今

回の検証にこの Arduino というマイコンを用い

た理由は 2 つある。ひとつは回路やプログラミン

グに詳しくない人でも扱いやすいように開発され

たものであるためである 3)。理解しやすい独自の

プログラム言語やはんだ付けなしで組める回路と

いう点が例である。 
もうひとつの理由は、価格が安いためである。

例として、市販の照度計と、Arduino と照度セン

サーを用いて作成した照度計測装置を比較すると、

市販のそれよりも非常に安価に抑えることができ

る。また、プログラムを作成するための開発環境

もインターネット上から無料でダウンロードする

ことができる。そういった、コストや扱いやすさ

の観点から、Arduino を使用することとした。 
 

A-11
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3. 実験概要 

今回の実験は実際の居室ではなく模型を使用し、

本来よりスケールの小さい空間を居室と見立て、

温度、在室者の有無をセンサーによって計測する。

その情報を判断材料として、状況に応じて自動的

に換気扇を模したファンを Arduino で動作させ、

室内の換気を行なうというものである。 
 

 

写真-1 使用した Arduinoと回路 

 

 

写真-2 実験で使用した模型 

 

 

図-2 作成した回路の略図及び配置図 

 

 
図-3 動作プログラムのプロセス 

 

 写真-1 は Arduino と 2 つの温度センサー、人を

感知するための人感センサー、換気用のファンを

接続した回路の写真である。この回路を作成した

模型へと設置し、換気が実際に行なわれるかを検

証する。 
写真-2 は実験で作成した模型であり、スケール

は 1/10 である。また、後述するが本実験は室内と

室外の温度差を検知することによって換気を行な

うものである。そのため今回は、保温性に優れた

農業用ビニールシートを壁面として使用している。 
図-2 は、先述の回路を模型内部にどのように配

置を行なうかを示したものである。温度計を室内

と室外にそれぞれ設置し、ファンや人感センサー

と共に Arduino に接続する。各センサーで得た計

測値から、Arduino がファンへと停止の命令など

を送信する仕組みとなっている。人感センサーは、

本来であれば室内の人を検知するためのものだが、

本実験では模型に人は入ることが出来ないため、

意図的に手をかざして操作するため屋外に設置し

た。加えて、ファンを設置する壁面とは反対方向

の壁面に自然吸気を行なうための開口部を設置し

ている。 
本実験の換気判断のプロセスは基本的には夏季

を想定している。プロセスの詳細は図-3 に示した

とおりである。まずは在室者の有無を人感センサ

ーを通して行なう。ここで人を検知することがで

きなければ、検知を繰り返すようになっており、

在室者が居る場合のみ次の判断に移行するように

している。そのため、不在時の場合基本的にファ

ンは停止する。続いて、室内外の温度を計測する。

これと同時に、室内と室外の温度差を Arduino 内

部で計算する。このときの計算結果によって、フ
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ァンが作動するかどうかが決定する。基本的に室

内の温度のほうが高く、且つ外部との気温差が

5℃以上であった場合には換気を行なうよう

Arduino が命令をする。対して、室内温度が低か

った場合、または外部との気温差が 5℃未満の状

況であった場合は、ファンには停止命令を行なう。

その後、一定の時間が経過すると再び在室者判断

のプロセスへと戻る。これを繰り返すことによっ

て、必要時のみ換気を行なうようにする。 
 

4. 実験及び実験結果 

本換気システムの検証のための実験は 3 つのケ

ースに分けて行なった。ケース 1 は在室者が居ら

ず室内外の温度差が 5 度以上の場合、ケース 2 は

在室が居る場合かつ室内外の温度差が 5℃以上の

場合、ケース 3 は在室者が居るが室内外の温度差

は 5℃未満の場合、の 3 つのケースを想定して検

証を行う。いずれのケースも室外に比べて室内の

温度のほうが高い状態を作り実験を行なうものと

する。 
 

 
写真-3 センサー及びファン設置後の様子 

 

写真-3 がセンサーを実際に模型内部に設置し

た様子である。先述した略図のとおり、人感セン

サーと温度センサーの片方が模型外部に置かれて

いる。在室者判定はこの人感センサーに手をかざ

すことによって行なう。 
まずケース 1 の実験は、まず居室に人がいない

場合を想定する。この場合、模型内の温度を意図

的に上昇させることにより、外部との温度差を発

生させ、不在想定のため人感センサーには手を当

てないように実験を行なった。ファンと人感セン

サーには LED ライトを連動させており、それら

のセンサーモジュールが作動した際には LED が

光るようにしてある。その結果、LED は光ること

はなく、ファンは作動しなかった。 
 

 
写真-4 ケース 1の実験においての回路の様子 
 

 写真-4 の左側に装置があるが、LED が点灯し

ていないことが分かる。ファンが動いておらず、

換気が行なわれることはなかった。 
 ケース 2 は在室かつ温度差が 5℃以上の場合を

想定する。これは、例えば夏季の夜のような外気

温が低くなり温度差が発生した想定である。ケー

ス 1 と同様に室内の温度を意図的に上昇させた。

今回は、人感センサーを作動させなければならな

いためセンサーに手をかざした。するとファンが

起動し換気が開始された。 
  

 
写真-5 ケース 2の実験開始直後の様子 
 

写真-5 の左側の赤い光は人感センサーが作動

しているときの LED であり、反対側の赤い光は

ファンの作動を示す LED である。いずれも光っ

ていることから、ファンが作動し換気が行なわれ

ていることが分かる。そして換気が開始されてか

ら待機していると、およそ 5 分後にファン側の
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LED が消灯し、同時にファンが自動的に停止した。

これにより、模型内部の換気は行われなくなった。

これらの結果から正常に換気を行えたことがわか

る。 
ケース 3 は在室しているが、室内外の温度差が

5℃に満たない場合である。これは模型壁部分を

開き模型内の空気を強制的に入れ替え、同室で実

験を行なうことによって室内外の温度差を小さく

した。先の実験同様に手をかざして人感センサー

を作動させ観測した。その結果、人感センサーが

作動したことを示す LED は点灯したが、ファン

に動きは見られず換気は行なわれなかった。 
 

 
写真-6 ケース 3の実験の様子 
 

写真-6 より、手をかざしているため人感センサ

ーは作動していることが分かる。しかし、ファン

は対応する右奥の LED が点灯していない。この

ことからファンは作動しておらず、換気は行なわ

れていないことがわかる。 
 

5. まとめ 
 前項で行なった 3 つの実験の結果をまとめると

まずはいずれも、図-3 にあげたプロセスのとおり

に作動したという点だ。人感センサーに対応して

LED はおよそ遅延なく点灯したことや、各センサ

ーが命令どおり作動及び停止したため、Arduino
を用いた住宅の換気システムの構築は可能だと考

えられる。 
しかし、問題点や反省点も幾つかある。例えば

ケース 2 の実験のように、模型の容積に対して使

用した DC ファンの風量は、実験前に行なった計

算によるとおよそ適正なものであったにもかかわ

らず、本実験において換気が開始してから終了す

るまでの時間は想定よりも長いものとなってしま

った。また、模型の構成について Arduino のワイ

ヤーの長さや、その他回路の配置など模型であっ

たから解決できたという点も多い。これらの改善

及び再検討が必要になる部分も多く感じられた。 
さらに、今回の実験においては、湿度のデータ

は使用することなく、純粋な温度差のみ換気を判

断していた。これらのデータなども用いることが

出来れば、システムをより正確にしたり、詳細ま

で動作のプロセスを決めたりすることが出来ると

考えられる。 
今後の展望として本実験で使用したセンサーモ

ジュール以外にも、多くのモジュールなどが

Arduino では使用することが出来る。加えて、デ

ータの管理や保存、他の開発環境との併用などを

行なえるようになれば、研究により活用できる可

能性の幅は現在よりも広くなると考えられる。実

際の住宅の換気システムなど、人の感覚が深く絡

んでくる段階に来れば、先に述べた技術が必要不

可欠になる可能性もある。そういった中で、本研

究をひとつの基礎としてゆき、今後は、実際の住

宅の自動換気システムとして実用的なレベルまで

発展させることが出来るよう、問題点の発見や改

善などを行なっていき、換気システム自動化の提

案のひとつとして研究を続けていくことを望んで

いる。 
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屋外歩行者を対象とした人体熱生理モデルの精度検証と 

実市街地を対象とした都市温暖化適応策の評価 

○大場優作（東北大学），本間実季（東北大学），新井千秋（東北大学）， 

石田泰之（東北大学），後藤伴延（東北大学），持田灯（東北大学） 
 

Validation of Thermoregulation Models Applied to Pedestrians and  
Evaluation on Effects of Adaptation Measures for Urban Warming） 

 
Ohba Yusaku (Tohoku University), Homma Miki (Tohoku University),  

Arai Chiaki (Tohoku University), Ishida Yasuyuki (Tohoku University) ,  
Goto Tomonobu (Tohoku University), Mochida Akashi (Tohoku University) 

 

キーワード：屋外移動測定、人体熱生理モデル、都市温暖化適応 
 

1. 研究の背景と目的 
近年、猛暑による屋外空間における健康被害が急

増しており、様々な対応策の検討が行われてきた。

弓野ら文1)は、複数の都市温暖化対策を、地球温暖化

の緩和(冷房負荷削減)、ヒートアイランド現象の緩
和(都市表面からの大気加熱量の削減)、都市温暖化
への適応(地表付近の歩行者空間内において体感温
度指標SET*が許容値を下回る領域の割合(SET*許
容面積率))の3つの観点から総合的な評価を実施し
た。これら既往研究の多くは、SET*やWBGTとい
った体感温度指標を評価領域内の各ポイントで算出

し、その地点毎の温熱環境の良し悪しを評価してい

た。しかし、屋外において人間は歩行していること

が多く、既往の評価手法は必ずしも適切ではない。

長谷川文2)は屋外のある経路を歩行する人間が曝さ

れる物理環境条件を人体熱生理モデルに入力し、予

測した生理量変化から、歩行者が時間の経過ともに

曝露されていく環境の総体を評価する手法を提案し、

屋外歩行者の受ける熱ストレスの分析を行った。本

研究では、まず、暑熱環境下における物理環境条件

と人体生理量の同時移動測定結果に基づき、人体熱

生理モデルの予測精度の検証を行う。その上で複数

の都市温暖化対策の効果を、人間の移動を考慮し、

都市温暖化への適応の観点から評価することを目的

とする。 
 

2. 屋外歩行者を対象とした人体熱生理モデルの精
度検証 

2.1 検証手法 2016年度9月1日(晴天、最高気温

29.9℃の夏日、日向部を歩行)、2017年度9月14日(晴
天、最高気温27.5℃の夏日、木陰部を歩行)に行った
物理環境条件と歩行する人体生理量の同時測定にお

ける計測結果を入力条件として、人体熱生理モデル

による生理量予測を行った。ここでは、使用する対

流熱伝達率予測式を変更し、実測値と比較した。人

体 熱 生 理 モ デ ル に は Gagge の 提 案 し た
Two-Node-Model文3) (以下、2NM)を用い、実測した
気温、湿度、相対気流速度注1)、MRTの前1秒間区間
平均値を入力し、皮膚表面温度、深部温度を算出し

た。皮膚表面温度は2NMにおけるskin層、深部温度
はcore層の温度とした。 
2.2 検証ケース(表-1) 人体表面の対流熱伝達率は
代謝(運動の状態)と風速の両方の影響を受けて変化
すると考えられる。そこで本研究では、代謝と風速

の両者を考慮した生理量予測を行うため、表-1の通
り検証ケースを設定した。 

2.3 検証結果(図-1) 図-1に各ケースの木陰部及び
日向部歩行時の生理量予測結果を実測値と併せて示

す。なお、各図の横軸は測定開始時刻からの経過時

間を示し、単位は[分]である。図-1(1)、(3)から、皮
膚表面温度は、日向部、木陰部ともにGaggeのモデ
ル文3)とOnoのモデル文4)を組み合わせたGagge+Ono
のケースが最も予測精度が高い結果となった。Ono
の評価式は気流の乱れ強さの変化の影響を対流熱伝

達率に反映させ、また、4m/sまでの高風速環境での
適用を想定したモデルであることから、屋外で気流

の乱れの強い条件下での予測精度が高かったものと

推察される。次に図-1(2)、(4)から、深部温度は、木

A-12
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陰歩行時には評価式間にほとんど差が見られなかっ

た一方、日向歩行時にはケース間に差が生じ、同様

にGagge+Onoのケースが実測値に近い値を示した。 
以上から、以降の分析にはGagge+Onoの評価式を
用いる。 

 
3 都市温暖化適応策の評価  

表-2に示す各種都市温暖化適応策の効果を、人間
の移動を加味した上で評価する。評価対象は新橋を

簡略化した実市街地モデル(図-2)とした。 

3.1 実市街地を対象とした放射・流体解析  
3.1.1 解析ケース(表-2) 壁面高反射化、壁面緑化は
図2右図中の赤線部の鉛直壁面、遮熱舗装は赤枠破
線枠内部の車道に施した。街路樹は図-2右図に示す
ように歩道上に配置した。なお、街路樹の効果は樹

木キャノピーモデルによって再現し、枝張り6mの
イチョウ型の形状を想定した(表-3)文5)。 

3.1.2 解析条件注2) 注3) 解析フローを図-3に示す。新
橋を対象にWRFによるメソ解析を行い、その結果を
都市表面の非定常熱収支解析(解析領域は図2左図、
青枠)、CFD解析の境界条件に用いた。CFD解析は
広域(図-2左図、黒枠)の等温解析、狭域(図-2左図、
赤枠)の非等温解析を行う2段階のnesting手法を用
いた。解析日時は、2013年8月10日を選定し注4)、最

高気温を記録した13時を評価対象時刻とした。 
 

表-1 検証ケース 

 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.1.3 放射解析結果 図-4に地表1.5m高さのMRT
の水平分布を示す。建物近傍では、対策なしのケー

スと比べ、壁面高反射化、遮熱舗装を施したケース

では値が上昇、壁面緑化を施したケースでは減少し

ている。また街路樹のあるケースでは樹冠下部分の

MRTが大きく減少している。 

3.1.4 非等温CFD解析結果 図-5に示した気温分
布ではケース間にほとんど差は見られなかった。一

方、絶対湿度は、蒸散のある壁面緑化と街路樹のケ

ースで上昇が見られた(図-6)。風速は街路樹を設置
したケースが、対策なしと比較して低風速域が車道

側へ広がる結果となっている(図-7)。歩道上の風速
は、対策なしのケースも元々弱風であっためか、街

路樹を配置したことによる値の変化は小さい。 
3.1.5 SET*計算結果 図-8にSET*分布の解析結果
を示す。全てのケースで歩道上(建物西側近傍)に
SET*が高い領域が広がっている。対策なしケース
と比較すると、壁面緑化、街路樹のケースでSET*
の低減が見られ、特に街路樹では歩道上でSET*が
顕著に低くなった。 
3.2 都市温暖化対策の効果 弓野らが提案した都市

温暖化対策の評価フレーム文1)に基づき、各種対策を、 
(A)地球温暖化の緩和、(B)ヒートアイランド現象の
緩和、(C)都市温暖化への適応、の3つの観点から評
価する。 

 
表-2 検証ケース 

  
表-3 樹木パラメータ 

  

 
図-2 解析領域 

 

 
図-3 解析フロー 

予測モデル 予測式開発時の人体の状態 評価式

Gagge 静穏大気下で活動している

Gagge
+Nishi and Gagge

静穏大気下で活動している
+静穏大気下で歩行している

Gagge
+Nishi and Gagge2

静穏大気下で活動している
+静穏大気下でゆっくり歩いている

Gagge
+Seppenan

静穏大気下で活動している
+風のある空間で立っている

Gagge
+Ono

静穏大気下で活動している
+風のある空間で立っている

                 

                     
                     

     
                     
                     

     
                     
                      

     
                     

                                  
                           

case 建物西面反射率[-] 建物西面蒸発効率[-] 車道日射反射率[-]

対策なし 0.20 0 0.10
壁面高反射化 0.60 0 0.10
壁面緑化 0.15 0.30 0.10
遮熱舗装 0.20 0 0.34
街路樹 0.20 0 0.10

壁面
対策

街路
対策

樹高[m] 枝下高さ[m] 葉面積密度[㎡/㎥]

9.7 2.5 0.86

枝張り[m]

6

新橋駅

N

EW

S

非定常熱収支解析領域

非等温CFD解析領域

等温CFD解析領域

評価対象建物
(A)空調用エネルギー消費

の評価対象

評価領域
(B)都市大気部加熱量

の評価対象

対策面

歩道

車道
評価領域
(C)歩行者空間の温熱快適性

の評価対象

WRFによるメソ気象解析

放射解析に基づく非定常熱収支解析

非等温CFD解析 MRT計算

SET*計算

 風速鉛直分布
 摩擦速度
 温湿度鉛直分布

 下向き短波放射
 下向き長波放射
 気温  絶対湿度

 空調排熱
 地表面温度
 建物表面温度

 地表面温度
 建物表面温度
 日射量

 風速分布
 気温速度
 絶対湿度分布

 MRT分布
(C) 都市温暖化への適応
 既往の評価

SET*の許容値を下回る面積率
 人間の歩行を加味した評価

歩行を加味したSET*

 壁体から流入する熱量
 窓から流入する放射熱量
 換気により流入する熱量

 壁体から流入する熱量
 窓から流入する放射熱量
 換気により流入する熱量

(A) 地球温暖化の緩和
空調用エネルギー消費

(B) ヒートアイランド現象の緩和
都市大気を加熱する熱量

 

 

  
(1) 木陰歩行時の皮膚表面温度 (2) 木陰歩行時の深部温度 

  
(3) 日向歩行時の皮膚表面温度 (4) 日向歩行時の深部温度 

図-1 対流熱伝達率の予測式を変更した 

人体熱生理モデルによる検証結果 

 

実験値 Gagge Gagge+Nishi and Gagge
Gagge+Nishi and Gagge2 Gagge+Seppenan Gagge+Ono
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3.2.1 (A)の評価結果(表-4) (A)では地球温暖化緩和
効果(冷房負荷削減効果)を評価するため、空調エネ
ルギー消費の1日積算値QHVAC_sum注5)を指標とする。

対策なしのケースと比較すると、遮熱舗装のケース

のみが悪化する結果となった。 
3.2.2 (B)の評価結果(表-4) (B)ではヒートアイラン
ド現象緩和効果を評価するため、都市表面からの大

気加熱量の1日積算値Qout_sum注5)を指標とする。対策

なしのケースに対し、Qout_sumは全てのケースで減少

する結果となった。 

3.2.3 (C)の評価結果 

3.2.3.1 既往文1)の評価(表-5) 評価領域内の歩道上
(図2右図、青枠)において各ポイント毎のSET*を
算出し、評価領域全体に対して許容値である35℃ 文

6) 注 6)を下回る領域の面積率(許容面積率)を算出した。
図-9より街路樹を配置したケースでは許容面積率
のピークが33~34℃にあり概ね許容値を下回ってい
ることが分かる。壁面緑化のケースでは34~35℃に、
それ以外のケースでは35~36℃に許容面積率のピー
クがあり、表-5より、壁面緑化、街路樹で都市温暖
化への適応効果があるという結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.2.3.2 人間の歩行を加味した評価(図-10、表-6) 
 歩行者が曝露されていく歩行経路上(図-2右図、青
枠)の環境条件を入力した、SET*の時間変化を図-10
に、許容上限値(35℃)を下回る時間の割合を表-6に
示す。歩行の向きは南から北とし、1.2m/sで歩行す
ることを想定した。ここから、街路樹、壁面緑化の

ケースで歩行者の体感温度を軽減する効果が確認さ

れた。街路樹の効果が最も高く、SET*の許容値で
ある 35℃を概ね下回り歩行し続けることが可能で
あることが分かる。また、壁面高反射化、遮熱舗装

が歩行者の体感温度に与える影響はほとんど見られ

なかった。表-5と表-6から、人間の歩行を加味する
場合と比較すると、既往の各ポイントでの評価(表
-5)は、各対策の悪影響を過大に評価していることが
分かる。既往の評価では、ポイント毎に生理量が算

出されるため、例えば日向では皮膚温度は高く、木

陰では低くなるが、歩行を加味する場合、算出され

る生理量の値の変動は小さく、ほぼ一定となる(図
-11)。このことが、既往の各ポイントでの評価が各
対策の悪影響を過大に評価する要因と考えられる。 
  

   

 

   
(1)対策なし (2)壁面高反射化 (3)壁面緑化  (1)対策なし (2)壁面高反射化 (3)壁面緑化 

 

 
  

 

 

 
  

(4)遮熱舗装 (5)街路樹  (4)遮熱舗装 (5)街路樹 
図-4 MRTの水平分布(高さ1.5m)  図-5 気温の水平分布(高さ1.5m) 

   

 

   
(1)対策なし (2)壁面高反射化 (3)壁面緑化  (1)対策なし (2)壁面高反射化 (3)壁面緑化 

   
   

 

 

 
  

(4)遮熱舗装 (5)街路樹  (4)遮熱舗装 (5)街路樹 
図-6 絶対湿度の水平分布(高さ1.5m)  図-7 風速の水平分布(高さ1.5m) 
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4. 結論 
1)対流熱伝達率予測式を変化させた全 5ケースの人
体熱生理モデルの精度検証を行い、屋外の歩行環境

においては、Gagge+Ono のケースが最も予測精度
が高いことを確認した。 
2)人間の移動を考慮して、複数の都市温暖化適応策
の効果を評価した。各ポイントで温熱環境を評価す

る場合、環境を過大に評価する可能性がある。 
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[記号] α :対流熱伝達率、M:代謝量、𝑢 :瞬時の風速の3成分(i=1:歩行直行方向、i=2:歩行進行方向、i=3:鉛直方向)、𝑢𝑤  𝑘 𝑛𝑔  :人体歩行速度の3成分、𝑢          :瞬時の相対気流速度(風速と人体歩行速度の相対速
度、=𝑢  𝑢𝑤  𝑘 𝑛𝑔  )、 V           :瞬時の相対気流速度のスカラー(=√𝑢          

 )、                  : V           の前 1秒間区間平均値、 𝑢           4 𝑚 𝑛: 𝑢          の屋外測定時間内(40 分間)の時間平均
値、            :相対気流速度の平均値(=√ 𝑢           4 𝑚 𝑛

  )、            
′: V           の変動成分(=V                        )、             

′  4 𝑚 𝑛 : 速度変動の屋外測定時間内(40分間)の2乗平均値、TI:気

流の乱れ強さ(=   ×√             
′  4 𝑚 𝑛/            )、𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶  𝑢𝑚: 𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶の1日積算量[J]、𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶 𝑗: 建物 jの空調用消費エネルギー[J]、𝑄𝑤     𝑛  𝑑  𝑗: 建物 jの貫流負荷[J]、𝑄     𝑛  𝑗: 建物 jの窓面からの

透過放射負荷[J]、𝑄  𝑛   𝐻 𝑗 、𝑄  𝑛  𝐿𝐻 𝑗  : 建物jの換気により侵入する顕熱、潜熱負荷[J]、𝑄 𝑛𝑛    𝐻 𝑗、𝑄 𝑛𝑛   𝐿𝐻 𝑗 : 建物jの内部発生顕熱、潜熱負荷[J]、𝑄 𝑛      𝑗、𝑄𝑜𝑢   𝑢𝑚 : 建物jの空調立ち上がり負荷、𝑄𝑜𝑢 の1日積
算量[J]、𝑄𝑜𝑢 : 都市表面から大気に流出する正味の顕熱量[J]、𝑄 𝑚 、𝑄 𝑏 : 建物、道路表面から流出、吸収される顕熱量[J]、𝑄 𝑜𝑛  𝑜𝑢   𝑑 : 都市外表面から流出する顕熱量[J]、𝑄 𝑛: 空調機からの排熱 [J] 
[注釈] 
1)風速と人体歩行速度の相対速度を用いた。   4) 東京23区の2010~2014年において最も熱中症搬送者数が多かった日を選定。 
2)非定常熱収支解析メッシュ分割  5)(A)、(B)の評価式  

 メッシュ分割 街路樹用メッシュ分割 <領域(A)の評価式> <領域(B)の評価式> 
メッシュ分割数(i×j×k) 69×63×9 33×76×13 𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶  𝑢𝑚  𝛴𝑗= 

𝑗𝑚 𝑥 ∫ 𝑑 𝑦𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶 𝑗𝑑𝑡  𝑄𝑜𝑢   𝑢𝑚  ∫ 𝑑 𝑦𝑄𝑜𝑢 𝑑𝑡 
解析領域(x[m]×y[m]×z[m]) 800×764×200 𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶 𝑗  𝑄 𝑛 𝑗/𝐶𝑂𝑃𝑗  𝑄𝑜𝑢  𝑄 𝑚  𝑄 𝑏  

3)CFD解析条件 𝑄 𝑛 𝑗  𝑄𝑤     𝑛  𝑑  𝑗  𝑄     𝑛  𝑗  𝑄  𝑛 𝑆𝐻 𝑗 

 𝑄  𝑛  𝐿𝐻 𝑗  𝑄 𝑛𝑛    𝐻 𝑗  𝑄 𝑛𝑛   𝐿𝐻 𝑗  𝑄 𝑛      𝑗 
𝑄 𝑚  𝑄 𝑜𝑛  𝑜𝑢   𝑑  𝑄 𝑛 

 等温CFD解析 非等温CFD解析 𝑄 𝑛  𝛴𝑗= 
𝑗𝑚 𝑥 𝑄 𝑛 𝑗  𝑄𝐻𝑉𝐴𝐶 𝑗  

メッシュ分割数(i×j×k) 111×94×57 87×76×46 𝑄 𝑏  𝛴𝑗= 
𝑗𝑚 𝑥 𝑄  𝑛 𝑆𝐻 𝑗  𝑄     𝑛  𝑗  

解析領域(x[m]×y[m]×z[m]) 1166.8×1028×650 231×190×500 6)激しい発汗や圧迫感の増加といった生理現象の不調が生じ始める値である35℃を許容値としている。 
7)歩行を考慮し算出した皮膚表面温度について、歩行経路上の皮膚表面温度の経時変化を算出した後、ポイント毎の評価
と比較するために、歩行時間に歩行速度1.2m/sをかけ、歩行距離における値として算出しなおした。 移流項スキーム 全ての輸送方程式について一次風上差分を使用 

乱流モデル Durbin型k-εモデル 
 

 

     
 

 
(1)対策なし (2)壁面高反射化 (3)壁面緑化 (4)遮熱舗装 (5)街路樹 

図-8 SET*の水平分布(高さ1.5m)  
表-4 (A),(B)の評価結果 

((A):空調用エネルギー消費、 
(B):都市大気部に流出する顕熱量) 

表-5 既往の(C)の評価結果 
(SET*が許容範囲となる 

面積の割合) 

表-6 歩行を考慮した新たな  

(C)の評価結果 (SET*が 
許容範囲となる時間の割合) 

    

   
図-9 SET*の面積率分布 図-10 歩行を考慮したSET* 

(高さ1.5m) 
図-11 各ポイントで静止し続けている場

合と歩行時の皮膚温度の比較注7) 
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(A) 地球温暖化緩和効果 (B) ヒートアイランド緩和効果
空調用エネルギー消費 都市大気部に流出する顕熱量

対策なし 17.94 [GJ/日] 107.16 [GJ/日]
壁面高反射化 17.70 [GJ/日] 104.59 [GJ/日]
壁面緑化 17.19 [GJ/日] 94.75 [GJ/日]
遮熱舗装 18.00 [GJ/日] 104.34 [GJ/日]
街路樹 17.76 [GJ/日] 82.99 [GJ/日]

(C) 都市温暖化への適応効果
SET*許容面積率

対策なし 28.3 [%]
壁面高反射化 26.8 [%]
壁面緑化 57.0 [%]
遮熱舗装 17.7 [%]
街路樹 95.9 [%]

(C) 都市温暖化への適応効果
SET*許容時間率

対策なし 74.5 [%]
壁面高反射化 70.9 [%]
壁面緑化 87.3 [%]
遮熱舗装 67.3 [%]
街路樹 100 [%]
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燃料電池と太陽光発電によるエネルギー自立型街区に関する検討 

○片方 一成（東北学院大学）,  鈴木 道哉（東北学院大学） 

Study of Electricity Self-Sufficient Urban Development Area by Fuel Cell and Photovoltaic 
Generation 

Katagata Kazunari (Touhokugakuin University), Suzuki Michiya (Touhokugakuin University) 
 

キーワード：燃料電池，太陽光発電，エネルギー 
 

はじめに 

近年、東日本大震災をはじめとする大規模災害

が多発しており、災害に対するレジリエンス向上

が求められている。その対策の一つとして再生可

能エネルギーや先端の省エネルギー機器を利用し

てエネルギーを自給することが挙げられる。 
そこで本研究では再生可能エネルギーやコージ

ェネレーション等による発電を用いて、エネルギ

ー自立型街区を実現できるかの検討を目的とする。 
 
1. 再生可能エネルギー及び先端の省エネルギー

機器の選定 

各種再生可能エネルギー及び先端の省エネルギ

ー機器の中から、本研究では太陽光発電と燃料電

池を選定した。太陽光発電はパネルを設置するス

ペースの確保ができれば設置可能であり、メンテ

ナンスも比較的容易であることから普及が進んで

いる。また、太陽光をエネルギーとするので自然

災害等により停電が発生した場合においても電力

を確保できる。燃料電池は水素と酸素の化学反応

を利用して発電を行うため、発電の際に大気汚染

の原因となる物質を発生させないことが大きなメ

リットである。また、両者とも騒音を発生させず

に発電できる。 

 
2. シミュレーションの対象とする街区の想定 

対象とする街区敷地面積の想定は近年の仙台市

内を代表する 2 開発地区「仙台市富沢駅周辺土地

区画整理事業」および「仙台市荒井東土地区画整

理事業」の平均値より 41.0ha とした。また街区

内に立地する建物用途は日本全国の延床面積の統

計の上位 6 用途を選定した(ただし工場等、立地を

不適当と考えた一部の建物用途は除外した)仮想

的なものとした。また建物用途の構成割合もその

統計に準じるものとし、面積の内訳を表 1 に示す。 
 

表-1 想定した街区の建物用途と各面積 

敷地面積(㎡) 延床面積(㎡)
街区の敷地
構成割合

戸建住宅 194,500 92,966 71.1%

集合住宅 38,700 29,154 14.2%

事務所 9,400 12,108 3.4%

小売店 18,900 7,862 6.9%

学校 8,100 9,133 3.0%

病院 3,700 2,828 1.4%

道路・公園等 136,700 - -

計 410,00 154,053 100%  
 

3. 燃料電池を導入する建物用途の選定 

燃料電池を導入する建物用途は、燃料電池の発

電の際にほぼ同等量排出される排熱を有効的に使

用できることが理想である。そこで本研究では想

定した街区内における電力と給湯の年間需要量か

ら戸建住宅、集合住宅、病院の３用途を燃料電池

を導入する建物用途として選定した。 

 
4. 各建物用途におけるエネルギー消費量の算出 

1)戸建住宅および集合住宅のエネルギー消費量の

算定 

選定した 6 つの建物用途のうち、事務所、小売

店、学校のエネルギー消費量は文献 1)にて算出さ

れたものを踏襲した。本研究では新たに燃料電池

を導入する戸建住宅、集合住宅におけるエネルギ

ー消費量および給湯需要量を算出した。また、病

院に関して、電力需要量は文献 1)を踏襲するもの

とし、給湯需要量を新たに算出した。 
戸建住宅および集合住宅のエネルギー消費量を

算出するにあたって文献２)より図-1 の通り 2008
年度における年間の世帯あたり用途別エネルギー

源別エネルギー消費量に関するデータを用いた。

図-1 の「給湯」のエネルギー消費量については、

燃料電池からの排熱及び不足分に関しては都市ガ

スでまかなうのでここで算出するエネルギー消費

A-13
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量には算入しないものとした。また、図-1 におい

て「暖房」「冷房」「厨房」「照明・動力など」

は「電力」「LP ガス」「灯油」「都市ガス」「太

陽熱等」を用途別にそれぞれ消費しているが、す

べて電力として消費されたとして扱うこととした。 
次に文献 2)より得られた「給湯」を除いたデー

タを日積算に換算していく。これを算出するにあ

たって、まず文献 3)より得られた図-2 のグラフを

用いて「暖房」「冷房」「一般電力」のそれぞれ

の年間合算値に対する各月の使用割合を算出し、

これに基づき図-1 に示された「暖房」「冷房」「厨

房」「照明・動力等」の消費量を各月に割り振る

ことで各月のエネルギー消費量を算出する。ここ

で、図-1 における「一般電力」は図-2 における「厨

房」と「照明・動力など」の和とする。 
このようにして各月に割り振ったエネルギー消

費量をその月の日数で割ったものと一般電力の電

力需要量を 12 か月で割り、さらに各月の日数で

割ったものの和が日積算となる。なお、2 月は 28
日間あるとして算出する。この日積算を文献 3)よ

り得られた戸建住宅と集合住宅のそれぞれの建物

用途における時刻別の消費割合[%]と乗じること

で時刻別のエネルギー消費量を算出した。 
 

 
図-1世帯あたり用途別エネルギー源別エネルギ

ー消費量(2008 年度) 
 

 

図-2 月別エネルギー消費量 

 

表-2 各建物用途における年間電力需要量 

戸建住宅 集合住宅 事務所 小売店 学校(大学) 病院

電力需要量
[kWh/年]

4,348,085 1,668,533 898,205 2,553,122 721,413 425,258 10,614,616

建物用途
全体

 
 

2)戸建住宅、集合住宅および病院の時刻別給湯需

要量の算定 

 続いて戸建住宅および集合住宅の時刻別給湯需

要量の算定を行った。文献 4)より得られた日別給

湯需要量に文献 3)より得られた表-4の時刻別の給

湯需要量スケジュールを用いることで算出した。 
 次に病院の給湯需要量の算出を行う。住宅と同

様に、文献 4)より得られた日別給湯需要量に文献
1)にて算出された給湯需要スケジュールの割合

[%]を乗じることで算出した。 

 

表-3 戸建住宅と集合住宅における時刻別給湯使

用割合 

戸建住宅 集合住宅 戸建住宅 集合住宅
1 3.2 3.9 13 4.5 2.3
2 0.6 3.2 14 1.5 1.1
3 0 0.4 15 0.9 2
4 0 0 16 1.2 2.2
5 0 0 17 2.9 1.8
6 0 0.1 18 3.3 3.8
7 2.2 1.7 19 3.6 10
8 4.5 4.4 20 11 17
9 2.6 1.8 21 9.4 14.7

10 6.4 0.6 22 11.2 13.3
11 7 0.4 23 17.1 8.9
12 5.4 1.2 24 1.5 5.2

給湯使用割合[%] 給湯使用割合[%]
時刻[時] 時刻[時]

 
 

表-4 各建物用途における年間給湯需要量 

戸建住宅 集合住宅 病院
年間給湯需要量

[L/年]
91,250 91,250 3,097,755

 
 

5. 燃料電池および太陽光発電の仕様 

本研究で導入を想定した燃料電池および太陽光

発電の仕様は以下の通りである。戸建住宅の燃料

電池は現存する商品*1をモデルとして仕様を想定

した。病院の燃料電池の仕様については F 社*2の

100kW 発電の仕様に準じた。また、太陽光発電の

パネルとパワーコンデショナに関して、戸建住宅

向けのものとそれ以外の建物用途向けのものと区

分し、現存する機器*3~6をモデルとした。これら

の仕様を表-5から表-9に示す。 
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表-5 戸建住宅及び集合住宅向け燃料電池ユニ

ット仕様 

燃料電池タイプ 固体高分子型燃料電池
燃料処理方式 水蒸気改質方式
定格発電出力 0.7kW
定格熱出力 1.005kW
発電効率/排熱回収効率 35.2%/50.6%
外形寸法 高1,750×幅400×奥400[mm]

質量(乾燥時/運転時) 65kg/70kg

貯湯温度 60℃
最大消費電力 510W
ガス消費量 2.0kW

熱回収温度 60～80℃
騒音値 38dB(運転時)  

 

表-6 戸建住宅及び集合住宅向け貯湯槽ユニット

仕様 
熱源機タイプ 潜熱回収型ガス瞬間式
外形寸法 高1,750×幅400×奥400[mm]
質量(乾燥時/運転時) 88kg/233kg
貯湯タンク容量 140L
給湯能力 41.9kW/24号
追いだき能力 9.88kW
暖房能力 17.4kW
最大消費電力 310W
騒音値 48dB以下
減圧弁圧力 370kPa±30kPa
最大ガス消費量 44.1kW  
 

表-7 病院への導入を想定した燃料電池仕様 

燃料電池タイプ リン酸形燃料電池
構造 パッケージ型
定格発電出力 50kW
定格熱出力 62.5kW
発電効率/排熱回収効率 42%/49%
給湯能力 41.9kW/24号  

 

表-8 戸建住宅の太陽光パネルおよびパワーコ

ンデショナ仕様 

セル種類 単結晶シリコン系
公称最大出力 250[W]
最大モジュール変換効率 20.1[%]
外形寸法(W×H×D) 1,599×798×46[mm]
面積 約1.244[㎡]

定格出力 4.4[kW]
電力変換効率 98.0[%]
外形寸法(W×H×D) 460×150×240[mm]

太陽光パネル仕様

パワーコンデショナ仕様

 

表-9 戸建住宅以外の太陽光パネルおよびパワ

ーコンデショナ仕様 

セル種類 単結晶シリコン系
公称最大出力 345[W]
最大モジュール変換効率 21.2[%]
外形寸法(W×H×D) 1,599×1,046×46[mm]
面積 約1.631[㎡]

定格出力 500[kW]
電力変換効率 98.6[%]
外形寸法(W×H×D) 1,900×2,025×730[mm]

太陽光パネル仕様

パワーコンデショナ仕様

 
 

6. 電力自給率の算出 

電力自給率の算出を行うにあたって、各建物用

途の概要を表-10に示す。 
 

表-10 各建物用途の概要 

戸建住宅 集合住宅 事務所 小売店 学校(大学) 病院
延床面積[㎡] 92,966 29,154 12,108 7,862 9,133 2,829 154,053

電力需要量 4,348,085 1,668,533 898,205 2,553,122 721,413 425,258 10,614,616

太陽光パネル

設置面積[㎡]
22,536 9,230 2,877 10,985 1,173 1,245 48,046

太陽光発電によ

る発電量[kWh]
5,132,133 2,240,253 702,489 2,682,362 286,396 303,967 11,347,600

燃料電池容量

[1戸、1棟あたり

kWh]

0.7 0.7 - - - 50 -

燃料電池による

発電量[kWh]
1,679,249 831,664 - - - 196,658 2,707,570

建物用途 全体

 
 

電力自給率を評価するシミュレーションのパタ

ーンとして①建物用途間で電力融通を行わない場

合、②電力融通を行う場合、③電力融通に加えて

蓄電池を設置する場合を設定した。 
電力自給率を算出するにあたって以下の式を用

いた。ここで、蓄電池へ蓄積しきれなかった電力

を非有効発電量と呼ぶこととする。 

電力自給率[%]=  ×100    (式-1) 

A:時刻別買電量[kWh/h] 
B:時刻別非有効発電量[kWh/h] 
C:時刻別電力需要量[kWh/h] 

 

ここで、蓄電池の容量について(式-1)において

算出された電力自給率をもとに、電力自給率最低

月が 100%となるように設定したところ

160,000kW となった。さらに、同様の式において

蓄電池の容量を小さいものにしコスト削減を図る
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ために、街区全体で消費電力量を 10%削減したこ

ととほぼ同意義と考え、電力自給率最低月が 10%
低下の 90%となるように容量を設定したところ

40,000kW となった。結果として、算出した電力

自給率は表-11の通りとなった。 
 

表-11各パターンにおける電力自給率 

電力融通無 電力融通有
蓄電池容量

160,000kW

蓄電池容量

40,000kW

電力自給率 51% 55% 137% 136%  
 

7. 経済性の検討 

街区の経済性を検討するための指標として単純

回収年数を用い、以下の式で算出した。 

単純回収年数=   (式-2) 

イニシャルコストの内訳は燃料電池と太陽光発

電の和となり、ランニングコストの内訳は燃料電

池と太陽光発電を導入している場合とそれらを導

入していない場合の電気料金及びガス料金の差と

なる。また、蓄電池価格を加味した単純回収年数

は以下の式で算出した。 

単純回収年数=  (式-3) 

これらの価格およびにそれぞれの場合における

単純回収年数を表-12に示す。 
 

表-12各建物用途における単純回収年数 

戸建住宅 集合住宅 事務所
イニシャルコスト[円] 3,142,484 2,586,679 193,637,885

ランニングコスト[円] 226,731 181,552 20,363,163

単純回収年数[年] 14 14 10
蓄電池価格込み
イニシャルコスト[円]

3,198,264 2,604,171 193,645,150

蓄電池価格込み
単純回収年数[年]

17 17 13

小売店 学校(大学) 病院

イニシャルコスト[円] 739,522,008 78,914,174 111,007,009

ランニングコスト[円] 78,025,355 8,048,425 12,538,212

単純回収年数[年] 9 10 15

蓄電池価格込み
イニシャルコスト[円]

739,529,870 78,923,307 111,009,837

蓄電池価格込み
単純回収年数[年]

10 17 16

建物用途

 
 

戸建住宅、集合住宅、病院については燃料電池

を導入しているため他用途より回収年数が大きく

なった。また、蓄電池を加味した単純回収年数は

戸建住宅、集合住宅、病院、学校において 15 年

を超えており、その他の用途では設備の耐用年数

を下回る結果となった。しかし、今後エネルギー

自立型街区が確立し注目されれば行政などからの

補助が実施される可能性があり、今回算出した単

純回収年数より短くなり街区のレジリエンスを向

上させるためにも導入する価値はあると考える。 
 
8. 結論 

街区において、太陽光発電と燃料電池による建

物用途間の電力融通および蓄電池を使用すること

で、電力自給率 100%を達成することができ、エ

ネルギー自立型街区をつくれる可能性があるとい

える。 
 

注釈 

*1 P 社 「エネファーム」 
*2 F 社 「FP-100i」 
*3 S 社 「SPR-250NE-WHTJ」 
*4 S 社 「SPR-X21-345-COM」 
*5 M 社 「PV-PN44KX2」 
*6 T 社 「PVL-LO500E(J)」 
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再生可能エネルギー先駆けの地・ふくしまでのヒートポンプの活用 

○赤井 仁志 ，新倉 万結（福島大学） 

Practical Utilization of Heat Pump System in Fukushima Prefecture, Pioneer Region at 
Renewable Energy 

 
Akai Hitoshi, Shinkura Mayu (Fukushima University) 

  
キーワード：再生可能エネルギー熱，地中熱，未利用熱，温度差エネルギー，ヒートポンプ 

  

はじめに 

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発

電所の事故まで、福島県は、新潟県と共に首都圏

への電気エネルギー供給源であった。東日本大震

災により、日本のエネルギー情勢や計画は、大き

く変貌を遂げた。福島県は、復興計画も含めて、

必然的に対応せざるを得ない状況になった。 
政府や福島県の政策の中で、再生可能エネルギ

ーがキーワードに掲げられた。2040 年頃を目途に

県内エネルギー需要の 100％相当以上の再生可能

エネルギーを生み出すことを目標にする。関連産

業の集積に向けた取組を 加速することにした。こ

れにより、名実ともに福島県を再生可能エネルギ

ーの「先駆けの地」とすることになった。 
 
1. 水力発電から原子力発電へ 

明治時代末期から、福島県会津地方を流れる阿

賀野川水系最大の支流・只見川は、水力発電事業

の適地として目され、水利権の獲得や政治と電力

会社の駆け引きの場でもあった。1927（昭和 2）
年の鹿瀬ダム（新潟県東蒲原郡阿賀町、49,500kW）

が完成したのを皮切りに、つぎつぎと福島県から

新潟県に跨ぎ水力発電用のダムが建設される。

1950（昭和 25）年に施行した国土総合開発法に基

づき只見特定地域総合開発計画が立てられ、奥只

見ダムや田子倉ダムなど、多くのダムと発電所が

完成した。現在、只見川水系で猪苗代系統の水力

発電所を除き 3,722,000kW の発電容量を持ち、

首都圏や東北地方の電源供給を担っている。 
福島県浜通りには、1971（昭和 46）年に 1 号機

を運転開始した東京電力㈱福島第一原子力発電所

があり、6 号機まで建設されて合計 4,696,000kW
の出力を持つ。同地区には、1982（昭和 57）年に

東京電力㈱福島第二原子力発電所 1 号機が運転を

開始して 4 号機まで建設され合計 4,400,000kW
の出力がある。 
福島県は、新潟県と共に首都圏への電源供給の

拠点であった。2011 年 3 月の東日本大震災によ

る福島第一原子力発電所の事故がきっかけで、福

島県は、エネルギー政策の見直しを進めた。 
 
2. 福島を再生可能エネルギー先駆けの地に 

東日本大震災の 3 ヶ月後の 11 年６月、政府の

東日本大震災復興構想会議の『復興への提言～悲

惨の中の希望～』に、「復興にあたって、原子力災

害で失われた雇用を創出するため、再生可能エネ

ルギーの関連産業の振興は重要である。福島県に

再生可能エネルギーに関わる開かれた研究拠点を

設けるとともに、再生可能エネルギー関連産業の

集積を支援することで、福島を再生可能エネルギ

ーの先駆けの地とすべきである」と明記される。 
同年 7 月、東日本大震災復興対策本部の『東日

本大震災からの復興の基本方針』でも『復興への

提言～悲惨の中の希望～』と同様の方針を示す。 
福島県は、11 年３月、『福島県再生可能エネル

ギー推進ビジョン』を策定するが、東日本大震災

により再生可能エネルギーを取り巻く情勢は大き

く変化する。同年８月、『福島県復興ビジョン』で、

基本理念の一つに「原子力に依存しない、安全・

安心で持続的に発展可能な社会づくり」を掲げ、

「再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな

社会づくり」を復興に向けた重要施策の一つとし

て位置づけた。 
『福島県再生可能エネルギー推進ビジョン』

（12 年 3 月改訂版）で、2040 年頃を目途に県内

エネルギー需要の 100％相当以上の再生可能エネ

ルギーを生み出すことを目標に掲げる。具体策は、

『再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラ

ン』を作成して、再生可能エネルギーの導入拡大

に加えて、エネルギーの効率的な利用も盛り込む。

この２つを車の両輪として推進することになった。 

A-14
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『再生可能エネルギー先駆けの地ア

クションプラン（第 2 期）』で、福島県内

の１次エネルギー需要量に対する再生

可能エネルギー導入見込量の割合（原油

換算）として、18 年度に 30％、20 年度

に40％、30年度に60％、40年頃に100％
という目標値を示している（図-1）。ま

た、再生可能エネルギーの分野別導入施

策として、太陽光発電、風力発電、水力

発電、地熱・地中熱の活用、バイオマス

エネルギーの活用を分野別に詳述する。 
研究開発や技術支援の目玉として、

2014 年 4 月、郡山市に国立研究開発法

人産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー

研究所が開所した。同年、ドイツ・フラウンホー

ファー研究機構、ドイツのノルトライン・ヴェス

トファーレン（NRW）州、デンマーク王国大使館

と研究連携の覚書を締結する。 
 『アクションプラン』の特徴的な事項として、

「公益財団法人福島県産業振興センターや福島大

学等の地域の産学金官連携」を謳い、金融も入れ

た枠組みで取り組みを推進するとしている。 
 
3. 再生可能エネルギー電気の有効活用の方向性 

太陽光や風力などのお天気まかせの発電方式を、

電気の安定供給や有効利活用するために、周辺技

術が進展している。送ったり、使ったりするのに

容易な電気で蓄えるのが望ましい。しかし、導入

コストが高く、あまり普及していない。 
再生可能エネルギーで発電した電気を熱に変え

て貯める方法は容易である。空調や工場の熱利用

用途の蓄熱は廉価だし、技術も確立している。ま

た、宿泊施設や医療施設、社会福祉施設等の業務

用給湯システムの多くは、貯湯槽を有しているし、

年間を通して使えるため有望株の筆頭とされてい

る。今後、スマートグリッドやデマンドレスポン

ス、ヒートポンプを組み合わせた制御技術が重要

になる。 
既に、欧米諸国は、再生可能エネルギーで発電

した電気を使い、ヒートポンプで熱を生み出す方

向に進んでいる。しかし、一般的な空気を熱源と

するヒートポンプは、冷房や冷凍に比べ、暖房や

加熱は効率が落ちる。福島県のような積雪地で強

い風が吹くような地域では、さらに不利である。

地中熱や地下水熱、下水熱や温泉排湯熱等の温度

差エネルギーを熱源とするヒートポンプシステム

だと高い効率が得やすい。 
宿泊施設やスポーツ施設のような日ごとに利用

者数が変動する建物での給湯熱源では、ヒートポ

ンプ単体だけだと投資回収期間が長くなる。ヒー

トポンプをベースロードで稼働させ、変動分を液

化天然ガス焚きボイラで賄うようなハイブリッド

給湯システムが有効と考えられる。 
欧州では、電気容量や用途によって電気ヒータ

の利用が制限されたこともあり、電気ヒータと蓄

熱用レンガを組み合わせた蓄熱式暖房器は衰退し

た。暖房期間しか利用できないが、蓄熱式暖房器

は風力や太陽光発電の出力変動のバッファになり

やすく、再度、活用される可能性が高い。 
余った電力を用い、水素を製造する技術の導入

も始まる。㈱東芝と東北電力㈱、岩谷産業㈱の 3
社が数十億円を投資して、世界最大級の水素工場

を福島県内の東北電力㈱浪江・小高原子力発電所

の旧予定地に建設する。次世代エコカー10,000 台

分の燃料に相当する年間 900 トンを製造する。

2018 年に着工して、2020 年の稼働を目指してい

る。 
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地中熱ヒートポンプ空調システムのエネルギー消費効率に関する研究 

秋田県内の戸建住宅への導入事例における長期実測 

○髙崎力也（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Study for Energy Saving Efficiency of Ground Source Heat Pump System 
Long-Term Measurement in Ditached House of Akita 

Takasaki Rikiya (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 

 
キーワード：地中熱ヒートポンプ，温熱環境，実測調査，COP，負荷率 

 
1. はじめに 

 近年，再生可能エネルギーの利用が促進される

中，住宅においても地中熱を用いたヒートポンプ

空調システム（以降，GSHP）を導入する事例が

増えている。本研究では秋田県内のGSHPが導入

された住宅を対象に，長期実測を通じて室内温熱

環境とエネルギー消費効率を評価し，GSHPの有

用性を明らかにすることを目的とする。 
 

2. 実測調査住宅の概要 

 表-1に調査対象住宅及び設備の概要を示す。対

象住宅は，写真-1に示すような秋田県能代市に立

地する木造2階建ての戸建住宅である。1階に祖母，

2階に夫婦と子ども3人が居住する二世帯住宅で

ある。 
 給湯設備に自然冷媒(CO2)ヒートポンプ，換気

設備に第3種機械換気システムを用いている。暖

冷房設備は地中熱を熱源とするパネルヒーター

(暖房)とファンコイルユニット(冷房)に加え，補助

的に冷房するために空気熱源のエアコンを併用し

ている。GSHPは定格運転時の暖冷房能力が

10kW，COPが暖房時3.7，冷房時3.2である。COP
とは，空調設備のエネルギー消費効率を表す指標

で，二次側出力を消費電力で除した値である。

GSHPの各配管を循環する不凍液(ブライン)は地

中熱の採熱側(一次側)にエチレングリコール，室

内への熱供給側(二次側)にプロピレングリコール

をそれぞれ希釈したものを用いている。 
 住宅の断熱性能を，平成25年に改正された基準

値である外皮平均熱貫流率UA値で評価したとこ 

 
表-1 住宅概要 

暖房

冷房

暖房

冷房

設計値 基準値
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所在地
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フェノールフォーム1種2号：50mm断熱材

窓

延床面積

GSHP

給湯

換気

暖房

冷房

天井・屋根

壁

基礎

サッシ

ガラス

秋田県能代市

木造2階建
戸建住宅

1階：祖母　2階：夫婦＋子（3人）
2015年12月

外皮平均熱貫流率

（UA値）［W/m2・K］

押出法ポリスチレンフォーム3種：30mm

ファンコイルユニット，空冷式エアコン

樹脂サッシ

Low-e複層ガラス

定格COP 3.7
3.2

自然冷媒（CO2）ヒートポンプ

第3種機械換気
温水パネル

設備

定格能力
10.0kW
10.0kW

 
 

 
写真-1対象住宅の外観 
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ろ，0.57W/(m2・K)となり，能代市の基準値

0.75W/(m2・K)を満たしている。 
 

3. 実測調査の概要 

3.1 冬期の室内温熱環境の詳細調査 

 図-1に対象住宅の平面図を示す。冬期の温熱環

境を把握するにあたり，居間などの床上 1.1m の

温度，2 階居間では床上 10cm の温度，グローブ

温度を計測した。測定には，小型データロガーを

用い，20 分間隔で記録している。得られたデータ

を基に吉野のグレード評価法注 1)を用いて温熱環

境を評価する。 
3.2 GSHPの運転性能の調査 

 GSHP の運転性能については，2016 年 3 月よ

り長期的な実測を継続している。測定項目は二次

側の往還配管表面温度及び，循環する不凍液の流

量とし，熱電対，流量計をデータロガーに接続し

1 分間隔で計測している。一次側配管表面温度，

流量，GSHP の消費電力，地中温度(0～100m の

5 箇所)については，メーカーが計測しているため，

適宜データ提供を受けている。 
 
4. 冬期の室内温熱環境の評価 

 図-2に 2018年 1月 6日～14日の各点の温度及

び外気温度の時刻別平均の変動を示す。1 階居間，

2 階居間の床上 1.1m 温度が 21℃，玄関が 20℃前

後で推移している。玄関の温度が他の居室より低

いのは，図 1 に示したパネルヒーターの設定温度

が低いためだと考えられる。 
 2 階居間の床上 1.1m，床上 10cm の温度，グロ

ーブ温度にほとんど差がなく安定している。結果

を吉野のグレード評価法注 1)で評価したところ，グ

レード平均値が 4.6 となり，温熱環境のレベルは

高いことが確認できた。 
 
5. GSHPの運転性能の評価 

5.1 GSHPのエネルギー消費量 

 図-3 に 2016 年度の対象住宅と 2012 年度の秋

田県一般住宅における統計値 2)によるエネルギー

消費量(二次換算)の比較を示す。対象住宅の消費

量は全体で統計値の 0.9 倍，暖冷房のみで 0.6 倍

程度となった。対象住宅の規模は大きいため，床

面積当たりの消費量に換算すると，全体では一般

住宅の半分程度となる。また，暖冷房用は 3 分の 
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図-1対象住宅の平面図 
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図-2冬期の各温度変動（時刻別平均） 

 
 

表-2温熱環境グレード評価 
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(a) 年間積算値 (b) 床面積当たりの値 
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図-3 エネルギー消費量の比較 
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1 程度に収まっており，GSHP による省エネルギ

ー効果が見てとれる。 

5.2 GSHPのエネルギー消費効率 

 図-4に 2017年 2月，7月のCOPを示す。GSHP
における二次側出力注 2），ヒートポンプ消費電力，

COP を示す。なお，二次側出力，消費電力は 1
日の積算値を示す。図-4（a）より COP は 1.2～
2.1 程度であり，定格値である 3.7 を下回った。

二次側出力の日平均は約 2,300kW であり，負荷

率注 3)は約 16%となる。また，図-4（b）より冷房

開始日以降，COP は 1.6～2.2 程度となり，定格

値 3.2 を下回った。二次側出力の平均は約

1,800kW となり，負荷率は約 12%である。 
 夏期，冬期において COP が定格値を下回った

原因として，二次側出力が採熱量に対して少なく

なっていることが挙げられる。図-5に冬期の採熱

量と二次側出力の一日の積算値を示す。通常，暖

房時は二次側出力が採熱量を下回ることは少ない

が，本事例では採熱量の日平均が約 5,500kW で

あり，二次側出力の 2 倍程度となっている。つま

り，地中から採熱した熱量を二次側で半分程度し

か活用していないということになる。 
5.3 負荷率と COPの関係 

 図-6に各期間の二次側出力，消費電力の 1 時間

の積算値から算出した負荷率と COP の関係を示

す。負荷率は，冬期は 10～25%，夏期は 10～20%
が大半を占めている。この範囲では負荷率が増加

するにつれ COP も上昇する傾向が見られる。図

6(c)に二次側で採熱量をすべて活用した場合の負

荷率と COP の関係を示す。負荷率は 35～60％程

度まで増加し COP も 4.7～6.2 と定格値を上回っ

ている。従って，地中から採熱した熱量の大半を 
 

 
（a）冬期（2017年 2月） 

H
P

消
費

電
力

[k
W

]

二
次

側
出

力
[k

W
]

C
O

P
[-

]

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 ［日］

HP消費電力[←]

二次側出力[←]

COP[→]

0

1

2

3

4

5

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

 
 

（b）夏期（2017年 7月） 
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図-6 負荷率と COPの関係 
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二次側で消費できれば COP の向上が見込める。

対策としては二次側の不凍液の往き温度を高くす

ることが挙げられるが，その分消費電力が増加し

てしまうため，最適な設定温度を十分に検討する

必要がある（写真-2）。 

5.4 地中温度の変動 

 GSHP が地中に及ぼす影響について調査する

ため地中 0～100m までの 5 箇所の温度を測定し

た。図-7に 2016 年度の地中温度と外気温度の変

動を示す。地中 5 箇所の温度は外気温と比較して

年中安定している。また，深さが増すにつれて温

度変動の幅が小さくなり，GSHP による採熱の影

響を受けにくいことが見受けられる。 
 図-8に 2016 年度と 2017 年度の地中深さ 40m
の温度変動の比較を示す。2017 年度は冷房開始日

が 2016 年度より早いため，地中温度の上昇する

時期が早まっている。暖冷房を運転していない時

期は温度差がほとんどないことが伺える。従って，

現段階では GSHP による採熱の後，地中温度が平

常時の温度まで回復しているといえる。今後も調

査を継続し，地中熱源の枯渇が発生していないか

確認する必要がある。 
 

6.まとめ 

 GSHP が導入された住宅における長期実測及

び冬期の温熱環境の詳細調査の結果，室内の温熱

環境については，グレード平均値が 4.5 となり，

良好であることが確認できた。エネルギー消費量

についても統計値より削減できており，GSHP が

省エネルギーに寄与している可能性が見てとれる。

一方，エネルギー消費効率については，実績値が

定格を下回る結果となった。原因として，地中熱

の採熱を十分に活用しきれていないことが考えら

れる。今後は，GSHP の最適な運転方法を検討す

る予定である。 
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注釈 

1)居間の団らん時(19時∼ 22時)における床上1mの温度，

上下温度差(床上1mの温度-床上10cmの温度)，グロー

ブ温度差(グローブ温度-床上1mの温度)，明け方(3時

∼ 6時)における最低温度に対し，1(劣)∼ 5(優)の5段階

の温熱環境レベルを設け，総合的な性能を評価する

方法。1) 
2)二次側出力を次の式で算出した。 

Q2=|T2in－T2out|∙Vb2∙cb2∙ρb2 

T2in：二次側往温度[℃] T2out：二次側還温度[℃]

Vb2：二次側流量[L/min] cb2：不凍液の比熱[kj/kg･K] 

ρb2：不凍液の密度[kg/L] 

3)負荷率を次の式で算出した。
η=Q2/Q ×100
Q：定格暖冷房能力[kW] Q2：二次側出力[kW] 
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浅層部地中熱利用システムの実証実験に関する研究 その 1 

○内野晶弘(サンポット㈱)、赤井仁志(福島大学)、瀬川和幸(東北電力㈱)、 

荒井尚子(㈱ユアテック)、仁木康介、岡本淳、今井智紀(サンポット㈱) 

A Study on Demonstration Experiment of Shallow Ground Source Heat System Part 1。 

Akihiro Uchino (Sunpot Corporation), Hitoshi Akai (Fukushima University),  
Kazuyuki Segawa (Tohoku Electric Power Corporation), Naoko Arai (Yurtec Corporation) 

Kohsuke Niki, Atsushi Okamoto, Tomoki Imai (Sunpot Corporation) 
 

キーワード：地中熱、ヒートポンプ、回転数制御、省エネルギー 

。

はじめに 

本研究は、浅層部土壌に埋設した地中熱交換器

を利用した地中熱利用ヒートポンプシステムのシ

ステム性能の省エネ性向上に向けた検討を行う。

使用するヒートポンプは圧縮機がインバーター制

御のため圧縮機消費電力は冷暖房出力に応じて変

動する。冷温水を送水する循環ポンプは冷暖房出

力に関わらず一定回転数で運転する制御としてお

り、冷暖房出力が小さくなるとヒートポンプ消費

電力に占めるポンプ消費電力の割合が大きくなり

システム COP(SCOP)が低下する。ポンプ消費電

力低減による省エネ性向上を図るため、DC ポン

プによる回転数変更を行うが、流量低下による放

熱器の能力変化が懸念されるためポンプ回転数お

よび流量が変化した場合の能力を実証実験により

確認した。本報では夏期の冷房運転について報告

する。 
 
1. 設備、計測機器概要 

実証実験は秋田県秋田市内の住宅にて行った。

使用する熱源機は地中熱冷暖房ヒートポンプ(定
格冷房能力 5.4kW)、室内の放熱器はファンコイ

ルユニット(定格冷房能力 1.2kW)と冷暖房用放射

形放熱器(定格冷房能力 1.8kW)である。運転は 24
時間連続運転としている。 
測定項目は循環水温度、循環水流量、消費電力、

室内温湿度、外気温度、地中温度である。計測器

の配置を図-1に示す。計測は室内温湿度計を 5 分

間隔、その他を 1 分間隔で測定し、データロガー

に収録した。 
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図-1 計測器の配置 

 

2. 実証実験でのデータ収集、分析・評価 

実証実験は 6 月 21 日～9 月 28 日に実施し地中

熱ヒートポンプシステムのポンプ回転数を変更し

省エネ性向上に向けた検討、試験を行った。 
ポンプ回転数変更の条件を表-1に示す。ポンプ

回転数は期間毎に変更しており、9 月 11 日～9 月

28 日においては熱源水側ポンプの回転数を自動

で制御した。 
 

表-1 試験条件とポンプ回転数 

冷温水側 熱源水側

条件1 6/21～7/31 7/27 3600rpm 3600rpm

条件2 8/1～4 8/2 3000rpm 2000rpm

条件3 8/4～9/10 8/27 3600rpm 2000rpm

条件4 9/11～9/28 3600rpm 2000～3600rpm

条件
ポンプ回転数

代表日期間

 
 
 

A-17
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期間の日最高温度、エネルギーと効率を図-2～

図-3に示す。外気温は 18～38℃、室温は 22～29℃
となっている。消費電力、出力は 7～8 月の値が

大きく、SCOP は条件 1 の期間が 3.5～4.5、条件

2～4 の期間が 4～5.5 で推移している。 
条件 1～3 の期間において最高外気温が 30～

35℃程度になる日を代表日として、室内温度、エ

ネルギーと効率を図-4～図-5に示す。条件 2 は両

ポンプ回転数の変更により、条件 1 に対して消費

電力が 0.1kW 低減、SCOP が 1.5 向上したが、室

温が 1～2℃高い推移となる。これは冷温水側ポン

プの回転数低減により流量が減少しそれに伴い放

熱器の放熱量が低下したことが原因と思われる。

条件 3 は熱源水側ポンプ回転数の変更により、条

件 1 に対して消費電力が 0.05kW 低減、SCOP が

0.5 向上し、室温が同程度となった。このため、

ポンプの回転数を自動で制御する場合は室内側環

境の影響が少ない熱源水側ポンプのみを制御する。 
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図-2 期間の日最高温度 
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図-3 期間のエネルギーと効率 
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図-4 代表日の室内温度 
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図-5 代表日のエネルギーと効率 

 

3.システムにおける省エネ性の検討 

実証実験の結果を元にポンプ制御による省エネ

性の検討を行った。図-6に消費電力の試算値を示

す。圧縮機電力は実証実験における値、ポンプ電

力は実証実験の運転時間より自動回転数制御の有

無それぞれの値を算出した。実証実験では冷房負

荷が小さいためにポンプ電力が総電力に対して

40%程度を占めている。 
試算の結果、自動回転数制御によりポンプ電力

は 36%の削減、総電力においては 16%の削減とな

る。 
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図-6 消費電力の試算値 

 
まとめ 

・ポンプ回転数制御により室内環境を維持しなが

ら消費電力の削減、システム COP の向上を図

ることが可能となった。 
・今後は冬期の暖房運転の評価を行い、通年での

省エネ性についてまとめる。 
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浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能予測手法 

第 4 報：設計・性能予測手法の改良と全国における必要地中熱交換器本数の検討 

○葛隆生（北海道大学），東谷貴（北海道大学），方昱植（北海道大学）， 

長野克則（北海道大学），赤井仁志（福島大学/北海道大学），  

大江基明(㈱イノアック住環境)，瀬川和幸(東北電力㈱) 

Design and performance prediction method for vertical type spiral ground heat exchanger 
buried in shallow layer 

Katsura Takao (Hokkaido University), Higashitani Takashi (Hokkaido University),  
Fan Yuzhi (Hokkaido University), Nagano Katsunori (Hokkaido University), Akai Hitoshi 
(Fukushima University / Hokkaido University), Oe Motoaki (Inoac Corporation), Segawa 

Kazuyuki (Tohoku-Electric Power Co.) 
キーワード：地中熱ヒートポンプシステム，螺旋状地中熱交換器，浅層土壌，設計・性能予測手法 

 

はじめに 

筆者らは地中熱ヒートポンプ(以下 GSHP)シス

テムに関して、配電工事用建柱車を活用した螺旋

状地中熱交換器(以下 VSGHEX)の開発を行ってお

り、本研究は VSGHEX を用いた GSHP システム

の設計・性能予測手法の開発に関するものである
1)～3)。既報 1)、2)においては、熱回路網を応用した

VSGHEX 内部の熱媒および充填材温度の計算手

法について示してきた。また、前報 3)では東北地

方の各県と新潟県の県庁所在地を対象地域として、

戸建住宅に GSHP システムを導入した場合の

VSGHEX の必要本数について検討を行った。 

本報では、VSGHEX の断面形状が床暖房と類似

していることから、床暖房の放熱量の計算で用い

られているフィン効率を用いる方法 4)、5)を応用す

ることで、計算モデルの改良を行った。更には、

全国の都道府県庁所在地を対象として、戸建住宅

に GSHP システムを導入した場合の VSGHEX の

必要本数について検討した。 

１． 螺旋状地中熱交換器の計算モデルの改良 

 既報 1)、 2)において VSGHEX の設計・性能予測

手法として、図 1 のような熱回路網を用いた計算

モデルを開発してきた。VSGHEX の垂直断面図は

図 2 に示される通りであり、螺旋状配管が設置さ

れている部分については、縦横を入れ替えると床

暖房の断面形状に類似していることがわかる。そ

こで、床暖房の放熱量の計算で用いられているフ

ィン効率を用いる方法 4)、5)を応用することで、計

算モデルの改良を行った。図 2 に示される 2 本の

線上の温度を𝑇𝑝𝑛𝑙とすると、𝑇𝑝𝑛𝑙は以下の式により

計算できる。 

𝑇𝑝𝑛𝑙 =
𝐾𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒

𝐾𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒+𝐾𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙
× [(𝑇𝑝2 − 𝑇𝑐𝑜𝑟𝑒)𝜂𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒 + 𝑇𝑐𝑜𝑟𝑒] +

𝐾𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙

𝐾𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒+𝐾𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙
× [(𝑇𝑝2 − 𝑇𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙)𝜂𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙 + 𝑇𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙]  (1) 

 
図 1 熱回路網を用いた VSGHEX 計算モデル概念図 

 

図 2 VSGHEX の垂直断面図 
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𝑇𝑝𝑛𝑙を用いると、各部の熱収支式は以下となる。 

パイプ 1 内部熱媒の熱収支式 

  𝑓𝜌𝑓𝑉𝑓1
𝑑𝑇𝑓1

𝑑𝑡
=  𝑓𝜌𝑓𝐺𝑓(𝑇𝑝𝑖𝑛 − 𝑇𝑓1) 

+
1

𝑅𝑝1𝑓
(𝑇𝑝1 − 𝑇𝑓1)   (2) 

パイプ 2 内部熱媒の熱収支式 

 𝑓𝜌𝑓𝑉𝑓2
𝑑𝑇𝑓2

𝑑𝑡
=  𝑓𝜌𝑓𝐺𝑓(𝑇𝑤1 − 𝑇𝑓2)  

+
1

𝑅𝑝2𝑓
(𝑇𝑝2 − 𝑇𝑓2)   (2) 

Core 部の熱収支式 

 𝑔𝜌𝑔𝑉𝑐𝑜𝑟𝑒
𝑑𝑇𝑐𝑜𝑟𝑒

𝑑𝑡
=

𝜂

𝑅𝑐𝑜𝑟𝑒
(𝑇𝑝𝑛𝑙 − 𝑇𝑐𝑜𝑟𝑒)  

+
1

𝑅𝑝1𝑐
(𝑇𝑝1 − 𝑇𝑐𝑜𝑟𝑒)  (4) 

Shell 部の熱収支式 

  𝑔𝜌𝑔𝑉𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙
𝑑𝑇𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙

𝑑𝑡
=

𝜂

𝑅𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙
(𝑇𝑝𝑛𝑙 − 𝑇𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙) 

+
1

𝑅𝑠𝑏
(𝑇𝑠 − 𝑇𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙)   (5) 

ただし、 

𝐾𝑐𝑜𝑟𝑒 =
2𝜋𝑟𝑝2𝑙𝑝

𝑅𝑝2𝑐
     (6) 

𝐾𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙 =
2𝜋𝑟𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙𝑙𝑝

𝑅𝑝2𝑠
    (7) 

𝜂𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒 =
tanh(𝑧𝑐𝑜𝑟𝑒)

𝑧𝑐𝑜𝑟𝑒
    (8) 

𝜂𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙 =
tanh(𝑧𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙)

𝑧𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙
    (9) 

𝑧𝑐𝑜𝑟𝑒 = 0.5( −  𝑠𝑝1)√
2∙𝐾𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒

𝐶
   (10) 

𝑧𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙 = 0.5( −  𝑠𝑝1)√
2∙𝐾𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙

𝐶
   (11) 

 𝜂𝑓 =
(𝜂𝑓𝑐𝑜𝑟𝑒+𝜂𝑓𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙)

2
   (12) 

 𝜂 =
𝜋∙𝑑𝑠𝑝1

4𝑤
+ 𝜂𝑓 ( −

𝜋∙𝑑𝑠𝑝1

4𝑤
)   (13) 

𝑅𝑝1𝑓 =
1

2𝜋𝑟𝑠𝑝2𝛼𝑓𝑙𝑝
+

1

2𝜋𝜆𝑠𝑝𝑙𝑝
log(

𝑟𝑠𝑝1

𝑟𝑠𝑝2
)       (14) 

𝑅𝑝1𝑐 =
1

2𝜋𝜆𝑙𝑝
log(

𝑟𝑐𝑜𝑟𝑒

𝑟𝑠𝑝1
)        (15) 

𝑅𝑝2𝑓 =
1

2𝜋𝑟𝑠𝑝2𝛼𝑓𝑑𝑧2
+

1

2𝜋𝜆𝑠𝑝𝑙𝑝
log(

𝑟𝑠𝑝1

𝑟𝑠𝑝2
)     (16) 

𝑅𝑝2𝑐 =
1

2𝜋𝜆𝑔𝑙𝑝
  𝑔 (

𝑟𝑝2

𝑟𝑐𝑜𝑟𝑒
)         (17) 

𝑅𝑝2𝑠 =
1

2𝜋𝜆𝑔𝑙𝑝
  𝑔 (

𝑟𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙

𝑟𝑝1
)         (18) 

𝑅𝑠𝑏 =
1

2𝜋𝜆𝑔𝑙𝑝
  𝑔 (

𝑟𝑏

𝑟𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙
)         (19) 

 また、C はフィン熱伝導率補正であり、 𝑠𝑝1、 𝑝、

 𝑝1の関数として、以下の式により求める。 

𝐶 = 0.005  6 −  .705 5 ×  𝑠𝑝1 + 0.98 33 ×  𝑝  

−0.0806 ×  𝑝1    (20) 

２. 全国における必要な螺旋状地中熱交換器 
本数の検討概要および計算条件 

 住宅の断熱性能、地域(都市)、土壌の熱伝導率、

冷暖房の運転条件を変更し、それぞれの条件に対

して必要な VSGHEX 本数の検討を行った。住宅

の条件として、日本建築学会で定められている延

床面積 125 ㎡の標準住宅を設定した。都市につい

ては各都道府県の県庁所在地である 46 都市(沖縄

県を除く)を選定した。断熱性能は表 1 に示す通り

地域ごとに、次世代省エネ基準として定められて

いる熱損失係数（Q 値）を満たす住宅と、更に高

断熱を想定した住宅の 2 条件を設定した。冷暖房

設定温度は冷房 26℃、暖房 22℃とし、運転スケジ

ュールは、既報 3)と同様の設定を行った。これら

条件をもとに汎用熱負荷計算ソフトの AE-

CAD/AE-Simheat を用いて時刻毎の熱負荷を算出

した。計算結果の代表例として各都市の H11 次世

代省エネ基準の断熱性能の条件に暖房負荷合計値、

暖房最大負荷、冷房負荷合計値、冷房最大負荷を

図３に示す。この負荷を計算条件として与え、

VSGHEX を用いた地中熱ヒートポンプ設計・性能

予測ツールにより年間計算を行った際の必要本数

を求めた。システム及び地盤条件を図 4 に示す。

ヒートポンプ熱源機は家庭用の汎用の機器を用い

ることを想定した。地中熱交換器は螺旋口径 500 

mm の VSGHEX を用いることとし、VSGHEX の

深度については 4 m とし、それぞれ深さ 1～5 m の

地点に埋設するものとした。地盤およびグラウト

の物性値は同じとして考え、熱伝導率は 1.2、1.8 

W/(m・K)の 2 条件を与えた。地中温度(不易層温

度)については、図 5 に示される温度を与えた。

VSGHEX の必要本数については、ヒートポンプ熱

源機入口の熱媒温度の最低温度－5℃、最高温度

35℃を制約条件として、この範囲に収まる最小限

の本数を必要本数として求めた。 

３．地中熱交換器必要本数計算結果 

表 1 各都市における住宅の断熱性能 

 

 

H11次世代
省エネ基準

高断熱

1
2

2 3 盛岡、長野 1.9 1.3

3 4
青森、秋田、山形、
仙台、福島、富山

2.4 1.9

5
6

5 7 宮崎、鹿児島

熱損失係数設定値

[W/(ｍ2・K)]

札幌 1.6 1

2.7 2
1～4、7地域に該当しない
都市全て(沖縄を除く)

1

4

省エネ地域
区分(H11次
世代省エネ
基準)

省エネ地域
区分(H25新
省エネ基準)

該当都市
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 計算結果の代表例として、図 3 の暖冷房負荷条

件を与え、地盤の有効熱伝導率を 1.8 W/(m・K)と

設定した場合の、各都市における VSGHEX の必

要本数を図 5 に示す。なお、図 5 には暖房時の制

約条件(熱媒温度の最低温度―5℃)で必要本数が決

まった都市は暖房時のみの必要本数を、冷房時の

制約条件(熱媒温度の最高温度 35℃)で必要本数が

決まった都市は、冷房時の制約条件を除いて暖房

時の制約条件で必要本数を決めた場合の必要本数

も示している。結果として必要本数は 10～20 本

程度となり、大部分の都市において冷房時の制約

条件によって本数が決まる結果となった。理由と

して、冷房の最大負荷は暖房の最大負荷よりも小

さいものの、ヒートポンプの特性上、冷房時の放

熱量は冷房負荷よりも大きく、暖房時の採熱量は

暖房負荷よりも小さくなることや、不易層温度と

制約条件の温度差が冷房時の方が小さくなること

などが挙げられる。 

 同様に住宅の断熱性能の条件や地盤の有効熱伝

導率を変更し、それぞれの条件において VSGHEX

の必要本数を求めた。そして、暖房時の制約条件

で決められた必要本数について、暖房合計負荷値、

暖房最大負荷それぞれの値に対して整理してまと

めたものを図 6 に、冷房時の制約条件で決められ

た必要本数について、冷房合計負荷値、冷房最大

負荷それぞれの値に対して整理してまとめたもの

を図 7 に示す。それぞれの図から必要本数は負荷

合計値、負荷最大値と強い相関があることが伺え

る。また、必要本数は有効熱伝導率の影響も強く

受けることがわかる。既報 3)においては、必要本

数を暖房最大負荷 Qhmax と有効熱伝導率 λ の 2 変

数で決定できるものと考えたが、今回は全国の都

市を対象としており、図 5 に示すように不易層温

度が大きく異なっている。そこで今回は最大負荷

Qhmax、Qcmaxと有効熱伝導率 λ、更には不易層温度

Ts0 の 3 つの変数として、深さ 4m の VSGHEX の

必要本数 n について重回帰分析を行った結果、以

下の近似式を得ることができた。 

 暖房時  

  =  3.95 +  .56𝑄𝑐𝑚𝑎𝑥 − 5.69λ − 0.74𝑇𝑠0 

 冷房時 

  = −5.54 +  .00𝑄𝑐𝑚𝑎𝑥 − 7. 9λ +  . 7𝑇𝑠0 

上記式で得られる必要本数は、本来の必要本数

と比較して、平均で 2 本程度の範囲内で収まるこ

とが分かった。 
まとめ 
 以下に本研究のまとめを示す。 

1) VSGHEX の断面形状が床暖房と類似している

ことから、床暖房の放熱量の計算で用いられてい

るフィン効率を用いる方法を応用し、計算モデル

の改良を行った。その計算モデルについて示した。 

2) 計算モデルを応用して、全国の都道府県庁所在

地を対象として、戸建住宅に GSHP システムを導

入した場合の VSGHEX の必要本数について検討

した。結果より必要本数は 10～20 本程度となり、

大部分の都市において冷房時の制約条件によって

本数が決まる結果となった。 

3) 最大負荷や合計負荷と必要本数は強い相関が

 

図 3 H11 次世代省エネ基準の熱損失係数の条件に対する各都市における住宅の暖冷房負荷 

 

 

 

 

図 4 地中熱ヒートポンプシステムおよび地盤条件 

 

H
P土壌・グラウトデータ

有効熱伝導率：1.2、
1.5、1.8 W/(m・K)
比熱：1.5ｋJ/（kg・K）

地中熱交換器
・垂直スパイラル型Φ500㎜
（全長62.5m、深さ4m、呼び径20mm）
（全長125 m、深さ4m、呼び径20mm）

ヒートポンプ
定格暖房出力：5.5kW
定格暖房消費電力:1.4 kW
定格冷房出力：5.6kW
定格冷房消費電力:1.4 kW
循環ポンプ1次側流量：16L/min
不凍液
採熱側：
エチレングリコール濃度40％

2次側：
プロピレングリコール濃度50％
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あることを確認した。また、必要本数は最大負荷

もしくは合計負荷と、地盤の有効熱伝導率、不易

層温度を関数とした近似式より 2 本程度の範囲内

で推定できることが分かった。 
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図 5 VSGHEX の必要本数(H11 次世代省エネ基準の熱損失係数、地盤の有効熱伝導率を 1.8 W/(m・K)と設定) 

 

図 6 暖房負荷合計、暖房最大負荷に対する必要本数(左：暖房負荷合計、右：最大暖房負荷) 

 

図 7 冷房負荷合計、冷房最大負荷に対する必要本数(左：冷房負荷合計、右：最大冷房負荷) 
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配電工事用建柱車による螺旋状地中熱交換器の埋設工法の開発と評価 

○瀬川和幸，大子田誠也（東北電力㈱），奥野敏彦（東北電力㈱，現：サイエンス㈱）， 

山本昌志（㈱ユアテック），赤井仁志（福島大学），葛隆生，長野克則（北海道大学） 

Technical Development and Evaluation of Burying Method for Vertical Type Spiral Ground 
Heat Exchanger by Digger and Pole Setter Derrick Vehicle used for Power Distribution 

Construction Works 
Segawa Kazuyuki, Ogota seiya (Tohoku-Electric Power Co., Inc.), Okuno Toshihiko (Science 

Corporation), Akai Hitoshi, Kusakari Hiroyuki (Yurtec Corporation),  
Nagano Katsunori, Katsura Takao (Hokkaido University) 

   
キーワード：地中熱利用ヒートポンプ, 螺旋状地中熱交換器, 配電工事用建柱車, 浅層土壌 

  

はじめに 

既報 1)2)では、空調・換気用スパイラルダクトの

外周に、螺旋状に採放熱管を均等に巻き付けて、

地中熱交換器としたもので実証試験を行い、さら

に浅層部の土壌に地中熱交換器を埋設する方式の

コスト削減を目指し、空調・換気用スパイラルダ

クトを省略して、曲がりの形状を保持できるアル

ミ三層管を採用して実証試験を行い，地中熱交換

器の仕様について検討した。 
本報では、建柱車に適した掘削機材と地中熱交

換器の開発および試験掘削結果について報告する。 
 
1. 建柱車に適した掘削機材および地中熱交換器

の開発 

通常、建柱車は深さ 5.2ｍまで掘削可能である。

さらに深い層の地中熱を有効活用するため、掘削

ドリルおよび伸縮ロッド等を開発した（写真-1）。

これにより、補強・改造された大型建柱車を用い

て、12ｍ程度の深さまで掘削できるようにした。

さや管は砂質土など崩れ易い地盤を掘削するため

に作製した。 
浅層部の熱を効率よく使用するため、地中熱交

換器は螺旋状とした（写真-2）。既報 2）では、螺

旋間隔を 35、90、145、200mm と変えた試験を

行い、熱交換器の性能評価・螺旋間隔の最適化の

検討を行った結果、螺旋間隔が 100mm の時に地

中熱交換器のコストを抑え、採熱効率が最も良い

ことが明らかになった。本研究では、螺旋間隔を

100mm の高密度ポリエチレン製の地中熱交換器

を使用した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
写真-2 開発した地中熱交換器 

 

 

写真-1 開発した主な掘削機材 

A-20
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2. 地中熱交換器の設置試験（試験掘削）の概要 

地中熱交換器の設置試験は、一般的な土質であ

る飽和※砂質土（秋田県秋田市）、飽和粘性土（青

森県南津軽郡藤崎町）および固い地盤である不飽

和※礫混じり砂質土＋軟岩（軽石凝灰岩）（宮城県

仙台市三居沢）の 3 個所で実施した。試験に必要

な車両は、建柱車、掘削機材を運搬するトラック、

そしてバックホーの 3 種類である。試験の流れは、

建柱車による掘削（写真-3）、さや管の設置（写真

-4）、地中熱交換器の設置および埋設（写真-5、写

真-6）の順で行い、試験掘削に要した時間を測定

した。 
※飽和 ：地下水で満たされている地盤 
不飽和：地下水で満たされていない地盤 

 
3. 試験掘削および熱応答試験の結果 

3.1 試験掘削の結果 

土質毎の作業に要した時間を表-1に示す。掘削

時間は飽和粘性土が最も短く、地中熱交換器の設

置可能基数は 2 基／日であった。 
飽和砂質土は、掘削孔が崩れやすく、流動化し

た土砂によりさや管を用いても掘削が困難であっ

た。また、掘削ドリルとさや管の隙間が小さいた

め、掘削ドリルとさや管の共回りが発生し、掘削

を進めることができなくなるといった現象も発生

した。 
不飽和礫混じり砂質土は、飽和粘性土と同様に

掘削し易い地盤であったが、軟岩の掘削に時間を

要し、掘削時間の長さが課題であった。 

 
3.2 熱応答試験の結果 
地中熱交換器の性能評価方法と試験方法は、既

報 1)の「4.2 熱応答試験による評価」と同様である。

ここでは、試験結果のみ述べる。 
 各土質の熱応答試験結果を表-2に示す。各土質

の結果を比較すると、飽和砂質土の平均有効熱伝

導率が最も高く 3.59W/(m・K)であった。これは、

地下水が流れ易く、熱流動性が高いためと考えら

れる。 
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写真-3 建柱車による掘削 写真-4 さや管設置 

 

  
写真-5 熱交換器設置  写真-6 埋設作業  

表-1 土質毎の作業に要した時間 

 

掘削～さや管設置 熱交設置～埋戻し 合　計

飽和粘性土 2時間05分 1時間05分 3時間10分

飽和砂質土 7時間40分 1時間30分 9時間10分

不飽和砂礫土
＋軟岩（軽石凝灰岩）

7時間00分 0時間50分 7時間50分

土　質
作業時間

表-2 土質毎の熱応答試験結果 

 

測定項目 単位 飽和粘性土 飽和砂質土 
不飽和礫混

じり砂質土

＋軟岩 

循環時の加熱量 W/m 132.6 138.5 146.1 

循環流量 L/min 6.4 7.2 6.6 

循環時の平均温度差 ℃ 2.7 2.5 2.9 

初期地中温度 ℃ 11.5 14.7 12.1 

平均出入口温度※ ℃ 34.5 31.2 39.3 

平均有効熱伝導率 W/(m・K) 1.60 3.59 1.53 

 ※運転開始 200 時間後の値 
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潜熱蓄熱材による空間の温度変動緩和効果に関する検討 
(その 1) 既往研究の文献調査と実験計画の概要 

○篠澤航平（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Study for Effect of Introducing PCM in Test Chamber Assuming Houses 
(Part1) Investigation of Previous Research for PCM  

and Outline of Experiment Plan 
Shinozawa Kouhei (Akita Prefectural University) , Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University) , 
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University) , Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)  

 

キーワード：潜熱蓄熱材，暖房負荷削減，文献調査，実験 
 

1. はじめに 

東北地方の住宅用エネルギー消費量のうち，冷

暖房用途が占める割合は 40％を超える。冷暖房に

対する省エネルギー手法の一つとして，潜熱蓄熱

材（Phase Change Material 以降，PCM）の利

用がある。PCM は固液相の相変化による潜熱や

温度変化による顕熱を利用するもので，物質の融

点付近において熱エネルギーを長時間吸放熱する

ことが可能であり，相変化中は温度が一定となる

（図-1）。熱容量が大きい物質と比較した場合，単

位容積あたり水の約 5 倍，コンクリートの約 10
倍の蓄熱効果（表-1）があるため，PCM を適用し

た場合，室内空気の温度変動緩和および熱負荷変

動の平準化が期待される。しかしながら，木造住

宅のような熱容量が不足する構造体に PCM を付

加した場合，日射熱などに依存せず利用可能かに

ついては不明な点がある。本研究では，全国的に

見て日射量が少ない秋田県における PCM の有効

性を評価することを最終目標とし，暖房時におけ

る PCM の導入効果を明らかにするために，本報

では既往研究の文献調査，ならびに居室を想定し

た基礎実験の実験計画概要について報告する。 
 

2. 既往研究の文献調査 

2.1 PCM を建材に適用している研究 

表-2 に既往研究の文献調査概要を示す。尾崎ら
1)は，屋外家屋実験および数値シミュレーション

により、PCM 建材の材料特性，室内熱環境への

影響および暖房負荷の削減効果について検討した。

PCM を床面に施工し，太陽熱を利用した冬季の 

 

暖房消費電力量の削減効果を調査する実験では，

暖房消費電力量が最大で 1 日あたり 9.6%削減さ

れ，日射量の日積算値と暖房消費電力削減量には

正の相関がみられた。 
射場本ら 2)は、PCM を含浸させたペレットを石

膏ボードに混入して小規模実験棟で実験，数値計

算を行った。特に、数値計算では木造住宅に PCM
を適用することにより，RC 造と概ね同等以上に

室内空気の温度変動を緩和する効果が得られるこ

とを確認している。しかしながら，これらの研究

は蓄熱エネルギーを日射熱に依存しており，日射

量が少ない地域での適用の可能性は明らかにされ

ていない。 

表-1 蓄熱材の蓄熱量の比較 
蓄熱材 物質 密度 比熱 蓄熱量 

[kg/m³] [kJ/kg･K] [kJ/kg] [kJ/m³] 
潜熱 硫酸ナトリウム 1,340 - 155 207,700 

顕熱 
水 1,000 4.2 42 42,000 

コンクリート 2,300 0.88 8.8 20,240 
石膏ボード 622 0.92 9.2 5,722 

 
図-1 顕熱・潜熱蓄熱挙動 

B-1
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表-2 既往研究の概要 

No 目的 手法 PCM の概要 結果 
11） PCM による太陽熱の

有効利用 
試験家屋による実測 
数値シミュレーション 

木質基材と PCM（パラフ

ィン）を PE フィルムでラ

ッピング 

暖房消費電力量が最大で 1 日あたり 9.6%削減 
施工面積，融点と暖房設定温度の差， 
熱損失係数，PCM 投入量の順に感度が高い 

22） 室内温熱環境改善お

よび熱負荷平準化効

果に関する検討 

試験家屋による実測 
数値シミュレーション 

PCMを米粒状の高密度PE
に含浸させ，石膏ボード内

に混入 

木造に不足する熱容量を補い，RC 造と同等以

上の蓄熱効果を有する 

33） 床下暖房に PCM を組

み入れた蓄熱型の床

下暖房について検討 

実大家屋実験 
 

有機系蓄熱材を基礎断熱

住宅の床下に設置 

熱源（ヒートポンプエアコン）が PCM 相変化

温度付近で推移する場合には，変化の小さい安

定した居室温度が得られる 
 

2.2 PCM を空調システムに適用している研究 

藤田ら 3)は，PCM とヒートポンプエアコンを床

下に設置して蓄熱する，蓄熱型の床下暖房につい

て実大家屋での実験を行った。その結果、蓄熱材

が相変化温度付近で推移する場合に変化の小さい

安定した居室温度が得られることが確認された。 
以上より，PCM は日射熱と暖房熱源を活用し

た蓄熱に効果を示すことが分かった。しかしなが

ら，木造住宅のように熱容量が不足する構造体に

付加した場合，日射熱などに依存せずに利用可能

かについては不明である。 
 
3. 実験模型による PCM導入効果実験概要 

 図-2に実験模型概要，図-3に空調試験室内に設

置した実験模型の内観を示す。実験模型の大きさ

は，幅 1.82m×奥行 1.82m×高さ 2.02m である。

実験ケースは表 2 に示す通り，PCM を貼付しな

いCase N，床と壁 3面にPCMを貼付したCase A
の 2 ケース設定した。実験では，実験模型の周囲

温度を 10℃に保ち，換気回数は，約 6 回/h とな

るように排気系統のファン風量を調整した。また，

PCM の特徴である固相から液相，液相から固相

の状態変化を伴う温度変動を与えるために，空間

内に発熱源として 300W の電球(100W×3 箇所)を
設置し，空間内を 30℃付近まで昇温させ，各測定

ポイントの温度が定常に達してから約 1 時間安定

させた後，電球の電源を切り，空間内を降温させ

た。なお，実験を開始するにあたって，実験模型

内温度が周囲温度と同等となったことを確認した

後，電球により昇温させた。なお、実験で取り扱 
う PCM は，融点 20℃に対して±3℃の相変化域

17℃～23℃の温度範囲にて蓄熱効果が期待でき

る仕様で、これは PCM の配合によって大きく異 
なる。 
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図-2 実験模型概要 

(a) Case N (b) Case A 
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潜熱蓄熱材による空間の温度変動緩和効果に関する検討 
（その 2）室温緩和の効果試算・評価法の検討 

○竹内 仁哉（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学）， 

篠澤航平（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Study for Effect of Introducing PCM in Test Chamber Assuming Houses 
(Part2) Effect of Introducing and Evaluation Method for Thermal Storage of PCM  

based on Test Chamber Experiment 
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 

Shinozawa Kouhei (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 
 

キーワード：潜熱蓄熱材，実験，熱容量，効果試算，評価法 
 

1. はじめに 

前報（その 1）1)に引き続き，本研究では，全国

的に見て日射量が少ない秋田県における PCM の

有効性を評価することを最終目標とし，特に，暖

房時における PCM の導入効果を明らかにするた

めに，居室を想定した実験模型による基礎的実験

を行い，PCM導入による効果試算、ならびにPCM
単体の蓄熱量に関する推定方法の検討結果につい

て報告する。 
 
2. 実験模型による PCM 導入効果実験 

2.1 実験概要 

表-1にメーカーから公表された PCM の物性値，

表-2 に実験ケースを示す。本実験で取り扱う

PCM は，暖房時の室内設計温度 22℃付近にて蓄

熱効果が期待できる、融点 20℃に対して±3℃の

幅がある相変化域 17℃～23℃の温度範囲の仕様

を用いた。実験ケースとして，PCM を貼付しない

Case 1，床と壁 3 面に PCM を貼付した Case 2 の

2 ケースを設定した。実験条件として，前報に示

すように，実験模型内に総計 300W の電球を設置

し，昇温開始時は実験模型の周囲温度、模型内温

度を 10℃に維持し，各測定ポイントの温度が昇温

開始から定常状態に達したことを確認後，電球の

電源を切断し，模型内温度が周囲温度と同等とな

るまで降温させる。 
2.2 実験模型内の温度推移 

 図-1に昇温時，降温時の実験模型内の温度推移

を示す。昇温開始から約 2 時間後は顕熱域のため

各ケースとも同様の温度推移を示すが、相変化域 
では，Case 2 の温度勾配に変化が見られ，PCM 

表-1 PCM の物性値 2) 

密度

[g/m3]
比熱(顕熱域)
[kJ/(m2･K)]

熱伝導率 
[W/(m･K)] 

熱容量 
(15～35℃降温時)

[kJ/m2] 

潜熱

(15~25℃)
[kJ/kg]

1.0 5.0 0.1～0.3 196 150 
 

表-2 実験ケース 

ケース名 
PCM 施工条件 

貼付位置 貼付面積[m2] 質量[kg] 
Case 1 なし 0 0 
Case 2 床・壁 3 面 10.8(合計) 36.7(合計)

 
（a）昇温時・降温時 

（b）昇温時 （c）降温時 

※グラフ内の相変化域 17℃～23℃はメーカー公表値 
図-1 実験模型内温度推移 

 
の有無により最大で 3℃の温度差となる。相変化

後の昇温開始から 6 時間後には顕熱域のため

Case 1 の温度と同等になる。一方，降温時では降

温開始の初期温度が多少異なるが，降温開始から

約 7 時間後に相変化域となり，昇温時と同様に

Case 2 の温度勾配に変化が見られ，最大で 3℃の

昇温 降温
5
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温度差となる。昇温・降温時の相変化による温度

変動後において，各ケースの温度推移が同等とな

る時間は、特に降温時で 30 時間と長く，相変化に

よる温度緩和効果が大きいと考えられる。 
 
3. PCM 導入効果による検討 

3.1 空間・PCM 蓄熱量の推定 

 図-2に実験模型の室温変動評価モデル，図-3に

PCM 蓄熱量推定のための概念図を示す。相変化

を伴う PCM を対象とした適切な比熱測定法 4)は

現在，確立されていない。PCM 蓄熱量の測定例と

して，熱流センサ等を用いた PCM 表裏面による

熱流の流入出量の差から求める簡易的な計測等が

考えられるが、精度に不明な部分が多く、PCM 蓄

熱量を何等かの方法で評価できることが望ましい。

図-2 に示す単室の室温変動を想定して，図-3 よ

り，PCM の有無による空間内の熱容量を推定で

きれば、得られた熱容量と温度差注 1)から求まる各

蓄熱量の差が PCM 単体の蓄熱量とみなすことが

出来る。そこで，室内温度θi[℃]，室外温度θo[℃]，
室内初期温度θs[℃]，空間熱容量 C[J/K]，室内発

熱 H[W]，熱貫流率 K[W/(m2･K)]，外表面積 S[m2]
と仮定した場合，時間 t[s]における模型内の熱収

支式は式(1)にて表される。式(1)を微分方程式の形

に直し，時刻 t＝0～t[s]における積分を解くと，

式(2)を導出可能で，時刻 t→∞にすると，室内温

度は定常時の最高温度となるため，式(2)より空間

としての熱容量 C を式(3)として大局的に推定可

能である。ただし，Case 2 の顕熱域と相変化域の

おける総合熱貫流率 KS の熱物性は厳密には異な

るが，室温変動を簡略的に把握する上で常時，KS
を同条件として仮定した。 
 
C ∆θ H ∆t KS ∆               (1) 

1            (2) 

log 1 	             (3) 
 
表-3 に空間における熱容量，PCM 蓄熱量の推

定結果を示す。PCM を施工した Case 2 の熱容量

は，Case 1 に対して約 1.5 倍となる。また，各ケ

ースで算出した蓄熱量の差から得られる PCM 単

体の蓄熱量は 2,351kJ で，これはメーカー公表値 

図-2 室温変動モデル 図-3 PCM 蓄熱量概念図
 

表-3 空間の熱容量・PCM 蓄熱量推定結果 
ケース名 空間の熱容量 C[J/K] 蓄熱量 Q[kJ] 
Case 1 203.3 4,342 
Case 2 299.5 6,693 

Case 2-Case 1 
(PCM 蓄熱量) ― 2,351 

 
表-4 PCM と顕熱蓄熱材の導入効果 3） 

建材名 蓄熱量[kJ] 質量[kg] 厚さ[mm] 
PCM 

2,351 
36.7 (1.0) 3.3 (1.0) 

コンクリート 117 (3.2) 4.5 (1.4) 
石膏ボード 114 (3.1) 17 (5.2) 

※表中の()内は、PCM を基準とした場合の各建材との比率を示す。 
 

の熱容量に PCM 施工面積を乗じることで得られ

る蓄熱量 2,117kJ と概ね近い値を示した。 
3.2 PCM と顕熱蓄熱材の比較 

 表 5 に PCM と顕熱蓄熱材の導入効果を示す。

試算方法として，表 3 で示す PCM 単体の蓄熱量

を用いて，各顕熱蓄熱材が必要となる質量，厚さ

を試算した。PCM と同じ蓄熱量を保有するため

に，コンクリートで厚さが約 1.5 倍，石膏ボード

で厚さが約 5.2 倍必要になることが確認された。 
 
4. 結論 

実験模型を用いた暖房時の基礎的実験により，

①PCM 導入前に比べ最大で約 3℃の緩和効果が

ある，②代表的な顕熱蓄熱材より厚みを薄くして

も蓄熱効果が大きい点を確認した。今後は，PCM
蓄熱量の測定方法や評価法，実際の施工方法を考

慮した施工位置等の影響について明らかにする。 
 
謝辞 謝辞は連報(その 1)にまとめて記す。 
注釈 1)各ケースの定常時と実験開始時の温度差を用いた。 
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寒冷地における庁舎建築の環境性能に関する実態調査 
―熱源機運転実績と省エネルギー性の評価― 

○山口拓真（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Investigation on the Environmental Performance of Public Office Building in Cold Area 
Evaluation of Heat Source System Operation and Energy Saving Performance 

Yamaguchi Takuma (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 

 

キーワード：ZEB，寒冷地，庁舎建築，運用実績，省エネルギー 

 

1. はじめに 

国のエネルギー基本計画 1)において「2020 年ま

でに新築公共建築物等で、2030 年までに新築建築

物の平均で ZEB を実現することを目指す」とす

る政策目標が設定された。そこで，寒冷地におけ

る公共建築物の ZEB に向けて検討することは意

義があると考えられる。 

本研究では，2016 年 4 月に竣工した秋田市庁

舎を対象に 2016 年 5 月から 2017 年 12 月までの

期間における熱源運転実績（処理熱量、運転効率），

年間エネルギー消費実績を分析し，寒冷地におけ

る庁舎建築の ZEB の実現可能性について考察し

た。 

 

2. 対象建物の概要 

2.1 建物概要 

写真-1に建物外観，表-1に建物概要を示す。建

物形状はシンプルな矩形の低層建物（地上 7 階、

地下 1 階）で，中央部に設けられたアトリウムが

光や風の通り道として機能することに期待し，建

物全体の環境調整装置になっている。建物は庁舎

としての機能の他に，市民サービスセンターが併

設されており，夜間・休日も利用されている。 

2.2 熱源概要 

表-2に熱源機器構成及び計画原単位を示す。熱

源システムは，メインの熱源として地中熱ヒート

ポンプ（以降、地中熱 HP）と水蓄熱槽を組み合

わせ，深夜電力による蓄熱を行い，昼間もベース

運転するように計画されている。その他，夜間，

中間期等の低負荷対応及び停電時の稼働熱源とし 

 

写真-1 建物外観 

 

表-1 建物概要 

 

 

表-2 熱源機器構成及び計画原単位 

 

 

B-3
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て空気熱源ヒートポンプ（以降、空気熱源 HP），
ピーク負荷対応としてのガス冷温水機から構成さ

れている。 
2.3 計測概要 

秋田市庁舎はビルエネルギー管理システム

(BEMS)によって温度や設備の稼働状況などが監

視されている。熱源の処理熱量や建物の消費電力

量などは BEMS データの約 500 点のデータを用

いて演算され，監視できる状態にある。 

 

3. 熱源運転実績 

3.1 熱源機の処理熱量と消費エネルギー 

図-1 に熱源別処理熱量と外気温を示す。2017
年 4 月にガスの契約量が見直されたことで，ガス

冷温水機から運転効率が高い地中熱 HP と空気熱

源 HP に運転頻度が高められた。図-2に 2016 年

5 月から 12 月までを運用改善前、2017 年 5 月か

ら 12 月までを運用改善後として各熱源機の処理

熱量とエネルギー消費量を示す。運用改善後は運

用改善前と比べて処理熱量が増えているが，地中

熱 HP と空気熱源 HP の利用が増えたことで，二

次エネルギー消費量は 963GJ，一次では 653GJ
削減することができている。 
3.2 運転効率（COP) 

COP（Coefficient Of Performance）は処理熱量

を消費熱量で割った値である。図-3，図-4，図-5

に各熱源の運転効率を示す。地中熱 HP の冷房時

の COP は定格 5.11 以上で運転されているが，暖

房時注 1)は定格 4.3 を下回っている。ガス冷温水機

の冷房時は定格 1.27 に対して、改善前は定格同等，

改善後は定格以上で運転されている。暖房時は定

格 0.88 を下回っている。空気熱源 HP は運転時間

が少ない月では待機電力の割合が高くなることで

COP が著しく低下しているが，改善後は利用が増

えたことで，定格（冷房:7.8，暖房:4.4）を下回っ

ているものの，安定した値で運転されている。 
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図-1 熱源別処理熱量と外気温 図-2 運用改善によるエネルギー消費量の変化 
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4. エネルギー消費実績 

図-6に月別の一次エネルギー消費量，図-7に一

次エネルギー消費割合示す。使用用途の割合は空

調関連（熱源，熱源補機，熱搬送）が全体の 38％
を占めている。また、OA コンセントは 43％と最

も高く，照明が 11％で，他の用途は低い。図-8

に用途別一次エネルギー消費量を示す。一般的な

庁舎 2)を基準に用途別に比較すると，OA コンセ

ントによる消費量が非常に多いことが分かる。照

明は設備の高効率化の他にアトリウム部での自然

採光によって，空気搬送は床染み出し空調方式の

導入によってエネルギー消費量が削減されている

と考えられる。一方、熱源は他の用途と比べて，

基準値に対して大幅には削減されていない。 
 
5. ZEB評価 

ZEB は，建物のエネルギー消費量を省エネルギ

ーと再生可能エネルギーの利用によって，限りな

くゼロにするというコンセプトを有する。省エネ

ルギー基準よりも 50％以上の削減を「ZEB 
Ready」とし，太陽光発電等の発電量を加えるこ

とで正味 75％以上の削減を「Nearly ZEB」，正味

100％以上の削減を「ZEB」と評価する 3)。図-9

に ZEB 評価をする上での評価基準を示す。 
図-10 にリファレンスケースに対する秋田市庁

舎の ZEB 評価を示す。図-9より，2017 年 1 月か

ら 12 月までを対象として ZEB の評価をする。OA
コンセントによるエネルギー消費量を除いて一般

的な庁舎と比較すると，54.4%の削減，太陽光発

電量を含めると 56.3％の削減となり，ZEB Ready
と評価される。2016 年 5 月から 2017 年 4 月にお

いて，53.1％の削減，太陽光発電量を含めると

55.0％の削減であったことから，5 月から 12 月の

運用改善によって削減率は 1.3 ポイント増えたこ

とが分かった。 
ここで，1 月から 3 月を熱源機運用改善後の場

合を想定する。地中熱 HP と空気熱源 HP の処理

熱量と，各熱源機の COP を同年 12 月の値として

熱源のエネルギー消費量を算出し，熱源補機は 12
月のエネルギー消費量を基準に，熱源の処理熱量

の比をかけて算出した。想定の結果、基準値と比

べると，55.4％の削減，太陽光発電量を含めると

57.3％の削減となり，1 月から 3 月の運用改善に

よって削減率は 1 ポイント増えたことが分かる。 
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図-5 空気熱源ヒートポンプ月別 COP 
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6. まとめ 

本研究では，秋田市庁舎を対象とした長期間に

わたる熱源運転実績や年間エネルギー消費実績を

分析した結果，熱源機の運用改善に伴い，地中熱

HP と空気熱源 HP を優先的に利用することによ

り，エネルギー消費量が削減されたことを確認し

た。運用改善による効果が ZEB 評価に顕著に表

れると予想していたが，HP 利用による電力消費

量の増加が一次換算した際のエネルギー消費量に

反映されるため，ZEB 評価には大きな変化は見ら

れない。 

 今回の調査から，秋田市庁舎は ZEB Ready と

評価されたことは，寒冷地における庁舎建築の

ZEB の実現に可能性が見いだせたといえる。 
 

 

謝辞 

本調査を実施するに当たっては、株式会社日本

設計・星野聡基氏ならびに、秋田市役所・伊藤新

氏を始め関係各位の多大なる協力をいただいた。

また、本研究は、株式会社日本設計、清水建設株

式会社、新菱冷熱工業株式会社より補助を受けて

実施している。ここに記して、深甚なる謝意を表

します。 
 
注 釈 

1) 本研究で取り扱う暖房日は 2016/5/1～6/13、 
2016/10/15/～2017/5/9、2017/10/24～12/31、
冷房日は 2016/6/14～10/14、2017/5/10～
10/23 としてデータを処理した。 

 
参 考 文 献 

1) 経済産業省(2014)「エネルギー基本計画」

http://www.enecho.meti.go.jp/category/other
s/basic_plan/pdf/140411.pdf (2017 年 7 月閲

覧) 
2) 省エネルギーセンター(2009)「オフィスビル

のエネルギー消費の特徴」https://www.eccj.or 
.jp/office_bldg/01.html(2017 年 5 月閲覧) 

3) 経済産業省(2016)「ZEB ロードマップ検討委

員会における ZEB の定義」http://www.enech 
o.meti.go.jp/category/saving_and_new/savin
g/zeb_report/pdf/report_160212_ja.pdf 
(2017 年 4 月閲覧) 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400
0.290.110.170.080.360.570.410.380.812.32 0.004

O
A

2

2

1  1

1

2

 
図-8 用途別一次エネルギー消費量 
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図-10 ZEB 評価 
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建築物の衛生管理に関する調査研究 

－統計データに基づく実態把握－ 

○村岡 篤（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Investigation Study on Sanitary Management of Building 
Analysis based on the Statistical Data 

Muraoka Atushi (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 

 

キーワード：法人土地・建物基本調査，建物物衛生法，衛生管理 

 

1. はじめに 

 建築物衛生法における特定建築物は，特定用途

に利用する延べ面積が 3,000m2 以上の建築物(学
校は 8,000 m2以上)と規定されており，検査や報

告等が義務付けられている。一方，特定建築物に

該当しない中小規模の建築物(以下，中小建築物)
については検査・報告等の努力義務が課せられて

いるのみであるため，衛生管理が適正に維持され

ているかの実態は明らかでない。予てから，法律

に規定されている基準面積を引き下げることが議

論されているが，状況を裏付ける情報が十分に整

備されていない。 
本研究では，特定建築物の範囲拡大を含めた適

切な衛生管理方策の検討に必要な基礎的データを

得るために，2 種類の調査データを用いて，中小

建築物のストックや衛生管理実態について調査し

た結果について報告する。 
 
2. 調査概要 

本研究で扱う調査データは，行政や業界団体が

取得しているデータであり，法人土地・建物基本

調査注 1)，衛生行政報告例に基づく衛生管理実態の

調査注 2)の 2 つである。 
 
3. 法人土地・建物基本調査 

 中小規模の建物ストックを調べるために，法人

建物について用途別の建物件数を調査した。 
3.1 全国の用途別調査 

図-1に全国における用途別法人建物件数を示 
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図-1 用途別の法人建物件数（全国） 
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図-2 用途別の法人建物件数（秋田） 

 

す。事務所の場合，特定建築物に該当する割合は

11.8%，2,000~3,000 m2 未満は 5.7%，店舗の場

合，特定建築物に該当する割合は 12 .5%，

2,000~3,000 m2未満は 6.4%であった。また各用

途における 1,000 m2 未満の建物件数が高い割合 

B-4
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を占める傾向にあったことから，2,000~3,000 m2

未満の中小規模の建物ストックは比較的少ないと

いえる。 
3.2 秋田県の用途別調査 

 都道府県の代表例として，秋田県の用途別法人

建物件数を図-2に示す。事務所の場合，特定建築

物に該当する割合は 4.5%，2,000~3,000 m2未満

は 2.6%，店舗の場合，特定建築物に該当する割合

は 11%，2,000~3,000 m2未満は 6.8%であった。

また秋田県のように人口規模の小さな都道府県で

は総建物件数が比較的少ない傾向が見られた。こ

のことから，2,000~3,000 m2未満の中小規模の建

物ストックは都道府県ごとに差があり，全国的に

見て秋田県の中小規模の建物ストックは少ないと

いえる。 
 

4．衛生行政報告例に基づく衛生管理実態調査 

 本調査では，全国の特定建築物における衛生管

理の状況を調べるため，各衛生検査項目について，

衛生行政報告例に基づく衛生管理実態を調査した。 
4.1 衛生管理項目の適正割合 

 全国における特定建築物の衛生管理実態を図-3

に示す。衛生行政報告例における衛生検査項目の

内，不適割合が最も高い項目は「相対湿度」，次い

で「温度」，「二酸化炭素含有率」であった。これ

らは全て空気環境に対する検査項目に属している

ため，空気環境に対して衛生管理の改善の必要性

が高いといえる。 
4.2 建物用途別の特徴 

 地域別の傾向と同様に各建物用途において「相

対湿度」で不適割合が最も高い。事務所は他の用

途と異なり，「二酸化炭素含有率」の不適割合が

「温度」を上回っている。空調設備による適正な

温度管理に対して，室内の換気が十分でない実態

が窺える。その他，各建物用途間の傾向に大きな

差異は見られない。 
 

5．まとめ 

 本研究により，以下のことが明らかとなった。

① 中 小 建 築 物 の ス ト ッ ク 割 合 を 示 し ，

2,000~3,000 m2 未満の建物を特定建築物として

加えた場合，現状の 1.5 倍程度の件数に収まる。

②不適割合が最も高い項目は相対湿度で，検査項

目の中でも空気環境に関連する項目の割合が高い。 
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図-3 特定建築物の衛生管理実態（全国） 

 

 

注釈 

1) 国土交通省が法人土地基本調査の付帯調査と

して，法人の建物の現況に関する事項を平成 10
年より 5 年毎に調査している。政府統計では延べ

面積の区分が限定されているため，本研究では，

平成 25 年における法人土地・建物基本調査のオ

リジナルデータ(全国 42 万件の建物に関する情

報)の提供を受けた。 
2) e-Stat 政府統計の総合窓口に掲載された平成

25 年度衛生行政報告。 
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学校トイレの改修への LCP 対応型節水トイレシステム適用に関する研究 

その 1 常時・非常時仕様における課題点とシステム提案 

○大塲 涼太（関東学院大学），大塚 雅之（関東学院大学），亘理 咲綺（関東学院大学）, 

呉 光正（関東学院大学） 

Study on the Application of the Water Saving Toilet System 
for LCP (Life Continuity Plan) for School Restroom Repairs 

Part1 Clarification of Issues and Proposal for a Usage System 
for both Nomal and Emergency Conditions 

Ryota Oba (Kanto Gakuin University), Masayuki Otsuka (Kanto Gakuin University), 
Saki Watari (Kanto Gakuin University), Guangzheng Wu (Kanto Gakuin University) 

 

キーワード：BCP・LCP，トイレ改修，節水トイレ 
 

はじめに 

 現在、日本における小・中学校の既存トイレは

和式便器が全体の過半数を超える約57％を占め1）、

震災時などの避難所として利用する場合、和式便

器では、衛生面の問題や高齢者、障害者が使用に

際して負担が大きい。よって、最近の動向である

節水化の促進とともに、バリアフリーの観点から

も老朽化したトイレの改修を行う必要がある。一

方、東日本大震災の際には長期に渡る上下水道や

電気などのライフラインの途絶により避難所の水

洗トイレが使用不可となり2)、災害時でも生活に

支障なく使用可能なトイレの開発と普及が必要と

されている。 

 そのような背景のもと、既存のトイレを常時・

非常時にも兼用できる LCP対応のトイレシステム

へ改修する提案を行うために、初報では本システ

ムにおける課題点を明確にする。また、改善提案

を行い、それを用いた単独排水実験による排水性

能評価を行った結果について報告する。 

1.実験概要 

1.1配管形状決定のための予備実験 

(1)供試排水システム 

図 1に 3-4階建規模の建物に設置するトイレを

想定した供試排水立て管システム、図 2に供試排

水横枝管システム平面図を示す。本システムは供

試大便器を器具排水管の管芯より 1000[mm]間隔

で並列に 5台連立させて設置したものである。管

径及びこう配を図１、図 2の図中に示す。また、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器具排水管は流入角 45°で排水横枝管に接続す

る(図 3参照)。 

図 1 供試排水立て管システム系統図想定 

(学校トイレを想定) 

ⅰ 

ⅱ 

図 2 供試排水横枝管システム平面図(3階) 

ⅱ 

ⅰ 

B-5
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(2) 供試大便器 

 実験にはフラッパー弁の開閉により排水する機

構を持つ簡易水洗トイレを用いる(図 4参照)。こ

の大便器は洗浄水量を選択でき、非常時には便鉢

内に洗浄水 1.0Lのみを投入して使用し、常時には

同様に便鉢内に 1.0L、ロータンク内に任意の水量

を貯留し使用できる。図 5、表 1 にその合計洗浄

水量 1.0L、5.0L、6.0L 時の器具排水特性を示す。 

(3)予備実験 

実験の導入にあたり、非常時使用を想定した

1.0L連続排水を単独排水実験にて行う。極小な洗

浄水量であるため、汚物が排水横枝管内に停滞す

ることが懸念される。よって、最上流大便器の便

鉢内に搬送水(便鉢内満水容量:9.0[L/回]×3

回：合計 27L)を溜め、排水横枝管内での搬送を助

長させる。また、搬送水投入によって排水横枝管

内完全搬送可能な汚物堆積限界量を把握する。 

予備実験を通し、システムの課題点を明確化す

る。実験には表2に示す供試代用汚物Dを用いた。 

1.2同一階(3階)単独排水実験 

 本実験は、通常使用(洗浄水量:5.0L-6.0L)と非

常時使用(洗浄水量:1.0L)の双方を想定した排水

実験により、本システムの実用化に向けた排水性

能評価を行う。 

(1)供試排水システム 

2.2 より明らかになった問題点解決のため、3-

①(最上流)大便器から掃除口までの排水横枝管の

長さを 1000mm から 500mm に、供試排水トラップ

(Ht-1)と排水横枝管が合流する Y継手の角度 45°

に傾け、再度実験を行う。 

(2)通常時使用(洗浄水量 5.0L～6.0L)実験 

3 階最上流大便器(3-①)より供試代用汚物 D を

投入し、15秒間浸した後に排水を行う。排水横枝

管内に汚物が停滞した場合は、最上流大便器の器

具排水管の管心から停滞汚物の最後尾までの距離

を測定する。また、清水で排水横枝管内を繰り返

し洗浄した後に次の排水を行うものとする。 

(3)非常時使用(洗浄水量 1.0L)実験 

1.1-(3)と同様の実験方法にて 3 階最上流大便

器より連続排水を行い、排水性能及び排水横枝管

内への供試代用汚物限界堆積量の把握を行う。 

1.3 測定項目及び判定基準 

測定項目は、供試排水トラップ付近の管内圧力

変動(図 1の P4、P8)のシステム最大値 Psmaxと最 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小値 Psmin、供試代用汚物の搬送距離、供試排水 

トラップ(図 1の Ht-1、Ht-2)の封水損失の 4つと 

する。これらの値は SHASE-S2183)に準拠し、以下

の判定基準より判断する。 

① 管内圧力は、±400[Pa]以内とする。 

② 封水損失は、供試排水トラップ封水深の 1/2 

以内とする。 

2.実験結果及び考察 

2.1配管形状決定のための予備実験 

 図6に総洗浄水量1.0Lでの繰り返し排水時の汚

物停滞状況の変化を、図 7に搬送水投入時の供試

排水トラップ付近の管内圧力比較を示す。連続排

水回数 30 回までは排水横枝管内に停滞した供試

代用汚物を搬送水 9.0L×3 回(合計 27L)のみで完

全搬送した。しかし、連続排水回数 35回時には搬

送水投入時に供試代用汚物が排水横枝管内に詰ま

ロータンク 

便鉢 

排水横枝管 器具排水管 

図 4 フラッパー弁 
 

溜水 

フラッパー弁 

器具排水管 

ロータンク 

便鉢 

器具排水管 

図 3 側面図 

フラッパー弁 

溜水 

図 4 断面図 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

0.5

1

1.5

10 20 30 40

排
水
量

[
L
]

排
水
流
量

[
L
/
s
]

時間[sec]

洗浄タンク排水溜水排水

5.0L:排水量1.0L:排水流量

6.0L:排水量

1.0L:排水量

5.0L:排水流量
6.0L:排水流量

図 5 器具排水特性 

器具排水 流量 排水所要 時間 排水時間 器具平均 排水流量 最大器具排水流量
W[L] T[s] td[s] qd[L/s] qmax[L/s]

1.0L 1.0 60.0 0.1 5.98 0.80
2.0L 2.0 60.0 3.4 0.35 0.81
3.0L 3.0 60.0 5.6 0.32 0.83
4.0L 4.0 60.0 7.5 0.32 0.82
5.0L 4.7 60.0 7.8 0.36 0.85
6.0L 6.1 60.0 9.1 0.40 0.86

※1:1.0L 排水時は便鉢内のみに投入した洗浄水量の、その他は便鉢内とロータンク内
に投入した合計洗浄水量の排水特性値を示す。 

表 1 器具排水特性 

種類 供試代用汚物 供試代用汚物概要 定義

D※2 平置き型トイレットペーパー
1m×6枚(シングル仕様)

ベターリビング※3基準の負荷条件を
1.7倍でより厳しくした負荷条件を採用

表 2 供試代用汚物 

※2川口俊哉 他:節水型連立トイレシステムの排水特性と搬送性能に関する研究 
その 1.単独排水時の性能評価,日本建築学会学術講演会,(2017.9) 

※3(一財)ベターリビング,BLE WC:2013 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――
2018.3.9 (東北文化学園大学)

- 78 -



 

り、それを取り除くため 9.0L×6 回(合計 54L)を

要した。またその際に管内が判定基準値である

400Paを大きく超える約 1600Paが生じ(図 7参照)、

3 階供試排水トラップ(Ht-1)が跳ね出し現象によ

り破封した。図 6の掃除口付近に注目すると、便

鉢より排出された供試代用汚物が上流側へ逆流し

ている様子がわかる。これは排水時に器具排水管

と排水横枝管の合流部(LT 継手)にて生じる逆流

や抵抗よるものだと考えられる。 

また、連続排水回数を 20 回～35 回にした際に

供試排水トラップ合流横枝管内への供試代用汚物

の逆流や供試代用汚物の上流部への逆流、搬送水

投入時にループ通気管への水の侵入等が確認され

た。管内圧力、供試代用汚物搬送距離、供試排水

トラップへの影響を考慮すると、本システムを安

全に使用するに連続排水回数10回に対して1回の

搬送水の投入が必要であると考えられる。 

2.2本システムにおける問題点 

 2.1 より、図 8 に示す①掃除口付近の供試代用

汚物の逆流、②ループ通気管の立ち上げ部への水

の侵入、③排水横枝管内の供試代用汚物の詰まり、

④供試排水トラップの破封、⑤Y 継手部から供試

排水トラップ側への供試代用汚物の逆流等の課題

点がわかった。これらの改善には汚物の排出性能

を向上させる必要があるため、掃除口付近と供試

排水トラップ合流部の 2箇所の配管形状を変更し

た。配管形状を図 9に示す。 

2.3同一階(3階)単独排水実験 

(1)通常時用(洗浄水量 5.0L～6.0L)実験 

 図 10に通常使用となる 5.0L、6.0L 排水実験時

の搬送距離の頻度分布を示す。同図より、一回の

洗浄で排水横枝管内に停滞することなく、完全搬

送できる頻度は、洗浄水量 5.0L 時は 40％、洗浄

水量 6.0L 時は 60％であり、6.0L であれば 4ｍ以

上の搬送性能は 70％程度確保できることがわか

った。しかし、通常の連続使用となる 5.0L、6.0L

排水では汚物が一旦は停滞しても後追いの排水に

よる完全搬送が想定できる。しかし、両水量にお

いて上流側に停滞するケースがみられ、その理由

は、継手部の形状が LT継手のため排水の逆流や抵

抗が大きく、汚物がそこで停滞することによるも

のと推察する。また、図 11に洗浄水量別管内圧力

比較を示すように、-33Pa～49Pa で判定基準値の

±400Pa以内におさまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ Ⅱ 

1000mm 
500mm 

ⅰ(図 1、図 2中) 掃除口付近 

Ⅰ：立ち上げなし Ⅱ：Y継手部立ち上げ 

ⅱ(図 1、図 2中) 供試排水トラップ付近 

Ⅰ: 改善前

Ⅱ: 改善後

図 9 配管形状の変更 

図 6 汚物停滞状況 
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図 8 本システムにおける問題点 

図 7 管内圧力比較図 
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(2)非常時使用(洗浄水量 1.0L)実験 

 図 12に総洗浄水量 1.0Lでの繰り返し排水時の

汚物停滞状況の変化を示す。これより、排水回数

が増えるにつれ、汚物は排水横枝管内に広く停滞

し、最先端、中心位置は下流側へ押し流されて移

動する。その際の管内圧力を図 13に示す。これよ

り停滞しても-367Pa～134Pa で±400Pa の範囲に

収まり、排水トラップの破封は生じない。 

(3)非常時使用の使用水量削減効果 

 2.3-(2)より、排水横枝管内での停滞限界を 30

回の連続排水までと見なし、その後、搬送水とし

て(9.0[L/回]×3回：合計 27L)を投入した。図 14

にその時の総使用水量を 2.1-(1)の通常使用時と

比較し示す。通常使用ならば 150L(5.0L/回×30

回)～180L(6.0L/回×30回)を必要とするが、非常

時では 30L(1.0L/回×30 回)に搬送水 27L を加え

ても総使用水量は 57Lであった。安全を考慮して

搬送水を 2セット分(9.0[L/回]×6 回：合計 54L)

投入したとしても 84L で、通常使用の 33%～56％

の水量で搬送が可能である。また、搬送水は一気

に排水されるので、管内圧力は図 13に示す-400Pa

を超え-469Paに達することもあるが、供試排水ト

ラップの破封に至る圧力ではないことやフラッパ

ー弁を使用するので一般大便器の水封式トラップ

に比べ支障をきたさないものと考える。 

3.まとめ 

 学校トイレの改修に際に適用する常時・非常時

兼用の簡易水洗トイレシステムを提案し、その性

能評価と今後の課題点を検討した。その結果、排

水横枝管と器具排水管の接続継手 LT 継手とした

場合において、非常時には通常使用の洗浄水量

32%～56％で汚物が排出でき管内圧力への影響も

SHASE-S218 基準値以内に概ねおさまる。 
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図 1 供試排水管システム 

学校トイレの改修への LCP 対応型節水トイレシステムの適用に関する研究 

その 2 提案システムによる同一階及び多層階での合流排水 

○亘理咲綺（関東学院大学），大塚雅之（関東学院大学），大塲涼太（関東学院大学）， 

呉光正（関東学院大学） 

Study on the Application of the Water Saving Toilet System 
for LCP (Life Continuity Plan) for School Restroom Repairs 

Part2 Combined Drainage on Same Floor and Multilayered Floors by a Proposed System 
Saki Watari (Kanto Gakuin University), Masayuki Otsuka (Kanto Gakuin University),  

Ryota Oba (Kanto Gakuin University), Guangzheng Wu (Kanto Gakuin University) 
 

キーワード：BCP・LCP, トイレ改修, 節水トイレ 
 

はじめに 

 前報 1)では、先ず当該システムを導入する際の

配管上の課題点の抽出し、把握した課題点を改善

したシステム(以下、改善システム)の提案を行っ

た。さらに、同一階における単独排水による排水

性能や搬送性能について検討を行い、より性能向

上に繋がる配管上の工夫についても検討を行った。

本報では、改善システムを用いて同一階及び多層

階からの複数器具を用いた合流排水によるシステ

ムへの影響等を同様に把握することを目的とする。 

 

1.実験概要 

1.1 供試排水システム 

 本実験は、図 1に示す供試大便器を設置した供

試排水横枝管を排水立て管に設置したシステムを

用いて行う。写真 1のように、供試大便器の器具

排水管は 45°エルボ継手を用いて流入角 45°の

角度をつけた後、LT継手を用いた排水横枝管に接

続する。 

 本実験は、基本的な検討として通常使用を想定

し、洗浄水を 5.0L、6.0Lとした場合と、水の使用

が制限される災害時を想定した洗浄水を 1.0L と

した場合について検討する。合流排水負荷パター

ンは、表 1に示す同一階(3階)及び多層階(2階・3

階)で実施する。実験に使用する供試代用汚物は表

2に示す通常使用より厳しい Dタイプを用いる。 

 実験には前報 1)で述べたように、フラッパー弁

の開閉により排水する機構を持つ供試大便器を用

いる。この供試大便器は洗浄水量をロータンク内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の水量を調整することで、非常時には便鉢内に洗

浄水量 1.0Lのみで使用し、常時では同様に便鉢内

に 1.0L、ロータンク内に任意の水量を貯留し使用

できるものとする。今回は初段階の検討として、

非常時の洗浄水量を 2.0Lとした場合も検討する。 

写真 1 供試排水管システム 
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1.2 常時使用実験(洗浄水量 5.0L、6.0L) 

 供試代用汚物 Dを排水するすべての供試大便器 

に投入し、15秒間浸した後に洗浄を行い、最上流

大便器①と排水横枝管接続部の管芯から、停止し

た供試代用汚物の最後尾までの搬送距離を測定す

る。排水タイミングは、排水パターン毎に最上流

となる大便器の排水後から 1秒ずつタイムラグを

設け、順次排水する。また、多層階合流排水では、

2階は 3階の最上流大便器の排水 3秒後から順次 1

秒ずつのタイムラグを設け、管内圧力(負圧または

正圧)が最大に達する最も厳しい条件で排水を行

う。なお、供試代用汚物が排水管内に停滞した場

合は清水で管内を完全に洗浄後、停滞のない状態

で次の排水を行うものとする。 

1.3 非常時使用実験(洗浄水量 1.0L) 

 本実験は前述 1.2と同様のタイムラグで排水を

行う。なお、本実験における搬送距離は、堆積し

た供試代用汚物の最後尾だけでなく、最先端も測

定する。 

 合流排水負荷パターンは表 1に示すとおり、同

一階(3階)、多層階(2階・3階)による合流に区分

する。各階の排水横枝管における供試代用汚物の

堆積量の上限値は、前報 1)より 30回であると把握 

しているため、同表に示すとおり、これに向けて

10 回・20 回・30 回まで増やすとともに排水箇所

数により、その排水回数を分割して一箇所分の排

水回数を設定し実施した。なお、全排水の終了後、

各階の最上流大便器から搬送水(9.0[L/回]×3;

合計 27L)を投入し、排水管内より完全に排出させ

る。 

 なお、本実験では同一階合流実験の結果のみを

示す。 

1.4 非常時の洗浄水量改善実験(洗浄水量 2.0L) 

 本実験は、非常時想定の洗浄水量を 1.0L から

2.0Lへとさらに増水し、3階に設置した最上流の

供試大便器 3-①からの単独排水を行う。なお、検

討は供試代用汚物堆積量 10回(連続 10回排水)の

みとする。 

1.5測定項目及び判定条件 

 測定項目は、供試排水トラップ付近の管内圧力 

P4、P8(図 1)の最大値と最小値を比較し、最高値

となる①システム最大値 Psmax と最小値 Pamin、

②供試排水トラップ(図 1:Ht-1、Ht-2)の封水損失、

③供試代用汚物の搬送距離、④排水横主管水位の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4つとする。この①、②は SHASE-S2182)に準拠し、

以下の(1)、(2)の判定基準より判断する。 

(1)管内圧力は、±400[Pa]以内とする。 

(2)封水損失は、供試排水トラップ封水深の 1/2

以内とする。 

また、③は常時使用実験では各排水時の供試代

用汚物の最後尾、非常時使用実験では各排水後に

排水管内に停滞している汚物の最後尾と最先端の

距離を随時測定するとともに、閉塞状態も目視で
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表 1 合流排水負荷パターン 

① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ④ ⑤ 計10回 計20回 計30回

No.1 〇 〇 2×5 2×10 2×15

No.2 〇 〇 〃 〃 〃
No.3 〇 〇 〇 3×4 3×7 3×10
No.4 〇 〇 〇 〇 4×3 4×5 4×8
No.5 〇 〇 〇 〇 〇 5×2 5×4 5×6

No.6 〇 〇 〇 〇

No.7 〇 〇 〇 〇
No.8 〇 〇 〇 〇 〇 〇
No.9 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
No.10 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

同
一
階

多
層
階

排水
パターン

非常時使用実験(洗浄水量1.0L)

大便器数×排水回数

各階毎の排水横枝管内　合計
供試代用汚物　堆積量 [回]

供試大便器

2階3階

表 2 供試代用汚物 
分類 供試代用汚物 供試代用汚物概要 定義

D
平置き型トイレットペーパー

1m×6枚(シングル仕様)
ベターリビング基準の負荷条件を1.7
倍でより厳しくした負荷条件を採用
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図 2 搬送距離の頻度分布(同一階合流排水) 
(2) 洗浄水量 6.0L 
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確認する。④は排水横主管に設置した水位 H3で計

測し、閉塞状態もチェックする。 

 

2.実験結果及び考察 

2.1常時使用実験(洗浄水量 5.0L、6.0L) 

(1)同一階合流実験 

 図 2に洗浄水量 5.0L、6.0L排水時の搬送距離の

頻度分布を示す。同図より、全排水パターンの完

全搬送された合計回数より、搬送性能は洗浄水量

6.0Lのほうが若干ではあるが、最上流の排水位置

から近い距離への停滞頻度も少なくなったが、全

体的に顕著な差はなかった。しかし、バラつきは

あるものの、どの排水パターンにおいてもバック

フローの影響を受けていた。また、図 3に示すよ

うに、排水横主管の供試代用汚物を含む排水の水

位(H3)は 22～38[mm]程度となり、管内を閉塞する

ことなく搬送に必要な水位は十分確保されており、

閉塞させるような停滞はなかった。よって、排水

横主管へ排出された供試代用汚物は完全搬送でき

ることがわかった。 

 図 4に洗浄水量 5.0L、6.0L排水時の管内圧力を

示す。2階の供試排水トラップ付近で Psmin、Psmax

が測定され、同図より、管内圧力は Psmin -138～

Psmax 39[Pa]となり、判定基準±400[Pa]の 1/3

程度に収まったことがわかる。 

(2)多層階合流実験 

 図 5に洗浄水量 5.0L、6.0L排水時の管内圧力を

示す。概ね 2階の供試排水トラップ付近で Psmin、

Psmaxが測定され、管内圧力は Psmin -40～Psmax 

42[Pa]となり、前述(1)よりも小さくなった。これ

は写真 2 に示すように 3 階からの排水によって 2

階からの排水が流下時に衝突し、抵抗を受けたこ

とで排水立て管内への流下が妨げられ、負圧の発

生が抑えられ、排水立て管継手部の改善も考慮す

る必要がある。 

2.2非常時使用実験(洗浄水量 1.0L) 

(1)同一階合流実験 

 本実験では、供試代用汚物の堆積量 20 回、30

回について述べる。図 6に洗浄水量 1.0Lで堆積量

20 回または 30 回分の連続排水を繰り返した終了

後の供試代用汚物の最後尾と最先端の分布を示す。

同図より、どの排水パターンにおいても供試代用

汚物の堆積量に関係なく、排水横枝管内に広く汚

物が停滞していることがわかる。しかし、排水パ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターンNo.2では下流側2台の供試大便器からの合 

流排水であっても、供試代用汚物の上流側への停

滞がみられた。これは前述 2.1と同様に、バック

フローの影響を受けていると考えられる。 

また、排水パターン No.2において 30回排水時

の供試代用汚物の堆積状態は搬送水 1回目投入後

に排水横枝管下流部(供試大便器 3-④付近)に写

真 3のような詰まりが生じた。この詰まりは搬送

水 2回目の投入によって解消され、完全搬送する

ことができた。どの排水パターンにおいても、連

続排水の途中に供試代用汚物の排水横主管への排

出はあり、排水管内に停滞していた供試代用汚物

は搬送水の投入により、完全に末端の排水ヘッダ

ーまで搬送された。また、搬送水は排水パターン

No.2では計 54L、その他では計 27Lを要した。供

試代用汚物の堆積量 20回では合計必要水量が 47L

となり、洗浄水量 5.0Lで 20回排水を行う場合(計

100L)と比較すると、1/2程度まで必要水量を削減

することができる。 

 図 7に搬送水投入後の管内圧力を示す。排水パ

ターン No.2の堆積量 30回時は、搬送水投入 2回

目の管内圧力を示した。同図より、30回排水終了

後における排水パターン No.2、No.3の管内圧力は

図 4 管内圧力(同一階合流排水) 
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写真 2 2階排水立て管合流部 
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Psminが-438～-845[Pa]、Psmaxは 528[Pa]となり、

判定基準±400[Pa]を超えた。排水パターン No.2

では 2回目の搬送水を投入した際に 2階の供試排

水トラップが跳ね出し現象によって破封した。こ

れは、排水横枝管内に詰まっていた供試代用汚物

を含む多量の排水が一気に排水立て管へ排出され

たことが原因であると考えられる。また、排水パ

ターン No.3では破封しなかったため、供試排水ト

ラップへの影響は少なく、支障なく使用できると

考えられる。 

 以上より、排水横枝管の閉塞には注意が必要で

あり、この閉塞によってループ通気管の効果がな

いと言える。よって、非常時も安全に使用するた

めには、現状では排水横枝管内に堆積させて使用

する供試代用汚物の量は 20 回が限界であると考

えられる。 

2.3 非常時の洗浄水量改善実験(洗浄水量 2.0L) 

 以上の改善策として、図 8に示すように洗浄水

量を 2.0L に増やし、10 回の排水を行った場合の

排水管内の停滞状況を示す。同図より、最上流 3-

①からの単独排水であっても洗浄水量 2.0L で繰

り返し排水を行うことで、排水横枝管に停滞した

供試代用汚物が玉突き状態となって排水横主管へ

排出されると推察される。よって、若干の洗浄水

量の増量を考えることでスムーズに搬送ができる。 
 また、排水横枝管及び排水横主管から供試代用

汚物を完全に排出するために 18Lの搬送水を要し

た。 
 

3.まとめ 

 同一階及び多層階合流排水実験を行った結果、

常時使用では大きなトラブルは発生せず、使用す

ることができると考えられる。非常時使用では供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試代用汚物の堆積量は 20回を上限とし、搬送水を

投入することで使用することが可能であると考え

られる。また、今後は継手形状の影響によるバッ

クフローを改善するために排水横枝管に接続する

ための継手を TY継手に変更する。さらに、非常時

使用の洗浄水量を 1.0Lのみでなく、2.0L、3.0L、

4.0Lと順次変更し、繰り返し排水の回数に上限を

設定せずに検討を行い、総使用水量の把握と削減

効果、排水管システムへの影響を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) TY継手 

写真 4 継手形状 

(1) LT継手 
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写真 3 搬送水 1回目投入後(大便器 3-④) 

図 8 排水管内の停滞状況 
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業務用連立節水形トイレへの樹脂製特殊継手排水システム適用の可能性 
その 2 合流式排水及び代用汚物混入での検討 

○久我 優希（関東学院大学），大塚 雅之（関東学院大学），川口 俊哉（㈱久米設計）， 
本郷 智大（山形県立産業技術短期大学校），杉本 遼太（㈱日本設計）， 

 
Possibility of an Application of a Single-Stack System with a Special Fitting Resin Joint  

Connecting a Commercial Combined Water Saving Toilet 
: Part2 Study of a Combined Drainage System Including Waste Substitute  

Yuki KUGA (Kanto-Gakuin University), Masayuki OTSUKA (Kanto-Gakuin University),  
Toshiya KAWAGUCHI (KUME SEKKEI Co., Ltd.), Norihiro HONGO (Yamagata College of Industry and 

Technology), Ryota SUGIMOTO (NIHON SEKKEI Inc.) 
 

キーワード：排水立て管システム，特殊継手，業務用建物 
 

1. はじめに 

 現在、業務用連立大便器が接続される排水立て

管システムは、ループ通気方式が採用されている

が、筆者らは、昨今普及している洗浄水量 6.5[L]

以下の節水Ⅱ形の節水形大便器が、排水立て管シ

ステムの排水能力に及ぼす影響は、従来形に比べ

小さいこと 1)また、排水横枝管上でみると、5 台

程度の連立節水形大便器であれば、ループ通気管

の削減が期待できること 2)を報告してきた。以上

のことから、集合住宅等で採用される特殊継手排

水システムの業務用途への適用の可能性がある。 

前報 3)では、業務用途に樹脂製特殊継手排水シ

ステムを提案し、SHASE-S 218 による定流量排水

実験、3 台連立大便器の清水排水による器具排水

負荷実験から、当該排水システムの排水能力と連

立節水形大便器が与える影響を把握した。 

 本報では、より実排水に近い負荷として、連立

大便器による代用汚物混入排水の影響、複数の排

水横枝管接続口より、汚水、雑排水が合流した場

合の影響について検討することを目的とする。 

2. 実験概要 

2.1 連立大便器による代用汚物混入排水実験 

 図 1に示す排水立て管システムの 8,7階に設置

した供試排水横枝管システム（図 2）より、代用

汚物を含む排水負荷を与える。排水は 8階最上流

大便器から 1台ずつ増やし、最大 6台の合流排水

を行う。また、比較対象として JIS-DT継手を用い

た伸頂通気方式（従来継手）で同様の実験を行う。 

2.2 汚水系統と雑排水系統の合流排水負荷実験 

 8,7 階の特殊継手に、供試排水横枝管システム

とは別の排水横枝管を接続し、洗面器等の雑排水

を想定した定流量排水と連立大便器による器具排

水の合流排水を表 1の排水パターンで行う。 

2.3 供試代用汚物 

 供試代用汚物は、1[m]のシングルペーパーを 4

つ折りし、6枚重ねたもの（タイプ D）とする 2)。 

2.4 測定項目及び判定基準 

 測定項目は、管内圧力変動を各階横枝管及び伸

頂通気管に設置した小型半導体型圧力センサより

測定し、その最大値（Pmax）、平均値（Pave）、最

小値（Pmin）を各階ごと求める。判定基準は

SHASE-S 218 より、排水立て管システム全体にお

ける管内圧力変動のシステム最大値（Psmax）、シ

ステム最小値（Psmin）が±400[Pa]以内とする。 

3. 実験結果及び考察 

3.1 連立大便器による代用汚物混入排水実験 

 図 3にΣqd’5.4[L/s]（6台排水）排水時の圧

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8

8階 0.5 1 1.5 2 0.5 1 1.5 2

7階 0.5 1 1.5 2

8階 ● ● ● ● ● ● ● ●

7階 ● ● ● ●

雑
排
水

汚
水

排水パターン
排水階排水系統

連立大便器
3台合流排水

定流量排水
[L/s]※2 

図 2 供試排水横枝管システム 
立面図(8,7階設置) 図 1 排水立て管システム 

表 1 合流排水負荷実験 排水パターン 

※2 洗面器平均排水流量 0.3[L/s]（≒0.5L/s）、掃除流し平均排水流量 1.0[L/s]を参考 

※1 

※1 単独排水時器具排水特性（排水横枝管 1m接続） 

・器具排水流量 w      :6.00[L/s] 
・排水横枝管接続平均排水時間 td’  :4.00[s] 
・排水横枝管接続器具平均排水流量 qd’ :0.91[L/s] 
・排水横枝管接続最大器具排水流量 qmax :1.19[L/s] 
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力分布図示す。清水排水時と比べて大きな増加は

なく、Pminが-100[Pa]程度、Pmaxが 110[Pa]程度

となる。図 4に器具数ごとの Psmax、Psminの比較

を示す。Psmax をみると比較対象の従来継手と大

きな差はない。Psmin は、従来継手では、Σ

qd’1.8[L/s]（2 台排水）で、判定値の-400[Pa]

程度の圧力が生じるが、特殊継手では、6 台でも

-107[Pa]程度となり、判定基準値の 30％以内にお

さまり、汚物混入の影響は少ない。 

3.2 汚水系統と雑排水系統の合流排水負荷実験 

 図 5に合計 6台の器具排水と合計 1.0[L/s]の雑

排水を 8,7階から与えた場合（N0.5）の圧力分布

示す。清水排水時で Pmaxが 50[Pa]程度、Pminが

-130[Pa]程度、代用汚物混入排水時で Pmax が

100[Pa]程度、Pmin が-190[Pa]程度となり、判定

値の 50％以内におさまる。図 6に各排水パターン

での Psmax、Psminの比較を示す。洗面器を想定し

た 0.5[L/s]の雑排水が、上階 1層から合流した場

合（N0.1）、清水排水時で Psmax が 35[Pa]程度、

Psmin が-40[Pa]程度、代用汚物混入排水時で

Psmaxが 80[Pa]程度、Psminが-70[Pa]程度となり、

上階 2層からの場合（N0.5）でも、清水排水時で

Psmax が 60[Pa]程度、Psmin が-130[Pa]程度、代

用汚物混入排水時で Psmaxが 100[Pa]程度、Psmin

が-200[Pa]程度におさまる。さらに、雑排水流量

を増加させた場合、No.7の代用汚物混入時、No.8

の代用汚物混入時、清水時に判定値を超えた。 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 汚水と雑排水合流排水時の Psmax、Psminの比較 
                     
4. まとめ 

 当該排水システムに同時使用率 25％程度※4 の

節水形大便器による代用汚物混入排水を加えても

十分許容できる。また、汚水とは異なる接続口か

ら、雑排水（洗面器程度）を加えても、当該排水

システムは適応できる。これは、業務用建物にお

ける汚水系統と雑排水系統を、通気立て管・ルー

プ通気管を必要としない、1 つの排水立て管シス

テムに集約することが可能であるといえる。 
参 考 文 献 
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圧力分布（排水パターン No.5） 

 

 

※4 想定する建物の大便器設置数：3[台/F]×8[F]＝24[台] 
本実験での許容大便器個数：    6[台] 
同時使用率：   6[台]/24[台]＝25[％] 

 

※3 Σqd’は、図 2 
単独排水時qd’値の 

合算値とする。 

※3 
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ワイヤにより補強された吊り支持機器の制振補強 

その２ 振れ止め補強方法および防振ハンガー位置による耐震性能評価 

○品田直也（新日本空調㈱），木村 崇（新日本空調㈱），田村 稔（新日本空調㈱） 

Damping Reinforcement of Equipment with Wire） 

Part2 Seismic Performance Evaluation by Reinforcement Method and Position of Vibration 
proof Hanger 

 
Naoya Shinada (Shin Nippon Air Techinologies Co.), Takashi Kimura (Shin Nippon Air 

Techinologies Co.), Minoru Tamura (Shin Nippon Air Techinologies Co.) 
 

キーワード：吊り支持機器，耐震補強，制振補強 
 

はじめに 

本研究では吊り支持機器のワイヤを用いた振

れ止め補強方法について検討を行っており、前報
１）ではワイヤを用いた振れ止め補強の施工方法お

よび制振効果を報告した。またこれまでに吊長さ

が長く耐震指針に沿って振れ止め補強が行えな

い場合、全ねじボルトを用いた振れ止め補強およ

びワイヤを用いた振れ止め補強を組合せた 2 段の

補強における耐震性能評価を行っている 2）。 

本稿は、防振吊りにおいて吊り支持機器の吊り

ボルト中間部にダクト・配管や 2 重天井の天井な

どの障害物が存在し、耐震指針に沿った 1 段の振

れ止め補強が出来ず、障害物の上下で 2 段の振れ

止め補強を行った場合、防振ハンガーの位置およ

び補強方法により、機器変位および障害物がある

ことを想定した吊りボルト中間位置の変位、機器

加速度を抑制する方法を検討した。 

 
1. 実験概要 

実験は新日本空調㈱技術開発研究所内の鉄骨架

台に設置したアクチュエータを用い、水平 1 軸方

向（X 軸）への加振による評価を行った。使用し

た装置および機器、計測機器を表-1に示す。アク

チュエータ稼働部に鋼材を介してアルミ板（8mm
厚）を設置し、アルミ板から機器を吊りボルト

（W3/8）によって支持した。加速度はアクチュエ

ータ稼働部に取り付けた鋼材で水平方向（X 軸）、

吊り機器で水平（X 軸）および垂直（Z 軸）方向

を加速度計で測定し、変位は加速度計設置箇所お

よび障害物を想定した吊りボルト中間位置（吊元

より 900mm）にレーザー変位計を照射し、水平

方向（X 軸）の変位を計測した。機器はビル用マ

ルチエアコン室内機天井埋込ダクト形を用い、吊

りボルトへの補強金具は、全ねじボルトを用いた

耐震補強金具（写真-1）、およびワイヤを用いた制

振補強金具（写真-2）を用いた。 

2. 実験条件 

実験条件を表-2に示す。吊長さは 1,450mm と

し、加振方向は室内機の短辺方向とした。防振条

件は防振ハンガーおよび防振ゴムを用い、設置場

 

写真-1 耐震補強金具 

 

写真-2 制振補強金具 

B-8
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――
2018.3.9 (東北文化学園大学)

- 87 -



 

所はスラブ下、吊りボルト中間、機器吊りピース

上とした。加振時に防振ハンガー部にて吊り機器

が浮き上がることを考慮し、防振ハンガー直下に

ダブルナットを設ける条件を追加した。補強条件

は、吊りボルトの中間部分に障害物等がある場合

を想定し、障害物が存在する高さ範囲は振れ止め

補強を行わず、同範囲の上側と下側で全ねじボル

トによる耐震補強方法及びワイヤによる制振補強

方法を用いた 2段の補強とした。図-1に試験No.2
の吊り状況の模式図を示す。 

 

図-1 試験 No.2 吊り状況 

 

加振波条件を図-2に示す。各試験条件の耐震性

能比較のため、加振は周波数が 15Hz から 0.5Hz
まで連続的に変化する Sweep 波（震度 6 強相当）  

表-1 機器・センサ仕様 
機器・センサ 仕様 
鋼製架台 寸法:3m×3m×2.55mH 
アクチュエ

ータ 
型式:SSPA-LXM-A-750-25-750-T1 
最大速度:1250mm/s、 
最大加速度:1.2G 

吊り機器 
（ビル用マ

ルチ室内機

天井埋込型） 

寸法:800mm×550mm×245mmH 
重量:23kg 
吊り寸法: 630mm×588mm 

加速度計 
（吊元） 

型式:AS-2GB 
定格容量:±19.61m/s2、 
過負荷定格:300％ 
測定方向：X 軸 

加速度計 
（機器） 

型式:AS-2TB 
定格容量:±19.61m/s2、 
過負荷定格:300％ 
測定方向：X 軸、Z 軸 

レーザー 
変位計 
（吊元、中

間） 

型式:IL-600 
測定レンジ:200 to 1000 mm、 
精度:±0.25％ of F.S 
測定方向：X 軸 

レーザー変

位計 
（機器） 

型式:IL-2000 
測定レンジ:1000 to 3500 mm 
精度:±0.16％ of F.S 
測定方向：X 軸 

吊りボルト・ 
斜材 

径:W3/8 

補強金具１ メーカー:日栄インテック 
型式:151101010 

補強金具２ メーカー:日栄インテック 
型式:N-290101 

防振ハンガ

ー 
メーカー：TOZEN 
型式：PTH-30S 

防振ゴム メーカー：昭和機工 
型式：TN-1HB，T-GW 

 
表-2 実験条件（各寸法位置は図-1を参照） 

No 
スラブ側（寸法） 中間（寸法） 機器側（寸法） 
防振 補強 防振 補強 防振 

1 
ハンガー 
a=175 

フリー 
全ねじ 
b=600 

なし 
c=275 

全ねじ 
d=350 

なし 
e=50 

2 Wナット 
3 フリー 

ワイヤ 
d=350 

4 Wナット 
5 

なし 
a=50 

全ねじ 
b=710 

ハンガー 
c=290 

フリー 
6 W ナット 

7 

全ねじ 
b=725 

なし 
c=275 

ワイヤ 
d=250 

ハンガー 
e=175 

フリー 

8 
ワイヤ 
d=350 ゴム 

e=50 
9 

全ねじ 
d=350 
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をベースとし、各試験条件に対し 3 回連続で加振

を行った。 

 
図-2 加振条件 

3. 実験結果 

実験結果一覧を表-3、機器相対変位（X 軸）と

機器加速度（X 軸）の相関図を図-3、吊りボルト

中間の相対変位（X 軸）と機器加速度（X 軸）の

相関図を図-4、機器加速度の X 軸と Z 軸の相関図

を図-5に示す。 

試験結果より機器相対変位および吊りボルト中

間相対変位、機器加速度（X 軸）が抑制される試

験条件は No.8（機器相対変位：61.8mm、吊りボ

ルト中間部相対変位：19.9mm）となった。 

防振ハンガーの取付位置について、ワイヤによ

る制振補強を用いた No.3～7 では、スラブ下およ

び中間、機器吊りピースへ変更したが、機器加速

度および変位はほぼ同等であったが、No.6,7 のみ

浮き上がりが発生しなかったため、防振ハンガー

は機器側へ設置する方が浮き上がりを防止する上

で有効である。 
No.8,9 は機器吊りピースへ設置する防振を防

振ハンガーから防振ゴムへ変更した条件であり、

防振ゴムの方が、機器加速度（X 軸、Z 軸）およ

び機器相対変位が抑制される傾向がみられた。そ

の要因として、防振ハンガーから防振ゴムに変更

した場合、下段側でワイヤが補強できる長さ（図

-1寸法 d）が長く、補強範囲が増えたためだと考

えられる。 
上下2段を全ねじボルトで補強したNo.1,2,9で

は機器加速度（X 軸、Z 軸）および機器・中間部

相対変位が大きくなる傾向が見られた。本試験で

は吊りボルト中間部に障害物等を想定した振れ止

め補強が出来ない範囲（図-1 の寸法 c）がある。

また、全ねじボルトで補強した範囲（図-1の寸法

b,d）は剛体に近づくため、図-1の寸法「a+b」お

よび「d+e+機器」の範囲をほぼ一つの剛体と見な

すことができる。そのため、吊長さ寸法 c の振れ

止め補強が無い吊り状態と類似した吊り条件とな

り、加振により共振が発生すると変位が大きくな

ると考えられる。 
No.9 では 1 回目の加振時に補強金具の斜材取

付部において、金具と全ねじボルトのねじ山への

嚙合わせが破損し、金具の噛み合わせの山と全ね

じボルトの山が擦れながら滑ることで、加振時の

揺れのエネルギーを吸収したため、加振の回数を

重ねるごとに変位と加速度が減少する傾向が見ら

表-3 試験結果 

No. 

最大変位（X軸）[mm] 最大加速度(X軸)[m/s2] 備考 

機器 中間 機器 

1 回目 2 回目 3 回目 1 回目 2 回目 3 回目 1 回目 2 回目 3 回目 

1 (59.9) 94.2 95.9 (37.6) 58.1 59.6 (9.0) 9.2 9.6 浮き上がり大 
2 123.9     71.0     23.6   ハンガー破損 
3 72.0 78.3 76.6 27.9 30.6 30.9 6.8 6.9 6.9 浮き上がり小 
4 71.7 74.3 76.6 23.1 23.2 24.2 7.3 7.8 7.8 浮き上がり小 
5 77.2 78.6 72.2 34.5 37.3 33.2 8.0 9.2 8.6 浮き上がり小 
6 71.5 76.0 74.2 35.5 39.1 39.5 7.7 8.8 8.4  
7 77.5 77.7 75.4 20.9 22.8 23.7 7.9 8.6 8.7  
8 61.8 64.2 70.8 19.9 20.7 22.2 7.6 7.5 8.8  
9 106.1 81.7 67.4 63.1 63.5 55.0 39.6 19.1 12.8 補強金具破損 

※No.1 の 1 回目のみ震度 5 弱相当の加振条件 
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れた。（本来の補強方法としては機能していない。） 
No.1～5 は加振時に吊り機器の水平方向の力が

垂直方向へ変換され防振ハンガー部で浮き上がり

が発生した。また、図-5で示す No.2 は Z 軸方向

の加速度が大きく、浮き上がり防止対策として防

振ハンガー直下にダブルナットを施したが、ハン

ガーの防振ゴム設置部の開口部からナットが通過

し浮き上がりが発生（破損）した。（写真-3） 

 

図-3 機器相対変位と機器加速度 

 

図-4 吊りボルト中間部相対変位と機器加速度 

 

図-5 機器加速度（X軸、Z軸） 

 
写真-3 防振ハンガーWナット通過状況 

  
4. まとめ 

吊り機器の吊りボルト中間に障害物が存在し振

れ止め補強が施せない範囲があり、障害物を上下

で挟む形で 2 段の振れ止め補強を行う防振吊り条

件において、以下の知見を得た。 
・上下を全ねじボルトで補強すると防振ハンガ

ー部で浮き上がりや、補強金具が破損（No.9）す

る場合があり、機器加速度および機器相対変位が

大きくなる傾向がある。 
・上段を全ねじボルトによる補強、下段をワイ

ヤによる補強を行った場合、機器加速度および機

器相対変位が抑制される傾向がある。 
・防振ハンガーの位置により機器加速度および

機器相対変位はほぼ同等であったが、機器側へ防

振ハンガーを設置した場合は浮き上がりが発生し

ない傾向がある。 
・防振ハンガーと防振ゴムでは、防振ゴムの方

が補強を行える範囲が増えるため、機器加速度お

よび機器相対変位が抑制される。 
以上により、本吊り条件において上段を全ねじ

ボルトによる耐震補強、下段をワイヤによる制震

補強、防振を機器吊りピース側へ設置する条件が

機器加速度及び変位、浮き上がりを抑制する上で

有効である。 
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避難所におけるアースバッグハウス利用の可能性 

〇渡部聡美（宮城教育大学），菅原正則（宮城教育大学） 

Potentials of an Earthbag House for the Use at an Evacuation Place 

Watanabe Satomi (Miyagi University of Education), 
Sugawara Masanori (Miyagi University of Education) 

 
キーワード：アースバッグハウス，土嚢，避難所，防災教育，組積造 

 

はじめに 

 アースバッグとは土嚢のことであり、それを積

み上げて製作する工法（アースバッグ工法）によ

る家を「アースバッグハウス」と呼ぶ１）。イラン

の建築家ナダー・カリリ氏が古代中東建築から、

土や粘土、日干しレンガで作る古代建築adobeと、

今日の建築技術を組み合わせたアースバッグ工法

を考案し、1984 年に確立した。1991 年にカリリ

氏によってアメリカのカルフォルニア州にカルア

ース研究所が設立され、そこでは本格的なワーク

ショップが開催されている２）。日本でも、本場で

学んだ日本アースバッグ協会の職員がワークショ

ップを開催してアースバッグビルダーの育成を行

なっている。アースバッグ工法はどこにでもある

土を袋に入れて積み上げる簡便性があるため、世

界中のどの土地でも製作することが可能といえる。

もともとは、戦闘地において必ず用いられる有刺

鉄線と土嚢袋で、避難民自らつくることができる

家として、生み出されたものである。 

日本においては戦闘地こそないが、自然災害は

頻発しており、いつ避難所生活が始まってもおか

しくない。しかし、避難所では、プライバシーや

生活環境など解決すべき問題が多い。特にトイレ

不足や環境の悪さは深刻である。東日本大震災で

は、発災当初は寒さが厳しく、屋外に設置された

災害用トイレの使用が困難であった。さらに、組

立トイレとセットで使うテントは、備蓄や持ち運

びが容易であるが、屋外に設置したとき強風によ

り転倒する例が多数生じた３）。またテントは、膜

１枚で仕切られているため、使用中の音が外に聞

こえたり、安心感がないことも懸念される。そこ

で、断熱性や防音性に優れると言われているアー

スバッグハウスの利用が考えられる。アースバッ

グハウスで用いる土嚢袋は、洪水等の災害用に行

政が備蓄しており、土や砂は避難所に指定される

学校構内から得やすいと考えられる。また、地震

災害時には余震が心配されるが、アースバッグハ

ウスのアーチ構造は耐震性も高いと言われている
１）。 
そこで本研究では、アースバッグハウスを災害

発生時に避難所において製作・利用することの可

能性を明らかにすることを目的とし、次の手順で

検討を進めた。 

①製作のためのアースバッグハウスの基礎調査 

②本学グラウンドの砂場での試作・検討 

③試作段階での問題点の抽出・整理 

④20 分の 1 模型による全体イメージの検討 

⑤実物大のアースバッグハウスの試作 

 

1.土嚢の歴史４） 

1.1 最古の土嚢 

３世紀の終わり頃に築造された椿井大塚山古墳

（京都府木津川市）では、石室の周囲に土嚢らし

い粘土の塊が積み上げられていた痕跡が確認され

ている。また、鳥取県内では 7 世紀頃に築造され

た晩田山 28～30 号墳に土嚢積みと考えられる痕

跡が見つかっている。しかし、遺物として取り上

げられた土嚢は類例が少なく、本高弓ノ木遺跡の

事例は、現存する国内最古の土嚢と言われている。 
1.2 土嚢の出土と使用 

鳥取市本高にある本高弓ノ木遺跡には、縄文時

代の終わり頃から江戸時代に至る人々の暮らしの

あとが残されている。鳥取県教育文化財団の発掘

調査（2009 年４月～2011 年２月）により、古墳

時代前期（4 世紀）の池状の落ち込み内に構築さ

れていた木製構造物の調査中に、編物のようなも

のにくるまれた粘土が積み上げられている場所が

発見されている。これは同じ大きさのものが整然

B-9
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と積み上げられており、現在の土嚢積みという工

法に類似していると見られる。出土した土嚢には、

イネ科植物の茎とみられる植物の繊維が使用され

ていた。当時は袋ではなく、編物のようなもので

粘土をくるみ、紐で縛っていたようである。その

ため、出土した土嚢は藁巻き納豆のような形をし

ている。土嚢の積まれた状況から、水利施設にお

ける斜面の崩落や水の浸食防止、木製構造物の締

め固めに使用されていたと推定されている。 

1.3 現代の国産土嚢袋 

 国産品のほとんどを生産している萩原工業株式

会社によれば、現在販売されている土木・河川工

事や災害用土嚢の素材はポリエチレンで、一般的

なサイズは 48cm×62cm である。この寸法は、

かつての麻袋に由来する。織機の最大幅 135cm
で作られた麻布を 100cm で切り、さらに半分に

した 62.5×100cm の布を、折りたたみ、縫って

袋状にしたときの縫い代を差し引いた値である。 
 

2.避難所におけるアースバッグハウス製作の方針 

2.1 土嚢の積み方 

 避難所で製作するアースバッグハウスは、職人

ではない一般の人が製作すること、材料は主にそ

の場にある土嚢袋と砂であり、使用期間もそれほ

ど長くないことから、本来のアースバッグ工法で

はなく、次のような製作方法の工夫を行った。 

①土嚢袋に砂をスコップ４杯ほどの量を入れる。

この量は袋の５分目ぐらいの量であり、持ち運

んだり積み上げたりすることができる量であ

る。また、並べたときに形を整えやすく、袋も

破れにくい。 

②口を絞り、紐を一周巻き付ける。巻き付けた紐

の内側の部分に紐の先を通し、紐が緩まないよ

うにする。 

③平らな場所に横向きに置く。土嚢の上面を手で

叩き、平らにする。 

④二つ目も同様にし、一つ目とは向きが逆になる

ように積む。同じ向きに積み上げていくと口の

方の高さが低くなってしまうため、向きを交互

にする。 

2.2 小学校におけるアースバッグハウス製作の可

能性 

アースバッグハウスを製作するのに使用す

る砂場について、避難所に指定されることの多い

小学校の砂場について調査をした。仙台市教育委

員会施設課によれば、仙台市立小学校の砂場の設

置状況は、121 校中 1 校を除き設置されていて、

のべ 147 の砂場がある。砂場の設置は義務付けら

れているわけではないが、高学年で体力テストの

走り幅跳びを行うため、原則として全ての学校に

設置をしているとのことである。 
 

3. 20 分の 1模型による全体イメージの検討 

アースバッグハウス全体の大きさや雰囲気を検

討するために、身長 160cm、肩幅 40cm の人を想

定した 20 分の１模型を、油粘土で製作した（図-
１）。アースバッグハウスの高さを、170cm とし

たので、模型の中に人を立たせてみると、トイレ

として利用するとともに、ある程度身動きがとれ

る広さであることが分かる。内径 135cm であれ

ば、しゃがむといった動作もできると考える。 

 

図-1 160cm の人との比較 

 

4.アースバッグハウスの試作 

2018 年１月 15 日に宮城教育大学グラウンドで

アースバッグハウスの試作を行った。事前に数日

間かけて、十分な数の土嚢を作りためておき、組

み立て～撤収を１日で実行できるようにした。 
4.1 各部位の検討 

(1)入口 

今回は、入口を内開きで作っていたので、入口

に合わせて、一段に並べる土嚢の数を変えること

にした（図-２）。計画では一段あたり 14 個であっ

たが、入口部分の土嚢を 2 個増やし 16 個とする

ことで入口から後ろまでの長さを伸ばし、入口の

板を内開きで開閉できるようにした。 
(2)屋根 

候補として、ビーチパラソルとブルーシートが

挙がった。 
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図-2 1 段に 16 個並べ 2段重ねた様子 
 

ビーチパラソルの利点は、形状が固定されてい

て、強度も充分であり、パラソルを開きそのまま

乗せれば完成するので、設置が簡単ということで

ある。また、パラソルを乗せることでパラソル分

の高さが出るため、積み上げた土嚢の高さよりも

高くなり、中の広さにつながる。しかし、パラソ

ルの場合、中の棒部分が中の空間の邪魔になる。

身動きが取れないほどではないが、欠点としてあ

げられる。また、雨は問題ないが、今回パラソル

を乗せただけであったので、風により吹き飛ばさ

れない工夫が必要である。 

ブルーシートの利点は入手が容易で、比較的設

置が簡単ということである。また、全体が覆われ

ているという安心感が、ビーチパラソルよりある

と言える。風の面では、ブルーシートの端を土嚢

で抑えているので、ビーチパラソルより風に耐え

られると考えるが、ブルーシートの場合雨が溜ま

ってしまう欠点があげられる。 
4.2 製作の様子 

今回の試作では、17 段を積み上げている途中で、

正面から向かって右側が崩れてしまった（図-３）。 

 

図-3 17 段の途中で崩れてしまった様子 

アースバッグハウスのワークショップでの製作方

法５）でも、一度曲がってしまった壁を修復するの

はかなり難しく、ひとつひとつを丁寧にまっすぐ

に積むことが大切である、と書いてあったが、そ

れを成し遂げることの難しさを感じた。また、１

段積み上げるごとに横や正面からまっすぐかどう

かをしっかり確認していくことが大切だと感じた。 

4.3 完成させたアースバッグハウス 

17 段で崩れてしまったが、その後崩れてしまっ

た半分を崩れる前より丁寧に積み直した。最終的

に入口の板が開閉できる高さ、入口から一列目 19

段、二列目 18 段、それ以外の部分 16 段にとどめ

ることとした。屋根としては、ビーチパラソルお

よびブルーシートを乗せた（図-４、５）。 

 

図-4 完成したアースバッグハウス 

 

 
図-5 ブルーシートを被せた様子 

 

5.アースバッグハウス内外の環境及び強度 

 完成後は、室内環境や強度などを調査した。 

5.1 防音性 

アースバッグハウスの防音性を調べるために、

騒音として電車の音源を流し、中と外で騒音計を

用いて音の大きさを調べた。電車の音源を外で流

し、騒音計で測定すると、50dB ほどであった。
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また、同じ音源を流し、アースバッグハウスの中

で測定すると、40dB ほどであった。体感として

も明らかに、アースバッグハウス内の方が、音が

小さかった。アースバッグハウス内でしゃがむと

周りの音があまり聞こえず、静寂な雰囲気になる

ので、土嚢の厚みの効果が感じられた。 

5.2 明るさ 

アースバッグハウス内は、決して暗いというこ

とはなく、適度な明るさがあった（図-６）。これ

は、屋根にビーチパラソルを用いたため、適度な

光の量であったと考える。内外の照度は、屋外

3840～5500、室内（膝上）270～330lux であっ

た。アースバッグハウス内で身動きする場合に暗

く見えずに困ることはない明るさであった。 

  

図-6 アースバッグハウス内の様子 

（左：ビーチパラソル、右：ブルーシート） 

 

5.3 温かさ 

冬で、午後 16 時ということもあり、外は立っ

ていると寒く感じるが、アースバッグハウスに入

っていると、気温差はほとんどないが風もないの

で、寒さを感じにくかった。土嚢の厚みがアース

バッグハウス内の温かさにつながっていると感じ

た。 
5.4 強度 

防音性や明るさ、屋根の検討を行い、その後に

アースバッグハウスの入口に向かって右側の部分

がくずれてしまった。途中 17 段で崩れた時も右

側部分であったので、崩れていない部分である左

側で強度を調査することとした。調査の仕方とし

ては、男性（67kg）による体当たりとした。外か

ら体当たりをしたが、びくともせず、体を痛めて

しまうため、助走をつけて蹴ることにした。それ

でも１回では崩れず、１回で少しずれが生じ、３

～４回で崩れるといった感じであった。土嚢を真

っすぐ隣との結びつきを持たせながら積み上げる

ことができれば、十分な強度があることが分かっ

た。 

 

6.今後の課題 

 本研究のアースバッグハウスの製作では、予定

していた 25 段は積み上げられなかったことや、

屋根の雨風の対策ができていないこと、強度や安

定性がないことが課題としてあげられる。一つ一

つ丁寧に時間をかけて積み上げることや、屋根が

風で飛ばないようにするために杭で縛り付けるな

どの固定をすること、砂だけでなく、粘土質の土

を混ぜること、などの検討や工夫が必要である。

また、避難所での製作ということに関して、支援

物資の豊かな日本では、地域によっても異なるが、

数日間で整うことも予想される。このアースバッ

グハウスを避難所におけるトイレ以外にも活かす

方法を検討していく余地がある。 
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原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する研究 
その 3 原発事故被災地における空間放射線ベクトル場の特性に関する研究 

○中島主策（東北大学），小林 光（東北大学），本多祥平（東北大学），山守 諒（東北大学）， 

吉野 博（東北大学），野﨑淳夫（東北文化学園大学），一條佑介（東北文化学園大学） 

 
 Study on Prediction Method of Radiation Dose Rate in Building Space  

after Nuclear Power Plant Accident：Part 3 
Study on characteristics of spatial radiation vector field in nuclear accident affected area 

 
Nakajima Shusaku (Tohoku University), Kobayashi Hikaru (Tohoku University),  

Honta Shouhei (Tohoku University), Yamamori ryo (Tohoku University), Yoshino Hiroshi 
(Tohoku University), Nozaki Atsuo (Tohoku Bunka Gakuen University),  

Ichijo Yusuke (Tohoku Bunka Gakuen University) 
 

キーワード：放射線，空間線量率，指向性測定器 
 

はじめに 

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震によ

る地震動と津波の影響で、福島第一原子力発電所

で発生した水素爆発事故により広範囲にわたり人

工放射性核種が沈着する被害が生じた。発災後に

は放射能汚染により福島県内に広く避難区域が設

定されたが、その後の除染等の進展により徐々に

避難指示区域の解除が進み、帰還が検討されるよ

うになっている。これまで、被災地の屋内外にお

ける放射線空間線量率の測定が多く行われている

が、屋内外の空間線量率の関係は十分には明らか

になっていない。こうした状況において、屋外に

ある線源が室内の放射線場の形成にどのように影

響するか明らかにすることは建築環境工学上重要

なテーマである。図-1は、福島県内の除染前の住

宅の室内における放射線空間線量率の分布を示し

ており、建物外周部の線量が高く、中央は比較的

に低い。また、断面分布では空間上方が高くなる

傾向がある。こうした分布は、建物直下が汚染さ

れていないことに加え、建物に入射する放射線(γ
線)の方向と強さ及び建物による遮蔽性能に起因

すると考えられる。線源からのγ線の放射特性や

建物周辺のγ線の指向性などを把握することで、

そのメカニズムを把握することが期待される。本

報では、主に福島県内の除染地域の調査結果によ

り、建物周辺の線源状態によって異なる建物に入

射してくる放射線の指向性や、その違いによる室

内への影響を明らかにすることを目的とする。 

 
1. 方向放射線量測定ユニットの開発・実験 

1.1 開発の目的 

一般的に用いられる放射線測定器には指向性が

無いため、放射線の飛来方向を捉えられず、建物

内外の放射線の指向性についてはあまり議論され

ていない。しかし、原発事故由来の放射能汚染が

建築空間内に及ぼす影響を明らかにするためには、

 
1)平面分布(床上 1000mm) 1) 

1 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8
(µSv/h)

(mm) (mm)

 
図-1 除染前の住宅内の空間放射線量分布 

A 

A’ 

B B’ 

B-10
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実現場(除染・未除染地域)での方向線量(特定視野

角からのγ線空間線量)測定が不可欠である。そこ

で建物周辺の地面からの放射線、天空からの拡散

線、建物等による拡散線など様々な放射線の成分

を分解して捉えることができる指向性を持った測

定器の開発を行った。一連の研究では山守らが視

野角±45°の指向性を持つスペクトル計測可能な

測定器を開発した 2)が、本研究においては、より

分解能の高い測定中心±15°の指向性を持つ測定

器を計画した。 

1.2 方向放射線量測定ユニットの設計 

本研究では 1 インチのサーベイメータ(日立アロ

カTCS-172B)用の視野角30°の機器を製作した。

本研究測定器の測定原理は鏡淵 3)、山守らによる

差引法を採用した。差引法の概念を図-2 に示す。

差引法は無指向状態の計測値から遮蔽板を置いた

状態の値を引いた残差を指向値とする方法である。

遮蔽板及び固定具からなる器具の名称を方向放射

線量測定ユニットと称する。図-3に本研究測定器

と山守の指向性測定器を示す。本ユニットの設計

に当たり、放射線解析コード PHITS2.924)を用い

て図-4 のようにジオメトリを設定した解析を行

い、遮蔽板(鉛)の直径、検出領域と遮蔽板との距

離を決定した。図-5に視野角の比較図を示す。破

線が本研究の方向放射線量測定ユニットを用いた

視野角を示し、実線が山守の測定器の視野角を示

す。 
1.3 方向放射線量測定ユニットの精度検証実験 

(1)  実験概要 
設計したユニットと試験用の点線源を用いた指

向性確認実験を行うとともに、実験体系をそのま

ま解析で再現した結果と比較した。実験はγ線の

入射角度別の測定器の感度(応答)を確認するため、

検出器に対する点線源の角度を 0, 10, 15, 20, 25, 
30, 40, 60, 90, 135, 150°(計 11 点)と変化させて

検出相対レスポンス R 注 1)を求めた。本研究測定

器の視野角は 30°なので 10°～30°は 5°毎に

測定した。実験は図-6の配置にて各ケースで遮蔽

板有・無の測定値の差を求めた。加えて環境放射

線(バックグラウンド)を除くため点線源無の測定

も行った。線源は 137Cs(強度 214kBq)を用いた。 
(2)  実験結果・考察 

解析値と実験値を比較した結果を図-7 に示す。

解析値と実験値の角度毎のプロファイルはよく一 

＝―

サーベイメータ

遮蔽板(鉛)

 

図-2 差引法概念図 
 

  
図-3 指向性測定器 

(左図:1 インチ、右図:3 インチ) 
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検出領域

遮蔽板(鉛)

4㎝16㎝

1inch

Φ
1
i
n
c
h 点線源

Φ
1
0
㎝

24㎝

0°

:検出中心
(回転中心)

θ

角度を
変える

 
図-6 実験時の検出器と点線源の位置関係 
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図-7 解析値と実験値の比較 
 

(1)無視向測定 (2)遮蔽測定 (3)方向値 
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致した。特に 60°以降は一致したので省略した。

解析、実験とも 20°～30°において実測値が負値

をとるのは、三脚、測定機本体等によるγ線の散

乱によるものと考えられる。 

 

2. 原発事故被災区域での実測による放射線ベク

トルの把握 

2.1 実測の目的 

本実測の目的は,線源からの放射線の放射特性

や建物周辺の放射線の指向性などを把握すること

で、建物内部の空間線量率分布のメカニズムを解

明することである。 
2.2 実測対象建物の概要 

本研究では福島県富岡町の集会所を対象とした

測定を行った。町内の避難指示解除区域にある 16 
ヶ所の集会所を調査し、周囲の線源状況や周囲の 
土地利用形態の確認をした上で、特定方向にある

程度高い線量率のエリアが確認された O 集会所、

S 集会所、K 集会所の 3 ヶ所を測定地として選定

した。O 集会所と S 集会所は木造、K 集会所は

RC 造である。 
2.3 実測の概要 

各集会所では図-8 に示す測定ライン上で詳細な

測定を行った(図中黄線)。測定ライン上で放射線

空間線量率分布を測定するとともに、本研究で製

作した指向性測定器を用い、放射線の方向特性を

測定した。また、地面の表面汚染密度の測定を行

った。 
2.4 実測結果 

各集会所の測定点及び空間線量率分布(図-9 を除

く)を図-9、10、11 に示す。丸付数字は方向線量

測定点を示し、赤数字は表面汚染密度(cpm)を表

す。図-12、13、14 に各測定点の仰角方向線量率

測定の結果を示す。 
2.5 各測定地実測考察 

[ O 集会所 ] 空間線量率分布は西側用水路と東側

駐車場の地表全体に強い線源が観測された。用水

路の法面の土壌にも強い線源が観測された。図 8 
O-⑦は用水路方向に明らかに強い放射線が観測

される。O-①~③は真下のアスファルト面方向の

線量率が高く、屋内の O-④は室外方向の線量率が

高い。これらの方向線量が室内へ飛来することで、

図 5 のように室内中央から室外側に向けて高い分

布が形成されていると考えられる。 

[ S 集会所 ] 建物東の 10m 以上離れた地点(屋敷

林)にホットスポット的に強い線源があった。林内

は GL2ｍの地点でも高い線量率だが、S-①が木の

根元方向よりの線量率が高いことから、線源が林

の木々の幹や葉よりも地面に集中していることが

分かる。このように線量率の大きさだけでなく方

向性を確認することで、その場の線源状態を把握

O 集会所

 

S 集会所

 

K 集会所

 
(1)空間線量率断面分布測定          (図下：北) 
・測定位置：ライン上約 2m 間隔 測定無し 
・測定点数：85 点 111 点 ‐ 
・測定高さ：5,50,100,150,200cm 

(但し室内は＋50cm) ‐ 

(2)空間線量率方向測定（(1)断面内） 
・測定位置：線量率とともに 3.4 節に表記 
・垂直面内 0~360°を角度分割 3 0°毎に 12 分割方位を測定 
※水平方向の方位は未測定 
図-8 各測定地測定ライン(黄線)・測定概要 
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図-9 O 集会所各測定点と空間線量率断面分布
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図-10 S 集会所各測定点と空間線量率断面分布

(μSv/h) 
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図-11 K 集会所各測定点 
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することができる。S-②③の水平方向の線量率が

高いのは、強い線源がある林から離れた位置にあ

り、遠方から飛来する放射線の影響が大きくなる

ためだと考えられる。強い線源から遠くなると放

射線は水平に近い角度で飛来し空間線量率分布は

上方ほど高くなる。 
[ K 集会所 ] 各測定点の線量率分布から真下方向

に強い線源があり、空き地方向と建物方向には強

い線源が無いことが分かる。 
 

2.6 建物周辺線源状況の違い 

多くの場合放射能は地面に沈着しており強い線源

が近くにある場合、主に下方向から放射線が飛来

するが、S-②③のように強い線源が遠くにある場

合は真横から放射線が飛来すると考えられる。放

射線の防護対策を考える際は、大きさだけでなく

方向性を分析し線源の状態を把握することが有効

である。 
 
3. 結論 

原発事故由来の放射能汚染による建築空間内への

影響を明らかにするために方向放射線量測定器を

製作し、実験で精度を確認した。また、福島県内

の集会所において分析的な測定を実施することで

室内空間線量率分布の形成メカニズムの一端が明

らかになった。放射線のスカラー値だけでなくベ

クトル値も測定することで、室内空間線量率分布

の形成の原因となる周囲の線源状態を把握できる。

屋外の線源による建築空間への影響を評価する際

には、方向線量測定を行うことが望ましい。建物

周辺の線源状態によってベクトルが異なり室内線

量率分布は変化するため、それに応じ対策の方法

も変えることが有効だ。今後は、同条件の場所で

本実測に加え水平方向の分布も測定することで、

より詳細に放射線のベクトル環境の分析ができる

ことが期待される。 
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図-12 O 集会所仰角方向空間線量率(μSv/h) 
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図-13 S 集会所仰角方向空間線量率(μSv/h) 
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図-14 K 集会所仰角方向空間線量率(μSv/h) 
※黒線は 0 を表す。青線は負値を表す。 
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災害時の避難所の飲み水とトイレに関するガイドライン 

その 1 避難所の概要と飲み水 

○福井啓太（東北文化学園大学），岡田誠之（東北文化学園大学），赤井仁志（福島大学）， 

草刈洋行（㈱ユアテック），高橋秀一（山形県設備技術協議会（(有)高橋設備設計事務所））， 

寺田英彦（TOTO㈱），前田信治（（有）前田衛生興業），船木寮一（三建設備工業㈱）， 

山崎悟（エスワイ設備設計） 

 
Guidelines on Drinking Water and Toilet at Evacuation Centers in the Event of a Disaster 

Part 1 Outline of Evacuation Center and Drinking Water 
 

Fukui Keita(Tohoku-Bunka-Gakuen Univ.,), Okada Seishi(Tohoku-Bunka-Gakuen Univ.,), 
Akai Hitoshi(Fukushima Univ.,), Kusakari Hiroyuki(Yurtec Corporation), Takahashi 

Shuuichi(Yamagata Equipment Technology Council), Terada Hidehiko(TOTO LTD.) , Maeda 
Nobuharu(MAEDA Clean Service INC.), Funaki Ryoichi(SANKEN SETUBI KOUGYO CO., 

LTD.), Yamazaki Satoshi(SY Mechanical Design for Building) 
 

キーワード：避難所，飲み水，トイレ，仮設トイレ数 
 

はじめに 

ちょうど 7 年前の、東日本大震災もそろそろ忘

れ去られようとしている時期である。推定である

が500万人の住民が断水で日常生活に異常をきた

したことは記憶に新しいものである。全国からの

飲料水の支援は道路事情で数日後でないと住民に

届かなかったが、沢水、雨水タンクの水、井戸水、

雪解け水のいずれかが得られた住民は活用してい

たが、ごく一部の住民であった。 
ところが、災害時であろうと人間は食べ物を口

に入れると、排泄しなければならない生物である

ことを忘れがちである。すなわち、トイレの確保

は飲み水の確保と同時に実行しなければならない。

下水道があるからと安心しているわけにはいかな

い。たまたま、東北の被害を受けた下水処理場は

大方が太平洋に面していたため放流水の希釈効果

が大であるため、大きな漁業被害は発生しなかっ

たが、内湾に放流される下水処理場が地震等で被

害を受けた場合は、未処理に近い放流水であれば、

希釈効果が少ない内湾では下水道の使用は不可能

に近い。そうすると地面に穴を掘ることや、便袋、

簡易トイレ等複数用意することが必要である。 

ここではすでに平成 20 年度～24 年度まで「災

害時における建築設備分野の支援に関する研究」

で提示した研究報告をうけて、平成 25 年度から

27 年度にわたって学校の体育館を避難所として

考えることを前提とした避難所の「飲料水・トイ

レ」に絞りガイドラインを作成した。この目的は、

既に初期の避難所の運営で多くの方が経験したこ

とを糧として、できるだけ運営に携わる学校関係

者等が「運営がスムース」に進むようにガイドラ

インを作成した。その後、平成 28 年度から 29 年

度にかけてダイジェスト版及び「Q and A」につ

いて活動したので、概要を報告する。この報告は

事務所等のBCP対策に応用できると考えられる。 
 
1.避難所の概要調査 

1.1対象避難所の給排水設備概要調査 

日ごろから避難所の給排水設備等の調査を行っ

て、トイレの数、排水系統の概要及び災害用備品

の把握に努めておく必要がある。 
1.2避難所の運営の流れ 

避難所の運営の考え方は、日数が経過するごと

に避難所の状況が変化するため一定のルールはな

B-11
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いが、大枠で発災時から 6 時間内対応、6 時間程

度後の対応、長期への対応の 3 段階に分かれると

考えている。発災時から 6 時間内での避難所の運

営は最も重要となる初期対応であるため、避難訓

練を通して発災時に適正に運営がスムースに進む

ようにしたいものである。特に衛生上の問題とし

てトイレについては最重要項目として対応すべき

と考えている。 
 

2.小中学校の規模と避難者の収容人数 

2.1小中学校の規模 

 小中学校の規模は文部科学省の学校整備計画を

基準としており、生徒数・学級数により当然規模

（延面積）は異なるが、今回、避難者の収容人数

の把握を行った。 
2.2体育館の延床面積 

体育館はアリーナ、ステージ、玄関、トイレ、

収納倉庫等で構成されるが、収納人数の把握にあ

たっては、アリーナの延面積により算定すること

にした。アリーナ以外のスペースは避難所運営上

の共有スペースに提供されることとしている。 
2.3避難者収容人数の算定 

避難者一人当たりの専有面積については、国連

難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）が定める難

民キャンプの設置基準では一人当たり 3.5 ㎡であ

るが、東日本大震災では最大人員収容時に 1 人当

たり 2.0 ㎡の避難所が多かったため、一人当たり

2.0 ㎡と設定した。したがって避難者の収容人数

は次により算定する。 
収容人数＝アリーナの延面積（㎡）÷2 ㎡/人  
 アリーナの延面積が確認できない場合は文部科

学省の学校整備計画基準では小学校体育館のアリ

ーナ面積は約 832 ㎡、中学校体育館のアリーナ面

積は約 1,008 ㎡としているので、下記の人数で設

定してもよい。 
小学校の避難者収容人数 
832 ㎡ ÷ 2 ㎡/人 ＝ 416 人                                          
中学校の避難者収容人数 

1,008 ㎡ ÷ 2 ㎡/人 ＝ 504 人 
ただし、実際のアリーナ面積が大きく異なる場

合は計測して実面積を算定しなくてはならない。 
 

3.小中学校の給排水設備の概要 

3.1給水設備及び受水槽容量 

小、中学校を避難施設として使用するにあたり、

当該施設の受水槽容量を把握する。仙台市水道局

基準 1）によると小中学校の受水槽容量は一日一人

当たり小学校では 45L,中学校では 55L の使用水

量を基に下記算定式により算出される。 
ステップ①【算定式により算出】 

受水槽容量（L）＝基準水量（L）/人×生徒数×

0.6 
（1）小学校の受水槽容量 

ステップ②【早見図による受水槽容量算出】 

上記ステップ①の算定式より、小学校において

生徒数毎の受水槽容量を算定した数値を図 1に示

す。 

 
図 1 小学校の受水槽容量算定図 

（例）生徒数 1,000（人）の小学校の受水槽容

量・・・27,000（L） 
（2）中学校の受水槽容量 

ステップ②【早見図により算出】 
上記ステップ①の算定式により、中学校におけ

る生徒毎の受水槽容量を算定した数値を図 2に示

す。 

 
図 2 中学校の受水槽容量算定図 

（例）生徒数 1,000（人）の中学校の受水槽容

量・・・33,000（L） 
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 (3) プールの水量 

 学校や公営・民営のプール水の水量を表 1に示

す 2)。さらに、避難所として公共の体育館やスポ

ーツ競技施設になることを考え、競技用プールの

水量を表 2に示す 3)。 

表 1 学校・公営・民営プールの水量 
プールの種類 長さ[m] 幅[m] 水深[m] 水容積[m]

10 0.95 238
19 1.1 523
18 1.2 540
18 1.4 630
18 1.2 540

18 1.4 630

18 1.2 540
18 1.4 630

学校のプール

公営・民営の
野外プール

公営・民営の
屋内プール

25

 
表 2 競泳用プールの水量 

長さ[m] 幅[m] 水深[m] 水容積[m]

国際 50.00 25.00 2.00以上 2,500.00
一般 50.00 17.90 1.35以上 1,208.73
国際 25.00 25.00 2.00以上 1,250.50
一般 25.00 12.90 1.35以上 435.72
国際 33.30 20.00 2.00以上 1,332.00

一般 33.30 20.00 2.00以上 1,332.00

12.00

25.00 1.80以上

2.50以上

540.00

360.00

30.00 2.50以上 1,500.00

12.00 12.00 3.00以上 432.00

国際フィ
ギュア・
ゾーンの

最低
一般フィ
ギュア・
ゾーンの

最低
一般フィ
ギュア・
ゾーンの

最低

競技プール
シンクロナ
イズドスイ
ミングプー

ル

20.00

12.00

12.00

プールの種類

競泳プール
50mプール

25mプール

水球プール

国際ルー
ティン・
ゾーンの

最低

 

 (4) 避難所に開放出来る便器数の提案 

 避難所に開放できる便器は「体育館の便器数」

と「開放できる教室棟の便器数」を合算したもの

となる。この合算便器数と表 3に示すとおり必要

とする便器数を比較する。そこで避難所の収容人

数によって、既存の便器で足りない場合は仮設ト

イレで補充することになる。 

表 3 必要とする便器数 4） 

男子大便器 男子小便器 女子大便器
50 5 3 5
100 7 4 7
200 14 8 14
300 21 12 21
400 28 16 28
500 35 20 35
600 42 24 42
700 49 28 49

器具数［個］
避難者数［人］

男子大便器 男子小便器 女子大便器
50 5 3 5
100 7 4 7
200 14 8 14
300 21 12 21
400 28 16 28
500 35 20 35
600 42 24 42
700 49 28 49

器具数［個］
避難者数［人］

 
＊避難所に準備したい便器数は、空気調和衛生工

学会、病院の適正器具数（任意利用型）サービス

レベル 2 100人以上は整数倍とした。 

 

4.飲み水水量及び屎尿量等の基本データ 

4.1飲み水及び屎尿量 

 平常時にヒトが一日活動するために生体が必要

な水は、表 4に示すとおり 2500ｍＬである。した

がって、生命維持のための最低必要水量は 1500
ｍＬといわれているが、この数値の 2 倍の数値と

して生体的な安全をみて 3000ｍL が災害時の必

要水量の基礎資料となっている。 
表 4 人間の身体の水の摂取と排出バランス 5） 

摂取 排出
飲用水 1000～1500ｍＬ 尿 1200～1500ｍＬ
食物中の水分 700～1000ｍＬ 糞便中の水分 100ｇ
代謝水 300ｍＬ 呼気 300～400ｍＬ

汗（不感蒸発） 400～600ｍＬ
計 2000～2500ｍＬ 計 2000～2500ｍＬ  
4.2年代と洗浄水量の変化 

（1）洋風便器 

洋風大便器の洗浄水量の変遷は、1976年頃まで

は洗浄水量 13Lの便器であったが、1994年頃から

節水便器が出現し、2006 年頃から洗浄水量 6L 便

器、現在は洗浄水量 4.8Lの便器がでまわっている。 

（2）和風大便器 

 和風大便器の洗浄水量は11～12Ｌタイプが主流

であったが、1990年代初頭からタンク式洗浄方式

で8Ｌタイプが登場している。 

（3）仮設トイレの種類と屎尿貯留量 

便槽に貯留する方式の貯留量 330~500Lの範囲

であるが、平均貯留量は 360L 程度である。他に

仮設トイレはマンホールへ直結して流下させる方

式等もあり、バキューム車での汲み取りが必要で

ないマンホールトイレもある。 
 

5. 発災時の給水対応 

5.1対応フロー 

 発災時の給水対応フローを図 3に示す。水道水

が供給されていても建物内の配管が破損している

可能性があるので、配管が正常かどうかの確認が

必要である。補給方法は給水車、受水槽、容器飲

料水、井戸、雨水、河川水、プール水が水源とし

てあるが、飲用となると、給水車、受水槽、容器

飲料水（ペットボトル）となる。雨水、河川水、

プール水を飲用にするためには膜処理を行い、水 
質検査をすることによって飲用が可能となる。 
5.2水源対策 

（1）経過日数における飲み水の必要量算定 

 厚生労働省が提案している表5に示す経過日数 
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ごとの目標水量を示す。発災時から日数が経過す 

るごとに４段階にわたり必要水量が増えていく水

量である。 

表5 発災時から経過日数に伴う目標水量6） 

地震発生～3日まで 3L/人・日 概ね1㎞以内 耐震貯水槽、タンク車
10日 20L/人・日 概ね250m以内 配水幹線付近の仮設給水栓
21日 100L/人・日 概ね100m以内 配水支線上の仮設給水栓
28日 被災前給水量（約250L/人・日）概ね100m以内 仮配管からの各戸給水、共同栓

応急給水の目標設定例
地震発生からの日数

目標水量 市民の水の運搬距離 主な給水方法

 

 

（2）ペットボトルの必要本数 

(1）で示した一日一人 3Lが最低限必要であるこ

とから、必要本数は避難者一人当たりペットボト

ル 3L分で算定する必要がある。 

（3）受水槽の貯水量による対応人員算定 
震災等非常時に避難施設の受水槽容量による避

難者用給水対応人員を算出する。 
 ステップ①【算定式より一日の対応人員を算出】 
対応人員＝受水槽容量（L）÷使用給水量 L/人 
 ステップ②【早見グラフにより対応人員を算出】 
上記ステップ①の算定式により受水槽容量、使

用給水量による給水対応人員グラフを図 4に示す。 
（例）受水槽容量 80,000L、一日当たり給水量

20L/人の場合の給水対応人員・・・4,000 人/日分 
これをもとに、給水対応人員は避難日数 10 日

の場合では、一日の対応人員が 
4,000 人/日 ÷ 10 日＝400 人分となる。 
次に給水対応日数は避難者数 500 人の場合では 
4,000 人/日 ÷ 500 人＝8 日分となる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4 受水槽の一日当たりの対応人員算定 

 
おわりに 

ここでは避難所を利用するには、事前に建築概

要、給水や排水設備の概要を把握して、避難所の

スタッフと夏方に周知するための具体的な作業を

示し、飲み水を確保するための手法を検討した。

なお、この報告は本学会東北支部東北地方の建築

設備研究委員会の成果報告である。 
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図 3 発災時の給水対応フロー 
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キーワード：避難所，飲み水，トイレ，仮設トイレ数 
 

はじめに 

 その 1では避難所の概要と飲料水やトイレの対

応を述べたが、その 2ではヒトから排出されるし

尿の処理にどのように対応するかについて検討し、

ガイドラインを作成したのでその概要を述べる。 

 

1. 発災時のトイレ対応 

1.1対応フロー 

 発災時の屎尿の処理の対応フローを図 1に示す。

水洗トイレの使用については水道水が断水してい

ることを前提として、フローシートに示した。設

備・装置が正常であれば、バケツの水でトイレの

洗浄が可能である。しかし、浄化槽や下水道が使

用できなければ、排水管や装置が破損したことと

同等になり、素か使用となる。掘りトイレ、便袋、

仮設トイレ、既設貯留トイレ、マンホールトイレ

のいずれの使用となる。 
下水道や浄化槽が機能しない場合、すなわち、

トイレに洗浄水を流すことができない場合の素掘

りトイレ、便袋、仮設トイレ、既存貯留トイレ、

マンホールトイレのいずれかを選定しなければな

らない。 

下水道利用地域での対応は、まずマンホールト

イレが使用できるかどうかから検討を始めなけれ

ばならない。 

マンホールトイレが使用できなければ、図2に示す

順序となる。 

（1）素掘りや既存の汲み取り貯留トイレが考えら

れる（第一段階）。 

（2）便袋を活用し、既存のトイレの大便器の利用、

既存のトイレが不足している場合は、避難所の一

部を区切り、簡易トイレ（ポータブルトイレ）、

椅子の座る板をくりぬいた簡易トイレを設置して

便袋をセットして活用して使用後、ごみ集積所を

設置して、便袋を集積所に貯留することが必要で

ある（第2段階）。 

（3）仮設トイレが考えられるが、バキューム車で

貯留タンクの屎尿をくみ取る手段がないと、第1

段階とか第2段階を考えなければならない（第3段

階）。 

（4）バイオトイレや車載トイレの自己完結型トイ

レは発災後3週間程度過ぎて避難所が落ち着いた

時点で設置が考えられる（第4段階）。 

 

B-12
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図 1 発災時の屎尿の対応トイレフロー 

1.2水洗トイレが使用できない場合の避難所のト

イレ対応 

（１）穴掘りトイレ 

素掘り式トイレ（別名アーストイレ）は地面に

穴を掘り、トイレとする。 浅い穴はすぐに満杯に

なる。満杯になったら新しい穴を掘る必要がある。

しかし、深く掘ると崩れやすく、浅く広くすると、

幅が広くなり使用しにくくなる。側溝のように長

く掘ると使用しやすいが、プライバシーを保つた

めの囲いなどの工夫が必要である。 

避難所において校庭や庭がある場合は、600mm

程度の深さで下記の図3のような大きさの穴を掘

り、股いでトイレができるように厚さ20mm程度で

耐荷重性のある板を2枚渡して作る。更に、踏板2

枚の間に蓋用の板を敷くことで屎尿を見えなくす

るなどの工夫をする。また、貯留スペース上部に

約300mm程度空間を設けることによって、汚物の跳

ね返り防止及び感染症対策を行うことができる。

便槽の深さは、人が容易に穴を掘ることができる

ことなどを考慮すると40～80㎝程度であると考え

られる。男女合わせての使用条件で、表1にアース

トイレ使用時の規模と使用限界日を示す。 

自己完
結型ト
イレ

バイオトイレ・車載トイレ

トイレの使
用不可(便
器・排水管
被害有)・排
水槽稼働不
可

マンホールトイレ設置

トイレ使
用可（便
器、排水
管被害
無、排水
槽稼働

断水であるがトイレに洗浄水を流すことが
できる（下水道・浄化槽使用可）

既設の
貯留ト
イレ

対応する仮設トイレ、便袋がな
い

既設の貯留トイレが使用

既設のトイレ内の大便器を使用

既設のトイレの大便器が不足
している場合、避難所の一部
を区切り簡易トイレを活用

便袋活
用

仮設ト
イレ

適正な仮設トイレを設置

素掘り
トイレ

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

ごみ収集場

所必要、ご
み収集車確

保

し尿収集必

要バキュー

ム車確保

 

図 2 断水で既存のトイレの使用ができない場合

の対応 

 
図 3 素掘り式トイレ（前田（案）） 

*一日のトイレ使用回数は小便5.5回/人・日と大便

1.1回/人・日から大小回数を6.6回/人・日とした。 

*一回のトイレ占有時間は男女及び大・小便を含め

て平均値を 1.5分とした。 

 

 

避難者数 50人 100人 200人 300人 400人 500人

必要台数 1セット 1セット 1セット 2セット 2セット 3セット
使用限界日 4.8日 2.4日 1.2日 2.0日 1.2日 1.5日  

ステップ①【算出方法 基本事項】 

男女混合使用 

アーストイレの容量 400L/セット 

（1）一日の屎尿量 1.65L/（人・日）、屎尿のトイ

表 1 アーストイレの人数に対する必要セット

と使用限界日 

異常

　正常 　断水

排水管、ト

イレ正常

浄化槽下水道 異常 正常正常

バケツに

よる便器

洗浄

雑用水

素
堀
リ

便
袋

仮
設
ト
イ
レ

既
設
貯
留
ト
イ
レ

マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ

便袋

貯留

所の

確認

バ
キ
ュ
ー
ム
車
の

汲
み
取
り
可
能
か

の
確
認

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――
2018.3.9 (東北文化学園大学)

- 104 -



 

レ利用回数の合計 6.6回/（人・日）とする。 

トイレの貯留量からの台数算定 

例 50人×1.65L/(人・日)＝82.5L/(人・日) 400L

以下であるので 1台 

（2）睡眠時間（6時間）を除いた 18時間の内、

一回当たりの使用時の占有時間 90秒（0.025時間）

/回（男子小便、男子大便、女子大便器の占有時間

の平均値）から延べ使用時間から台数算定 

例 50人×0.025時間＝延べ 1.25時間 18時間以

内であるので 1台  

ステップ②【セット数の比較】 

避難者数ごとに 400L貯留量からの台数と延べ

使用時間からの台数を比較して提案台数を採用す

る。ここでは延べ使用時間からの台数より貯留量

からの台数を採用する。表 1にアーストイレの人

数に対する必要セットと使用限界を示す。 

（2）仮設トイレ 

仮設トイレの使用条件を「男子小便器専用」、

「男子大便器専用」、「女子便器専用」と台数を算

定した。すべて屎尿量からの算定に比べて便器占

有時間からの算定が優位になったので、便器占有

時間から仮設トイレの台数を算定した。 

汲み取り間隔は仮設トイレ1台の貯留量360Lに対

して屎尿量から日数を算定した。 

A 男子小便器の仮設トイレ台数 

ステップ①【算出方法 基本事項】 

男子小便器の容量 360L/台 

（1）一日の屎尿量 1.5L/（人・日）、屎尿のトイ

レ利用回数の合計 5.6回/（人・日）とする。 

（2）睡眠時間（6 時間）を除いた 18 時間の内、

一回当たりの使用時の占有時間40秒（0.011時間）

/回（男子小便の占有時間から延べ使用時間から台

数算定 
例 50 人×0.011 時間＝延べ 5.55 時間 18 時間以

内であるので 1 台  
ステップ②【セット数の比較】 
トイレの貯留量からの台数算定 
例 50 人×1.5L/(人・日)＝75.0L/(人・日) 360L
以下であるので 1 台避難者数ごとに 360L 貯留量

からの台数と延べ使用時間からの台数を比較して

提案台数を採用する。ここでは延べ使用時間より

貯留量からの台数からの台数を採用する。表 2に

男子小便器の仮設トイレ台数と汲み取り間隔を示

す。 

表 2 男子小便器仮設トイレ台数と汲み取り間隔 

避難者数 50人 100人 200人 300人 400人 500人

必要台数 1台 1台 1台 2台 2台 3台
汲み取り間隔 4.8日 2.4日 1.2日 1.6日 1.2日 1.4日  
B 男子大便器の仮設トイレ台数 
ステップ①【算出方法 基本事項】 
仮設トイレの貯留容量 360L/台 
（1）一日の屎尿量 0.15L/（人・日）、屎尿のトイ

レ利用回数の合計 1.1 回/（人・日）とする。 
トイレの貯留量からの台数算定 
例 50 人×0.15L/(人・日)＝7.5L/(人・日) 360L
以下であるので 1 台 
（2）睡眠時間（6 時間）を除いた 18 時間の内、

一回当たりの使用時の占有時間 300 秒（0.083 時

間）/回（男子小便の占有時間から延べ使用時間か

ら台数算定 
例 50 人×0.083 時間＝延べ 4.15 時間 18 時間以

内であるので 1 台  
ステップ②【台数の算出】 
避難者数ごとに 360L 貯留量からの台数と延べ

使用時間からの台数を比較して提案台数を採用す

る。ここでは貯留量からの台数より延べ使用時間

からの台数を採用する。表 3に男子大便器の仮設

トイレ台数と汲み取り間隔を示す。 
表 3 男子大便器仮設トイレ台数と汲み取り間隔 
避難者数 50人 100人 200人 300人 400人 500人

必要台数 1台 1台 1台 2台 2台 3台
汲み取り間隔 48.0日 40.0日 12.0日 8.0日 6.0日 4.8日  
C 女子便器の仮設トイレ台数 
ステップ①【算出方法 基本事項】 
仮設トイレの貯留容量 360L/台 
（1）一日の屎尿量 1.65L/（人・日）、屎尿のトイ

レ利用回数の合計 6.6 回/（人・日）とする。 
トイレの貯留量からの台数算定 
例 50 人×1.65L/(人・日)＝82.5L/(人・日) 360L
以下であるので 1 台 
（2）睡眠時間（6 時間）を除いた 18 時間の内、

一回当たりの使用時の占有時間 100 秒（0.0278
時間）/回（男子小便の占有時間から延べ使用時間

から台数算定 
例 50 人×0.0278 時間＝延べ 1.39 時間 18 時間

以内であるので 1 台  
ステップ②【台数の算出】 
避難者数ごとに 360L 貯留量からの台数と延べ
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使用時間からの台数を比較して提案台数を採用す

る。ここでは延べ使用時間より貯留量からの台数

を採用する。表 4に女子大便器の仮設トイレ台数

と汲み取り間隔を示す。 
*占有時間は SHASE-S206 2009 に示してある、

男子小便器占有時間 40 秒（0.011 時間）、男子大

便器占有時間 300 秒（0.083 時間）、女子大便器占

有時間 100 秒（0.0788 時間）を採用した。 
表 4 女子大便器仮設トイレ台数と汲み取り間隔 
避難者数 50人 100人 200人 300人 400人 500人

必要台数 1台 1台 1台 2台 2台 3台
汲み取り間隔 4.3日 2.1日 1.0日 1.4日 1.0日 1.3日  
 空気調和・衛生工学会の衛生器具数適正数の提

案値を器具利用形態が集中型の劇場の最低限のレ

ベル 3、及び任意利用形態の待ち時間をほとんど

なしにした病院の標準的なレベル 2、さらに総務

省の避難所におけるトイレの確保管理ガイドライ

ン 1）及び国土交通省のマンホールトイレ整備・運

用のためのガイドライン（案）2）に示されている

トイレ台数と本研究の台数の 5 種類を表 5に示し

比較する。 
劇場は開演前・後のトイレ集中利用である状況

は避難所の朝食事前のトイレ集中利用がかなり類

似しているように思われる。 
病院はトイレ利用が待ち時間がほとんどない状

況であるので過大になっているものと思われる。 
総務省の提案値は発災当初は避難者約 50 人当た

り 1 基トイレの平均的な使用回数は一日 5 回のみ

で、男女別トイレとしていなく、占有時間は決め

ていなく、トイレ使用貯留容量は検討していない。 
中央防災会議の資料から、マンホールトイレ一基

当たり一時間最大供給可能は 30 回。一日使用時 
間 16 時間、平均所要時間を一回当たり 8 分とし 
ているが、男女別のトイレとしていなく、トイレ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

使用貯留容量は検討していない。したがって、下 
記のような条件下で衛生器具数を決定することを

推奨するが、利用トイレはできるだけ各仮設トイ

レを平均的に使うことを前提条件とする。 
利用頻度を平準化する場合は本調査の衛生器具数

を採用する。この器具数は国土交通省の提案値の

最小数値に近い値である。 
利用頻度を朝のトイレ利用頻度に合わせた場合

は劇場の例を採用する。この器具数は総務省の提

案値に比べてやや多い値である。 
利用時の待ち時間を全くなくした病院の例の場合

は仮設トイレに余裕があれば、理想的な器具数で

ある。 
1.3 トイレ設備が使用できるが、水道水が使えな

い場合のバケツによる既存のトイレ使用 

 大便器にはタンク式と洗浄弁式の 2 種類があり、

既存の大便器がどちらか選別する必要がある。 
（1）タンク式大便器 
タンク式大便器は住宅に設置されるものである

が、避難所にあれば、タンクに水を補給すれば、

通常のトイレの使用が可能である。 
（2）洗浄弁式大便器 
ここで示す洗浄弁方式は下記の流れに従って検

討を行う。バケツによる既存のトイレの搬送状況

は図 4に示す。シングルとダブルそれぞれのトイ 
レットペーパーを 1ｍにカットしたものを６つ折

りにして、それを１枚重ね～3 枚重ねまでを使用

する。そのトイレットペーパを水面に平行に置き、

１人が時間（秒数）を計り、その時間（秒数） 
に合わせバケツで（2L・4L・6L・8L・10L・15L）
便器内に水を入れ、トイレットペーパーが搬送さ

れた距離を測定する。バケツの投入高さは、2L～
8L まで手で持って入れることができるため、便器 
から垂直方向 20cm 離したところから投入した。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

男25人 女25人 男50人 女50人 男100人 女100人 男150人 女150人 男200人 女200人 男250人 女250人
男子小便器 1 1 2 3 4 4
男子大便器 1 1 1 1 2 2
女子大便器 1 1 2 3 5 7
合計

男子小便器 3 4 8 12 16 20
男子大便器 5 7 14 21 28 35
女子大便器 5 7 14 21 28 35
合計

男子小便器 1 1 1 1 1 2
男子大便器 1 1 1 1 1 2
女子大便器 1 1 1 1 1 2
合計

5 6
国土交通省 1～2 2～10

総務省 1 2 3 4

11 13

病院（SHASE）

13 18 36 54 72 90

劇場（SHASE）

3 3 5 7

３００人 ４００人 ５００人

提案値

3 3 3 3 3 6

避難者
５０人 １００人　 ２００人

表 5 提案値と他の数値との比較 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――
2018.3.9 (東北文化学園大学)

- 106 -



 

10Lと15Lはバケツが重いため便器にバケツを接 
して投入した。その実験を 3 回繰り返して流れる

距離の平均値を求める。配管の勾配は 1/100 とし、

排水管の全長は 10ｍとしている装置で 10ｍ流れ

れば完全に流れたことになる。 
例えば、大便器の洗浄水量 13L の便器の例を下記

に示す。 
1 枚重ねシングルでは 6L バケツで 7 秒かけて

流すと、10ｍはトイレットペーパが流れる。7 秒

以上かけて流すと 10ｍ流れない。 
1 枚重ねダブルでは 6L バケツで 5 秒かけて流

すと、10ｍはトイレットペーパが流れる。5 秒以

上かけて流すと 10ｍ流れない。 
使用時の対応は、便器の種類によって搬送状況

は異なるが、避難所では専門家がいない限り便器

の種類を明確にすることは不可能に近い状況であ

る。そこで、下記の要領でバケツの水を便器に投

入することを試みる必要がある。 
まず試みる内容 
① バケツに 8L 程度水を入れる 
② 10 秒程度で便器に流す 
上記で流れなければ、バケツで流す時間（10 秒

程度）を変えずに、バケツの水量を増やすことを

試みる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 洗浄水量、投入時間、トイレットペーパの

影響 
（3）プール水の対応人員算定 
 体育館が避難施設として利用され、下水道や浄

化槽が正常と判断された場合を想定し、プールの

水をトイレ洗浄水に利用した場合のプールの水が

なくなる日数を算定する。 
ステップ①【避難者数の想定をする】 

体育館面積（㎡）÷占有面積 2.0☆㎡/人＝避難者

数 
☆国連難民高等弁務官事務所(UNHCR)における

難民キャンプ設置時の緊急事態初期の一人あたり

の占有面積は 3.5 ㎡/人である。 
ステップ②【グラフから必要洗浄水量を算出する。

（図 5早見表）】 
ステップ①で算出した避難者数と準備している

バケツ容量を図 5の直線から選び、必要洗浄水量
※(㎥/日)を算出する。 
※必要洗浄水量(㎥/日)は、排泄回数を 5(回/(人・

日))として計算している。 
ステップ③【プールの水が無くなる日数を把握す

る】 
プール水面積（㎡）×水深 0.8※m÷必要洗浄水量    

㎥/日＝プールの水がなくなる日数 
※財団法人日本水泳連盟「プール公認規則

(2010.4.1 施行)」の 25m 一般プールの水深 1.00m
以上を使用し、80%使用を想定する。 
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図 5 避難者数に対する必要トイレ洗浄水量 

 
2. 廃棄物の貯留 貯留室の規模算定 

2.1一般ごみ量 

貯留区分は地域の分別収集区分により行う。規

模は 3 日程度の堆積量を想定する。 
避難所廃棄物（生活ごみ）の発生量＝避難者数×

１人当たり 1 日の発生量 1300ｇ 
貯留量＝1日の発生量ｇ÷見かけ比重 0.05kg/L×
3 日分 
1 人当たりの発生量は下記より想定した。 
平時排出量は 1 人当たり 963ｇ3）～787ｇ4）、地

域、調査年、世帯当たりの人数等により幅がある。

見かけの比重は平均 99～59ｇ/ℓ である。4）紙お

 13Lシングル 洋風便器(洗浄水量：13L用)／ 代用便（トイレットペーパー：シングル）

5 10 15 20 25 50
2
4
6 7 流れない
8 15
10 流れる 17
15
2
4
6 4 流れない
8 9
10 流れる 16
15
2
4
6 3 流れない
8 6
10 流れる 15
15

13Lダブル 洋風便器(洗浄水量：13L用)／ 代用便（トイレットペーパー：ダブル）

5 10 15 20 25 50
2
4
6 5 流れない
8 11
10 流れる 15
15
2
4
6 3 流れない
8 9
10 流れる 13
15
2
4
6 3 流れない
8 4
10 流れる 8
15

３
枚重ね

３
枚重ね

代用
便量

（ダブル）

洗浄
水量
（L)

洗浄水投入時間（s）

１
枚重ね

２
枚重ね

代用
便量

（シングル）

洗浄
水量
（L)

洗浄水投入時間（s）

１
枚重ね

２
枚重ね
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むつ等の多い特別老人ホームの参考数量は定員 1
人当たり約 1500ｇである。5）避難所の排出量資料

として弁当、ペットボトル、空き缶等が通常より

多く１人当たり約 1200ｇ（通常 700ｇ）6） 
【例 300 人収容の場合】 
 避難所廃棄物（生活ごみ）の発生量＝避難者 300
人×１人当たり 1 日の発生量 1300ｇ＝390kg 
貯留量＝（1 日の発生量 390kg÷見かけ比重

0.05kg）×3 日分＝7,800L 
2.2おむつ類のごみ量  

 便袋の貯留量は下記により想定した。 
・子供おむつ用 
子供人数（避難者数×0.04（4％7)））×5 回 /（人・

日）1 枚/人×使用日数分＝使用枚数 
・大人尿取りパットおむつ用 
大人おむつ使用人数（避難者数×0.13（13％8)）

×0.5（50％9)））×5 回/（人・日）×1 枚/人×使

用日数分＝使用枚数 
・生理用品用 
生理用品使用人数（避難者数×0.52（52％10)）×

0.6（60％11)）×0.25（25％12)））×1 枚/（人・日）

×使用日数分＝使用枚数 
【例 300 人収容の場合】 
・子供おむつ 
子供人数（避難者 300 人×0.04×5 回/（人・日）

×1 枚/人×3 日分＝180 枚 
 1 枚（2 L）とする 180 枚×2 L＝360 L 
・大人尿取りパットおむつ 
大人おむつ使用人数（避難者 300 人×0.13×0.5
×5 回/人・日×1 枚/人×3 日＝293 枚   

1 枚（2 L）とする 293 枚×2 L＝586 L 
・生理用品 
生理用品使用人数（避難者 300 人×0.52×0.6×
0.25×1 枚/人×3 日分＝70 枚  
1 枚（0.5L）とする 70 枚×0.5 L＝35L 
袋は半透明のビニール袋で一般ゴミと分別の為

表示が望ましい。 
発災時は、大形ポリ容器 90 L（約 550φ×830
㎜高）6～7 個専用の大形ポリ容器を準備したい。 
2.3便袋の収集ごみ量 

便袋を活用する状況は下記の 3 種類であり、既

設の洋風便器、ポータブルトイレ、簡易に段ボウ

ールから作成トイレ、椅子を加工したトイレ等に

便袋を設置して使用する。 

① 災害時初期でトイレの準備ができない混乱期 
② 素掘り式トイレ、簡易トイレ、既存のトイレ

すべて利用できない場合の最悪時 
③ 足腰の不自由な避難者が利用する時 
便袋の貯留量は下記により想定した。 

貯留袋＝避難者数×5 袋/（人・日）×使用日数分 
【例 300 人収容の場合】 
避難者 300 人×5 袋/（人・日）×3 日分＝4500
袋 
1 袋 0.002ｍ3（2L）とすると 4500 袋×0.002ｍ3/
袋＝9ｍ3   
 
おわりに 

報告したガイドラインは避難所先の職員の方々

が理解できるように、解説を行った。避難所の初

期が重要であるので、日ごろから飲み水やトイレ

の対応をシミュレーションできることに重点をお

いた報告である。なお、本報告は本学会東北支部

東北地方の建築設備研究委員会の成果報告である。 
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震災被災者による都市河川での応急取水活動と水辺空間に関する研究 
－東日本大震災での仙台市梅田川の場合－ 

○八十川淳（東北文化学園大学） 
 

STUDY ON THE WATER DRAWING ACTIVITY BY THE DISASTER VICTIMS AND         
THE WATERSIDE SPACE OF THE CITY RIVER  

 ―A Case Study of the UMEDA River in Sendai during the great East Japan earthquake― 

Yasokawa Jun (Tohokubunkagakuen Univ.), 
 

キーワード：都市河川 ，応急取水 , 震災被災者 

 
はじめに 

東日本大震災時、暫時、上水道が寸断し、生活用

水の確保は多くの被災者にとって喫緊の課題となっ

た。震災当時、河川や池など市街地内の公共水域が、

一部の被災者により雑用水の応急水源として活用さ

れた。平成 26年度に仙台市が策定した「地域防災計

画」では避難所運営における雑用水確保の目的で河

川の活用が盛り込まれている。災害時の雑用水確保

のために河川活用を指示する事例は全国的にも少な

い。しかし震災当時における河川活用の実態は把握

されておらず、来るべき災害時に河川での応急取水

の実践を支援する具体的施策も存在しないし、策定

予定も存在しない。 

当時の水道復旧の記録によれば、発災 3月 11日の

夜には仙台市全域にて断水・減水区域が広がり 3 月

12日に仙台市による応急給水が開始され（箇所数不

明）、翌 13日に 11箇所、14日に 42箇所、以後、日

を追って応急給水所は増加し、3 月 23 日の 72 箇所

がピークとなる。給水車による最後の応急給水は 3

月 31日の 6箇所だった（仙台市水道局ホームページ

より）。応急給水の様子については、各所で長蛇の列

が形成され、水を得るためには最低 1～2時間以上の

行列での待機が必要だった。給水車による応急給水

は原則として飲料水のみとしていたが、雑用水を含

む多量の給水を受ける被災者がほとんどだった。よ

って供給能力に制約のある広域災害時の応急給水に

おいては、雑用水源の確保も非常に重要である。 

筆者は仙台市梅田川において 2013 年度から仙台

市の梅田川を事例として、護岸形状と緊急時の雑用

水確保の作業性との関係などの関連調査を試行して

きた。2016年度は表題に示すように、実際の利用者

に対してヒアリングやアンケート調査を行った。こ

の調査を通じて都市河川での応急取水実施のために

必要な空間条件を考察するものである。 

 
1. 調査方法 

東日本大震災時に梅田川で応急取水を実施した作

業者は、河川から近距離の地域住民あるいは公共施

設（臨時あるいは予備避難所等として機能した市民

センター、体育館、コミュニティセンター、町内会

集会所等）の関係者と想定し、以下の方法にて聞き

取り調査を実施した。質問項目は表 1 に示す。作業

期間は平成 26年 12月～平成 28年 4月だった。 

（1）地域住民による雑用水確保の実態について 

梅田川本流の河川美化推進協議会等に参加する

44の町内会の会長へヒアリングし、町内での河川水

利用の有無を把握した（調査Ａ）。このうち梅田川で

の取水があった 12の町内会については、アンケート

により当時の取水の様子について調査した。対象を

当該町内会の会長を含む役員および班長として震災

当時の自身および家族の様子を回答していただいた

（調査Ｂ）。 

（2）公共施設での雑用水確保の実態について 

梅田川から直線距離 500ｍ以内にある市民センタ

ーやコミュニティセンター等を対象とした。該当す

る 33の公共施設の責任者に連絡確認し、取水実施し

た 5 つの施設には、当時の取水の詳細な様子につい

てヒアリングにより確認を行った（調査Ｃ）。 

 
2. 取水場所の分類 

護岸上から河川高水敷へ一般利用者がアクセスす

ることを前提とした階段やスロープ等の整備箇所を

「アクセス箇所」と定義する。アクセス箇所に川沿

いの公園や河川敷広場も含まれる。梅田川本流にア

クセス箇所が 43か所、支流に 5箇所あることを確認

した（図 1の No.1～48）。 

一方、アクセス箇所以外の場所での取水もあった。

具体的には河川管理者の管理作業用ステップ（2 箇

所）や、護岸に脚立の設置（1箇所）、護岸法面をそ

のまま上り下り（9 箇所）など、一般立入できない

護岸で 12 箇所（図 1 の No.201～212）、橋上から 3

か所（図 1 の No.401～403）だった。これらを「ア

クセス困難な水辺」と定義する。 

護岸上から河川高水敷へ一般利用者がアクセスす

B-13
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表 1 ヒアリングとアンケートの質問項目 

調査A-町内会長へのヒアリング項目（町内会の一次調査）

 １．町内会名称  ２．ヒアリング回答者  ３．市街地密度

①断水したか（Y/N）、　断水の期間は

②河川で取水する住民はあったか（Y/N）

③河川で取水の方法は？特に町内会として工夫や実践

④町内会範囲内で河川以外の給水場所の有無（Y/N）

⑤町内会範囲外の給水場所名称

①拠点として機能した施設の有無（Y/N）

②施設種類（集会所.コミュニティセンター.市民センターほか）

③施設名称 ④当該施設は断水したか（Y/N）

⑤河川で取水の有無（Y/N）　　　 ⑥取水期間

⑦河川で取水の方法は？特に施設として工夫や実践

⑧町内会範囲内で河川以外の給水場所の有無（Y/N）

⑨町内会範囲外の給水場所名称

調査B-地域住民の取水のアンケート項目（町内会の二次調査）

 １．震災時の居住地   ２．住まい形式 ３．当時の同居人数

 ４．断水の有無と期間 　　　５．河川水の利用の有無（Y/N）

①川の水を利用した理由（a～f、複数可）

 a川が身近か、b給水所より近い、c混雑回避、dアイディアが浮かんだ、

 e他人が利用する様子見て、fその他（1ポンプ設置、2自由記入　　）

②運搬手段　（a徒歩、b自転車、cクルマ、d台車、eその他　）

③取水作業人数 ④取水道具 ⑤取水日数

⑥一日の実施回数　　⑦一回の取水量と一日の合計水量

⑧水の使用用途　 ⑨取水時の課題、印象　 ⑩運搬時の課題

⑪取水場所と自宅および運搬経路（地図に記入）

⑫水汲み場所の選定理由（a～g、複数可）

 a自宅から近い、b以前訪れた経験、c降りる場所として記憶、

 d町内会での河川清掃経験、e他人が利用している様子見て、

 f水汲み運搬の適所、gその他（1ポンプ設置、2自由記入）

調査C-公共施設の取水のヒアリング項目

 １．施設名称 ２．ヒアリング回答者

 ３．施設立地（公共水域までの距離） ４．震災時の機能

 ５．震災時の水源（下記①～③）

①断水の有無（Y/N）　および断水期間

②河川での取水の有無（Y/N）

③河川以外の給水場所の有無（Y/N）　および場所

 ６．河川で取水した場合の様子（下記①～⑪）

①取水方法、および施設での貯留方法

②運搬手段　（a徒歩、b自転車、cクルマ、d台車、eその他　）

③取水作業人数 ④取水道具 ⑤取水日数

⑥一日の実施回数　　⑦一回の取水量と一日の合計水量

⑧水の使用用途 ⑨取水時の課題 ⑩運搬時の課題

⑪取水場所と自宅および運搬経路（地図に記入）

 ７．当該施設における河川との日頃のかかわり

 ４．震災当時の水利用に関する町内会構成員の様子（①～⑤）

 ５．震災時に拠点施設として機能した町内施設の水利用（①～⑨）

 ６．町内会と近隣河川（梅田川）とのかかわり

 ７．川で水汲みしない場合の生活用水の水源

 ６．河川水を利用した際の様子（下記①～⑫）

 

ることを前提とした階段やスロープ等の整備箇所を

「アクセス箇所」と定義する。アクセス箇所に川沿

いの公園や河川敷広場も含まれる。梅田川本流にア

クセス箇所が 43か所、支流に 5箇所あることを確認

した（図 1の No.1～48）。 

一方、アクセス箇所以外の場所での取水もあった。

具体的には河川管理者の管理作業用ステップ（2 箇

所）や、護岸に脚立の設置（1箇所）、護岸法面をそ

のまま上り下り（9 箇所）など、一般立入できない

護岸で 12 箇所（図 2 の No.201～212）、橋上から 3

か所（図 1 の No.401～403）だった。これらを「ア

クセス困難な水辺」と定義する。 

 

3. 調査結果 

3-1 取水実施の有無と町内会による取水支援策の実

施について（調査 A） 

取水実施は 27％（12/44）の町内会で確認された。

断水期間と町内の被災者等による応急取水実施の有

無を図 3に示す。「断水なし」の町内会では全く河川

取水されなかった（0/6）。「1～4 日の断水期間」で

は 5％（1/22）の町内会にて河川で取水があった。「1

週間程度の断水期間」では 55％（6/11）の町内会に

て、「2 週間程度」では 100％（4/4）の町内会にて、

「3 週間程度」では 100％（1/1）の町内にて、町内

の被災者等による河川での取水があった。断水期間

1～4日の場合、風呂の残り水など個人備蓄で対処の

間に水道が復旧したとのこと。１週間程度の場合は

１町内会が井戸を共用していた。 

町内会長などの判断にて町内のために河川での応

急取水の支援策を企画・実施した事例は 7 町内会で、

その内容を表 2 に示す。 

3-2 地域住民による自宅での雑用水確保のための取

水実施の実態（調査 B） 

取水があった 12 町内会からの回収数 222 のうち、

現住所地で被災し、断水を経験した回答数は 196 だ

った。このうち梅田川で応急取水を行った回答 32％

（62/196）、川で取水しなかった回答 68％（134/196）

だった。川で取水しなかった回答については、断水

期間が 1～2 日の場合は家庭の備蓄でしのいだとし

ていた。断水期間が長い場合は、大半が飲料と雑用

水を近隣の小中学校での給水車による応急給水にて

獲得しており、そのほか稀に、水の出る知人の水道

を借りたケースや、発災 1～2日後に復旧した自家の

水道を地域に提供したり、自宅や近隣の井戸を利用、

近隣の人が届けてくれた、あるいは断水しなかった

公共施設の水道を利用した等のケースもあった。 

河川で応急取水を実施した回答者の平均断水期間

は 8.6 日、取水実施の平均日数は 6.0 日だった。発

災後２日程度は家庭の備蓄や浴槽水でしのぎ、概ね

３日目以降から河川で応急取水を実施したケースが

多かったと考えられる注 5）。そして応急取水のために

川と自宅など避難先との間を一日に平均 2.2 回、往

復している（以下、川と避難先との往復回数を「実

施回数」とする）。1回の取水量が平均 23.0Ｌで、一

日の合計取水量は平均 46.4Ｌだった。震災当時の家

庭での避難人数は平均 3.4 人、当時、河川水を利用

した場合の水量は平均で 13.4Ｌ/人・日と判明した。 
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表 2 町内会による応急取水の支援策事例 

事例① 橋上にバケツとロープを設置

（実施場所は図7のNo.401）

事例② 工事業者から可搬エンジンポンプを借用設置

（実施場所は図7のNo.201）

事例③ 立ち入りできない護岸にハシゴ設置

（実施場所は図7のNo.203）

事例④ 域外からの被災者の雑用水給水場所として川辺へ誘導

（実施場所は図7のNo.20）

事例⑤ 川辺に町内会拠点を設営して炊き出しと取水実施

（実施場所は図7のNo.24）

事例⑥ 町内会集会所のトイレ用水確保のための取水実施

（実施場所は図7のNo20、.24）

発災日と翌日の2日間、川辺に町内会拠点としてテントを設営して炊き出しと取
水を実施した。場所は、町内会で毎年の夏まつりを行う川辺の公園、とのこと。

施設Cでは町内会拠点の運営のためにNo.24で、施設Eでは身体の不自由な
町内の避難所として運営するためにNo.20で、トイレ用水・雑用水を河川から取
水した、とのこと。なお町内会集会所は断水していた。

震災発災から町内会長自宅の井戸を提供していたが、湧水量が少なく涸れて
しまったしまったため、近所の橋上にバケツとロープを設置して、水汲み場所と
して提供した。幹線道路付近の橋に設置したため、町内会構成員よりも域外の
被災者による利用が多かったとのことだった。また川に下したバケツが水面に
浮き、水が入らないため、バケツの中におもりの石を入れるなど工夫が必要
だった。結果、水汲み作業を繰り返すうちにバケツが壊れた、とのこと。

発災4～5日の後、近隣の工事業者から可搬エンジンポンプを2日間、夕方16～
17時の1時間だけ、応急的に設置・稼働してもらった。その案内は回覧板と町
内会掲示板で実施したが、後日、町内会未加入の住民から、河川水取水のア
イディア通知がなかったので水汲みできなかった、とする苦情が寄せられた、と
のこと。なおポンプ設置場所のNo.201は町内会による毎月1回の河川清掃の
拠点の水辺空間である。

発災後、4日間程度、昇降できない護岸の上に水汲み時に使用できるようにハ
シゴを設置した。利用者はハシゴを利用して水汲み作業後、ハシゴを護岸の上
に戻しておくようにした。なお、実施場所のNo.203は、毎月1回、町内会での河
川清掃時にハシゴを用いて、立ち入る護岸である、とのこと。

町内会が運営支援した避難場所（原町小学校）に、多賀城市や塩釜市など想
定を超えた広域・遠方からの被災者が自動車で水を求めて集まったため、その
雑用水の給水場所として河川敷広場を案内・提供したものである。この時、町
内の街路は取水に集まった車で交通マヒになった、とのこと。

 

3-3.公共施設での雑用水確保のための取水実態（調

査 C） 

 市民センターとコミュニティセンターは梅田川近

隣に 8 施設存在し、そのうち河川取水を実施したの

は「荒巻コミュニティセンター（施設 A）」、「福沢市

民センター（施設 B）」、「東部市民センター（施設）

D」の 3 施設だった。また 44 町内会のうち、河川水

を取水利用した集会所は「原町中央集会所（施設 C）」

と「中原町内会館（施設 E）」の 2施設だった。立地

は施設 B が梅田川に隣接するが、他は内陸側に離れ

ている。取水場所までの移動距離は 150～500ｍ、平

均 270ｍだった。5施設とも震災当時、何らかの応急

拠点機能を担った。 

取水日数と実施回数は、施設 A が 1 日のみで合計

5 回、施設 Bが 20日で 1回/日、施設 C が 15 日で 1

回/日、施設 Dが 20日で 0.5回/日、施設 Eが 3日で

2～3回/日だった。用途はトイレ洗浄用だった。 

取水方法については、施設 A は「消防バケツ 6 個

を台車と一部区間は徒歩にて 4～5 人」で 30L/回を

図 1 の No.11 にて取水し、防火用水槽に蓄えた。施

設 Bは「初回は 18Lポリタンク 10個を台車に載せて

4人で、2日目以降は同ポリタンクを 2個 2人」で 2

日目以降は 30L/回を図 1 の No.402 の橋上から取水

した。施設 C は「18L ポリタンク 4 個を手に持って

徒歩 3～4 人」で 60L/回を図 1 の No.20 にて取水し

た。施設 D は「60L ゴミ容器を台車に載せて 2 人」

で 30L/回を No.23にて取水した。施設 Eは「一斗缶

4 個を台車に載せて 2 人」で 40L/回を No.24 にて取

水した。運搬方法は台車が 80％（4/5）で徒歩が 20％

（1/5）だった。 

 

4. 雑用水確保の実施場所について考察（まとめ） 

1）東日本大震災時、町内会エリアⅠ～Ⅶの梅田川

の水辺では一部の地域住民が雑用水を応急取水して

いた。避難所や復旧支援の拠点となった公共施設で

も取水を実施していた。遠方から車で移動して取水

する事例もあった。 

2）地域住民による取水作業は、一日平均 2.2回実

施して、各回 2.0 人の作業人数で一回平均 23.0Ｌ、

一日合計平均 46.4Ｌを取水した。家庭での避難人数

一人当たり平均 13.4Ｌ/日の取水量だった。なお断

水期間は平均 8.6 日で応急取水の実施期間は平均

6.0 日、発災から概ね 3 日目から河川での応急取水

を開始したと思われる。水辺から自宅までの運搬距

離は平均 217ｍで、運搬手段は徒歩での携行が 68％

（39/57）で最多だった。 

4)５つの公共施設での取水の頻度や方法等は大き

く異なった。運搬手段は台車が 80％（4/5）で最多

だった。 

5）町内会エリアⅠ～Ⅶ内にアクセス箇所は 18で、

このうち 13箇所で河川からの取水が実施された。利

用されたアクセス箇所ではアプローチ勾配が 16～

40°に対して、利用されなかったアクセス箇所は 55

～63°の急勾配で、入口扉に施錠されたものも多か

った。またアクセス困難な水辺でも 15箇所において

応急取水された。このうち利用が集中した No.201

と 203 は町内会による河川清掃時の河川高水敷への

進入場所だった。 

以上、震災時に梅田川ではアクセス整備された一

部の場所やそれ以外において取水実施が確認された。

ある地域では取水作業性向上のための整備要望もあ

る。震災時の長期断水の経験を経て、仙台市では災

害時給水施設の整備を進めている。本報の結果は、

都市河川の災害時給水の補完機能のために「応急取

水用のアクセス整備」が有効かつ必要であることを

示している。なお、本研究では梅田川を調査事例と

して応急取水活動を調査した。今後は河川規模の違

った対象についても、同様の調査が必要である。 
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図 1 東日本大震災時に応急取水が実施された水辺 

表 1 河川での応急取水実施エリアとその利用頻度、利用主体、応急取水の実施された場所 
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※エリアⅢについては調査対象数がきわめて少なかったため、取水実施に関する調査結果は参考値である。実際は多くの取水があったとの報告である。
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       図 2 No.22の水辺        図 3 No.23の水辺     図 4 No.25の水辺   図 5 No.201と昇降ステップ 

    
図 6 No.203水辺    図 7 No.14の階段（55°）図 8 No.45の階段（63°）図 9 No.48の入口扉と施錠 
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秋田県における非住宅建築物の低炭素化に向けた省エネルギーシナリオの作成 

○内海 禎一（秋田県立大学），長谷川 兼一（秋田県立大学），竹内 仁哉（秋田県立大学）， 

松本 真一（秋田県立大学） 

Proposal of energy saving scenario towards low carbon society of  
non-residential buildings in Akita 

Utsumi Tomokazu (Akita Prefectural University),Hsegawa Ken-ichi (Akita Prefectural University),  
Takeuti jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ihi (Akita Prefectural University) 

 

キーワード：非住宅建築物，エネルギー消費量，省エネルギーシナリオ 
 

1.はじめに 

近年，温室効果ガスが原因で地球温暖化問題が

喫緊な問題となっている。日本の現状として，CO2

排出量は増加傾向にあり，住宅及び業務ビルを含

む民生部門のCO2排出量が全体の約4割を占めて

いる。また，秋田県においても CO2排出量は増加

している。これを受けて 2017 年 3 月に「第二次

秋田県地球温暖化対策推進計画」1)を策定し，各

種対策の実効性を高め，確実に二酸化炭素排出量

を削減することが期待される。そのためには，確

度の高い将来予測を行い，人口動態や建物用途に

対応できるマクロモデルによる推計が有効である。 

伊香賀ら 2)は，業務用建築起因 CO2排出量の超

長期予測モデルの開発し，業務用建築における削

減ポテンシャルを検討した。 
筆者らは，伊香賀らの手法を参考にマクロモデ

ルの予測精度の向上に取り組み，秋田県における

民生業務部門の低炭素化シナリオの削減効果を検

討したので報告する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 非住宅建築物のエネルギー消費量の推計方法 

図-1に建設・運用・改修・解体段階における推

計方法の概要を示す。エネルギー消費量推計モデ

ルを構築するにあたり，伊香賀らの手法 3)を参考

にした。エネルギー消費量の推計は，各段階の原

単位に床面積を乗じて推計する。 
3. 運用段階におけるストック床面積の推計 

3.1 推計手法 

表-1に建物用途別の原単位と数量を示す。運用

段階の建物用途別ストック床面積は「原単位」に

「数量」を乗じることで算出する。原単位とは，

例えば事務所では，「オフィス人口 1 人あたりの

床面積」，学校施設では，「就学者 1 人あたりの床

面積」といった，各種建物用途のストック床面積

に関係しているものであり，標準化された床面積

のことである。数量に関して，事務所・学校施設・

医療施設・文化施設は，将来人口の推移に，商業

施設・宿泊施設は，日本の GDP の推移に関連す

るとして推計する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-1 建設・運用・改修・解体段階における推計方法 

建設

建設段階の
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3.2 推計結果 

 図-2 に秋田県における運用段階のストック床

面積を示す。各建物用途を合計した秋田県全体の

ストック床面積の推移は，2050 年の時点で 2000
年比 0.54 倍まで減少する。その中でも小・中学校

のストックの減少量が多く，2050 年時には 2000
年比 0.27 倍まで減少する結果となった。これは，

少子化に伴う減少だと考えられる。小・中学校の

割合は，2000 年時に全体の 21％を占めているの

に対し，2050 年には 11％にまで減少する。病院・

福祉施設は，2000 年には 11.9％を占めているの

に対し 2050 年には 13.4％に減少する結果となり，

高齢化に伴い増加傾向であることが確認された。

また，商業施設のストック床面積は 2000 年には

21.9％を占めているのに対し 2050 年には 32.7％
に増加する結果となった。 
4.  運用段階のエネルギー消費量 

4.1 エネルギー消費量の推計結果 

ストック床面積にエネルギー消費原単位を乗じ

てエネルギー消費量を推計した。エネルギー消費

原単位は，DECC の公開用データベースより地域

別・建物用途別・面積区分別単位床面積当たりの

年間一次エネルギー消費量」3)を使用した。さら

に，事務所，デパート，コンビニ，大型店舗，飲

食店，宿泊施設の 6 用途は，既往研究 4)と省エネ

ルギーセンターのリファレンス値 5)より空調，給

湯などの消費用途の割合を算出し，消費用別にエ

ネルギー消費原単位を推計した。  
図-3 に運用段階におけるエネルギー消費量の

推移を示す。運用段階におけるエネルギー消費量

の推移は，2005 年から 2050 年にかけて徐々に減

少し，2050 年時には，2000 年比で 0.7 倍となる。

また，商業施設のエネルギー消費量は，各年全体

の 4～5 割を占めており，学校施設のエネルギー

消費量は，各年 1 割にも満たない結果となった。 
4.3 実績値との比較 

 図-4 に本研究で推計したエネルギー消費量と

秋田県の実績値を比較した図を示す。実績値には，

経済産業省が公表している都道府県別エネルギー

消費統計 6)の中から本研究で対象としている第三

次産業の値を使用した。2000 年から 2014 年の予

測値と実績値との相対誤差は，4.3％，8.9％，

10.6%，2.9%であり，予測精度として妥当な範囲

に収まっている。 

2000 年 2040年2030 年2020 年2010 年

0

8

2

床
面

積
[
×
1
0
6 ｍ

2
]

6

14

4

12

10

2050年
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図-3 運用段階のエネルギー消費

量 

2000年 2040年2030年2020年2010年

0

15

5

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
[×

10
9

M
J
]

10

25

20

2050年

大分類 小分類
事務所 事務所 オフィスワーカー1人あたりの床面積 オフィスワーカー数

デパート

コンビニ
大型店舗
家電量販店
その他物販

飲食 飲食売上高あたりの床面積 飲食売上高
宿泊 ホテル 宿泊収入額あたりの床面積 宿泊収入額

幼稚園
小・中学校
高校
大学
病院 患者1人あたりの床面積 患者数

福祉施設 定員1人あたりの床面積 定員数
文化 劇場・展示 人口1人あたりの床面積 総人口

就学者数

年間商品販売額

建物用途

学校

医療

原単位 数量

就学者1人あたりの床面積

商業
年間商品販売額あたりの床面積

表-1 建物用途別の原単位と数量 
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5 建設・改修・解体段階のエネルギー消費量 

5.1 床面積の推計 

 2015 年までの建設・解体段階については，建築

着工統計調査 7)の建設面積，解体面積などを基に

推計した。2016 年以降の推計値に関しては，スト

ック床面積における解体床面積の割合である解体

率から推計した。改修床面積については，新築後

20 年周期で改修工事が行われると仮定し，毎年の

改修床面積を推計する。図-5に建設・改修・解体

段階の床面積の推移を示す。各段階の床面積は，

2050 年にかけて減少する結果となった。 
5.2 エネルギー消費量の推計 

建設・改修・解体段階におけるエネルギー消費

量は，日本建築学会の建物の LCA 指針 8)よりエネ

ルギー消費原単位を算出し，各段階の床面積を乗

じて推計する。使用する評価モデルは，日本建築

学会の標準オフィスモデル(RC 造，延べ床面積

7583 ㎡を設定した。事務所ビルの部材構成や使用

に関しては，一般的な使用を想定し，建物の LCA
指針のデフォルト値を用いた。図-6 に建設・改

修・解体段階におけるエネルギー消費量の推移を

示す。全体の傾向として 2000 年以降，減少傾向

にあり，各段階の内訳を見ると，建設段階が最も

大きく全体の 85％を占めている。 

6 章 省エネルギーシナリオの作成 

6.1 BAUケースにおける将来推計 

 図-7に運用・建設・改修・解体段階における対

策しないケース(BAU ケース)を示す。BAU ケー

スのエネルギー消費量は，2000 年から減少傾向に

あり，2050 年時には 2000 年の 0.53 倍となる。

段階別の割合では，2000 年時に運用段階が 6 割

を占め，建設・改修・解体段階が 4 割を占める。

2050 年時には，運用段階が 8 割を占め，建設・

改修・解体段階が 2 割を占めると結果となった。

このことから，長期的に見た場合，運用段階にお

けるエネルギー消費量の削減が必要であると言え

る。そこで，省エネルギーシナリオにより，運用

段階のエネルギー消費量の削減効果を検討する。 
6.2 省エネルギーシナリオの設定 

 表-2 に各シナリオの内容を示す。BEMS 導入

シナリオと LED 照明導入シナリオの導入率は，

地球温暖化対策計画 12)を参考に設定した。運用改

善シナリオの実施率ついては，既往研究 13)を参考

に設定した。 
 

 

図-7 BAU ケースのエネルギー消費量 

表-2 省エネルギー対策の内容 

図-6 建設・改修・解体段階の 

エネルギー消費量 

図-5 建設・改修・解体段階の床面積 

番号 対策項目 具体的な内容 文献No.

(1) BEMS導入
BEMS導入によりエネルギー消費原単位4.7％削減
・導入率：2030年時47％(2050年まで一定)

9）

(2) LED照明導入
従来型蛍光灯からHf蛍光灯または直管形LED照
明に交換した場合、照明消費電力が40％削減
・導入率：2030年時100％(2050年まで一定)

10）

(3) 運用改善
簡単に行える省エネ行動の削減効果を反映
・実施率：2030年時100％(2050年まで一定)

10）

(4) 新築改善
事務所：ZEB　ready化した場合，原単位30％削減
コンビニ：建物の断熱性を向上させた場合，空調用
原単位40％削減

4)，11)

(5) 複合 (1)～(4)の対策を行った場合の削減効果を反映
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6.3 推計結果 

 図-8，図-9 にシナリオ毎のエネルギー消費量，

CO2 排出量の推移を，図-10，図-11 に 2030 年時

の推計値を示す。削減効果の最も高かった複合シ

ナリオのネルギー消費量は，2050 年時に 2000 年

比で 0.59 倍となり，BAU ケースと比べ 11.5％減

少する。同様に複合シナリオのCO2排出量は，2050

年時に 2000 比で 0.63 倍となり，BAU ケースと比

べ 13.3％減少する。これは，秋田県の目標である

2013 年比で 21％の削減を達成する結果となった。

しかしながら，国の計画では，2050 年までに 80％

の温室効果ガスの削減を目指しているため，秋田

県においても更なる削減が必要であると言える。

今後は建設・改修・解体段階における省エネルギ

ーシナリオの作成や全建物用途の原単位を消費用

途別に推計し，精度の高い将来推計を目指す。 
7. まとめ 

 民生業務部門の低炭素化に向けた省エネルギー

シナリオを作成するため，マクロモデルを構築し，

5 パターンのシナリオでエネルギー消費量，CO2

排出量の削減効果を検討した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その結果，複合シナリオにおける CO2 排出量は，

秋田県の削減目標を達成する。今後は，建設・改

修・解体段階の省エネシナリオの作成や，マクロ

モデルを改善することが望まれる。 
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図-8 複合シナリオのエネルギー消費量 図-9 複合シナリオの CO2排出量 

図-11 2030年時点のCO2排出量の比較 
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キーワード：電力消費，モニタリング，需要予測，気象影響 

 
はじめに 

福島県新地町では環境未来都市に選定されて以

来、環境・経済・社会の価値を高める「スマート・

ハイブリッドタウン」構想を掲げ、地域における

省エネルギー行動を支援する地域の情報ネットワ

ークシステム（地域 ICT システム）の導入を進め

ている。 
地域 ICT システムの機能については前報 1)にて

詳しく述べたとおりであるが、このうちエネルギ

ー部分については、火力発電や自然エネルギーを

利用した地域エネルギー会社によるエネルギー供

給と、スマートメータおよびその表示端末である

「新地くらしアシストシステム」を通じたエネル

ギーの見える化の他、今後はデマンドレスポンス

等の一歩進んだ需給調整を行うことが予定されて

いる。本稿では、今後のエネルギーマネジメント

に資することを目的に、このシステムの一環とし

て蓄積されてきた電力モニタリングデータを用い

て需要予測モデルを構築するための影響要因を検

討した。 
 

1. 分析の方法 

  本研究の地域 ICT システムにおける電力モニ

タリングは、公募によるモニター世帯を対象に

2014 年 6 月から順次電力モニタリングが開始さ

れた。現在は約 70 軒のモニター世帯が計測対象

となっている。各世帯では家全体の総電力消費量

の他に、6 系統の系統別電力消費量を計測してい

る。ただし系統は統一されていない。 

  電力需要予測を行う際には、大きなサンプル数

を採用することにより母集団に対する代表性を確

保して行うことが多い。本研究で対象としている

モニター世帯は公募による約 70 世帯と比較的少

数であること等を勘案し、本稿では 1 世帯ごとの

データからの積み上げ方式で需要予測を試みるこ

ととした。 
分析には 2016 年 1 月から 2017 年 12 月までの

電力モニタリングデータを用い、まず平日、休日

ごとに各時刻の電力消費量と気象庁が公開してい

る気温の時刻データ（新地町）から冬季および夏

季の分岐外気温を算定する。エアコン系統を個別

で計測している世帯については、分岐外気温の算

定の際に実際のエアコン系統の利用状況を参考に

した。次に、そこで算定された分岐外気温で区分

した冬季、中間期、夏季ごとに時刻別の総電力消

費量を従属変数として重回帰分析を行った。説明

変数には、気温に加えて降雨量（新地町）および

日照時間（相馬）を用いた。 
なお本稿では例として任意で抽出した 1 世帯の

分析結果を示す。対象とした世帯は、2014 年のモ

ニター申込時のアンケートによれば、世帯主の年

齢は 30 代、小学生以下の子どもが同居している 5
人家族世帯である。住居は 1994 年築の木造戸建

て住宅（床面積 298 平米、9 部屋構成）で、太陽

光発電設備が設置されている。冷暖房に関しては

電気と灯油の併用と回答している。また世帯主は

B-15
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給与所得がある正規雇用に就いており、平日の日

中には 1 人が在宅している。2017 年秋に行った

アンケートでは世帯構成に関する変化は報告され

ていない。 
 

2. 結果と考察 

図-1 は当該世帯の各時刻、気温における居間の

エアコン系統の利用率を示したものである。図で

は代表的なエアコン利用を示していると思われる

時間帯のみを抜粋した。朝 4 時頃から気温感応を

開始し、5 時には 12℃以下ではほぼ 100%の日に

おいてエアコンが利用されている。その後 8 時代

には利用が減り始め、10 時～14 時の日中は 12 時

～13 時の昼の時間帯に利用が若干見られるが利

用は少ない。その後 16 時代から利用が再び増加

し、朝 5 時とほぼ同様になるのが 18 時である。  
図-2 はこれを基に算出した冬季および夏季に

おけるエアコン利用の境界となる分岐外気温を示

したものである。0 時～3 時の夜中は居間のエア

コンはほとんど利用されていないため、境界気温

は空欄となっている。その後の重回帰分析の実施

においては、境界が定められない時刻については

各時刻の分岐外気温の平均値（冬季 7.6℃、夏季

24.9℃）を用いた。また時刻独自の境界気温が平

均値と比べ 5 割以上の差がある場合には平均値を

用いた。 
次に時刻別 境界区分別に、家全体の電力消費量

を従属変数とした重回帰分析を行い、電力消費量

に対する説明変数を検討した。この結果、図-3 に

示すとおり、冬季においては 12～13 時には日照

時間が、18 時には降雨量が影響する以外は気温の

影響が大きいと示された。中間期は逆に朝～日中

の時間帯は日照時間が主影響要因で、夜～早朝に

は気温が影響している。夏季は朝と夜の団らん時

間帯は気温の影響が大きいが、昼間は気温と降雨

量、日照時間の混合影響と示された。気候的に比

較的涼しいこともあるが、気象影響が強くない時

間帯には在宅人数やエアコン系統によらない影響

要因の検討も必要であると思われる。 
 
3. まとめ 

  本稿では、電力需要予測モデルの構築に資する

ことを目的に電力モニタリングデータに基づく個

別世帯のエアコン利用を中心とした気象影響を検 

 
図-1 各時刻・気温における居間エアコンの利用率 

 

 
図-2 時刻別 居間エアコン利用の境界気温 
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図-3 季節別・時刻別電力消費量に対する気象影響 
 
討した。今後はこれらの結果を基にモデルの検証

およびより多くの世帯の分析から属性別のモデル

を構築していく予定である。 
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1. はじめに 

 震災復興まちづくりの一環として、著者らは福

島県の新地町を対象として情報通信（ICT）シス

テムを活用して省エネルギー行動支援や地域活性

化を実現するための研究を進めている 1)。これは

新地町が掲げる「スマート・ハイブリットタウン」

構想の一環として、新地町と国立環境研究所の連

携・協力に関する基本協定の下で推進しているも

のである。 
 前報 2)において、著者らは社会実証実験を進め

ている地域 ICT システムの機能の一環として取

得されている電力モニタリングデータを用い、電

力消費実態や省エネルギー行動への効果の分析事

例を紹介した。しかしながら、電力消費は諸要因

により変動し、今後地域におけるエネルギー需給

マネジメントに結び付けるにはより的確な予測手

法の確立が不可欠である。こうした背景から本研

究では、電力消費と気温の季節季節変化に着目し、

気温変化による電力消費量への影響、すなわち気

温感応度について検討した。 
 
2. 対象地域と利用データ 

 気温感応度の抽出方法を図-1に示す。本研究で

は気温と電力消費の季節変化パターンに基づいて

分析を行った。まず、図-1の通りに気温と電力消

費の季節変化パターンから、電力消費が最小とな

る月の電力消費をベース需要とし、各電力消費量

とベース需要との差を季節変動分とした。その際、

ベース需要となった月の平均気温より気温が高け

れば夏季増分、低ければ季節変動分は冬季増分と

 
図-1気温感応度の算定手法 
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した。なお、夏季増分は冷房、冬季増分は暖房と

概ね対応していることが推察されるが、電気式の

給湯や冷蔵庫なども気温の影響を受けるため、冷

房用、暖房用と記述することは避けた。次に、夏

季増分・冬季増分のそれぞれについて気温による

推定式を作成した。著者らはすでに折れ線の回帰

式により気温とエネルギー消費の関係を近似する

方法を提案している 3)。本研究ではこの手法にお

いて片側の直線を y=0 で固定することにより、折

れ線の関係を表現した。なお、回帰式の作成には

時刻別データを用いたが、長時間の外出などによ

る不規則な変動がベース需要の推定に及ぼす影響

を除去するため、ベース電力の算定には月平均時

刻別値を用いた。 
本報では 2015 年度のデータを解析対象として

選択した。前報 2)では複数年のデータを用いたが、

本報は気温の影響を抽出することを目的としてお

り、対象期間中の世帯人員数や機器の変化の影響

をできる限り除去するため、年度を絞ることが適

切であると判断した。本報では前報 2)と同様に地

域 ICT システムにより得られた電力モニタリン

グデータを用いた。気温データは気象庁による新

地の観測データを用いた。 
 
3. 解析結果 

 前述した方法により得られた時刻別の気温感応

度の例を図-2に示す。ここでは世帯人員数別に比

較したところ,とくに 7 人以上世帯では、夏季、冬

季とも気温感応度が大きく生じており、人員数よ

る冷房・暖房需要の差異が影響している。また、

7 人以上世帯では、夏季は日中・夜間、冬季は深

夜早朝の気温感応度が大きい。このため、住宅規

模に伴う設備の差異の影響が含まれており、電気

式の給湯機器が導入されている可能性が高い。 
 また、夏季・日中は 1～2 人世帯の気温感応度

が 3～4 人世帯の気温感応度よりも大きいことも

特徴的である。都市部であれば 1～2 人世帯は若

い世代が多いため日中の在宅率が低いことが多い

が、少子高齢化が進む新地町の地域条件では 1～2
人世帯は高齢者が多く、日中の在宅率が高いこと

が推察される。このため、日中在宅者の有無が気

温の影響を受けやすい夏季・日中の冷房消費に影

響している可能性が高い。 
  
4. まとめ 

 本研究では新地町における住宅の電力モニタリ

ングデータに基づき、電力消費の気温感応度につ

いて分析した。とくに本報では世帯人員数に着目

して集計した例を示し、地域の電力需要予測や需

給マネジメントに貢献し得る種々の知見を得た。

今後、種々の世帯属性の差異や、平日・休日など

にも着目し、詳細な電力消費予測モデルを構築す

ることにより地域スケールでのエネルギー需給効

率化を検討する予定である。 
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1. Introduction: 

The problem of power demand analysis is 
under discussion for a rather long period. The 
interest to this topic is caused by the necessity 
to adapt the existent power supply systems to 
the changing conditions in residential sector of 
cities. The electric power consumption is 
increasing continuously along with the 
population, the GDP growth and the shift from 
gas and oil consuming devices to its electric 
analogues. 

The residential power demand and 
consumption dynamic depends on various 
factors, such as a households’ composition, the 

type and number of households’ appliances, 

households’ type and size, the environmental 

conditions, the season and others. There are 
many attempts to predict the power 
consumption pattern and to model the 
consumption dynamics [1-4]. 

In Shinchi-town, a community energy 
management system that links information 
and communication technology is being 
introduced at the base as part of reconstruction 
town building after the Great East Japan 
Earthquake. The National Institute for 

Environmental Studies provides academic 
support in design and planning of such systems, 
examination of energy conservation and CO2 
emission reduction, and examination of 
feasibility. Based on this, we developed an 
information system that will be the residential 
interface for the community energy project and 
is presently at the phase of social 
demonstration experiment [5]. 

Given research is conducted in order to 
numerically evaluate the electricity 
consumption patterns that are typical for the 
local developing cities, and to predict the 
further changes in it depending on mentioned 
above factors.   

 

2. Modelling approach. 

The engineering method of electricity 
consumption pattering has been chosen as a 
most adaptive to changes of individual 
households’ characteristics and as a less 

statistics requiring. It is a bottom up approach 
based on the piecing together of subsystems to 
give rise to more complex systems. In case of 
living area power demand analysis, the basic 
subsystem that should be modeled individually 
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is a household. 
The engineering method has been fulfilled 

by the statistical data about the leisure, 
activities and time use, that has been provided 
by the Statistics Bureau of Ministry of Internal 
Affairs and Communications. To make the 
modelling system more concrete we add to it 
the information about 45 characteristic 
households from the Shinchi-town. This city 
has been chosen because it has been severely 
damaged by a disaster of 2011, but local 
government and living society is established a 
developing direction to the recreation of the 
surrounding environment end sociotechnical 
urban system in order to restore the damaged 
city to its previous and even more developed 
conditions.  
 
3. Electricity consumption patterns 

The numerical modelling of an electric 
power demand in various households 
demonstrated that one of the crucial specifics 
of the rural but developing cities is in a high 
deviation of the demand from household to 
household. Figure 1 depicts this effect very 
clearly by comparing the hourly power demand 
of three households. The first one is the 
household with the minimal integral daily 
demand. In this household the heating system 
is functioning on the base of gas and oil heaters, 
that is why the main factor of the electricity 
consumption (heating/cooling by the room air 
conditioners) is absent. The other two 
dynamics depicts electricity consumption 
patterns of households that are heating the 
indoor space using RACs. The difference 
between this two households is that one 
household (orange dynamics) has a power 
storage that is charging during the night and 
compensate the evening increase of the 
electricity demand which is supplied by the 
regular electricity provider in the second case 
matching the grey color pattern. 

  

 
Figure 1. The electricity consumption 
dynamics by three households. Blues line 
matches a gas heating, grey line corresponds to 
RAC heating and the orange line depicts the 
household with RAC heating and the night 
charging power storage. 
 
4. Aggregated demand of Shinchi town and the 

prediction of its increase. 

The data collected from Shinchi town has 
been obtained by the survey distributed among 
the representative set of households. The 
average household in Shinchi consumes around 
28 kWh of electric power per a day. This value 
matches an average household with 4 living 
people, 3 air conditioners and permanent 
presence of at least one inhabitant in the 
household. Referring to the official cite of 
Shinchi town and applying this data to the 
current number of citizens and households we 
are getting the value of 72.2 MW that is 
matching the integral daily demand of Shinchi. 
The open question is the further dynamics of 
the mentioned integral daily demand of a town 
depending on various factors. The main factor 
that we may find in many publications is the 
increase/decrease of the electricity demand 
because of changes in number of local residents. 
For most of big cities this factor corresponds to 
the expected decrease in the demand because 
of the superiority of aging factor over the birth 
rate in megapolises. However in developing 
cities this dynamics is opposite. According to 
the local information about the population 
dynamics, because of reasonable investment 
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into the local society and higher birth rate in 
smaller towns the population is expected to be 
increasing. As an outcome of it the number of 
consuming agents will grow, the correspondent 
increase of the local power demand is shown on 
Figure 2. 

 

 
Figure 2. The electricity demand prognosis. 
The expected increase because of the 
population growth.  

 

The other two main reason of changes in 
the local electricity demand are the 
modernization of local households (shift from 
gas consuming devises to its electric analogues) 
and the increase of efficiency of modern electric 
appliances. These two factors are presented in 
Table 1 by values of a predicted electricity 
demand in Shinchi. The first row of data 
corresponds to the increase presented on 
Figure 2. Second row matches expected 
increase of the electricity demand if we will 
assume that the local households that still heat 
their indoor space by gas heaters will gradually 
replace these old devices by modern RACs. As 
we may see, this assumption makes the 
expected demand increase much more 
significant. The third line corresponds to the 
decrease of the electricity demand caused by 
the appearance of the innovative technologies 
on the market of electric appliances. It has 
been assumed that every 10 years efficiency of 
electric devises increase up to 10%. As we may 
see, the last factor leads to the high 

compensation of the modernization caused 
increase in the predicted demand but still 
cannot cover the whole increase. 

  

Table-1 Grow of the power demand in Shinchi 

  

 

5. Conclusion. 

This research is devoted to the prediction of 
power demand in developing cities. We 
described the method enabling to evaluate the 
characteristic electricity consumption by the 
residential area of a city, that is based on the 
combination of the engineering approach, 
statistical data and the information collected 
by the survey distributed among the 
representative set of households. 

The outcome of the electricity consumption 
pattering demonstrated the high deviation of 
the electricity demand from household to 
household caused by the difference in the 
indoor heating appliances. This problem is 
rather typical for developing cities that are not 
so regulated as megapolises. 

The usage of the data collected in the 
representative set of households enabled us to 
assume the aggregated integral power demand 
of Shinchi town. This value has been used as a 
starting value for the prognosis of the integral 
demand depending on the social and 
technological factors. Social factor corresponds 
to the expected increase in number of local 
residents. The technological factors correspond 
to the increase of the integral power demand 
caused by the expected migration of local 
households from gas/oil consuming devices to 
its analogues; and to the decrease of the 
electricity demand caused by the better 

  current 2030 2040 2050 

Population grow 72.2 78.1 81.2 83.9 

modernization 72.2 98.9 124.5 151.0 

efficiency 72.2 89.0 99.6 105.7 
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efficiency of electric appliances from generation 
to generation. 

The integral predicted increase of the 
power demand in Shinchi town is exceed 20% 
per 10 years. This outcome shows the 
reasonableness to invest into existent power 
supply systems of local developing towns in 
order to be prepared to the further changes. 
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はじめに 

環境省の調査によると、依然として空調設備機

器から発生する騒音が社会問題となっている。特

に可聴域未満の低周波音（周波数 20Hz 未満の音。

以下、超低周波音という）については、その実態

と影響は殆ど解明されていない。一方、環境省で

は、低周波音問題対応のための評価指針として｢心

身に係わる苦情に関する参照値｣を公開しており、

苦情の原因が低周波音なのかどうかを判断する目

安とされている。さらに超低周波音が問題になる

可能性は低いとされているが、実際には苦情を訴

える人が少なくない。1） 

 
1.調査目的  

このような背景から本研究では空調用室外機か

ら発生する超低周波音の実態を明らかにする、次

に超低周波音に対する窓サッシの遮音性能を明ら

かにする、最後に空調用設備機器による住宅内の

超低周波音を環境省参照値と比較し、人への影響

を検討する事ことを調査目的とした。 
 

2.空調用室外機による超低周波音の測定 

2.1 測定概要 

 空調用室外機から発生する超低周波音の実態を

調査するため、本学と住宅に設置されている室外

機を対象に測定を行った。 
測定には低周波音レベル計（NA-18）を使用し、

低周波音レベル計の高さは地上から 1.2ｍとした。

測定内容は G 特性周波数 1Hz～80Hz を 1/3 オク

ターブバンド毎に行い、測定時間は 10 秒間とし

て透過騒音レベルを求めた。写真-1 に低周波音レ

ベル計を、写真-2 に実測風景を示す。 
測定対象とした本学の空調用室外機の設置位置 

を図-1 に示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
測定点①~⑤に設置されている室外機 5 台を対

象に測定を行った。測定日は平成 29 年の 7 月 14
日の夕方に行い、測定回数はそれぞれ 3 回で、そ

の結果をエネルギー平均した。 
本学に設置されている空調用室外機の設置状況

を写真-3、4 に、仕様を表-1 に示す。 

①

②③

④

⑤

図-1 本学に設置されている室外機の設置位置 

 

写真-1 低周波音レベル計   写真-2 実測風景  
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測定対象とした各住宅の空調用室外機の設置位

置を図-2～5 に示す。それぞれ仙台市内のアパー

トの 1 階（住宅 A）マンションの 10 階（住宅 B）

マンションの 2 階（住宅 C）アパートの 1 階（住

宅 D）に設置されている各室外機を対象に測定を

行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
測定日時は、住宅 A は 12 月 21 日、住宅 B は

12 月 15 日、住宅 C は 10 月 27 日、住宅 D は 11
月 26 日にそれぞれ行い、時間帯は夕方から夜中

にかけて行った。住各宅に設置されている空調用

室外機の状況を写真-5、6 に、仕様を表-2 に示す。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2測定結果 

 図-6 に本学の空調用室外機の測定結果を示す。 
図-6 の測定結果から、超低周波音が本学の室外

機から発生している事を確認した。また、可聴域

低周波音では室外機による音圧レベルの差異が確

認できるが、超低周波音においてはそれぞれの室

外機の大きさ、規模による音圧レベルの差異は殆

どないことを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 本学の空調用室外機の測定結果 

 

項目

メーカー

空調機器名称

電源

質量

圧縮機出力

冷房能力

暖房能力

冷房 11,2A 冷房 4,9A 冷房 34,2A 冷房 34,6A 冷房 18,0A

暖房 10,3A 暖房 5,0A 暖房 30,4A 暖房 33,6A 暖房 14,8A

冷房 1,005kW 冷房 0,44kW 冷房 10,9kW 冷房 10,92kW 冷房 5,79kW

暖房 0,93kW 暖房 0,45kW 暖房 9,58kW 暖房 10,5kW 暖房 4,78kW

冷房 47dB 冷房 45dB

暖房 48dB 暖房 46dB

運転電流

消費電力

運転音(dB ) 58dB 57dB 53dB

3,6kW 2,2kW 28kW 28kW 16,0kW

4,2kW 2,5kW 31,5kW " 31,5kW 17,0kW

32kg 28kg 240kg 122kg

800W 600W 720W 3500W

ルームエアコン ルームエアコン パッケージエアコン パッケージエアコン パッケージエアコン

単相 100V 単相 100V 三相200V 三相200V 三相200V

室外機１ 室外機２ 室外機３ 室外機４ 室外機５

H社 H社 H社 M 社 M 社

表-1 本学の空調機器の仕様表 
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項目
メーカー

空調機器名称 T社ルームエアコンディショナー

電源

質量

圧縮機出力

冷房能力

暖房能力

冷房 5.8A 冷房 9,71A 冷房 5.3A 冷房 12.3A
暖房 8.2A 暖房 8,49A 暖房 5.5A 暖房 12.9A
冷房 0,86kW 冷房 1,43kW 冷房 0,79kW 冷房 1,52kW
暖房 1,1kW 暖房 1,26kW 暖房 0,98kW 暖房 1,36kW
冷房 43dB 冷房 51dB 冷房 46dB 冷房 44dB
暖房 45dB 暖房 53dB 暖房 45dB 暖房 45dB

750W 750W 650W 750W
2,8kW 5,0kW 2,7kW 4,4kW

消費電力

運転音(dB)

冷暖房兼用セパレートエアコン S社セパレート形ルームエアコン M社セパレート形ルームエアコン

200V　 200V　 100V　 100V　
30kg 30kg 30kg 30kg

4,2kW 6,0kW 4,0kW" 5,6kW

室外機A 室外機B 室外機C 室外機D
S社 T社 S社 M社

運転電流

表-2 各住宅の空調機器の仕様表 
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図-2 住宅 Aの測定点 

 

図-3 住宅 Bの測定点 

 

図-4 住宅 Cの測定点 

 

図-5 住宅 Dの測定点 

 

写真-3 測定点②室外機  写真-4 測定点⑤室外機 

 

 

写真-5 住宅 A室外機   写真-6 住宅 B室外機 
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図-7 に住宅の空調用室外機の測定結果を示す。 
図-7 の測定結果から、超低周波音が各住宅の室

外機から発生している事を確認した。また空調機

器の仕様による音圧レベルの差異は殆どないこと

を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

3.異なる季節における空調用室外機の測定 

3.1測定概要 

異なる季節における室外機から発生する超低周

波音の空調負荷による音圧レベルの違いの測定を

行った。測定場所は住宅 A（図-2 参照）、測定日

時は（中間期）10 月 15 日、(冬期)12 月 21 日、

それぞれ深夜 2 時に測定を行った。なお測定結果

は音圧レベルの差を比較しやすいように 1/1 オク

ターブバンド毎に行った。 
3.2測定結果 

図-8 に住宅 A の室外機における中間期、冬期の

測定結果を示す。 
 図-8の測定結果から31.5Hz～63Hzの可聴域低

周波音ではと冬期、中間期の空調負荷による音圧

レベルの違いは殆どないが、4Hz～16Hz の超低

周波音においては空調不可による音圧レベルの上

昇を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.窓サッシの遮音性能に関する測定 

4.1測定概要 

図-9に住宅Aの測定室の状況及び測定点を示す。 
測定は住宅Aの室内 5点のエネルギー平均値を

求め、窓を開放した状態と閉鎖した状態でそれぞ

れ測定を行う。測定は室外機 3、4、5、6 を稼働

させた状態で行い、室内に設置されている室内機

1、2 は停止している状態である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2測定結果 

 図-10 に窓開放時と閉鎖時による室内音圧レベ

ル差の測定結果を示す。 
図-10 の測定結果から 31.5Hz 以上の可聴域低

周波音では開放時と閉鎖時に音圧レベル役 8dB
の差異が確認できるが、周波数 4Hz～16Hz の超

低周波音では約 3dB とほとんど音圧レベルが変

わらない結果となった。この結果から超低周波音

に対して窓サッシの遮音性はほとんど期待できな

い事を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-7 各住宅の空調用室外機の測定結果 
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図-8室外機における中間期と冬期の測定結果 

 

図-9 測定室の状況及び測定点 

 

図-10 窓開放時と閉鎖時による室内の測定結果 
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5.空調設備機器による住宅内低周波音の測定 

5.1測定概要 

図-11～14 に各住宅内の測定点を示す。 
各住宅内の超低周波音を測定するため、空調機

を稼働させた状態で住宅 A、B、C、D の室内にて

測定を行った。 
また空調設備機器による超低周波音の人への影

響を検討するため、測定結果を環境参照値と比較

した。測定内容は G 特性及び周波数 1/3 オクター

ブバンド毎に測定した。測定点は住宅 A の室内 5
点、住宅 B、C、D の室内それぞれ 3 点とした。  
表-3 に低周波音による心身に係わる苦情に関

する参照値を示す。環境省は「低周波音による心

身に係わる苦情に関する参照値」を公表している。

これは低周波音の音圧レベルと比較し、参照値以

上であれば低周波音による苦情の可能性を考慮す

るものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.2測定結果 

 住宅内の低周波音の測定結果を図-11 に示す。 
図-15 の測定結果から周波数 50Hz～80Hz では環

境省参照値と近い音圧レベルを確認した。一方、

周波数 20Hz 未満の超低周波音では環境省参照値

を下回る事を確認した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.まとめ 

 本研究で、種々の仕様の空調用室外機による騒

音を測定した結果、いずれの機器からも超低周波

音が発生している事を確認し、空調機の仕様によ

る音圧レベルに違いがないことを確認した。 
また、異なる季節における空調用室外機の実測

結果から、空調負荷が大きくなれば超低周波音も

大きくなる事を確認した。 
 次に空調用室外機を音源として、住宅用窓サッ

シの遮音性能を測定した結果、超低周波音に対し

ては、窓サッシの遮音性能はほとんど期待できな

い事を確認した。 
 最後に空調設備機器による住宅室内の低周波音

を測定した結果、周波数 50Hz～80Hz の可聴域低

周波音では環境省参照値と近い音圧レベルを確認

した。一方周波数 20Hz 未満の超低周波音では、

環境省参照値を下回る事を確認した。 
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図-15 住宅内の低周波音の測定結果 

 

図-11 住宅 A 測定点 

 

図-12 住宅 B測定点 

 

図-13 住宅 C 測定点 

 

図-14 住宅 D 測定点 
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PEDOT/PSS を用いた通電再生型デシカント空調における除湿エレメントの 

最適化に関する研究 

○松田健太郎（東北大学）、小林光（東北大学）、日浦良太（東北大学）、 

金井文彦（株式会社理学） 

Research on the optimization of dehumidification element using “PEDOT/PSS” for desiccant 
air-conditioning of energization-regeneration type system  

 
Matsuda Kentaro（Tohoku University）, Kobayashi Hikaru（Tohoku University）, 

Hiura Ryota（Tohoku University）, Kanai Fumihiko（Rigaku Co. Ltd.） 
 

キーワード：デシカント空調、通電再生、省エネルギー 
 

はじめに 

建築分野の空調における省エネルギー化の取り組

みとしてデシカント空調(図 1)が用いられている。

これは除湿エレメントの吸着作用によって直接的

に除湿する空調であり、従来の冷却除湿のものよ

りエネルギー消費量を削減できると考えられてい

る。デシカント空調は除湿エレメントの再生によ

ってその性能が左右されるが、通常の温風再生で

は、再生熱源を必要とする点、システムが複雑で

ある点から装置サイズが大きくなってしまう等の

課題を持っているのが現状である。そこで一連の

研究で弥富らは再生方法を見直すことを意図して、

吸湿性と導電性を兼ね備えた材料 PEDOT/PSS
を用い、通電加熱により除湿エレメントを直接再

生する通電再生型デシカント空調(図 2)を開発し

た。同方式では再生用の熱源等が不要であり、装

置の小型化や除湿性能及び制御性向上が見込まれ

る。また吸着等温線の測定から、PEDOT/PSS が

従来の無機系材料よりもデシカント材として優れ

る可能性も示唆されている。本研究では、同方式

に適した除湿エレメントの改善を目的として、以

下の取り組みを行っている。 
(1)デシカント材料の最適化 

導電性ポリマーPEDOT/PSS はポリ 3,4-エチレン

ジオキチオフェンとポリスチレンスルホン酸の混

合体であり、前者が導電性を、後者が吸湿性を持

つとされる。PEDOT/PSS は透明電極等に用いら

れる材料であり、本来の用途に最適化されている。

そこでデシカント空調に利用するために吸湿性と 

 
図.1  従来のロータ式デシカント空調 

 
 

 
図.2  通電再生型デシカント空調 

 
 

 
図.3  各種デシカント材の吸着等温線 
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導電性のバランス、すなわち PEDOT と PSS の

比率の最適化の検討を行う。 
(2)除湿エレメントの形態の最適化 

弥富らの研究により、除湿エレメントに担持され

たデシカント材の厚さ、および除湿エレメントと

除湿空気の接触表面積が性能に寄与することが示

唆されている。そこで、通電再生型デシカント空

調に最適な除湿エレメントの形態の検討を行う。 
 
1. 除湿エレメントの改善 

1.1 PEDOT/PSS の成分調整 

前述のように PSS が吸湿性を持つため、通電性能

とのバランスを考慮しながら PSS の割合を高め

たポリマーによる除湿エレメントを作製する。こ

れまでの研究では単体で電気伝導率 150[S/m](S:
ジーメンス、電気抵抗の逆数)を発現するポリマー

を用いているのに対し、本研究では表 1 のように

PSS の比率を高めた(PSS の割合を増大させると

電気伝導率は低下する)30[S/m], 10 [S/m], 1[S/m], 
に調整した PEDOT/PSS および PSS 単体を用い

た膜を作製し性能を測定した(図 3)。エレメントの

構成は従前の膜を積層させた形態を踏襲し、成分

調整のみによる性能変化の純粋な比較を行った。 
1.2 除湿エレメントの形態検討 

ポリマーの膜厚による性能変化を確認するため、

プラスチック板に PEDOT/PSS を厚さを変えて

薄く塗布した膜およびこれを用いたエレメントを

作製し、性能を測定した。また表面積増大を意図

した新たな膜表面形状および断面形状を持つ除湿

エレメントを作製した。表面形状の検討では図 4
のように微粒子を膜の表面に一体化させ意図的に

凹凸を付けた膜を作製、性能を測定した。断面形

状の検討では表 3 のような既製のデシカントロー

タの断面形状を再現した基材を用いたエレメント

を作製し、性能を測定した。 
 
2. 実験による除湿エレメントの性能評価 

2.1 実験概要 

図 5 に示すバッチ式の実験システムを用いて除湿

と再生を 3 分毎に切り替えることでデシカントロ

ータの運転を再現し、処理空気の温湿度から除湿

性能を評価した。表 4 に実験 CASE を示す。

CASE:A は成分調整、CASE:B は形態検討を目的 
としている。実験は関東相当の夏季外気を除湿空 

 
表.1  成分調整した 5 種類の PEDOT/PSS 膜 

 
 
 

表.2  塗布膜(左)と微粒子混合膜(右) 

 
 
 

表.3  電子顕微鏡で見る各膜の表面状態 

 
 
 

表.4  コルゲートの仕様 

 
 
 

  
図.4  平膜積層型ユニット(左)とその断面(右) 

 
 

 
図.5  バッチ式実験システム 
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気、標準的な室内空気を再生空気として想定する。

測定項目はユニット入出口の温湿度、風量、投入

電力である。除湿量は 式(1)によって算出した。 
 

𝐷 = ∫ (𝜌𝑎 ×
𝑄

3600
× 𝛥𝑋)

3𝑚𝑖𝑛

𝑑𝑡 ……… 式(1) 
 
D：除湿量[g], ρa：空気密度[kg/m3], Q：風量[m3/h],  
ΔX：除湿エレメントの入口と出口の絶対湿度差

[g/kg’], t：時間[s] 
 
2.2 実験結果・考察 

(1) CASE:A  成分調整実験 

図 6 に成分調整を施した膜および塗布膜の吸着等

温線を示す。 PSS 単体のものを除いて、

PEDOT/PSSは分調整を施しても定常状態の吸着

性能に差がないことがわかる。図 8 にバッチ式実

験における CASE:A の除湿量を示す。図 8 よりバ

ッチ式実験における除湿性能については通電再生

時、温風再生時ともに PSS 割合を増大させるほど

性能が向上する傾向にあり、また PSS 量に依らず

通電量の増大は性能向上に寄与することがわかる。

PEDOT/PSS の成分調整が動的な吸・放湿に大き

く作用することは重要な知見と考えられる。PSS
単体の膜は変形が激しく(表 1)、積層すると流路を

塞ぐため、風量確保の観点から膜の枚数を減らし

て (表面積 4/7 倍)実験を実施した(CASE:A-12)。
CASE:A-6.9.11は接触表面積で劣るにも関わらず、

既製の高性能デシカントロータであるスポンジ酸

化チタンを用いた CASE:A-13 と同程度の性能を

発揮した。 
 (2) CASE:B  形態操作実験 

図 7 に塗布膜と含浸膜の吸着等温線比較を示す。

図 7 より、膜厚が小さいほど単位重量当たりの吸 
着量が大きいこと、塗布膜が従来の膜よりも単位

重量当たりの吸着量が大きいことが示された。膜

の厚み方向に対して、表面から遠い内部が膜の表

面と同程度吸着に作用するならば、塗布膜と含浸

膜で吸着等温線に大きな差は出ないと考えられる。

これより膜の厚み方向に対して、表面から遠い内

部は吸着への作用が低い可能性が示唆される。図

9 に CASE:B のバッチ式実験におけるユニットあ

たりの除湿量を示す。図 9 より、塗布膜はユニッ

ト当たりの除湿量が低いことが示された。表 1 の

担持量と図 9 の除湿性能より、膜厚を薄くするほ

どデシカント材単位重量当たりの性能は向上する

が、実用的な除湿量を確保できないと考えられる。

ただし大表面積を確保できる素材に薄く塗布する

ことが可能であれば、高い性能を発揮できる可能

性がある。図 9 より、微粒子混合膜は通電量

200[W/m2](CASE:B-4)では高い性能を発揮する

表.5  実験 CASE 

 

温度
[℃]

湿度
[g/kg']

温度
[℃]

湿度
[g/kg']

CASE：A-1 PEDOT/PSS 0.14 150 200 33 19.1 28 11.8 2.5 300 3.24

CASE：A-2 PEDOT/PSS 0.14 150 300 33 19.1 28 11.8 2.5 300 3.24

CASE：A-3 PEDOT/PSS 0.14 150 400 33 19.1 28 11.8 2.5 300 3.24

CASE：A-4 PEDOT/PSS 0.14 150 0 33 19.1 50 11.8 2.5 300 3.24

CASE：A-5 PEDOT/PSS 0.14 30 200 33 19.1 28 11.8 2.5 300 4.01

CASE：A-6 PEDOT/PSS 0.14 30 400 33 19.1 28 11.8 2.5 300 4.01

CASE：A-7 PEDOT/PSS 0.14 30 0 33 19.1 50 11.8 2.5 300 4.01

CASE：A-8 PEDOT/PSS 0.14 10 200 33 19.1 28 11.8 2.5 300 4.32

CASE：A-9 PEDOT/PSS 0.14 10 400 33 19.1 28 11.8 2.5 300 4.32

CASE：A-10 PEDOT/PSS 0.14 10 0 33 19.1 50 11.8 2.5 300 4.32

CASE：A-11 PEDOT/PSS 0.14 1 0 33 19.1 50 11.8 2.5 300 4.34

CASE：A-12 PSS単体 0.08 × 0 33 19.1 50 11.8 2.5 ※ 21.29

CASE：A-13 スポンジ酸化チタン 0.35 × 0 33 19.1 50 11.8 2.5

CASE：B-1 PEDOT/PSS #40 0.07 150 0 33 19.1 50 11.8 2.5 1.28 0.088

CASE：B-2 PEDOT/PSS #20 0.07 150 0 33 19.1 50 11.8 2.5 0.64 0.044

CASE：B-3 PEDOT/PSS #10 0.07 150 0 33 19.1 50 11.8 2.5 0.32 0.022

CASE：B-4 PEDOT/PSS 0.155 150 200 33 19.1 28 11.8 2.5 470 3.85

CASE：B-5 PEDOT/PSS 0.155 150 400 33 19.1 28 11.8 2.5 470 3.85

CASE：B-6 PEDOT/PSS 0.32 150 200 33 19.1 28 11.8 2.5 170 3.77

CASE：B-7 PEDOT/PSS 0.32 150 300 33 19.1 28 11.8 2.5 170 3.77

CASE：B-8 PEDOT/PSS 0.32 150 0 33 19.1 50 11.8 2.5 170 3.77

CASE：B-9 PEDOT/PSS 0.32 30 0 33 19.1 50 11.8 2.5 170 4.75

CASE：B-10 PEDOT/PSS 0.32 10 0 33 19.1 50 11.8 2.5 170 3.35

CASE：B-11 PSS単体 0.32 × 0 33 19.1 50 11.8 2.5 170 12.52

担持量
[g/ユニット]

コルゲート

成分調整

塗布

微粒子

厚み
[μ m]

接触表面積
[㎡/ユニット]

実験
ケース

通電量
[W/㎡]

構成材料
ポリマー単体の
電気伝導率

[S/m]

再生空気処理空気
面風速
[m/s]
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が、通電量を増大させても性能が向上しない。こ

れは微粒子の比熱や、微粒子混合による内部の空

隙の存在により通電によるジュール熱が効果的に

作用しなかったことなどが考えられる。コルゲー

ト基材を使用した CASE:B-6~11 は接触表面積の

増大に応じて性能が向上し、接触表面積の増大が

除湿性能の向上に大きく寄与することが確認でき

た。また、これらの CASE は基材の総面積は増大

したにも関わらず、デシカント材の担持量は

CASE:A と同程度である(表 4)。これより、コル

ゲート基材の表面にデシカント材が薄く担持され

て い る と 推 察 で き る 。 塗 布 膜 を 用 い た

CASE:B-1~3 の結果から、PEDOT/PSS を薄く担

持することで高性能化が期待される結果が得られ

ていたが、コルゲート実験の結果はそれを裏付け

るものとなった。一方でコルゲート総表面積に対

するデシカント材担持量が小さくなったことから

電気抵抗値が高くなってしまい、150[S/m]の以外 
の PEDOT/PSS では通電実験が困難であった。 
 
3. 結論 

PEDOT/PSSの成分調整が除湿性能の向上に貢献

することが確認された。膜厚の検討によりデシカ

ント材単位重量当たりの除湿性能向上の可能性が

示された。また接触表面積の増大が性能の向上に

大きく寄与することが確認できた。CASE:A およ

び CASE:B の結果を総合的に判断すると、

10[S/m]の PEDOT/PSS をコルゲート基材に含浸

させた除湿エレメントで通電再生を行うことがで

きれば、既製のデシカントロータの性能を上回る

可 能 性 が 大 い に あ る と 言 え る 。 今 後 は

PEDOT/PSSをより効果的に基材へと含浸させる

手法を検討していき、通電再生型デシカント空調

の実現を図る。 
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図.6  成分調整膜の吸着等温線 図.7  塗布膜と含浸膜の吸着等温線比較 

  

  
図.8  CASE:A のバッチ式実験におけるユニット 
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海風により変化する広域の温湿度分布と市街地上空の気流性状の時系列変化の同時計測 

－温湿度の多点同時測定とドップラーライダー計測に基づく分析－ 

○小野田真帆（東北大学）, 山本ミゲイル（東北大学）, 石田泰之（東北大学）, 

 持田灯（東北大学）, 渡辺浩文（東北工業大学）, 上田裕洋（日本気象株式会社） 

Concurrent measurement of horizontal distributions of air temperature and humidity over 
wide area and vertical wind profiles above city center 

-Analysis based on the results of multi-point measurements of air temperature and humidity 
and Doppler lidar observation- 

Onoda Maho(Tohoku University), Yamamoto Miguel(Tohoku University), 
Ishida Yasuyuki(Tohoku University), Mochida Akashi(Tohoku University), 

Watanabe Hironori(Tohoku Institute of Technology), 
Ueda Hiromi(Japan Meteorological Corporation) 

 

キーワード：海風、多点温湿度測定、ドップラーライダー 

 

1.研究の背景と目的 

 ヒートアイランド現象や大気汚染といった都

市環境問題が深刻化し、様々な対策が検討されて

いる。都市はその規模や立地条件等により多様な

気候条件下にあるため、最適な対策を講ずるには、

都市ごとの気候特性を把握することが重要であ

る。地表付近の温熱・風環境は上空風性状と一定

の相関があり文 1)、これまで気温の多点同時測定に

基づいて実都市の気候特性を捉えようとする研

究文 2)3)などが多く行われてきたが、上空の気流性状

を併せて測定した例はほとんどない。 

そこで本研究では、仙台市広域の温湿度の多点

同時測定と同時に、機器から半径約 2km の範囲

の風向・風速の計測が可能な観測機器であるドッ

プラーライダー（以降、ライダーと表記）を用い

た仙台市中心市街地上空の気流性状の計測を実

施し、温湿度分布と上空風性状を併せた、仙台市

の気候特性を把握することを目的とする。なお、

仙台市中心市街地を対象としたライダー観測は

これまでに例がなく、初の試みである。 
2.測定概要 

2.1 温湿度の多点同時測定 

 測定期間は 9 月 21 日から 11 月 6 日。温湿度セ

ンサ付きデータロガーを仙台市内の計 19 か所の

小学校（図-1）の百葉箱内に自然通風状態で設置。

測定間隔は 10 分。 
2.2 ライダー設置位置及び測定期間  

仙台市中心部に位置する電力ビル屋上（地上高

さ 31m、図-2、図-3）にライダー(HALO Photonics
社製 StreamLine)を設置。測定方法別に(1)2017
年 9 月 23 日~10 月 6 日、(2)10 月 6 日~10 月 13
日の期間で計測した。 
2.3 ライダーの測定原理と本研究の測定方法  

ライダーから発射される赤外線を最大 3km 遠

方の空気中の微粒子(エアロゾル)に衝突させ、そ

 
図-1 温湿度測定点分布 

  

図-2 ライダー設置地点 
図-3 ライダー 
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の散乱光を受信しドップラー効果による周波数

変化をエアロゾルの移動速度として計測するも

のであり、設置地点から遠隔地点までの直線上の

風速測定が可能である。本研究では 2 種類の方法

（図-4）で、設置地点から半径 2km の範囲につい

てデータを取得した。距離分解能は 30m である

（9 月 23,24 日のみ 18m）。 
(1)VAD(Velocity Azimuth Display) 

鉛直方向から 15°傾け、1 周を 6 分割(一部 8 分

割の期間あり)した方向へ赤外線を射出し、直上の

風向・風速の鉛直分布を約 35 秒間隔で計測。 

(2)直上 1方向 

設置地点から直上 1 方向に赤外線を射出し、直

上の鉛直成分風速の鉛直分布を約 1秒間隔で計測。 
3.測定結果の抽出方法と西風日・海風日の定義 

 本研究では、まず、測定期間のうち、仙台管区

気象台で観測された天気が一日を通して概ね快

晴・晴れである日と比較的天候が良好な曇天日を

抽出した。仙台では風向が北西と南東が多いため

（図-5）、仙台管区気象台（観測高:地上 52m）で

観測された日中（9 時から 17 時）の風向が主に南

西から北の範囲である日を西風日、南から東の範 

(2)13 時 (3)14 時 

地
表
面
か
ら
の
高
さ

[m
] 

(1) 12 時 

図-8 西風日の鉛直風速分布の時系列変化(2017 年 10 月 12 日、正が上昇成分) 

(1)気温 

(2)絶対湿度 
図-6 西風日の温湿度の日変化

(2017 年 9 月 30 日) 
図-7 西風日の風向・風速の鉛直分布注 2)(2017 年 9 月 30 日) 

図-4 測定方法概要 
 

図-5 仙台の 
年間の風配図注 1) 

 

表-1仙台管区気象台における 

風向の時刻変化 

u

w

(1)VAD           (2)直上 1方向 

 

9月30日 9月24日 10月5日
9:00 南 南南東 北西
10:00 南 南東 西北西
11:00 西 東 北北西
12:00 南西 南東 北北西
13:00 西南西 南南東 東北東
14:00 西 南南東 南東
15:00 西北西 南南東 南東
16:00 西北西 南南東 南南東
17:00 北西 南南東 南南東

風向
時刻
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囲である日を海風日と定義する。本稿では西風日

の 9 月 30 日と 10 月 12 日、海風日の 9 月 24 日

と 10 月 8 日、これに加え特徴的な風向変化（正

午まで北北西風、14 時から南東風）が観測された

10 月 5 日の測定結果を示す。 
4.測定結果 

4.1 西風日の特性（図 6～図 8） 

図-6 に図-1 中に赤で示した南東-北西軸に並ぶ

3 校の小学校の測定結果を示す。気温は 3 地点全

てにおいて 6 時頃から上昇し正午付近で最高気温

に到達、その後減少に転じた。図-6(2)より、絶対

湿度は 3 地点全てにおいて 9 時頃から日中にかけ

て減少する。図-7 に、気象台における観測風向が

西風となってから、それぞれ 2 時間後、3 時間後、

4 時間後の風向風速の鉛直分布を示す。地表付近

から上空まで概ね一様に西風が吹いていること

が分かる。図-8 より、風速の鉛直成分は地表付近

から高さ約 1000m の範囲で、1 分から 3 分の間隔

で最大 3m/s 程度の値を示し、上昇流と下降流が

交互に発生している。 

4.2 海風日の特性 （図 9～図 11） 

図-9(1)より、気温は各地点とも 6 時頃から上昇

するが、海側の東四郎丸では 9 時半頃に最高気温

に到達し、東二番丁では 11 時過ぎに、内陸の根

白石では 12 時過ぎに最高気温を迎え、気温上昇

の停止が海側から順に起きており、海風の気温低

減効果によるものと推察される。図-9(2)より、各

地点とも絶対湿度は明け方から正午にかけて上

昇し続け、山なりの時刻変化を見せている。図-10

に気象台における観測風向が海風となってから、

それぞれ 2 時間後、3 時間後、4 時間後の風向風

速の鉛直分布を示す。ここから上空の風向は、10

時には地表面から約 400m では南東（海風）、それ

以上の高さでは西であったが、11 時には海風の厚

みが約 700m まで増加し、その後も 600m 以上の

厚みを維持している。いずれの時刻でも風向が南

東から西へ遷移する高さで、スカラー風速が極小

値をとる分布となっており、海風の層の上に西風

の層が存在する状態となっていることが分かる。

図-11 を見ると、地表付近から高さ約 700m の範囲
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(1)10 時 

(1)気温 

(2)絶対湿度 
図-9 海方向から風が吹く日の 

温湿度の日変化(2017 年 9 月 24日) 
図-10 海方向から風が吹く日の風向・風速の鉛直分布注 2) 

(2017 年 9 月 24 日) 
 

図-11 海方向から風が吹く日の鉛直風速分布の時系列変化 
 (2017 年 9 月 24 日、正が上昇成分) 

 

(2)11 時 (3)12 時 
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で、約 20 分間隔で 3m/s 程度の上昇流と下降流が

発生している。この高さが図-10 で確認された海

風の高さとほぼ一致していることから、海風の層

内で活発な大気混合が生じていると考えられる。 

4.3 特徴的な風向変化が観測された 10 月 5 日の

測定結果（図 12, 図 13） 

 10 月 5 日は、仙台管区気象台において、正午ま

で西風が観測され、14 時以降に海風が観測された

日であり（表-1）、図-12 の上空の風向を見ると、9

時には西風日（図-7）、15 時には海方向から風が

吹く日（図-10）と比較的類似した分布となってい

る。図-13(2)に示す絶対湿度をみると、海側の東

四郎丸では 13 時、中心部の東二番丁では 14 時、

内陸の根白石では 15 時と、海側から内陸にかけ

て順に値の急増が生じており、海風によって絶対

湿度の急増が生じたと推察できる。これは、海風

の到達を絶対湿度の変化から捉えることができ

ることを示唆している。 

5. 結論 

(1) 西風日は、気温・絶対湿度ともに 3 地点での

日変化の傾向の差が小さく、特に絶対湿度は

日中に減少した。上空風は地上から上空まで

概ね一様に西風となる。 

(2) 海方向から風が吹く日は気温上昇の停止が海

側から順に生じ、絶対湿度は日中に上昇した。

上空風は海風の層の上に西風の層が存在する

構造となり、海風の層の厚みが時々刻々と増

加し、最終的に約 600m の厚みとなる。 

(3) 西風日と海方向から風が吹く日では、鉛直風

速分布の時系列変化において、上昇流と下降

流の発生間隔は海方向から風が吹く日の方が

西風日よりも長く、混合層の高さは海方向か

ら風が吹く日の方が西風日よりも低い。 

(4) 特徴的な風向変化が観測された 10月 5日の計

測結果では、風向・風速の鉛直分布では 15 時

に、海方向から風が吹く日と類似した分布が

計測され、また 14 時前後には海側から内陸に

かけて順に絶対湿度の急増が確認されたこと

から、絶対湿度の変化により海風の到達を捉

えられる可能性が示唆された。 
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注釈 

注 1) 仙台の通年の風配図。環境省風況マップよ

り転載。 

注 2) 水平スカラー風速𝑈ℎは各時刻の後 10分間の

区間平均である。 

𝑈ℎ =< √𝑢2 + 𝑣2 >  𝑢:東西方向成分, 𝑣:南北方

向成分,< >:時間平均値 
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空気調和・衛生工学会創⽴ 100周年記念東北⽀部講演会 

空気調和・衛⽣⼯学会東北⽀部  

第 7 回学術・技術報告会特別セッション 

『関連学協会賞作品にみるスマート設備システムへの取組 その 2』 

〜寒冷地における環境計画と負荷低減の最先端技術〜 
 

 

 

 

 

 

主  催 空気調和・衛⽣⼯学会東北⽀部 
共  催 建築設備技術者協会東北⽀部、電気設備学会東北⽀部、⽇本技術⼠会東北本部 
後  援  ⽇本建築学会東北⽀部、住まいと環境 東北フォーラム、⽇本空調衛⽣⼯事業協会東北 

⽀部、東北空調衛⽣⼯事業協会、⽇本設備設計事務所協会連合会東北ブロック、宮城 
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日  時  平成 30年 3 月 9 日（⾦）15:30〜17:00 
会  場  東北⽂化学園⼤学 5 号館 〒981-8551 宮城県仙台市⻘葉区国⾒ 6-45-1  
定  員  100 名（先着順） 
参加費  無料 
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パネラー： ⼩坂千⾥（清⽔建設：東京スクエアガーデン設計者） 

 梅田裕之（大和ハウス工業：大和ハウス福島ビル設計者） 
 市川卓也（⼭下設計：北海道ガス札幌東ビル設計者） 
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北海道ガス 札幌東ビル
技術開発・研修センターの
環境計画と建築設備

株式会社山下設計 市川卓也
北海道ガス株式会社 横川 誠
鹿島建設株式会社 北海道支店 後藤秀樹
新菱冷熱工業株式会社 北海道支社 大神 陽
北海道大学大学院工学研究院 菊田弘輝

第30回 空気調和・衛生工学会 振興賞技術振興賞

１．はじめに

設計コンセプト

・次の100年に向けた長寿命性とフレキシビリティを有する場

・将来にわたって技術や人材を継続的に開発・育成し続ける
ことができる知的創造の場

・北国のエネルギーに携わる企業として省エネルギーの実践
と発信の場

２．計画のポイント

近年北方圏において、暖房需要に加え冷房需要も増加

その対策として

積雪寒冷地に対応した再生可能エネルギーの利用

しかし、再生可能エネルギーは不安定であり、その有効活用の
ためには最適な熱源・空調システムの構築が必須の課題

再生可能エネルギーと天然ガスの融合を図り、

ZEB化を目標とした事務所建物の性能検証

２．計画のポイント

① 太陽光・コージェネ排熱・実験排熱を利用した熱源計画

② 天井輻射冷暖房による事務室空間の省エネと快適性検証

③ クールヒートトレンチによる地中熱利用の効果検証

本計画の基本的なテーマ

① 持続性の高いインフラストラクチュアとしての施設づくり

② 部門間の日常的な交流を誘発する空間づくり

③ 北海道の快適な未来生活の実現に向けた新たな
④ 環境技術への取り組み

３．計画概要

建物名称

所 在 地

用 途

敷地面積

延床面積

（内訳）

構 造

階 数

竣 工

北海道ガス 札幌東ビル 技術開発・研修センター

北海道札幌市厚別区

事務所（研究所・研修所）

12,311.95㎡

7,635.24㎡

実験室 ：1,168㎡、研修室：2,662㎡

事務室 ： 547㎡、共用部： 320㎡

RC造（現場プレストレスト造）

地上4階

2013年5月

３．計画概要

建物外観

南側
エントランス

西側
設備バルコニー

東側
外断熱

設備バルコニー
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オフィスゾーン

１階 ２階

３．計画概要

図－１ 平面図・断面図 ３階 ４階

３．計画概要

南北断面図

東西断面図

３．計画概要

クールヒートトレンチ

３．計画概要

実験・実習室

床ピット（上水、排水、ガス）

吊り架台

３．計画概要

設備バルコニー

外壁貫通用スリーブ

局所排気用フード

取り外し更新可能な外壁

４．自然落雪式貯雪塔

図－２ 貯雪塔概念図 貯雪状態
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５．設備計画

主要熱源
空調機器

機器名称 機器仕様・能力

冷温水発生機
AR-1

型式
能力
冷温水流量

動力

ソーラー吸収式
冷凍281kW 加熱186kW
500L/min
冷水15～7℃、温水54.7～60℃
3φ200V 2.25kW

コージェネ
レーション装置

CGS-1

型式
能力
温水量

動力

マイクロガスエンジン
発電35kW 熱回収51.5kW
150L/min
3φ200V 0.98kW

太陽集熱器
SP-1

型式
集熱器寸法

最大変換効率

真空管式
2.08×1.64×0.12m、容量2.4L
64％

外気処理機
OAC-1

型式
送風機

冷温水コイル

天井吊り横型
3,350m3/h×300Pa 2.2kW
冷却36kW、加熱56kW

ファンコイル
ユニット

FCU

型式
送風量

空調能力

天井隠蔽型
(H)690 (M)460 (L)240m3/h
冷房4.76kW、暖房7.12kW

温水パネルヒータ
PH-1

型式
放熱能力

能力条件

自立型ラジエータタイプ
580W
室温20℃、温水温度50～45℃

床下ファン

型式
風量

消費電力

OAフロア床吹き出しファン
(H)150 (M)100 (L)70m3/h
(H)6W (M)4W (L)3W

５．設備計画

ダブルスキン

外断熱・断熱サッシ
Low-E複層ガラス

上下階隣室との断熱

LED照明

クールヒートトレンチ経由の外気導入

「オフィスゾーン」の
ゼロエネルギー化を目指す図－３ オフィスゾーン

太陽集熱器 ソーラー吸収式冷温水発生機

マイクロ
コージェネレーション 実験排熱回収用熱交換器

５．設備計画

図－４ 熱源フロー図

５．設備計画 ５-１ 熱源システム

空調機・FCU・パネルヒーター

５．設備計画 ５-１ 熱源システム

休日

平日（晴天）

平日
（雨天）

図－５ 夏期熱源運転実績（2013年8月3日～9日）

５．設備計画 ５-１ 熱源システム

図－６ 冬期熱源運転実績（2014年2月22日～28日）

平日（晴天）

休日
（曇天）
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５．設備計画 ５-１ 熱源システム

図－７ 中間期熱源運転実績（暖房、2013年4月20日～25日）

休日

負荷大

負荷小

５．設備計画 ５-１ 熱源システム

図－８ 年間熱源エネルギー消費の内訳（2014年度）

図－９
オフィスゾーン
の空調方式

５．設備計画 ５-２ 空調システム

温水パネルヒータ天井輻射パネル

現場発泡ウレタンt30

【外断熱】
高性能GW（32K）t100
通湿防水シート
硬質木毛セメント板t20
ガルバリウム鋼板t0.35

図－１０ 概略換気フロー図

５．設備計画 ５-３ 換気システム

図－１１ オフィスゾーンの平面図と計測点

６．室内環境評価

エントランス
ホール

６．室内環境評価 ６-１ 調査内容

表－１ 運転ケース（夏期）

表－２ 運転ケース（冬期）

着衣量：0.7clo

着衣量：1.1clo
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図－１２ 夏期代表日の室温と冷水熱量（ケース①）

６．室内環境評価 ６-２ 夏期調査結果 ６．室内環境評価 ６-２ 夏期調査結果

図－１３
上下温度分布（ケース①）

図－１４
室内温湿度（ケース②・③）

7/30

上下温度差 0.5℃以内
インテリア・ペリメータ温度差 0.5℃以内

室温：②25～26℃ ③27℃
湿度：ともに約50％

６．室内環境評価 ６-２ 夏期調査結果

612MJ/日
30.3Wh/㎡

図－１５ ケースごとの冷水熱量

225MJ/日
11.1Wh/㎡

46.5MJ/日
2.3Wh/㎡

６．室内環境評価 ６-２ 夏期調査結果

図－１７ 全身快適感（夏期）

図－１６ 湿度感（夏期）

図－１８ 冬期代表日の室温と温水熱量（ケース①）

６．室内環境評価 ６-３ 冬期調査結果 ６．室内環境評価 ６-３ 冬期調査結果

図－１９
上下温度分布（ケース①）

図－２０
室内温湿度（ケース②・③・④）

床面＋0.1～1.6mで1.5℃程度
インテリアとペリメータの差はない

ケース③の室温
設定20℃に対し、22℃
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図－２１ デスク下との上下温度差

６．室内環境評価 ６-３ 冬期調査結果

ケース②（床下ファン停止）で
空調立ち上がり時の上下温度差大

図－２２ ケースごとの温水熱量

６．室内環境評価 ６-３ 冬期調査結果

765.5MJ/日
37.9Wh/㎡

815.5MJ/日
40.3Wh/㎡

663.5MJ/日
32.8Wh/㎡

1431.5MJ/日
38.4Wh/㎡

24h平均

OACも
24時間稼働

図－２４ 全身快適感

６．室内環境評価 ６-３ 冬期調査結果

図－２３ 上下温度差感

図－２５ クールヒートトレンチ内温度と外気温度

７．クールヒートトレンチの効果

【断熱材】
消臭材兼用打込型枠：MKボードt50
熱伝導率：0.058W/m・h・℃

GL-4.5m 断面積5㎡ 面速１m/s以下
夏期最大１３℃ 冬期最大２１℃、５℃以上
表面結露・カビの発生なし

７．クールヒートトレンチの効果

図－２６ 夏期代表日のCHトレンチ出入口の温湿度

７．クールヒートトレンチの効果

図－２７ 冬期代表日のCHトレンチ出入口の温湿度
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図－２８ 夏期・冬期のオフィスゾーンの熱収支

７．CHトレンチの効果 ７－１ オフィスゾーンでの性能検証

OAC除去熱量ほとんどなし
ナイトパージ効果

夜間にも実験排熱を放熱

図－２９ 夏期・冬期の日負荷とクールヒートトレンチ寄与率

７．CHトレンチの効果 ７－２ クールヒートトレンチ寄与率

CHトレンチ除去熱量
外気負荷

＝ CHトレンチ寄与率

年間負荷削減量 ： 83MJ/㎡年

図－３０ 一次エネルギー消費量の削減効果

８．一次エネルギー評価

図－３１ 二酸化炭素評価

1,055 886 852 22.5 27.7

▲16％ ▲19％

１０．資料 （CASBEE札幌）

１１．まとめ

本施設の計画・施工・運用検証を通して、以下の知見を得ること
ができた。

・積雪寒冷地に対応した再生可能エネルギー利用システムの
構築を行った。

・オフィスゾーンの天井輻射冷暖房について、その省エネ性と
快適性を確認した。

・クールヒートトレンチの有効性を把握した。

また、これらの計画の実現により、オフィスゾーンのゼロエネル
ギー化を達成できた。

本施設により得られた知見が、今後の積雪寒冷地での設計の
一助となることに期待したい。
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東京スクエアガーデン

－事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化

に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

実施設計・施工・性能検証 清水建設株式会社
事業者 第一生命保険株式会社
事業者 片倉工業株式会社
事業者 清水地所株式会社
事業者 ジェイアンドエス保険サービス株式会社
事業者 東京建物株式会社
建物管理・運用 株式会社第一ビルデイング
企画・基本設計 株式会社日建設計
企画・基本設計 株式会社日本設計
実施設計・施工・性能検証 大成建設株式会社
施工（空調） 高砂熱学工業株式会社
施工（空調） 株式会社朝日工業社
施工（衛生） 日比谷総合設備株式会社
施工（電気） きんでん
性能検証・環境計測・評価 千葉大学大学院 川瀬貴晴
性能検証・環境計測 アースエンタープライズ 梅田泰正

東京スクエアガーデンの環境設備計画

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

Ⅰ 建物概要とコンセプト

建設者
（設計・
施工）

事業者

建物
管理者

建設者
（設計・
施工）

事業者

建物
管理者

入居者

建設者

事業者

管理者

入居者

街 区e建築・e設備

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

日本橋・銀座をつなぐ新たな都市空間の創出

旧第一生命相互館 旧片倉工業本社ビル

計画地

計画地と再開発計画

日本初のテナントオフィスビル

日本橋・銀座

をつなぐ結節点

基準容積率

（加重平均）

760％

都市再生への貢献の評価

530％

容積率の

最高限度

1,290％

+ =

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

畳町通りの再生

1930年頃（昭和）

貫通通路

現在

中
央
通
り

柳
通
り

貫通通路

貫通通路

鍛冶橋通り

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

建物概要

建設地 ： 東京都中央区京橋3-1他
敷地面積： 8131.39㎡
建築面積： 5627.56㎡
延床面積： 117,460㎡
階 数： 地上24階地下4階
構 造： 地上部Ｓ造、地下ＳＲＣ造、

制震構造

用 途： 事務所、店舗、診療所、集会所
、展示場

約17m

約21m約21m

貸室総面積
約3,465m2

約68.4m

約
6
8
.4

m

建物概要

オフィス基準階平面図

断面図

【京橋環境ステーション】

【オフィス内観】

2015年（平成27年）2009年（平成21年） 2010年（平成22年） 2011年（平成23年） 2012年（平成24年） 2013年（平成25年） 2014年（平成26年）

着工（9月27日） 上棟（4月23日） 竣工（3月27日）

オフィス入居工事本体工事実施設計企画・基本設計

性能検証プレ分科会 性能検証

TSS運用

ACS運用

TSS・ACSの概念導入

システム構築 装置導入建物管理者参画事業者・建設者

造り込み

運用開始

テナント入居後操作説明・運用開始

性能検証委員会

e建築・e設備の計画

蓄熱槽模型実験・シミュレーショ ン自然換気・ペリメータ空調シミュレーショ ン

検証

オフィス自然換気・ペリメータ環境・室圧制御

オフィス環境計測・SAP調査

ACS運用

工程
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環境モデルビルとしての低炭素化技術（環境モデルビル）

再生可能エネルギー利用

設備技術による低炭素化

自然エネルギー利用

入居者が取組む低炭素技術

住宅・建築物省CO2先導事業
による補助金採択項目

建築的低炭素手法

大庇面積約9,300㎡

環境指標

CASBEE（2008年度版） Sランク

東京都建築物
環境計画書制度

段階3相当

DBJグリーンビルディング
認証

プラチナ

太陽光発電システム 太陽光発電システム

大庇・Low-eガラス

京橋環境ステーション

外装自然換気

排気ボイド

外気導入口

京橋の丘

屋上緑化

給気ボイド

排気ボイドを利用した
自然換気システム

原
単
位

[M
J/
ｍ

2
]

LED照明の採用

自動調光制御による省エネ
（明るさセンサー＋人感センサー）

高効率熱源の採用

熱源：オール電化システム

・インバータターボ冷凍機

[1,758kW（500RT）×2台]

・水冷ヒートポンプスクリューチラー

[2,327kW（750RT）×2台]

地中熱（再生エネルギー）利用システムの採用

再生可能エネルギー利用システム

・地中熱ヒートポンプチラー

[139kW] 
…24系統100m Uチューブ打設

排気ボイド

排気ボイドを屋上FL＋11mまで
立上げ

大庇・Low-Eガラス

自然通風・外気冷房システム

自然通風・外気冷房システム

・オフィスペリカウンターに

給気ホッパーを設置

・ホッパー開閉により

空調・自然換気モードを切替

改良もぐり堰型温度成層蓄熱システム

水蓄熱槽

・冷水蓄熱槽

[1,150m3×2槽]

・冷温水蓄熱槽

[1,150m3×2槽]

設備システムにおける省CO2技術

・ファン・ポンプのインバータ制御

・高効率、IPMモーターの採用

・事務所のCO2濃度による外気導入量制御

・VVVF制御、往返温度の大温度差（10℃差）

・駐車場のCO濃度制御による換気量制御

太陽光発電システムの採用

太陽光発電システム

・屋上全方位に設置

・定格発電量50kW

・試算発電量 41,347kW

ACS（オートコミッショニングシステム）
TSS（テナントサービスシステム）の開発・導入

ACS熱源性能アウトプットシート

外表皮負荷の軽減

事務所の空調課金システム
（熱量計による課金）

オフィスブロック別一次エネルギー原単位

19% 20% 14%
32% 31% 14%

46%

30% 44%

25%

23%

10%

9%

16% 14%

15%

16%

28%

25%

34% 28%
28%

29%

48%

0
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1000
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ギ
ー
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費
量

[M
J/
㎡
・
年

] 空調消費熱量 空調・換気動力

コンセント 照明

(b)ゾーニング毎のエネルギー消費量 (a) 基準階ゾーニング図 

37％削減

庇なし 1.0m庇 1.8m庇

年
間
外
皮
負
荷

[G
J/
年

]

製造熱量［GJ］

C
O

P
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日本初の次世代都市型環境モデルビルを目指して

Ⅰ．地域と連携した
低炭素街区の形成

－まちをつくる－

Ⅱ．入居者・建物管理者が
自ら低炭素に取組む

サービスの提供

–共につくっていく-

Ⅲ．e建築・e設備が
実現するアメニティ

－次世代の技術でつくる―

（1）街区のモニュメントとなる
低炭素化技術の導入

（2）低炭素街区の形成

（3）地域・街区の核となる
施設展開

（1）入居者が自ら取組む
低炭素化サービスシステム
（TSS）の開発・導入

（2）建物管理者が取組む低炭素化
エネルギー支援システム
（ACS）の開発・導入

（3）更なる低炭素化実現
へのプロセス

（1）e建築・e設備

（2）オフィスにおける
環境品質の検証

（3）貸しやすい・使いやすいビル

（4）TSS及びACS提供による
エネルギー削減効果の検証

建設者

事業者

管理者

入居者

街 区e建築・e設備

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

Ⅰ 地域と連携した低炭素化街区の形成－まちをつくる－

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

東京スクエア
ガーデン

再生可能
エネルギー

自然風の
効率利用

建物の
外装を
意識

街区へのモニュメント形成

オフィス階大庇街区へのモニュメント形成

街区のモニュメントとなる低炭素化技術の導入

37％の削減

外表皮負荷の比較全体負荷での軽減割合

7.2m

大庇モックアップと施工精度

大庇モックアップと施工精度

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

ボイド高さによる通風力解析ボイド形状SHORT ボイド上部 ＬＯＮＧボイド形状LONG

7,6007,2007,2007,2007,2007,2007,2007,600

123478910 56

7,200

65,600

ボイド高さ11m

EAボイド高さ（屋上FL+11m）

街区のモニュメントとなる低炭素化技術の導入

事務室 廊下

事務室事務室

事務室 廊下

事務室 廊下

事務室 廊下

事務室廊下

事務室廊下

事務室廊下

事務室廊下

4階

EAボイドを
通じて屋上
より排気

①手動開放換気口

②建物中性体の状況により上階は強制排気も考慮

③吹抜を立上げ、煙突効果により通風力UP

（モータダンパにて開閉可能→中央監視より）

MD

EAボイド

自然換気システム図
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オフィス オフィス

京橋の丘

屋上給気ボイド

による外気負荷
の軽減（高層階）

重層緑化による
街区・建物外気
取入のCO2削減

街区特性利用
地中熱空調利用

貫通通路による
風の通る道の構築

高さ16ｍ

低炭素化に向けた断面形状の構築

KW/月

給気ボイドからの外気取入れによる外気負荷低減実積

敢えて壁面線を後退
させた風の通る道

貫通通路を背骨に
した風穴の構築

「風の通る道」の構築

低炭素街区の形成

京
橋

環
状
二
号
線

晴
海
通
り

風の通る道

重層緑化
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2007年
8月7日（建設前）

2013年
8月19日（建設後）

サーモカメラによる熱画像映像 低酸素化によるクールスポットの形成

2013年データ（日中）

本建物

本建物

2013年データ
（日中）

52℃

46℃

40℃

34℃

28℃
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16地域・街区の核となる施設展開（環境ステーション）

冷房・冷却
↓

ヒートポンプ（冷却）
↓

地層・地下水（蓄熱）

暖房・融雪
↑

ヒートポンプ（昇温）
↑

地層・地下水（熱源）

夏 冬

エコテクカン
本建物に採用した低炭素化技術の

展示・紹介

中央区立環境情報センター

東京スクエアガーデンにおける多様な
環境技術をはじめとする最先端の環境
技術を展示・紹介

デジタルサイネージや研修室を設け、
区民が環境問題を学び活動をする
ための機会と場を提供。

エコマチ塾の開催

都市計画・建築・環境・エネルギー社会等様々な
キーパーソンによる「エコなまちづくり」について
講演の実施

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

23・24Fは、ブースターポンプによる加圧給水方式

7～22Fまでは、高架水槽による重力給水方式

B４F～6Fまでは、加圧給水方式
▽6FL

▽7FL

▽PH1FL

雨水貯留槽・雨水利用水槽

雨水ろ過装置

冷却塔補給水槽中水中継槽雑用水槽

上水受水槽

給水本管

高架水槽

原水受槽

冷却塔

▽23FL

高架水槽
雑用水

▽B4FL

▽PIT

ルーフドレン

飲食店舗の厨房排水
1F一部～B1F

加圧給水ポンプ

揚水ポンプ

屋上雨水

蓄熱槽

排水処理施設

BCP対応

①給水ポンプは

72時間分は、発電機燃料を保持

②蓄熱槽を非常時、

雑用水に移送可能

72時間分の発電機燃料を保持

中央区建物規模別CO2排出量

AEMセンターの概念

地域の核となる防災拠点

大規模ビル

25%

小規模ビル

15%

中規模ビル

60%

AEMセンターの活動及び地域の核となる防災拠点

京橋地区内の中小ビルにおける
省CO2・省エネ対策のコンサルテイング

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

Ⅱ 入居者・建物管理者が自ら低炭素に取組むサービスの提供

－共につくっていく－

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

ACS・TSSシステム図

TSSシステム図・機能

インターネット

テナントサーバ

入居管理者

一般ユーザ①

一般ユーザ②

TSS（テナントサービスシステム）の開発・導入従来の見えるかの概念
都市型次世代オフィスのワークスタイルの構築

（入居者に環境要素を委ねる）

Ⅰ入居者が環境を創り知的生産性の向上
Ⅱエネルギーを入居者が管理し、低炭素化

の意識を向上
Ⅲ経営層にエネルギーを意識させる

自席で自らの環境要素の設定を行う事ができる

エネルギー状況をPCや
デイスプレイで確認を
する事はできるが、エ
ネルギーを直接操作す
る事が難しい。
低炭素化を意識する事
はできるが、自ら実行
する行動を起こしにく
い。

TSS（テナントサービスシステム）の機能

機能コンセプト

Ⅰ 親しみ易く、操作性が良い
屋内外環境情報
ユーザーアクセス権限設定

Ⅲ 低炭素化が実感できる

Ⅱ 低炭素化を触発できる

Ⅳ 競争意識を感化させる

Ⅴ 建物管理者とテナントが
双方に情報共有できる

機能一覧

温度・照度・自然換気・ナイトパージ・空
調スケジュール設定・操作履歴

エネルギー消費量（電力・熱量）の
見える化

ゾーニング毎の順位づけ
エネルギー削減に応じた称号の付与

建物管理者からのお知らせ機能
建物管理者⇔入居者とのFAQ機能

TSSによる低炭素化へのフロー

TSS機能・コンセプト
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図4.1 画面構成

常時表示
各機能（Ⅰ～Ⅴ）への遷
移（直感的に機能を判断
し易く、アクセスし易い
機能）

Ⅱ低炭素化触発機能
照度設定・ナイトパージ
モード設定
自然換気は許可されれ
ば、自然換気口を開けて
良く、連動して空調機の
運転は停止

Ｌ.ＳＬ.ＳＬ.Ｓ

Ｌ.Ｓ

Ｌ.Ｓ

Ｌ.Ｓ

Ⅱ低炭素化触発機能
空調温度設定。VAVゾーニ
ング毎基準温度から±3℃
の設定幅が可能。（ゾー
ニングボタンを触る）

Ⅳ低炭素化促進・啓蒙
温度を冷房時に上げた場
合の低炭素化効果を常時
表示。

冷房を１℃上げる / 暖房を使用しないと３％の削減
冷房を２℃上げる / 暖房を１℃下げると８％の削減
冷房を３℃上げる / 暖房を２℃下げると１０％の削減

自然換気閉め忘れ表示
常に換気口の開閉状況
が確認できる

Ⅰ環境情報
自然換気有効/無効判断・
外部降雨情報
自然換気が有効条件であ
れば明るい色に遷移す
る。降雨情報含めて常時
表示。

自然換気無効表示
自然換気有効表示

TSS（テナントサービスシステム）の構築
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ACS（オートコミッショニングシステム）の概念・開発・導入

エネルギ－種別 用途別・エリア種別

Ⅰ エネルギー一覧
Ⅱ エネルギー料金
Ⅲ 設備種別電力消費量一覧
Ⅳ 上水・雑用水消費量一覧

低炭素化技術種別

ACS（オートコミッショニングシステム）による16種類のコミッショニングシート

Ⅰ フロア/エリア別
エネルギー消費一覧

Ⅱ ブロック別エネルギー
（オフィス)消費一覧

Ⅰ 熱源性能評価
（熱源種別・蓄熱槽等（4種類）

Ⅱ 変風量・変流量導入評価
Ⅲ 空調・換気ｴﾈﾙｷﾞｰ低減
Ⅳ  駐車場CO濃度制御評価
Ⅴ 厨房排水・雨水利用

再生エネルギー評価シート

Ⅰ 地中熱利用空調評価シート

Ⅱ 太陽光発電量評価シート

ACSによるアウトプットシート（16種類）

従来のBEMSとACS導入の概念

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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ACS低炭素化技術アウトプットシート（エネルギー別・用途別・エリア別）

ベンチマークに対する1次エネルギー消費量実績値が即座に把握でき
総合的なエネルギー削減への指標・官庁報告・事業者への報告機能に利用

空調（熱源・水搬送・空気搬送）・換気・照明・コンセント毎の電力消費量と
エネルギー消費割合を即座に把握できる。

熱源の単体COP・1次システムCOPが冷却水温度との相関関係と共に即座に把握
できる。インバータターボ冷凍機採用効果や熱源更新計画の目安に利用。また蓄熱
と昼間の電力消費量も即座に把握

オフィスの外気取入CO2制御・外気冷房・ナイトパージの効果量を即座に把握する
事ができ、テナントへの実積の報告及び更なる運用改善の指標となる

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

ACS低炭素化技術アウトプットシート（低炭素化技術－熱源・搬送・空調換気・雨水、厨房排水再利用）

定格運転電力量に対し、搬送動力低減に向けた変流量運転による効果を即座に把
握する事ができる。

オフィスの外気取入CO2制御・外気冷房・ナイトパージの効果量を即座に把握する
事ができ、テナントへの実積の報告及び更なる運用改善の指標となる

厨房排水・雨水利用による雑用水水源への再利用により、上水代替率を把握

［kwh/年］

インバータターボ冷凍機冷却水温度
とCOPとの相関

［kwh/年］ 外気冷房制御効果

熱量低減量

ファン動力
増分

実際のエネル
ギー低減量

事務所1 事務所2 事務所3 事務所4 事務所5 事務所6

■空調動力効果 ■空調熱量効果

1,000

500

0

-500

-1,000

-1,500

-2,000

-2,500

［kwh/年］ CO2制御効果

事務所1 事務所2 事務所3 事務所4 事務所5 事務所6

■空調動力効果 ■空調熱量効果

0

-10,000

-20,000

-30,000

-40,000

-50,000

-60,000

-70,000

図 4.2.7 ACS熱源性能アウトプットシート

ナイトパージ効果

熱量低減量

ファン動力
増分

事務所1 事務所2 事務所3 事務所4 事務所5 事務所6

実際のエネルギ
ー低減量

■空調動力効果 ■空調熱量効果

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

△単体COP（本年度） ・・・・【定連型】

製造熱量［GJ］

［GJ/月］ ［COP］インバータターボ冷凍機日中と深夜
電力製造熱量とCOPとの相関

■製造熱量（昼） ■製造熱量（夜） ●単体COP

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0
0

5

10

15

20

25

C
O

P

冷熱源システムCOPと製造熱量の相関

●全年（2013年） ■本年（2014年）
製造熱量［GJ］

C
O

P

インバータターボ冷凍機中の冷却水
温度とCOPとの相関
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Ⅲ e建築・e設備が実現するアメニティ

－次世代の技術でつくる－

東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－

インバータターボ

冷凍機（500USRT)

インバータターボ

冷凍機（500USRT)

水冷ヒートプンプ

チラー（750USRT)

水冷ヒートプンプ

チラー（750USRT)

密閉式冷却塔

（ヒーテングタワー）

750USRT×2台

開放式式冷却塔

500USRT×2台

地中熱ヒート

ポンプチラー

30USRT

冷水蓄熱槽1150㎥

冷水蓄熱槽1150㎥

冷温水蓄熱槽1150㎥

冷温水蓄熱槽1150㎥

冷水低層系統

冷水高層系統

温水低層系統

温水高層系統

地中熱コイル

低層熱交換器 高層熱交換器

低層冷温水熱交換器 高層冷温水熱交換器

冷水返り（低層）

冷水返り（高層） 温水返り（低層）

温水返り（高層）

5℃

15℃

7℃

7℃

43℃

43℃

17℃ 33℃

デイストリ

ビュータの形状

検証（効率向）

模型実験・シ

ミュレーション

予測・実績検証

大温度差送水

（⊿T=10℃）

冷水・温水共

ポンプは全て

インバータ化・

IPMモータ

有効水深

（6.35ｍ）

冷却水温度

によるCOP

向上

32℃

37℃

脱酸素装置及びﾌｧｲﾝボー

ルの採用による水質確保

商業系統の

プレクール・プレヒート

37熱源システムフロー図

水冷ヒートポンプチラー
（750USRT)

水冷ヒートポンプチラー
（750USRT)
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模型実験による死水域の確認

38

蓄熱槽模型

蓄熱槽模型実験とシミュレーションによる解析

図5.1.15 5日目放熱開始時

図5.1.17 全量蓄熱放熱完了時

図5.1.16 全量蓄熱完了時

図5.1.15 5日目放熱開始時

図5.1.17 全量蓄熱放熱完了時

図5.1.16 全量蓄熱完了時

図5.1.15 5日目放熱開始時

図5.1.17 全量蓄熱放熱完了時

図5.1.16 全量蓄熱完了時
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シミュレーションによる解析
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竣工後の検証（西面水平温度）竣工前の検証（西面冬期暖房垂直温度）

対象
エリア

34

温
熱
環
境
シ
ミ

ュ
レ
ー

シ
ョ
ン

ペリカウンターのみの吹出 天井からの吹出のみ

冬期のペリメーターの温熱環境シミュレーション

28.5 -29.0 28.0 -28.5

27.5 -28.0 27.0 -27.5

26.5 -27.0 26.0 -26.5

25.5 -26.0 25.0 -25.5

24.5 -25.0 24.0 -24.5

23.5 -24.0 23.0 -23.5

22.5 -23.0 22.0 -22.5

21.5 -22.0 21.0 -21.5

20.5 -21.0 20.0 -20.5

19.5 -20.0 19.0 -19.5

18.5 -19.0 18.0 -18.5

17.5 -18.0 17.0 -17.5

16.5 -17.0 16.0 -16.5

Ⅲ-3 ペリメータの空調方式と環境性能検証

負荷に対応した吹出方式の選定

<冷房時>

・夏期は天井吹出しをメインとし、

ペリメーターの冷房負荷に対応する

<暖房時>

・冬はコールドドラフト防止の為、ペリカウンター

より吹出す。

（ペリカウンターの吹出しは、暖房負荷に

対応した風量とする:△t=15℃）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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余剰排気ファン停止

OA

ﾎﾞｲﾄﾞ

廊下

機械室

オフィス

塗潰し：エアルート自然換気ホッパー閉

ナイトパージモード

廊下

WC・湯沸

・喫煙室

EA

ﾎﾞｲﾄﾞ

MD 開

SA

外気取入ファン

Ｆ

EA

空調機

MD 閉

VAV

Ｍ

外気導入量

6m3/㎡

VAV

RA

冷水・温水コイル停止

余剰排気ファン運転

OA

ﾎﾞｲﾄﾞ

廊下

機械室

オフィス

塗潰し：エアルート自然換気ホッパー開

自然換気モード
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ﾎﾞｲﾄﾞ

MD 開
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SA

Ｆ
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空調機

MD

VAV

Ｍ

空調機・

ファン停止

冷水・温水コイル停止

余剰排気ファン運転

OA

ﾎﾞｲﾄﾞ

廊下

機械室

オフィス

塗潰し：エアルート
自然換気ホッパー閉

外気冷房モード

廊下

WC・湯沸

・喫煙室

EA

ﾎﾞｲﾄﾞ

MD 開

RA

SA

外気取入ファン

VAV

Ｆ
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空調機

MD

VAV

Ｍ

外気導入量

12m3/㎡

冷水・温水コイル(外冷信号により冷温水量削減）

余剰排気ファン 停止

パスボックス
OA

ﾎﾞｲﾄﾞ

廊下

機械室

オフィス

塗潰し：エアルート
自然換気ホッパー閉

一般空調モード

廊下

WC・湯沸

・喫煙室

EA

ﾎﾞｲﾄﾞ

MD 開

RA

SA

外気取入ファン

VAV 照明スリット

Ｆ

EA

冷水・温水コイル

空調機

MD

VAV

気化式加湿

Ｍ

外気導入量

6m3/㎡

屋上 差圧センサー

熱量課金用カロリーメーター 中継器

室圧センサー

ＣO2濃度センサー

オフィスの空調・換気切替システム
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65,600

室圧制御
（冬期の煙突効果に
よる負圧抑制対策）

OA・EAボイドの
活用による

ハイブリッド空
調換気システム

差
圧
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Ⅳ 本建物の主たる取組みとエネルギー消費に関する実績・検証
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エネルギー消費管理体制（性能検証委員会）の構築
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③温度設定を変更した方に伺います.設定変更の
理由をお聞かせください.
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使い方が分かれば利用しようと思う

省エネルギーだと思うが環境が悪くなるので
使いたくない

環境が悪くなり不快と感じるので有効と
思わない

④自然換気の有効性についてどのように感じますか？
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③温度設定を変更した方に伺います.設定変更の
理由をお聞かせください.
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体感として暑かったので1℃下げた

体感として暑かったので2～3℃以上下げた

省エネルギーを意識して温度設定を変更した
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回答全体に対する割合%

利用しているし、今後も積極的に利用したい
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テナントサービス機能に関するアンケート調査内容 

①テナントサービス機能の利用経験 

②閲覧機能で興味ある項目 

③空調・照度・空調スケジュール設定経験 

④温度設定変更理由 

⑤撓度設定変更理由 

⑥自然換気ホッパー開閉経験 

⑦自然換気窓の有効性に関する認識 

⑧冷房時の省エネルギー・CO2削減 

メッセージに対する認識 

⑨ ネルギー利用に対する意識 

⑩ビルからのお知らせ機能に対する興味 

 

TSS機能に対するアンケート傾向（オフィス全体）

TSS機能に対するアンケート調査

（2013年度実施）

TSSによる入居者アンケートによる実態調査と分析

約40名のアンケート調査

①興味のある内容は空調スケジュー
ル・温度設定が多くアクセス数と類似。

②温度設定変更は体感として
「暑い・寒い」という理由で2～3℃が多
い。

③自然換気は使い方がわかれば利用
したいという回答が多い
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空調冷水熱量 空調温水熱量 その他

テナントサービスアクセス回数

2014年度の入居者アクセスと一次エネルギー消費量と入居者への啓蒙

断面イメージ

事務室

自然換気ホッパー
より、外気が流入

自然換気ホッパー

空調機

夜間低い外気温度を
用いて外気を導入し、
日中室内にたまった
滞流した熱負荷を
除去する。

平面図イメージ

自然換気ホッパー

照度設定（700ＬＸから
50ＬＸ単位で下げる設定
が可能）

ボイド
シャフト
（共用部）

照明器具スリットを
通じてボイド（屋上）
から排気される。

天井内

廊下オフィス

①照度設定の変更
（700LX→600LXへ）

1フロアーあたり45[KW/日]程度電力が削減
（モデルフロアー実積）

②ナイトパージの設定
4月～6月の中間期に4％程度電力が削減

（モデルフロアー実積）

③自然換気システム
1ゾーンあたり36[KW/日]程度電力が削減

（2014年4月実測より）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
空気調和・衛生工学会　東北支部　第7回　学術・技術報告会　論文集
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竣工時の設定 2014年度の改善策

商業エリアのエネルギー改善

ACS提供によるエネルギー削減効果（商業エリア）
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エリア5

エリア6

実測エリア

測定ポイント

測定項目 測定時期

水平温度 105点 夏期
・

中間期
・

冬期

上下温度 2点

PMV値 1点

自然換気口風速 2点 中間期

季節 測定期間

夏期 2014/7/29~8/8

中間期 2014/10/27～11/7

冬期 2014/1/20~1/31

オフィスフロアにおける環境実測
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調査期間 回答者数

夏期 2014/7/29~8/8 25人

中間期

（空調運転あり）10/29 21人

（空調運転なし）①10/31
②11/5
③11/7

①21人
②15人
③21人

冬期 2014/1/20~1/31 30人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男 女

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代 30代 40代 50代 60代以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事務職 技術職 その他

回答者属性

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冬期

夏期

空気環境に対する満足度

不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 満足

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冬期

夏期

温度の感じ

寒い やや寒い 適当 やや暑い 暑い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冬期

夏期

湿度の感じ

湿った感じ やや湿った感じ どちらともいえない やや乾いた感じ 乾いた感じ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冬期

夏期

温熱環境に対する満足度

不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 満足
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アンケート調査期間及び回答数

46知的生産性に関するアンケート調査
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ペリメータにおけるPMV推移（自然換気日）
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TSSを活用した入居者による省エネルギー活動と削減実積
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空調スケジュールの設定

空調温度の設定

照明照度の設定

ナイトパージの許可

運用改善、設定温度の変更

性能検証委員会による改善

TSSによる削減 ACSによる削減

TSS・ACSによる一次エネルギー削減量
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東京スクエアガーデン －事業者・管理者・入居者・建設者が四位一体で低炭素化に取組む次世代の都市型環境モデルビル－
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293,460 GJ/年

2,498 MJ/年・m2

155,841 GJ/年

1,327MJ/年・m2

270,279 GJ/年

2,301 MJ/年・m2

▲時間補正値

換算65％削減

102,451 GJ/年

872 MJ/年・m2

168,068 GJ/年

1,431 MJ/年・m2

▲目標値

42％削減

▲実績値

46％削減

ベンチマーク①

（東京都オフィスビル
の平均CO2排出量
107Kg－CO2/m2）

ベンチマーク②
（H22年度東京都
省エネカルテ）

計画時試算量 2014年度実績値

運用時間

（照明点灯時間）・
入居率からの
補正値

21％

28％

17％

25％

25％

2014年度ベンチマークに対するエネルギー削減量
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テーマ

次世代中小ビルにおける環境負荷低減の取組み

ビル名称：大和ハウス福島ビル

空気調和・衛生工学会創立１００周年記念東北支部講演会
■日時：２０１８年１月１６日（火） １４時００分～１４時４５分
■場所：ユアテック本社３階A会議室

2018.1. 16

大和ハウス工業株式会社 東京本社流通店舗事業推進部
企画開発設計部 環境・設備グループ 梅田 裕之

1

１． 大和ハウスの概要と取組み
２． 建物概要
３． 大和ハウス福島ビルコンセプト
４． 主な環境配慮技術
５． 自然換気による空調負荷削減
６． 地中熱ハイブリッド空調負荷削減
７． IoTによる見える化について
８． 創エネと畜エネ利用
９． 効果について

発表内容

2

１．大和ハウスの概要と取組み

○会社概要
社名 ：大和ハウス工業株式会社
本社所在地 ：大阪市北区梅田3丁目3番5号
創業 ：昭和30年4月5日
資本金 ：1,616億9,920万1,496円
従業員数 ：15,725名（H29年4月1日現在）

大和ハウスグループでは大和ハウス工業の創業100周年にあたる2055年を見据え
て、環境長期ビジョン“Challenge ZERO 2055”を策定し、４つの環境重点テーマに関し
て３つの段階を通じ、環境負荷ゼロへ挑戦します。

２．建物概要

3

名称：大和ハウス福島ビル
地域：福島県郡山市
階数：５階
述べ面積：３６４０．５㎡
竣工年月：２０１５年４月
構造：S造
用途：事務所

○ネット・ゼロ・エネルギービルディング（ZEB)の実現へ向けた取り組み
～自社施設での実証～

３．大和ハウス福島ビルコンセプト

4

○省エネと快適性を両立させるビルの実現

自然換気による空調負荷削減

IoTによる見える化について

パッシブエアフローウィンドウの開発
流体解析（ＣＦＤ解析）による計画

D-BEMS用ネットワーク

地中熱ハイブリッド空調負荷
削減

創エネと蓄エネ利用
非常時の事業継続計画

鋼管杭への地中熱利用
ハイブリッド空調機の利用

省
エ
ネ
＋
快
適
性

４．主な環境配慮技術

5

○大和ハウス福島ビルの計画
エネルギー量を基準値より半減以下にすることを目標に設計を実施した。

建物を高気密・高断熱とし、空調についてはデシカント空調、全熱交換器を配置し、
照明については照度設計を４００ｌｘとしてタスクアンビエント照明とし、省エネと快適性
を考慮した。
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５．自然換気による空調負荷削減

6

○パッシブエアフローウィンドウ（以下ＰＡＦＷ）
中・低層建物用に大和ハウス工業が独自開発したエアフローウィンドウで、中間期

において自然風を建物に取り込め、かつ夏期は熱気を排気することでペリメータ部の
負荷低減をすることが最大の特徴です。（サブタイトル：呼吸するオフィスビル）

パッシブ機能 エアフロー機能
7

５．自然換気による空調負荷削減

○パッシブ機能システム構成

気象センサーにて、外気温湿度・風速、室内温湿度センサーにて室内温湿度を測

定し、気象条件が適した場合、窓を開閉させる。開口部の開閉は、事務室の窓に連

動する自動制御としている。

５．自然換気による空調負荷削減

8

自然通風の促進を目的に、建物鉛直方向の流路を計画した。

専用のボイドを設けず、階段室を流路に利用している。階段室上部には、壁面４方向

に開口部を有する「換気棟」を設置している。開口部の開閉は、事務室の窓に連動

する自動制御としている。

流体解析の結果

換気塔の流れ

流体解析（ＣＦＤ解析）
解析により計画通りの流れになっているかなどについて
気流の流れを確認した。

○パッシブ機能流体解析（ＣＦＤ解析）による計画

4F執務室

５．自然換気による空調負荷削減

9

○パッシブ機能風速比較

図５ ＰＥＦＷの風速分布

床からの高さにおける風速
分布では、2.5ｍ天井付近で
は、風速が大きいが、高さが
低くなるについて風速も低下
し、机上高さにおいては風を
あまり感じない程度まで風速
が低下している。

５．自然換気による空調負荷削減

10

○パッシブ機能の中間期における自然換気の有効時間
総業務時間が434時間あり、そのうち自然換気利用時間が125時間であった。

従って、全体の28.8％の時間が快適な環境を自然換気のみで構成できることを示
している。

非通風期間の条件 通風期間の風速

５．自然換気による空調負荷削減

11

○エアフロー機能の温度効果

2ＦはＰＡＦＷ無で窓部はＬｏｗ－Ｅガラスのみであり、4ＦはＬｏｗ－ＥガラスにＰＡＦＷ
仕様で比較した。

日中10時～17時の平均で比較するとＰＡＦＷ有の平均表面温度はＰＡＦＷ無（Ｌｏｗ
－Ｅガラス）に対して、1.9℃低いことを確認した。

ＰＥＦＷ有無による表面温度
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５．自然換気による空調負荷削減

12

○パッシブエアフローウィンドウと換気用塔屋の外観

換気用塔屋パッシブエアフローウィンドウ

５．自然換気による空調負荷削減

窓を自動開閉させる環境配慮型ビルー自然通風で空調負荷低減

○外部媒体の掲載 （日経アーキテクチュア 2015年6月10日号）

６．地中熱ハイブリッド空調負荷削減

14

○ハイブリッド空調機の利用
鋼管杭２３本中７本の内部に採熱管を設置し、ブライン液を通して、地中熱を利用

した空調システムをリビングサロン（商談室）の一部に利用している。

６．地中熱ハイブリッド空調負荷削減

15

○鋼管杭への地中熱利用
オーガーで、採熱管を鋼管杭内部に挿入

６．地中熱ハイブリッド空調負荷削減

16

○温度差比較
空気熱源の吹出平均温度と吸込み温度差が11.9℃、地中熱熱源平均温

度と吸込み温度差が19.4℃であり、地中熱源の温度差が大きいことが確認さ
れた。これは、空気熱源に対して地中熱源の空調方式の方が効率としては高
いことを示している。

６．地中熱ハイブリッド空調負荷削減

17

○地中熱方式、空気熱方式の比較

デフロスト運
転

切替制御領域

最適運転

冬季（例）
気温３度、水温２℃
夏季（例）
気温３０度、水温２５
℃

地中熱、空気熱SCOP推移

外気温度の条件により効率運転が変化するため、最適条件で切替運転する。
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18

拠点

７．IoTによる見える化について

Internet

福島ビル
東京本社 拠点２総技研

ハウス ネットワーク

業務用 標準ＰＣ

BEMSシステムサーバ

タブレット（会社支給）

・通常業務用と同一LAN上
・現在の ｉＰａｄ から利用できる環境を用意

エントランス部モニタ
HDMI延長

業務用 標準ＰＣ

各種センサー類

○D-ＢＥＭＳ用ネットワーク

見える化

８．創エネと畜エネ利用

19

○非常時の事業継続計画
BCP対策として、蓄電池１５ｋｗｈを太陽光と連携し、停電後8時間非常電

源を確保し、トイレ洗浄水は高置水槽を設け非常時に利用

1,298 
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年間一次エネルギー消費量

９．効果について

20

○一次エネルギー基準からの比較

53％減
61％減

９．効果について

21

○ZEB化の評価

0.45

0.39

ZEB

Nearly

ZEB

ZEB

Ready

100%以上減
（Net Zero)

75%以上減

省エネルギー

基準ビル

1.00

実績

エネルギー
供給量

エネルギー自立
55%減
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公益社団法人空気調和・衛生工学会の概要 

 
空気調和・衛生工学会は、暖冷房・換気、給水・排水、衛生設備など一般市民の生活と

密着した設備やその仕組み・原理などを扱う学問領域で活動する学術団体です。  
本会はこの領域の研究者と実際にこれらの設備の設計や施工を行う設計者・技術者、装

置を製作するエンジニア、運転・管理技術者等の会員で構成され、日本にある工学系の中

では 10 番目の規模の学会です。  
また、創立時より「学理と工業は両輪である」との理念と「空気調和と衛生設備に関す

る専門学会」との立場をもって運営されており、現在もこれを継承しています。  
 

【会員数】  

個人  法人  
合計  

正会員  名誉会員  特別会員  学生会員 小計  賛助会員  

14,640 名  28 名   32 名   376 名  15,076 名  478(社 )  15,554 名  

 
【創立】  
   1917 年（大正 6 年）7 月 28 日、“煖房冷蔵協会”として創立（会員数約 150 名）  
 
【本部】  
   〒162-0825 東京都新宿区神楽坂 4-8 神楽坂プラザビル 4F 
 
【会長】  

奥宮 正哉（名古屋大学・教授）  
 
【ホームページ】  

http://www.shasej.org/ 
 
 
 

平成 29 年 3 月末現在  
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空気調和・衛生工学会東北支部 メンバー 

 
■東北支部運営委員 【2017 年（第 45 期）・2018 年（第 46 期）】   

役 職  氏  名  所  属  
支部長  須藤  諭  東北文化学園大学  
副支部長  
 

渡辺 浩文  東北工業大学  
船木 寮一  三建設備工業㈱東北支店  

事業幹事  
 

内海 康雄  仙台高等専門学校  
赤井  仁志  福島大学  
小林 光  東北大学大学院工学研究科  
田原 誠  ㈱竹中工務店 東北支店  

総務幹事  
 

荒川 博之  高砂熱学工業㈱東北支店  
及川 義信  新日本空調㈱東北支店  
金田 清満  新菱冷熱工業㈱東北支社  

会計幹事  庄司 恒久  空気調和・衛生工学会東北支部  
小林  照和  ㈱興盛工業所  
牧野 泰弘  ダイダン㈱東北支店  

委員  石島  和明  大成建設㈱  
岡田 誠之  東北文化学園大学  
許 雷  東北工業大学  
後藤 正徳  第一工業㈱東北支店  
菅原 正則  宮城教育大学  
鈴木 道哉  東北学院大学  
須知 秀行  ㈱朝日工業社 東北支店  
高原 洋介  東北地方整備局  
田中 和則  (株 )ユアテック  
谷 博之  ㈱大気社 東北支店  
月野 智弘  （株）ピーエーシー仙台支所  
早瀬 訓  東北電力（株）  
山田 英明  東洋熱工業㈱東北支店  
渡邉 東一  三機工業㈱東北支店  
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■賛助会員  
社  名  郵便番号 住  所  

北関東空調工業㈱  970-8026 いわき市平字柳町 3 
㈱興盛工業所  983-0035 仙台市宮城野区日の出町 1-1-35 
新日本空調㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 3-7-1 電力ﾋﾞﾙ 
新菱冷熱工業㈱東北支社  980-0803 仙台市青葉区国分町 3-6-1 仙台ﾊﾟｰｸﾋﾞﾙ 
高砂熱学工業㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 2-4-1 興和ﾋﾞﾙ 
第一工業㈱東北支店  980-0812 仙台市青葉区片平 1-5-20Ever-I 片平丁ﾋﾞﾙ 4 階

㈱東北開発コンサルタント  980-0804 仙台市青葉区大町 2-15-33 大町電力ﾋﾞﾙ新館  
東北電力㈱  981-0952 仙台市青葉区中山 7-2-1 
㈱ユアテック  983-8622 仙台市宮城野区榴岡 4-1-1 
大成建設㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 3-1-1 仙台ﾌｧｰｽﾄﾀﾜｰ 
三建設備工業㈱東北支店  980-0014 仙台市青葉区本町 1-13-22 仙台松村ﾋﾞﾙ 5F 
ダイダン㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 1-15-17 
㈱朝日工業社東北支店  980-0821 仙台市青葉区春日町 3-21 
㈱竹中工務店東北支店  980-0803 仙台市青葉区国分町 3-4-33 
三機工業㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 2-8-10 
東日本旅客鉄道㈱東北工事

事務所  
980-8580

仙台市青葉区中央 1-1-1 仙台駅南部現業事務

所 3F 
サンポット㈱  025-0301 花巻市北湯口第 2 地割 1-26 
㈱アクーズ会津  965-0817 会津若松市千石町 4-50 
東北エネルギーサービス㈱  980-0804 仙台市青葉区大町 2-2-25 
ｼﾞｮﾝｿﾝｺﾝﾄﾛｰﾙｽﾞ㈱東北支店  984-0852 仙台市若林区新寺 1-3-45AI.Premium 8F 
㈱大気社東北支店  980-0802 仙台市青葉区二日町 12-30 
東日本興業㈱  980-8534 仙台市青葉区一番町 3-7-1 
弘栄設備工業㈱  990-0821 山形市北町 1-7-2 
㈱ユアテック山形支社  990-0073 山形市大野目 3-5-7 
㈲トータルライフプラン  971-8172 福島県いわき市泉玉露 7-11-10 ｻﾝﾊｲﾂ泉 103 
公益財団法人ふくしま海洋

科学館  
971-8101 福島県いわき市小名浜辰巳町 50 

東洋熱工業㈱東北支店  980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 1-12-7 
黒澤建設工業㈱  990-0067 山形県山形市花楯 2-9-21 

平成 30 年 1 月末現在  
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第6回 平成29年3月14日 (火) 東北学院大学多賀城キャンパス

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-2
都市部オフィスビルにおける緑陰形成効果と空気熱源機器効率向上に
関する研究

土屋 茂樹 三機工業㈱

A-10
住宅のダンプネスの経年変化が小児・児童の呼吸器系症状に及ぼす
影響に関する研究

佐藤 愛美 秋田県立大学

B-15 ゼオライト/水系を用いた一体型吸着蓄熱槽の性能試験 佐々木 賢知 三機工業㈱

A-9
住宅のダンプネスとアレルギー疾患の因果構造の解明に向けた基礎研
究

佐藤 有希 秋田県立大学

第5回 平成28年3月11日 (金) 東北工業大学八木山キャンパス

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-4 脳卒中死亡と住環境要因との関連性に関する調査研究 貝沼 拓哉 秋田県立大学

A-6
住宅のダンプネスの評価法の構築と子供の健康影響に関する統計分
析

竹鼻 紫 秋田県立大学

A-19
浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の埋設工法の開発と評価
その2：改良後の実証試験計画・結果

瀬川 和幸 東北電力㈱

A-21 太陽光発電を用いたエネルギー自給型まちづくりの検討 菅野 智之 東北学院大学

第4回 平成27年3月10日 (火) 東北大学 人間･環境系校舎

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-3 集合住宅への介護用圧送トイレシステムの適用の可能性 松尾 隆史 関東学院大学

A-9 PCMを利用したパッシブ温度管理型グリーンハウスの開発 澤田 真吾 東北大学

A-23 東日本大震災後の避難施設に関する研究
-防災システムの概要と稼働状況-

村上 美穂 仙台高等専門学校

A-24 避難者が製作できる段ボールルームの提案 相澤 華絵 宮城教育大学

B-7 サーバ室におけるラック型前面吹出しユニットの評価 岩崎 守顕 三機工業㈱

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部
過去優秀発表奨励賞受賞者
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公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部
過去優秀発表奨励賞受賞者

第3回 平成26年3月18日 (火) 株式会社ユアテック 本社

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-2 秋田県立大学におけるエネルギー消費特性の分析と環境負荷削減の
適応手法の可能性に関する研究

庄司 侑椰 秋田県立大学

A-5 東日本大震災後の東北地方の福祉施設におけるエネルギー消費に関
する調査

伊藤 梓 東北文化学園大学

B-16 室温の上昇・下降が人間の覚醒状態に及ぼす影響に関する被験者実
験

平松 美紀 東北大学

P-1 オフセットを有する排水立て管システムの排水能力把握に関する研究 杉本 遼太 関東学院大学

第2回 平成25年3月12日 (火) 東北文化学園大学

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-4 東日本大震災時の仙台市水道被害の実態分析
～大規模地震時における上水道被害に関する研究～

菅原 章斗 東北工業大学

B-13 全国事務所建物における電力系・燃焼系熱源設備併用建物のエネル
ギー消費原単位
－DECC平成21年度調査データによる分析

井城 依真 東北文化学園大学

B-16 水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵容器内の充填状態変化と応力発現の
検討

川上 理亮 高砂熱学工業㈱

第1回 平成24年3月14日 (水) 東北工業大学 八木山キャンパス

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-11 グリース阻集器の油脂分解技術の評価試験
（その１）評価試験の基礎的実験

草刈 洋行 ㈱ユアテック

A-15 洗浄水量4.0Ｌを有する超節水型大便器の排水性能の検討 各務 紘史 関東学院大学

B-8 大規模震災時における応急給水施設の整備方策に関する研究
－仙台市を対象とした検討－

石橋 直也　 東北工業大学

B-12 公共建物における空調機器の予測制御システムの適用に関する研究
その1　システムの概要と日射量の推計式について

松本 若菜 仙台高等専門学校

P-4 在室スケジュールに基づいた予熱暖房による熱負荷低減効果 田中 恵莉 宮城教育大学
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